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 １.会議録署名議員の指名 ················································································   ６ 

 １.会期の決定 ································································································   ６ 

 １.諸般の報告 ································································································   ６ 

 １.森武一議員の議員辞職勧告決議案について ··················································   ９ 

   休憩、議運、説明、質疑、討論、表決 

 １.報告第１号 上程 ······················································································  １５ 

   報告 

 １.報告第２号・報告第３号 一括上程 ····························································  １６ 

   報告、質疑、討論、表決 

 １.議案第１号～議案第３号 一括上程 ····························································  １８ 

   説明、質疑、総務文教委員会付託 

 １.議案第４号 上程 ······················································································  ２２ 

   説明、質疑、各常任委員会・庁舎整備検討特別委員会付託 

 １.議案第５号～議案第１１号 一括上程 ·························································  ２５ 

   説明、質疑、各常任委員会付託 

 １.議案第１２号～議案第２２号 一括上程 ·····················································  ３０ 

   説明 

 １.請願第７号・陳情第１３号 一括上程 ·························································  ３３ 

   請願第７号 産業厚生委員会付託 

   陳情第１３号 庁舎整備検討特別委員会付託 

 １.日程報告····································································································  ３４ 

 １.散  会····································································································  ３４ 

    癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

第２号（３月３日）（木曜日） 

 １.開  議····································································································  ３６ 

 １.議案第４号～議案第１１号 一括上程 ·························································  ３６ 

   委員長報告、質疑、討論、表決 

 １.議案第２３号 上程 ···················································································  ３９ 

   説明、質疑、総務文教委員会付託 



 

 

－２－ 

 １.令和４年度施政方針並びに各会計予算案に対する総括質疑・一般質問 ··········  ４０ 

   堀内 貴志 議員 ······················································································  ４０ 

   １ コロナ感染防止対策の徹底について 

    （１）コロナ感染の現状について 

    （２）“コロナ差別”と人権侵害について 

    （３）コロナ差別防止条例の制定について 

   ２ コンビニ交付事業について 

    （１）事業の内容と実施時期について 

    （２）事業のメリット、デメリットは 

   前田  隆 議員 ······················································································  ４９ 

   １ 市職員の定員適正化について 

    （１）業務量調査報告から分かる勤務実態と改善について 

      ア 業務量から１７名不足とされているが現在の定員を２３５名とし 

        ている根拠と経緯について伺う 

      イ 業務改善は事務の効率化、外部委託、任用職員の活用で超過勤務 

        に対応としているがどんな業務を効率化して取り組むのか伺う 

      ウ 権限移譲等で業務負担増が続く中、現状の定員で非定型業務を遅 

        延なく効果的に推進・対応できるか伺う 

      エ 定員増で定員適正化を図るべきと思うが市長の見解を伺う 

   ２ 小学校の教科担任制について 

    （１）導入の目的と意義について伺う 

    （２）本市の現状と導入予定や方法、教科担任制の確保について伺う 

    （３）複式学級制を取っている小規模校の教科担任制対応について伺う 

   ３ ふるさと応援寄付金について 

    （１）自主財源確保にはふるさと応援寄付金が重要、更なる寄付金増額に 

       向けた取組について伺う 

      ア 本市のふるさと納税のホームページを更に寄付者の視点に立った 

        内容に改善して増額を 

      イ 返礼品の開発とパソコンを持たない店等の参加取組について伺う 

      ウ 企業版ふるさと納税に繋がるまち・ひと・しごと創生総合戦略の 

        事業計画について伺う 

   ４ 市債発行計画について 

    （１）令和４年度の市債発行計画について当初予算は７億７千万円だが多 

       くないか、最終発行額は財政改革プログラムの計画８億７千万円以 
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       内で抑えられるのか見通しを伺う 

    （２）令和４年度以降の市債発行額は財政改革プログラムを遵守し、計画８ 

       億７千万円以内の方針を堅持していくか副市長に伺う 

   森  武一 議員 ······················································································  ６０ 

   １ 随意契約について 

    （１）ふるさと応援寄付業務委託は、公正な処理がされてきたのか 

    （２）公正・公平な取扱いとなっているのか 

    （３）市の契約は、一般競争入札が原則ではないのか 

    （４）検証・再発防止について 

   ２ １０年後の地域を見据えて 

     ～共に支え合う地域づくりを推進するために～ 

    （１）持続的な地域活動の担い手育成について 

    （２）地域の記録・記憶をつなぐためには 

    （３）集落水道について 

    （４）集落墓地の管理について 

   池田みすず 議員 ······················································································  ７４ 

   １ コロナ禍の中でのイベントについて 

    （１）産業祭について 

    （２）成人式について 

   ２ 子育て支援について 

    （１）来年度の取組について 

   ３ ＧＩＧＡスクールについて 

    （１）今年度の取組と課題 

    （２）今年度の課題を踏まえた来年度の取組 

   新原  勇 議員 ······················································································  ８４ 

   １ 垂水市のＰＲについて 

    （１）第１９回ＫＫＢふるさとＣＭ大賞について 

      ア 参加しなかった理由と予算付けは 

      イ 今後の参加予定と今後の方針は 

      ウ ＣＭ大賞の位置付けは 

    （２）マンホールカードの製作は 

   ２ 森林伐採の計画的な管理について 

    （１）垂水市の伐採届について 

    （２）垂水市の年間伐採量は 
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    （３）伐採後の造林について 

   ３ ため池について 

    （１）特定ため池と農業用のため池の維持管理の違い 

    （２）高齢化と農業人口減少により管理をどうするのか 

   ４ 消防団活動について 

    （１）年額報酬と費用弁償について 

      ア 消防学校における出動報酬は 

    （２）女性消防団員の活躍推進について 

   ５ 感染症まん延防止地域への出張職員のＰＣＲ検査について 

    （１）職員のＰＣＲ検査予算措置は 

   ６ 垂水中央病院・コスモス苑について 

    （１）テレビ電話面会の拡充について 

      ア 利用状況 

      イ 日祭日１時間でも設けることはできないか 

   感王寺耕造 議員 ······················································································  ９３ 

   １ 消費生活相談 啓発と対策について 

    （１）光ブロードバンド整備事業の終了により、ＮＴＴはもとより、代行 

       業者等電話・訪問販売が激化しているが、相談の事例は。また、啓 

       発と対策について 

    （２）その他、相談の傾向は 

   ２ 森林環境譲与税事業について 

    （１）課税と譲与の中身について 

    （２）森林所有者と林業事業体のマッチングの具体的内容は 

    （３）自伐林業（林家）の育成と収入増の対策は 

    （４）所有権者の特定と隣接地との境界確定について 

   ３ 住宅対策について 

    （１）柊原団地建替事業について 

      ア 建て替えが必要なのか。他公営住宅への転居で解決できるのでは 

    （２）未利用の教職員住宅を市営住宅として活用できないか 

    （３）新設ではなく、空き家の有効活用は 

   ４ 両支所の現状とこれからの方向性について 

    （１）両支所の利用状況について 

    （２）これからの方向性について 

    （３）日本郵政への事務包括受託の進捗はどうなっているのか 
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   ５ コンビニ交付事業について 

    （１）事業費の内訳はどうなっているのか。また財源は 

    （２）個人情報の安全性は、担保できるのか 

 １.日程報告···································································································· １０５ 

 １.散  会···································································································· １０５ 

    癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

第３号（３月４日）（金曜日） 

 １.開  議···································································································· １０８ 

 １.令和４年度施政方針並びに各会計予算案に対する総括質疑・一般質問 ·········· １０８ 

   篠原 則 議員 ······················································································ １０８ 

   １ マイナンバーカードについて 

    （１）マイナンバーカードの交付状況について 

    （２）マイナンバーカード取得のメリット及びデメリットについて 

    （３）マイナンバーカードの申請方法（高齢者支援）について 

   ２ 相続未登録について 

    （１）相続放棄地等の固定資産税賦課について 

      ア 所有者が亡くなり相続登記がなされない土地や家屋の本市における 

        現状は 

    （２）相続放棄する者への対応指導について 

      ア 本市の課題と取組は 

    （３）相続放棄された土地等のその後について 

      ア 相続登記がなされない原因と解消のための取組は 

    （４）事業推進に対する影響について 

   ３ 農政について 

    （１）農業委員会事務局長の専任について 

   北方 貞明 議員 ······················································································ １１５ 

   １ コロナウイルスの感染対策について 

    （１）感染者発表が遅れた理由。発表前の対策会議に市長が欠席した理由 

       について 

   ２ ゴミステーションについて 

    （１）借地料について９月、１２月議会の答弁では各課と協議するとの事 

       であったが、その結果は 

   梅木  勇 議員 ······················································································ １２１ 

   １ 農道等整備事業（環境整備班）について 
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    （１）環境整備班の体制は 

    （２）事業の業務、計画は 

    （３）これまでの委託、工事請負への影響は 

   ２ 新規就農者支援について 

    （１）これまでの支援事業の実績は 

    （２）支援を受けた就農者の継続状況は 

    （３）支援者数と今後の課題は 

   ３ 要配慮者個別計画作成支援業務委託について 

    （１）事業の目的と内容について 

    （２）どのように活用されるのか 

   ４ 保育士等の処遇改善臨時特例事業について 

    （１）改善の内容は 

    （２）施設数・対象者は 

    （３）今後の財源は 

   持留 良一 議員 ······················································································ １２８ 

   １ 予算の視点と財政の考え方及び対策は 

    （１）自治体独自の取組に活用できる「地方単独事業分」の市町村交付限 

       度額が自治体に示された。交付決定は３月中とされ、２２年度へ繰 

       り越しすることも認めているが、どのような目的をもって要求され、 

       決定額はどうなったか 

    （２）自治体のコロナ禍における住民要求実現のための財源は一定確保さ 

       れていると認識するがどうか 

    （３）予算編成方針では財政状況に陰りが見え始めていると示している。 

       コロナ危機を乗り切るために何が求められているか。乗り切るため 

       には、感染防止と社会的弱者支援を優先し、福祉施策を優先し、地 

       元中小零細企業・地場産業を中心として地域内経済循環の確立を目 

       指すことが重要と考えるが認識を問う 

   ２ コロナ禍と「セーフティーネット」対策 

     ～市民の生活を守る視点と制度の利活用と改善と充実 

    （１）コロナ禍による生活困窮は、非正規雇用、女性、ひとり親、個人事 

       業主など生活が不安定な人たちに集中しているという認識はあるか 

    （２）こうした生活困窮者に対する「セーフティーネット」は、コロナ禍 

       以前から脆弱なものであるとの認識はあるか 

    （３）来年度予算案では、施策は限られた予算で評価できる点はあるが、 
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       対応できる「セーフティーネット」の運用の改善は図られていない。 

       財政がなければ各種減免制度の運用・改善によって救済はできるが、 

       検討されたのか。検討されていないのであれば、なぜこのような時 

       に検討されなかったのか問う 

   ３ 行政のデジタル化の課題（標準化・共通化・行政手続きのオンライン化） 

     ～個人情報保護条例を守り、さらに発展させることが住民サービスと住 

     民自治をまもる防波堤 

    （１）「行政のデジタル化の問題点」について問う 

      ア 個人情報を実施機関以外の者に提供してはならない。個人情報保 

        護の規制緩和・撤廃は許されない。守れるのか。 

        ～個人情報を、本人の同意なしに、第三者に提供する仕組みづく 

        り（匿名加工制度・情報連携～行政からの外部提供）になってい 

        く懸念があるがどう考えるか 

      イ 不当に収集・利用・提供された個人情報の消去を請求する権利を 

        明確に定める必要が求められているが、その後の検討は。「自己 

        情報コントロール権」の保障が必要では 

      ウ 住民サービスの後退につながらないか 

        ～政府は地方自治体の基幹業務システムを、国が定める標準準拠 

        システム（「情報システムの共同化・集約」）へ移行することを 

        法律で義務付け、ガバメントクラウドの利用を努力義務付け、カ 

        スタマイズは原則禁止の方向。そうなると住民サービスをやめる 

        自治体が広がる恐れが出てくるのではないか。独自の住民サービ 

        スが実施できない場合、どのような対応が求められていくか。 

        ～このような時、「地方自治法第２条第１３項」は、どのような 

        役割を果たすのか 

   ４ 学びの保障・学びの多様性は整っているのか。ギガスクール、子どもた 

     ちの最善の利益が優先されているのか 

    （１）「一人一台端末」制度は、子どもの心身にどのような影響をあたえ 

       ているのか。また、懸念があるのか 

      ア 文科省は、タブレットの使用は、教科書との比較で年間２分の１ 

        以上使用してはいけないと、また、本市もその方針で取組んでい 

        るはずだが、どうなっているか。「手段」から「目的」になるの 

        ではないか 

      イ そのことによる子どもたちへの影響、危惧されることが健康面や 
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        教育の面（手書き学習）で懸念されるがどうか。電磁波 ドライ 

        アイ ブルーライト等 

      ウ 教職員の多忙化（長時間労働）は改善されたのか 

    （２）財政面や維持管理面での問題や課題をどのように認識しているか 

      ア 機器の更新（５年）に伴う課題（購入の財政問題・機器の処理） 

        やランニングコストはどうなっていくのか 

      イ 今後の取組について 国等への要請 

   池山 節夫 議員 ······················································································ １４１ 

   １ 市政について 

    （１）令和４年度、垂水市施政方針について 

      ア 保育士等処遇改善について 

      イ ＧＩＧＡスクール関連予算について 

      ウ デジタル技術を活用した行政サービスの利便性向上予算について 

    （２）新型コロナウイル対策について 

      ア ３回目ワクチンのスケジュールについて 

      イ 潜伏期間について 

      ウ コロナ差別や偏見いじめ誹謗中傷対策について 

    （３）地球温暖化対策について 

      ア 脱炭素先行地域について 

   ２ 教育行政について 

    （１）給特法と教職員の働き方改革について 

      ア 市内の教職員の労働実態について 

      イ 働き方改革実行計画について 

 １.議案第１８号～議案第２８号 ······································································ １５２ 

  予算特別委員会設置、付託 

 １.予算特別委員会正・副委員長互選結果報告 ·················································· １５３ 

 １.日程報告···································································································· １５３ 

 １.散  会···································································································· １５３ 

    癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

第４号（３月１８日）（金曜日） 

 １.開  議···································································································· １５６ 

 １.諸般の報告 ································································································ １５６ 

 １.議案第１号～議案第３号、議案第１２号～議案第２３号、請願第７ 

   号、陳情第１３号 一括上程 ······································································ １５６ 
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   委員長報告、質疑、討論、表決 

 １.議案第２４号～議案第２７号 一括上程 ····················································· １６２ 

   説明、休憩、全協、質疑、討論、表決 

 １.意見書案第１７号 上程 ············································································ １６５ 

   説明、質疑、討論、表決 

 １.決議案第２号 上程 ··················································································· １６７ 

   説明、質疑、討論、表決 

 １.大隅肝属広域事務組合議会議員の選挙について ··········································· １６７ 

 １.議会運営委員会の閉会中の所掌事務調査の件について 上程 ························ １６８ 

   閉会中の継続調査 

 １.各常任委員会の閉会中の所管事務調査の件について 上程 ··························· １６８ 

   閉会中の継続調査 

 １.閉  会···································································································· １６８ 
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令 和 ４ 年 第 １ 回 垂 水 市 議 会 定 例 会  

 
１．会期日程 

 

月 日 曜 種 別 内 容 

２ ・２１ 月 本会議  
会期の決定、議案等上程、説明、質疑、討論、一部表決、

一部委員会付託 

２ ・２２ 火 休 会 委員会 
庁舎整備検討特別委員会   （令和３年度補正予算審 

査） 

２ ・２３ 水 〃   

２ ・２４ 木 〃  （質問通告期限：正午）  

２ ・２５ 金 〃 委員会 産業厚生委員会     （令和３年度補正予算審査） 

２ ・２６ 土 〃   

２ ・２７ 日 〃   

２ ・２８ 月 〃 委員会 総務文教委員会     （令和３年度補正予算審査） 

３ ・ １ 火 〃   

３ ・ ２ 水 〃   

３ ・ ３ 木 本会議  

議案上程、説明、質疑、委員会付託、委員長報告、 

質疑、討論、表決、 

令和４年度施策方針並びに各会計予算案に対する総括

質疑・一般質問 

３ ・ ４ 金 本会議  
令和４年度施策方針並びに各会計予算案に対する総括

質疑・一般質問 

３ ・ ５ 土 休 会   

３ ・ ６ 日 〃   

３ ・ ７ 月 〃 委員会 産業厚生委員会      （条例・その他議案等審査） 

３ ・ ８ 火 〃 委員会 総務文教委員会      （条例・その他議案等審査） 

３ ・ ９ 水 〃 委員会 

庁舎整備検討特別委員会   （令和４年度各会計予算 

案審査） 

予算特別委員会   （令和４年度各会計予算案審査） 

３ ・１０ 木 〃 委員会 予算特別委員会   （令和４年度各会計予算案審査） 

３ ・１１ 金 〃 委員会 
予算特別委員会   （令和４年度各会計予算案審査) 

【予備日】 

３ ・１２ 土 〃   

３ ・１３ 日 〃   

３ ・１４ 月 〃 委員会 
予算特別委員会   （令和４年度各会計予算案総括質 

疑） 

３ ・１５ 火 〃   

３ ・１６ 水 〃   
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月 日 曜 種 別 内 容 

３ ・１７ 木 休 会 委員会 議会運営委員会 

３ ・１８ 金 本会議  
委員長報告、質疑、討論、表決、議案等上程、説明、質

疑、討論、一部表決、一部委員会付託 

 

２．付議事件 

件            名 

 

報告第 １号 損害賠償の額を定めることについての専決処分の報告について 

報告第 ２号 専決処分の承認を求めることについて（令和３年度垂水市一般会計補正予算（第

１２号）） 

報告第 ３号 専決処分の承認を求めることについて（令和３年度垂水市一般会計補正予算（第

１３号）） 

議案第 １号 垂水市固定資産評価審査委員会条例等の一部を改正する条例 案 

議案第 ２号 垂水市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 案 

議案第 ３号 垂水市消防団条例の一部を改正する条例 案 

議案第 ４号 令和３年度垂水市一般会計補正予算（第１４号） 案 

議案第 ５号 令和３年度垂水市国民健康保険特別会計補正予算（第３号） 案 

議案第 ６号 令和３年度垂水市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号） 案 

議案第 ７号 令和３年度垂水市介護保険特別会計補正予算（第２号） 案 

議案第 ８号 令和３年度垂水市老人保健施設特別会計補正予算（第２号） 案 

議案第 ９号 令和３年度垂水市病院事業会計補正予算（第２号） 案 

議案第１０号 令和３年度垂水市簡易水道事業特別会計補正予算（第２号） 案 

議案第１１号 令和３年度垂水市水道事業会計補正予算（第２号） 案 

議案第１２号 令和４年度垂水市一般会計予算 案 

議案第１３号 令和４年度垂水市国民健康保険特別会計予算 案 

議案第１４号 令和４年度垂水市後期高齢者医療特別会計予算 案 

議案第１５号 令和４年度垂水市交通災害共済特別会計予算 案 

議案第１６号 令和４年度垂水市介護保険特別会計予算 案 

議案第１７号 令和４年度垂水市老人保健施設特別会計予算 案 

議案第１８号 令和４年度垂水市病院事業会計予算 案 

議案第１９号 令和４年度垂水市漁業集落排水処理施設特別会計予算 案 

議案第２０号 令和４年度垂水市地方卸売市場特別会計予算 案 

議案第２１号 令和４年度垂水市簡易水道事業特別会計予算 案 

議案第２２号 令和４年度垂水市水道事業会計予算 案 

議案第２３号 垂水市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 案 

議案第２４号 垂水市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例 
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案 

議案第２５号 垂水市長等の給与に関する条例の一部を改正する条例 案 

議案第２６号 垂水市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 案 

議案第２７号 垂水市第２号会計年度任用職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 案 

意見書案第１７号 消費税の適格請求書等保存方式（インボイス制度）の導入の延期・中止を求

める意見書 案 

決議案第 １号 森武一議員の議員辞職勧告決議案について 

決議案第 ２号 ロシアのウクライナへの侵略に対し断固抗議するとともに、即時、無条件での 

        ロシア軍の完全撤退を強く求める決議 案 

大隅肝属広域事務組合議会議員の選挙について 

 

請 願 

請願第 ７号 補聴器購入費用の助成を求める請願 

 

陳 情 

陳情第１３号 安心安全が担保され、将来負担の少ない庁舎等の耐震補強工事の実施についての

陳情 



－4－ 

 



 

 

 

令 和 ４ 年 第 １ 回 定 例 会  

 

会   議   録  

 

第１日  令和４年２月２１日  

 



 



－5－ 

本会議第１号（２月２１日）（月曜） 

  出席議員  １４名 

       １番  新 原   勇              ８番  感王寺 耕 造 

       ２番  森   武 一              ９番  持 留 良 一 

       ３番  前 田   隆             １０番  北 方 貞 明 

       ４番  池 田 みすず             １１番  池 山 節 夫 

       ５番  梅 木   勇             １２番  德 留 邦 治 

       ６番  堀 内 貴 志             １３番  篠 原  則 

       ７番  川 越 信 男             １４番  川 畑 三 郎 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

  欠席議員   ０名  

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

  地方自治法第１２１条による出席者 

   市    長  尾 脇 雅 弥          生活環境課長  紺 屋 昭 男 

   副  市  長  益 山 純 徳          農 林 課 長  森   秀 和 

   総 務 課 長  和 泉 洋 一          併    任          

   企画政策課長  二 川 隆 志          農業委員会          

   庁舎建設総括監  園 田 昌 幸          事 務 局 長          

   財 政 課 長  濵   久 志          土 木 課 長  東   弘 幸 

   税 務 課 長  橘   圭一郎          水 道 課 長  森 永 公 洋 

   市 民 課 長  松 尾 智 信          会 計 課 長  港   耕 作 

   併    任                   監査事務局長  福 島 哲 朗 

   選 挙 管 理                   消 防 長  後 迫 浩一郎 

   委 員 会                   教 育 長  坂 元 裕 人 

   事 務 局 長                   教育総務課長  野 村 宏 治 

   保 健 課 長  草 野 浩 一          学校教育課長  今 井   誠 

   福 祉 課 長  篠 原 彰 治          社会教育課長  米 田 昭 嗣 

   水 産 商 工  大 山   昭          兼    務   

   観 光 課 長                   国体推進課長   

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

  議会事務局出席者 

   事 務 局 長  榎 園 雅 司          書    記  瀬 脇 恵 寿 

                            書    記  末 松 博 昭 
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令和４年２月21日午前10時開会 

 

 

   △開  会 

○議長（川越信男）  おはようございます。 

 定刻、定足数に達しておりますので、ただい

まから令和４年第１回垂水市議会定例会を開会

いたします。 

   △開  議 

○議長（川越信男）  これより、本日の会議を

開きます。 

 本日の議事日程は、お手元に配付いたしたと

おりであります。 

   △会議録署名議員の指名 

○議長（川越信男）  日程第１、会議録署名議

員の指名を行います。 

 会議録署名議員は、会議規則第80条の規定に

より、議長において梅木勇議員、持留良一議員

を指名いたします。 

   △会期の決定 

○議長（川越信男）  日程第２、会期の決定を

議題といたします。 

 去る２月14日、議会運営委員会が開催され、

協議がなされた結果、本定例会の会期をお手元

の会期日程表のとおり、本日から３月18日まで

の26日間とすることに意見の一致を見ておりま

す。これに御異議ありませんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  異議なしと認めます。よ

って、会期は、本日から３月18日までの26日間

と決定いたしました。 

   △諸般の報告 

○議長（川越信男）  日程第３、諸般の報告を

行います。 

 この際、議長の報告を行います。 

 監査委員から、令和３年11月分及び12月分の

出納検査結果報告、令和３年度定期監査の結果

並びに令和３年度財政援助団体の監査結果報告

がありましたので、写しをお手元に配付してお

きましたから、御了承願います。 

 以上で、議長報告を終わります。 

   ［市長尾脇雅弥登壇］ 

○市長（尾脇雅弥）  先日開催されました、令

和３年第４回定例会後の議会に報告すべき主な

事項について報告をいたします。 

 初めに、新型コロナウイルス関連につきまし

て御報告をいたします。 

 まず、本市における発生状況についてでござ

います。 

 本市におきましては、１月４日に、131日ぶ

りとなる感染が確認されて以降、連日、市民の

皆様への感染が続いているところでございます。

21日現在、158名の感染が確認されております。

感染された皆様方に、心からお見舞い申し上げ

ます。一日も早い御回復を祈念いたします。 

 次に、新型コロナウイルスワクチン接種関連

につきまして御報告をいたします。 

 ３回目接種の状況でございます。 

 昨年12月、医療従事者への接種を皮切りに、

先月31日から、国の通知に基づき、２回目接種

の完了日から６か月以上経過した高齢者の皆様

に対し、前倒しして接種を開始したところでご

ざいます。 

 また、５歳から11歳までの子供へのワクチン

接種につきましては、法に定められた開始月で

ある３月に、接種したい方が接種できるよう、

現在、肝属郡医師会などの関係機関と調整を行

っているところでございます。 

 現在、新たな変異株であるオミクロン株によ

る感染が拡大をしております。今後も、市民の

皆様に対しましては、正確な情報をお伝えいた

しますとともに、速やかにワクチン接種ができ

るよう努めてまいりたいと考えております。 

 次に、経済対策につきまして御報告いたしま

す。 

 商工業者への支援対策として実施してまいり
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ました「きばいやんせ」プレミアム付商品券事

業につきましては、4,268世帯の市民の皆様か

ら購入をしていただいたところでございます。

本事業を通じまして、消費意欲の喚起が図られ、

市内の資金循環による商工業の景気回復につな

がったものと考えております。 

 また、観光関連企業や特産品販売業者への支

援対策といたしまして、大変好評を得ておりま

したたるみずおもてなしキャンペーンの第２弾

につきましては、12月25日から来月10日までの

間、実施してまいります。 

 本事業は、本市の対象宿泊施設へ宿泊された

方々へ、合計2,200個の特産品を贈呈するもの

であり、落ち込んでいる宿泊施設の売上高の増

加並びに観光需要の喚起につながるものだと考

えております。 

 次に、コロナ関連以外の事項につきまして御

報告をいたします。 

 初めに、総務関係についてでございます。 

 高速光通信のための光ブロードバンド整備事

業の進捗状況についてでございます。 

 これまで、光ファイバーが未整備であった牛

根、柊原、新城地区につきましては、国の補助

金を活用し、昨年２月に、ＮＴＴ西日本様と協

定を締結し、光ファイバーの整備を行っていた

だいたところであり、３月18日から、３地区一

斉に高速光通信サービスが開始されることにな

りました。この開通により、今後、デジタル化

社会の中で、大きな前進となる整備が前進する

こととなると考えているところでございます。 

 なお、サービス開始に際しまして、予定をし

ておりました住民説明会が、感染症拡大防止の

ため実施できなくなりましたことから、住民の

皆様には、サービス事業者の方から、チラシ等

により、申込み受付に関する周知がなされたと

ころでございます。 

 次に、企画政策関係についてでございます。 

 去る12月22日、大塚製薬株式会社様と本市に

おきまして、包括連携協定の締結式を行ったと

ころでございます。今後、この協定に基づきま

して、健康の基本となる食生活や運動習慣の実

践などを目的とした健康づくり教室等の実施や、

スポーツ分野における熱中症等への対応、ライ

フステージに応じた健康づくりなどについて、

これまで培われた知見や経験を活用させていた

だくことで、市民の皆様のよりよい生活環境の

充実につながりますことを期待しているところ

でございます。 

 また、先月19日には、第一生命保険株式会社

様と包括連携協定の締結式を行ったところでご

ざいます。今後、この協定に基づきまして、疾

病予防対策や各種検診等の受診啓発、本市の特

産品や観光、イベントのＰＲなどによる地域経

済、産業の活性化、教育分野やスポーツ分野に

おける連携などを通じまして、市民の皆様の生

活環境がより充実したものとなることを期待し

ているところでございます。 

 次に、会計関係についてでございます。 

 市税、保険料などにつきましては、昨年４月

より、コンビニ納付やキャッシュレス決済を導

入しておりますが、今月１日から、市民課窓口

におきまして、スマホアプリによる手数料納付

が可能となったところでございます。 

 具体的には、住民票、税証明などの交付手数

料がスマホアプリのＰａｙＰａｙにより納付で

きるようになるものであり、市民の皆様のさら

なる利便性の向上が図られることに加えまして、

感染防止対策の面におきましても、その効果を

期待しているところでございます。 

 次に、福祉関係についてでございます。 

 住民税非課税世帯等への臨時特別給付金につ

きましては、１回目の支給を先月20日に、また、

２回目の支給を今月17日に行ったところでござ

います。 

 支給対象者の方々につきましては、順次、確

認書を送付しており、相手方から確認書が返信
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され次第、速やかに支給する予定でございます。 

 次に、農林関係についてでございます。 

 高病原性鳥インフルエンザにつきましては、

今年度も県内で３件の発生が確認をされており

ます。本市におきましては、100羽以上の養鶏

農家への消石灰無償配布や飼養農場周辺道路の

消毒を適切に実施したところでございます。 

 次に、サツマイモ基腐病についてでございま

す。 

 国の支援事業への申請につきましては、生産

者に対しまして、本市職員がその手続等を支援

いたしますとともに、生産者の皆様から、様々

な相談に対しまして、個別に丁寧に対応したと

ころでございます。 

 引き続き、大隅地域サツマイモ基腐病対策プ

ロジェクトチームをはじめ、関係機関と連携し、

有効とされる健全な苗の確保、圃場の排水性改

善、サツマイモ残渣の適切処分、定期的な農薬

散布といった基本的な対策を推進し、本病の感

染拡大防止に努めてまいります。 

 次に、水産商工観光関係でございます。 

 スポーツ合宿につきましては、12月末から先

月にかけまして、県内外の中学生５チームが参

加いたしましたＦＣ ＫＡＪＩＴＳＵフェステ

ィバルや県内外の高校生７チームが参加いたし

ました第１回大隅半島Ｕ癩17サッカー大会など

が開催され、選手関係者や保護者など、多くの

方々に本市においでいただいたところでござい

ます。 

 コロナ禍ではありましたが、合計13団体が来

集され、滞在延べ人数は約1,100人を数えまし

たことから、本市にとりまして、大きな経済効

果の１つになったと考えているところでござい

ます。 

 また、第27回Ｕ癩10サッカー大会につきまし

ては、先月15日から16日にかけまして、参加者

並びに感染者の感染予防対策を講じた上で開催

したところでございます。 

 市内外より46チームが参加し、たるみずス

ポーツランドをメイン会場として、熱戦が繰り

広げられたところでございます。うち５チーム

150名ほどの関係者が市内の施設に宿泊してい

ただき、交流人口の増加や経済効果にも貢献し

ていただいたものと考えているところでござい

ます。 

 民泊型教育旅行につきましては、10月末から

12月にかけて、国内５校、約660人の中高生を

お迎えしたところであり、生徒と民泊家庭にお

いて、新たな出会いと思い出を育んでいただい

たところでございます。 

 次に、学校教育関係でございます。 

 全国的に新型コロナウイルス感染者の低年齢

化や学校関係、児童施設等での感染拡大が連日

報道されており、本市や周辺市町においても、

小・中学校での感染拡大が懸念されている状況

となっております。 

 本市におきましては、出席停止等で、やむを

得ず登校できない児童生徒に対しましては、全

ての小・中学校が持ち帰ったタブレット端末を

活用したオンライン授業や家庭学習を実施し、

学びの保障を徹底しているところであり、保護

者皆様方の安心につながっているものと考えて

いるところでございます。 

 次に、社会教育関係でございます。 

 先月３日と５日、文化会館におきまして、令

和３年と令和４年の成人式を開催いたしました。

令和３年の成人式につきましては、新型コロナ

ウイルス感染症の影響により、２年越しの開催

となりましたが、関係者を含め、130名の参加

があったところでございます。 

 コロナ禍の影響による暗い世相を、新成人の

自分たちが、明るい未来を切り開いていくとい

う決意と、成人式をその第一歩にするという願

いを込めて、飛躍、輝く未来への一歩をテーマ

に掲げて開催いたしました。 

 次に、令和４年の成人式につきましては、関
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係者を含め、190名の参加があったところでご

ざいます。保護者、先生、友達など、様々な

方々への感謝の意を込め、感恩戴徳、心からの

ありがとうをテーマに掲げて開催いたしました。 

 両成人式とも、新成人で構成された実行委員

を中心に企画されたものでございます。新成人

の代表による二十歳の主張や恩師の先生方が出

演をしたビデオメッセージの上映等があり、厳

粛な雰囲気の中に、すばらしい成人式が開催さ

れたところでございます。 

 廃棄対象となった図書を無償で市民に提供す

る、いわゆるブックリサイクルにつきましては、

今月２日から12日までの間、市民館大ホールに

おきまして開催したところでございます。昨年

10月に１回目を開催したところ、市民の皆様か

ら大好評だったため、２回目を実施したもので

ございます。 

 期間中は300人の利用があり、1,346冊の図書

がリサイクルされたところでございます。本事

業を通じまして、市民の方々が様々な本に触れ

る機会が創出されるものと考えているところで

ございます。 

 また、ブックリサイクルと併せて、「第六垂

水丸の遭難を語り継ぐ会」の展示も、同時に開

催をいたしました。戦争や戦争がもたらした悲

劇について、決して風化させることなく、後世

に語り継ぐために、定期的に開催しているもの

でございます。 

 また、第７回和田英作・香苗記念絵画コン

クールの一般部門とジュニア部門の展示につき

ましては、先月16日から23日までの間、市民館

で実施されたところでございます。 

 一般部門につきましては、県内はもとより、

遠くは北海道などから計115点、未就学児、小

学生・中学生からなるジュニア部門につきまし

ては、計398点の応募があったところでござい

ます。 

 今回のコンクールは新型コロナウイルス感染

症防止対策を講じながらの開催ではありました

が、昨年を上回る336名の来場者があり、市民

の皆様に直接、芸術文化を鑑賞していただくこ

との重要性を再認識したところでございます。 

 今後も感染防止対策を講じながら、市民の皆

様の生きがいづくりや文化・芸術・スポーツの

振興と地域の活性化に寄与できるような様々な

取組を進めてまいりたいと考えております。 

 以上で、諸般の報告を終わります。 

○議長（川越信男）  以上で、諸般の報告を終

わります。 

   △森武一議員の議員辞職勧告決議案につ

いて 

○議長（川越信男）  先ほど、池山節夫議員か

ら、森武一議員の議員辞職勧告を決議されたい

との動議が提出をされました。堀内議員の賛同

がありますので、会議規則第14条の規定により

動議は成立いたしました。 

 ここで、暫時休憩いたします。 

 休憩中に、議会運営委員会を開きますので、

委員の皆様は、委員会室へお集まりください。 

     午前10時20分休憩 

 

     午前10時45分開議 

○議長（川越信男）  休憩前に引き続き、会議

を開きます。 

 議会運営委員会において、追加日程第１とし

て議題とすることといたします。 

 地方自治法第117条の規定によって、森武一

議員の退場を求めます。 

   ［森 武一議員退場］ 

○議長（川越信男）  提案者の提案理由の説明

を求めます。 

○池山節夫議員  それでは、森武一議員に対す

る議員辞職勧告決議案の提案理由を述べさせて

いただきます。 

 令和４年２月３日、大隅肝属広域事務組合の

議会が開催をされましたが、この大切な議会の
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開催当日に不適切事案が発生いたしました。翌

日、２月４日に、池田みすず議員より私に電話

がありました。 

 その内容は、昨日、大隅肝属広域事務組合の

議会が開催をされましたが、事務組合前の駐車

場で森武一議員と会ったにもかかわらず、森議

員は、所用のためという理由で欠席であったこ

と、そして、池田みすず議員によれば、議会が

終わって出てきたときに、森議員の車は隣接す

る温泉施設、肝属地区環境ふれあい館駐車場に

まだいたという証言でした。池田みすず議員は、

こんなことが許されていいのでしょうかと憤慨

されておりました。 

 大隅肝属広域事務組合とは、肝属地区におけ

る広域行政として、平成21年４月に３つの一部

事務組合を統合して発足した事務組合であり、

同組合の議会は、組合に参加する２市５町の自

治体から、それぞれの首長と２から３名の議員

が選出されて構成され、定例議会が年２回、そ

れと、必要に応じて臨時議会が開催され、議員

報酬として、年額４万8,000円が支払われます。 

 同組合の議員は、参加している各自治体を代

表して、予算決議等の議論を交わしており、当

然ながら、垂水市の利害、さらには垂水市民の

利益や不利益に関係してくる重要な責務を担っ

ております。垂水市議会では、総務文教委員会

から池田みすず議員、産業厚生委員会から森武

一議員を議会代表として選任しています。 

 今、鹿児島県でも、新型コロナウイルスまん

延防止等重点措置が出るほど、オミクロン株感

染が問題となっていますが、このような事態で

は、新型コロナウイルスに感染する危険性はだ

れにでもあります。そして、感染した人を誹謗

中傷することは絶対にしてはいけないことです。 

 私は、２月14日の議会運営委員会において、

森武一議員に２月３日の事実関係を確認しまし

た。森議員は、１、副市長に感染が出た後、土

曜日に少し、一緒に席をすることがあったから、

その影響で、うちの息子も妻も、また母親も仕

事を休まざるを得なかった。 

 ２、副市長に新型コロナウイルス感染が出た

後、市長が感染をしているかどうか、総務課長

に聞いたが、検査をして陰性だという話ではあ

るが、どういう検査をしたか分からない。 

 ３、市長が何の検査を受けているか分からな

い状態で、大隅肝属広域事務組合の議会に出席

し、市長と同じ並びに座るのはリスクが高いと

思い、欠席届を出しました、という主張をされ

ました。 

 衆議院議員森山ひろし先生が、１月29日土曜

日、垂水市牛根松ヶ崎地区を現地視察されまし

た。森議員が副市長と席を少し一緒にしたと言

われるのは、このときのことのようであります

が、副市長は、森議員とは挨拶程度で、会話は

ほとんどされていません。この２日後の１月31

日に副市長の感染が判明しましたが、尾脇市長

は陰性が証明されています。森議員はこのこと

を確認した上で、まだ、尾脇市長の感染を疑っ

ています。 

 森議員は、大隅肝属広域事務組合の議会当日、

午前10時過ぎ、垂水市議会事務局への電話にお

いて、今から肝属清掃センターへ向かいますが、

尾脇市長が大隅肝属広域事務組合の議会に出席

されるなら欠席するつもりだと話しています。

このときの議会事務局は、尾脇市長は陰性の結

果が出ていることを伝えています。しかしなが

ら、森議員は、尾脇市長の到着を待ち、出席を

確認した上で、隣の温泉施設へ移動しています。 

 池田みすず議員とともに、垂水市議会を代表

して出席し、市長とともに垂水市民の利益のた

めに議論すべき責務のある議員でありながら、

職務放棄は許されるものではありません。さら

に、議会が開催されている時間に家族湯に入っ

ていたのは事実と認めましたが、議会運営委員

会での議論中、議事録として残されるのは困る

とか、議事録の削除をしてくださいなどという
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発言を執拗に繰り返し、議会運営委員会を紛糾

させたことについては、もう言葉がありません。 

 我々議員は、選挙によって、市民の皆さんの

負託を受けて、選良として、この議場に立たせ

ていただいております。新人議員だとか、当選

回数は関係なしに、同じ議員として活動してい

ます。 

 私は、ここまでの事実に照らして、垂水市民

の皆さんの気持ちになって考えました。１、森

議員は選良たり得るだろうか。２、森議員に、

このまま議員としての活動をさせて、市民の皆

さんは納得されるだろうか。３、何もしないで、

森議員以外の13名の議員を、市民の皆さんは許

してくださるだろうか。私の答えはノーです。 

 市内だけでなく、市外に行ってまで、自分の

思い込みによる市長の名誉を傷つける欠席理由

や議会中の家族での温泉入浴行動は、垂水市議

会議員全体の評価に影響を与えかねません。垂

水市民の利益を守り、市民の幸福のために、そ

の負託に応えて働くべき垂水市議会議員として

は、著しく資質に欠け、不適格と判断し、森武

一議員の議員辞職勧告決議案を提案いたしまし

た。 

 以上です。 

○議長（川越信男）  ただいまの説明に対し、

これから質疑を行います。質疑はありませんか。 

○持留良一議員  今の報告を聞きまして、確か

に、２つの点で大きな問題を生じているという

ふうに思います。また、議会基本条例の第４条

には、議員の行為規範というのがあります。 

 議員は、自ら市民の代表であることを深く自

覚し、高い志の下、その活動に当たっては公正

性及び透明性を重んじて行動し、その行為によ

り市民に疑惑や不信を招くことがないようにし

なければならないというふうに書いています。 

 もう１つ、政治倫理条例、いわゆる議員のが

あるんですけども、議員の責務は、市民全体の

代表として、市政に携わる権能と責務を深く自

覚し、地方自治の本旨に従って、その使命の達

成に努めなければならないと。 

 そして、基準というので、第４つ目のところ

に、市民全体の代表として、その品位と名誉を

損なうような一切の行為を慎み、その職務に関

し不正の疑惑を持たれるおそれのある行為をし

ないことということを明確に、確かに、こうい

う点からも、今度の森議員の行動は、やはり問

題があったと言わざるを得ないというふうに思

います。まず、その点を指摘しておきたいと思

います。 

 であるならば、果たして辞職勧告が、いわゆ

る法的効力を生じない。これが妥当なのかどう

なのかという、私は問題点に、次は移りたいと

思います。 

 そういう中で、２月３日にこの行為が発生し

ています。そして、本来であれば、私は本当に、

このことに関して、地方自治法では、134条か

ら137条、いわゆる、除名も含めた懲罰を求め

ているんですね。私はこっちのほうが、より効

果的な形で、彼に対する対応ということは、非

常に法的な面からも、そのことを指摘すること

ができるのではないかと。 

 ただ、規則では、事態発生から３日以内とい

う縛りがあることによって、こういう形で、全

国でも辞職勧告決議ということが多いんですけ

ども、しかし、今提案された中身では、２月４

日にそのことを知ってらっしゃる。そうすると、

時間的な余裕はあったはずなんですね。 

 そして、なおかつやっぱり、効力ということ

を考えたとき、そういう意味では、懲罰を求め

る。その中には、公開の場における戒告、公開

の議場における陳謝、一定期間の出席停止、除

名等、これは成立要件が出てきますけども、そ

ういう方法があったほうがもっと効果的で、効

力を発する。そういう点からも、その対応をと

るべきではなかったかと私は考えます。 

 辞職勧告というのは、先ほどやったとおり、
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以前も、これも議論がありました。私はそのと

き、反対いたしました。なぜかというと、こう

いう問題があるから慎重にやらなきゃならない

し、なおかつ、効果的な方法にならないと。議

会としての対応、解釈、そういう視点も必要じ

ゃないかということで、そのときも、その辞職

勧告というものには反対いたしました。 

 やはり、今回もそういう立場で、私はやはり、

この地方自治法の法律の立場に立っての懲罰を

求める。このことが議員にとっても非常に効果

的であって、社会的にもその制裁を受ける、そ

のことが言えるんじゃないかなというふうに思

いますが、この点はどうだったんでしょうか。 

○池山節夫議員  質問の趣旨を伺いますが、懲

罰動議をなぜ出さなかったか、この議員辞職勧

告を出したのかということでよろしいですか。 

○持留良一議員  はい、いいですよ。 

○池山節夫議員  あのですね、私が聞いたのは

２月４日で、もう一日たっています。それで、

懲罰動議を出す、そういう手法もあったでしょ

う。しかしながら、森議員の行った行動が事実

かどうか、これは、私は池田みすず議員に聞い

た範囲です。それを確認するのに、ではどうい

う確認の方法があるかということで検討しまし

た。 

 私は、市長を送って運転していった市の職員

にも確認をいたしました。それでもですね、も

し懲罰動議を出す、あるいは、このことを出す。

そのときに、本人にしっかり「はい。お風呂に

も入っていました。私の理由はこうでした」そ

のことを確認しないで、安易にこういう懲罰動

議なりを提案した場合に、どこかに不備があっ

たり、欠陥があったりした場合、それは私の責

任になりますから。ですから、議会運営委員会

が２月14日に開催される。その時点に、森議員

も議運の委員でありますから、御本人が、何ら

やましいこともないのであれば、私の質問に答

えられるでしょうし、それが妥当であれば、私

はこういう議員辞職勧告決議案は出しませんし。

したがって、そこで事実を確認するために、議

運の開催される当日まで待って、御本人の事実

確認の意見を聞いた上で、あっ、やはりこれは

事実として間違いないんだと、不適格だという

ことで、この議員辞職勧告決議案を提案いたし

ました。よろしいですか。 

○議長（川越信男）  ほかに質疑ありませんか。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  質疑なしと認めます。こ

れで質疑を終わります。 

 これから討論を行います。討論はありません

か。 

○感王寺耕造議員  私は、反対の立場で討論い

たします。 

 確かに、森議員の今回の軽率な行動はいかが

なものかとは考えますが、根本的に、この問題

につきましては、森さんの立場を考えると、コ

ロナからの危険回避の問題という部分もあると

は思っております。 

 ちなみに、２月１日の南日本新聞の中咲記者

の記事でありますが、副市長がコロナに感染さ

れたと。これは副市長の責任ではないと思いま

す。だれがかかってもしようがない状態であり

ます。それは理解しますが、１日に副市長の感

染が発表された後、接触した職員20名以上、22

名だったと思いますが、ＰＣＲ検査を受けたと。 

 中咲記者の取材には、市長がＰＣＲ検査を受

けたという部分は、総務課長もまた、企画政策

課の課員も明言はなかったということでありま

す。市長も感染しているのではとか、市民はも

ちろん、市役所内部や議会に疑念が広がったの

は当然だろうと書かれております。市当局の情

報提供がもっと早く分かりやすければ、混乱は

なかったのではないかと結んでおられます。検

証もしていただきたいという部分の意見も書い

てあります。 

 私の言わんとするところは、この一連のコロ
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ナの対応ですね。この部分の、きちっと説明責

任を果たされておれば、森議員も危険回避をす

ることなく出席されたと信じております。 

 また、先ほど、冒頭で市長の諸般の報告があ

りましたが、１月25、26、27日の東京出張につ

いては、何らの言及がありません。公費を使っ

て出張されたわけですから、この部分について

も説明があるべきだと考えます。しかしながら、

残念ながら、説明はありませんでした。こうい

う部分につきましては、問題があったというこ

とであります。きちっと説明責任を果たしてお

られれば、こういう問題はなかったのではない

か。回避できたのではないかと考えております。 

 確かに、森議員の行動は軽率であり、許され

ざるべきものではありますが、ただ、一議員の

前に、自分の身を守る、また、家族を守る、子

供を守る、危険回避をするという部分について

は、理解は示すべきであります。 

 また、先ほど、持留議員から質疑がありまし

たが、議員辞職勧告ではなく、きちっと懲罰委

員会を作りまして、その中で、きちっと実効的

な罰といいますか、そういう部分を諮るべきで

はなかったかと考えております。 

 以上の２点をもちまして、私はこの動議に反

対いたします。同僚議員の御了解をよろしくお

願いいたします。 

○議長（川越信男）  ほかに討論はありません

か。 

○北方貞明議員  私は、反対の立場で討論させ

ていただきます。 

 ２月３日、大隅広域事務組合の会議が開催さ

れたわけなんですが、この時点では、市長の陰

性というものは発表されていないと私は思いま

す。だから、こういう森議員の問題が発生した

と思います。 

 私は、その後、総務課長のところに行きまし

た。総務課長、この問題はどうなっているか。

分かりませんという返事でした。ええっ、市長

がどうか分からないとはどういうことかと。検

査を受けられたのかどうか。分かりません。そ

れから数日後、行ったとき、今度は、その結果

はどうだった。受けられたらしいです。そした

ら、抗原検査をされたのか、ＰＣＲ検査をされ

たのか、どっちなんだ。それは分かりません。

個人情報に値しますから言えません。本当に市

長は個人情報で逃げられるのか、公僕という大

切な仕事をされている。 

 市長はこれまで、いろんな場面で防災無線を

使われ、市民に注意するようにやられていまし

た。ところが、自分ではそれを回避しておりま

す。そして、その後、大分たってからですけど

も、副市長にも聞きました。副市長、どうだっ

たんですか。なぜ発表されないんですか。個人

情報と市長としての立場、その線引きが難しい

と述べられました。だから、私が聞いた範囲で

は、その検査をしたとか、どうだったか、はっ

きりした返事はもらっておりません。 

 そういうことで、こういうことが、事案が発

生したわけなんですけど、市長がはっきりと言

われていれば、こういう問題にはならなかった

と思います。検査されたんだったら、正々堂々

と陰性だったと証明していただきます。 

 以上で終わります。 

○議長（川越信男）  ほかに討論はありません

か。 

○持留良一議員  先ほど質疑もいたしまして、

問題点等は、私は十分解明されなかった。そう

なったとき、やっぱり、原則、原点に立ち返っ

て、こういう問題は、きちっと本来はやるべき

ではなかったのかということを訴えて、反対の

討論をしたいと思います。 

 いわゆる、地方自治法134条等の除名の手続

ができるということを、私たちは法律上は知っ

ています。そして、本会議、委員会での問題行

動だということになっています。 

 先ほど、冒頭で説明があったとおり、これは
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明らかに問題行動だということです。そして、

何よりも人権にかかわる問題も確かにあったと、

私自身も認識できるというふうに思います。 

 であるならば、この辞職勧告とは、先ほど言

いましたとおり、議会の事実上、意思を示す決

議になる形になります。いわゆる、先ほど言っ

た法的な効力は生じないと。私たちが大事なの

は、法律や条例に基づいて、それに対応してい

く行動、その基本を持つことによって、その議

員の資格等も含めて、適切な形になっているか

どうなのかということを見ていかなければなら

ないというふうに思います。 

 そうなってきたときに、やはり、私はこの地

方自治法の134条から137条、ここのところを徹

底して、本来はそのことを追及する、そういう

立場で行動することが重要ではなかったかとい

うふうに思います。 

 そのことの努力も、やはり重要であり、その

ことによる効果、そのことによる政治的な大き

な影響も当然、生まれてくると思います。私は

そういう原理原則の立場に立った対応こそが議

会に求められたということを思いますし、その

ことにより、効果も一層発揮できるものという

ふうに思います。 

 そういう立場で、この辞職勧告決議に対して

は反対をしたいと思います。 

○議長（川越信男）  ほかに討論はありません

か。 

○堀内貴志議員  私は、池山議員から出された

議員辞職勧告決議案に対して、賛成の立場で討

論をいたします。 

 まず最初に話しておきたいことは、我々議会

は、執行部に対して、時には厳しく接し、仮に、

職員による不正が行われたならば、しっかりと

追及し、その責任を問わなければいけません。 

 そのことは我々議員も一緒です。議員に不正

があるならば、議会として、その議員の責任を

問う。そして、厳しく追及し、処分しなければ

ならないと思っています。 

 持留良一議員から質疑のときも、先ほどの討

論のときも話がありましたけれども、懲罰もし

くは除名に該当する行為だということの説明が

ありました。確かに、私もそう思います。 

 しかしながら、懲罰動議を出すには日にちの

制限がある。３日間。事が行われてから３日間

という制限がある。その３日間の間に事実の確

認がとれなかった。仮に、事実の確認をとれな

いまま懲罰動議を出したときには、やはり、そ

の議員個人の名誉を傷つけることになりますの

で、やはり、そこは事実を確認しなければなら

ない。だから、今回は懲罰動議を出すことはで

きなかったということであります。 

 同僚議員に対して、議員辞職勧告決議を提出

することは非常に忍び難いことでありますが、

我々議会は、市民の代表として、市民の負託に

応える議会として、公正に、公平にかつ厳正に

対処しなければならないのではないでしょうか。 

 まず冒頭、そのことをお伝えしておきます。 

 そして、この賛成の理由には、大きく分けて

３つの理由があります。 

 まず１つ目は、垂水市政に対する信用失墜行

為ということです。 

 森議員は、議会欠席の理由について、大隅肝

属広域事務組合の事務局を尋ねて、事務職員に

対して、副市長が新型コロナウイルスに感染し

た関係で、市長がＰＣＲ検査を含めて陰性だっ

たと証明されていないから、垂水市長が出席す

るので、コロナに感染するのが怖いから欠席す

るなどとの理由で議会は欠席していますが、副

市長の感染に関しては、そもそも、保健所の調

査により、濃厚接触者は同居の奥さんのみと判

断されており、市長は濃厚接触に該当せずに、

ＰＣＲ検査をする必要もなかったにもかかわら

ず、あたかも、市長がコロナに感染しているか

のごとく、虚偽の事実を言いふらして議会を欠

席したことが、正当な理由による欠席には該当
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しないということであります。 

 また、そのことを大隅肝属広域事務組合の職

員のみならず、不特定多数の市民に対しても言

いふらしている行為が明らかとなっており、そ

のことが、垂水市長の名誉を著しく棄損したば

かりか、市政に対する混乱と信用を著しく侵害

した行為であり、地方議員として、あるまじき

行動であると思うこと。 

 ２つ目は、議員としての職務怠慢ということ

であります。 

 森議員は、大隅肝属広域事務組合の議会を欠

席する際に、事務局において、欠席理由を体調

不良と書面で記載しながら、その直後に、同施

設内にある温泉施設「肝属地区環境ふれあい

館」において、家族で家族風呂に入浴している

こと、このことは、垂水市議会を代表して議会

に出席しなければならない責務があるにもかか

わらず、議会開会中の時間帯に家族で温泉入浴

を楽しんでいたという事実は、議員としての職

務放棄であり、市民を代表する議会議員として、

極めて市民を侮辱した問題行動であること。 

 ３つ目は、コロナ感染で悩む方々に対する差

別行為ということです。 

 コロナに感染した方々は、皆、感染したくて

感染するわけではありません。日本赤十字社は、

新型コロナウイルスには３つの感染症の顔があ

ると訴えています。 

 第１の顔は病気そのものです。第２の顔は不

安やおそれ、第３の顔は、険悪、偏見、差別で

す。不安やおそれから、コロナ感染した周辺者

に対して、一方的に感染者と決めつけてかかる

偏見や差別が今回の問題です。 

 市長を感染者扱いにして、議会に出席すると

感染するからなどと、不特定多数の市民に言い

ふらす行為自体が、まさに、不安、偏見から来

るコロナ差別の典型的なものではないでしょう

か。議員として適格性に欠ける極めて悪質な行

為であると言わざるを得ません。 

 今回の対象議員の発言や行動は、垂水市議会

議員の政治活動及び職務遂行において、連結か

つ公正を確保するための基本となる事項を定め

た垂水市議会議員政治倫理条例に反する行為と

認め、議員辞職決議案に賛成するものでありま

す。 

 以上です。 

○議長（川越信男）  ほかに討論はありません

か。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  討論なしと認めます。こ

れで討論を終わります。 

 お諮りいたします。決議案のとおり決するこ

とに御異議ありませんか。 

   ［「異議あり」の声あり］ 

○議長（川越信男）  異議がありますので、起

立により採決いたします。起立されない方は非

とみなします。決議案に賛成の方は起立願いま

す。 

   ［賛成者起立］ 

○議長（川越信男）  起立同数であります。可

否同数です。よって、地方自治法第116条第１

項の規定により、議長において、本決議案に対

する可否を採決いたします。 

 本決議案については、議長は可決と採決いた

します。 

 ここで、森議員の除席につきましては、これ

を解除いたします。森議員の入場を求めます。 

   ［森 武一議員入場］ 

○議長（川越信男）  ここで、暫時休憩いたし

ます。次は、11時30分から再開いたします。 

     午前11時21分休憩 

 

     午前11時30分開議 

○議長（川越信男）  休憩前に引き続き、会議

を開きます。 

   △報告第１号上程 

○議長（川越信男）  日程第４、報告第１号損
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害賠償の額を定めることについての専決処分の

報告についてを議題といたします。 

 報告を求めます。 

○財政課長（濵 久志）  報告第１号損害賠償

の額を定めることについての専決処分の報告に

ついて、地方自治法第180条第１項の規定及び

市長専決処分事項の規定によりまして、損害賠

償の額を定めることについて、専決処分いたし

ましたので、同条第２項の規定により、御報告

いたします。 

 専決処分の内容でございますが、令和３年８

月25日午前10時頃、農林課が所管する堆肥セン

ターの堆肥散布車が、垂水市本城2016の１番地

外２か所の堆肥散布のため、圃場への進入路に

進入した際、垂水市土地改良区が所有する道路

路肩に乗り上げ、路肩の一部を破損したもので

ございます。 

 本件は一方的過失であることから、市が責任

割合100％を負担し、損害賠償金として、道路

路肩の修理費23万1,415円を支払うことで示談

いたしました。 

 なお、損害賠償額は全額、市で加入しており

ます全国市有物件災害共済金の保険金で賄われ

ております。所属長には車の後方確認を徹底し、

運転に慎重を期すよう指示したところでござい

ます。 

 以上で、報告を終わります。 

   △報告第２号・報告第３号一括上程 

○議長（川越信男）  日程第５、報告第２号及

び日程第６、報告第３号の報告２件を一括議題

とします。 

 件名の朗読を省略します。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

報告第２号 専決処分の承認を求めることにつ

いて（令和３年度垂水市一般会計補正予

算（第12号）） 

報告第３号 専決処分の承認を求めることにつ

いて（令和３年度垂水市一般会計補正予

算（第13号）） 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○議長（川越信男）  報告を求めます。 

○財政課長（濵 久志）  報告第２号専決処分

の承認を求めることについて、御説明申し上げ

ます。 

 国の子育て世帯への臨時特別給付金の支給に

急施を要したため、令和３年12月27日に、令和

３年度垂水市一般会計補正予算（第12号）を、

地方自治法第179条第１項の規定により専決処

分し、同条第３項の規定により御報告申し上げ、

承認を求めようとするものでございます。 

 今回、歳入歳出とも2,040万円を増額いたし

ましたので、これによります補正後の歳入歳出

予算額は、124億6,273万8,000円になります。 

 補正の款項の区分及び区分ごとの金額並びに

補正後の歳入歳出予算の金額は、２ページから

の第１表、歳入歳出予算補正に掲げてあるとお

りでございます。 

 次に、歳出の事項別明細について御説明いた

します。 

 ７ページをお開きください。 

 ３款民生費、２項児童福祉費、１目児童福祉

総務費の扶助費は、12月議会において、国の示

した算出方法に基づき、所用額の補正を行って

おりましたが、支給作業に着手したところ、給

付額に不足が生じることが判明したため、必要

額を補正するものでございます。 

 これらに対する歳入は、戻りまして、６ペー

ジの歳入明細にありますとおり、全額、国庫支

出金を充て、収支の均衡を図っております。 

 以上で報告を終わりますが、御承認いただき

ますよう、よろしくお願い申し上げます。 

 続きまして、報告第３号専決処分の承認を求

めることについて、御説明申し上げます。 

 国の住民税非課税世帯等に対する臨時特別給

付の支給に急施を要したため、令和４年１月11

日に、令和３年度垂水市一般会計補正予算（第
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13号）を、地方自治法第179条第１項の規定に

より専決処分し、同条第３項の規定により御報

告を申し上げ、承認を求めようとするものでご

ざいます。 

 今回、歳入歳出とも４億1,912万3,000円を増

額いたしましたので、これによります補正後の

歳入歳出予算額は、128億8,186万1,000円にな

ります。 

 補正の款項の区分及び区分ごとの金額並びに

補正後の歳入歳出予算の金額は、２ページから

の第１表、歳入歳出予算補正に掲げてあるとお

りでございます。 

 次に、歳出の事項別明細について御説明いた

します。 

 ７ページをお開きください。 

 ３款民生費、１項社会福祉費、１目社会福祉

総務費の職員手当等から扶助費は、住民税非課

税世帯等に対する臨時特別給付の支給に要する

経費でございます。これらに対する歳入は、戻

りまして、６ページの歳入明細にありますとお

り、全額国庫支出金を充て、収支の均衡を図っ

ております。 

 以上で報告を終わりますが、御承認いただき

ますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（川越信男）  ただいまの報告に対し質

疑ありませんか。 

○持留良一議員  １つは、この専決処分という

ことについて、再度確認をしておきたいと思う

んですけども。いわゆる、招集する暇がないと

いうことで、この間、結構運用がされてきてい

るんですけども、この問題について、真に本当

に急施を要する場合には、法第101条第２項の

規定により、３日の告示期間を置かないで、前

日告示して議会を開くこともできるのではない

かということも、なるべく開いて、議会の意見

を聞いて、それで決議をしていくという、いわ

ゆる二元制という主張をされる点で、改めて、

このことが問われているんじゃないかなと思い

ます。 

 そういう意味で、そういう点で、本当にこう

いう会期の必要性はなかったのか。私たちも、

なるべくやはり、しっかり議論して、問題のな

いようにしていきたいと思うんですけども、そ

んな形での議会に付するということの重要性と

いうのは、ここにもきちっと法的にも保障をさ

れているんだということの中で、この急施等を

要したということを、改めて問題がなかったの

かということを提起したいと思います。 

 もう１つは、不足が生じたということでした

ね。先ほどね。提案理由としては。このことに

ついて、詳しい詳細な理由は明らかにされてい

ないんですけれども、この中身について、なぜ

不足が生じたのか、この点についてお聞かせく

ださい。 

○財政課長（濵 久志）  持留議員の専決処分

の理由、なぜ、臨時議会を開催しなかったのか

という御質問だと思いますが、今回の専決処分

は、12月27日付と１月11日付で専決処分をさせ

ていただきました。 

 先ほど、法でも、専決処分については、市長

の権限として専決処分できるということになっ

ておりますが、まずは、議会を開催する時間的

余裕がなかったと。今、日程でもそうですが、

12月27日、１月11日という、本当に年末、年明

けという時期でございました。 

 今回の専決処分の予算につきましては、両件

とも、国の特別給付金だということで、市の裁

量によって金額が変わったり、対象者が変わっ

たりするものではございません。ですので、１

月11日に全員協議会を開催していただきまして、

そこで、詳細について御説明をいたしました。

それによって、議会の方々、先生の皆様も御理

解いただけると思い、専決処分に至ったところ

でございます。 

 以上でございます。 

○福祉課長（篠原彰治）  不足の詳細について
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ということでございますが、先ほど、財政課長

から説明がありましたように、実際に着手した

ところ、国において、計算方式が示されていた

わけですけれども、実際、垂水市においては、

国の基準と若干違いまして、市全体の子供の数

に占める割合が国の想定よりも高かったこと、

また、市外に子供がいらっしゃる方々が多かっ

たことが、その不足が生じたことの原因だとい

うふうに考えております。 

 以上でございます。 

○持留良一議員  専決処分の妥当性について、

どうも、先ほど法的にも、101条第２項でも、

３日の告示期間を置かないでも、前日告示して

も議会を開くことができると。先ほどのスケジ

ュールから言ったら、それも可能だったと思う

んですよ。私が今、見るとですね。 

 そうするとやっぱり、客観性、妥当性を本当

に認められる、そういうあれは当然、急施を要

するからということで、私たちも理解するんで

すけども、やっぱりそこの部分が、果たして本

当にどうだったのかと。そういう法的な関係に

おいても開くことはできなかったのかどうなの

か、そこの点について、再質疑いたします。 

○財政課長（濵 久志）  先ほど、持留議員が

言われたとおり、１日前でも招集をかけられる

ということでございますが、なかなか、１日前

に招集をかけて、議員の皆様が集まれるのかと

いうところもございます。 

 先ほども申し上げましたとおり、年末の一番

最終に、それと、年明けのまだ、なかなか招集

をかけるのも難しい時期でありましたので、今

回は専決処分の処理をするということで、全員

協議会の開催をお願いしまして、説明をしたと

ころでございます。 

 以上でございます。 

○議長（川越信男）  ほかにありませんか。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  質疑なしと認めます。こ

れで質疑を終わります。 

 お諮りいたします。報告第２号及び報告第３

号の報告２件については、会議規則第37条第３

項の規定により、委員会付託を省略したいと思

います。これに御異議ありませんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  異議なしと認めます。よ

って、報告第２号及び報告第３号の報告２件に

ついては、委員会の付託を省略をすることに決

定しました。 

 これから討論を行います。討論はありません

か。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  討論なしと認めます。こ

れで討論を終わります。 

 お諮りいたします。報告第２号及び報告第３

号の報告２件を承認することに御異議ありませ

んか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  異議なしと認めます。よ

って、報告第２号及び報告第３号の報告２件に

ついては、いずれも承認することに決定しまし

た。 

   △議案第１号～議案第３号一括上程 

○議長（川越信男）  日程第７、議案第１号か

ら日程第９、議案第３号までの議案３件を一括

議題とします。 

 件名の朗読を省略いたします。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

議案第１号 垂水市固定資産評価審査委員会条

例等の一部を改正する条例 案 

議案第２号 垂水市国民健康保険税条例の一部

を改正する条例 案 

議案第３号 垂水市消防団条例の一部を改正す

る条例 案 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○議長（川越信男）  説明を求めます。 

○総務課長（和泉洋一）  議案第１号垂水市固
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定資産評価審査委員会条例等の一部を改正する

条例案について、御説明を申し上げます。 

 この条例の改正につきましては、令和２年７

月７日発出の総務省自治行政局長通知「地方公

共団体における書面規制、押印、対面規制の見

直しについて」の技術的助言により、地方公共

団体においても、行政手続における押印等の廃

止に向けた取組が求められる中で、行政手続の

簡素化を図るため、関係条例の改正が必要とな

ることから、その関連部分について、垂水市固

定資産評価審査委員会条例、垂水市職員の服務

の宣誓に関する条例、垂水市普通河川等管理条

例、垂水市火入れに関する条例の４つの条例を

一括で４条に条建てをし、改正しようとするも

のでございます。 

 それでは、改正の内容につきまして、添付し

ております新旧対照表で御説明いたします。 

 まず、第１条の垂水市固定資産評価審査委員

会条例の第４条第４項を削除いたしましたのは、

審査申出人が委員会に対して提出する審査申出

書への押印を廃止するものでございます。 

 また、第８条第５項につきましては、審査申

出人が委員会に対して提出することができる口

述書への押印を廃止するものでございます。 

 次に、第２条の垂水市職員の服務の宣誓に関

する条例は、第１号様式及び第２号様式中にお

きまして、新たに職員となった者が、任命権者

または任命権者の定める上級の公務員の面前に

おいて、宣誓書に署名及び押印を行うこととし

ておりますが、様式中の印を削除するものでご

ざいます。 

 次に、第３条の垂水市普通河川等管理条例は、

第１号様式及び第２号様式中の印を削除するも

のでございます。 

 次に、第４条の垂水市火入れに関する条例は、

第３条と同様に、別記第１号様式中の印を削除

し、そのほか、文言整理を行うものでございま

す。 

 なお、附則としまして、この条例は令和４年

４月１日から施行しようとするものでございま

す。 

 以上で説明を終わりますが、御審議のほどよ

ろしくお願い申し上げます。 

○市民課長（松尾智信）  議案第２号垂水市国

民健康保険税条例の一部を改正する条例案につ

きまして御説明申し上げます。 

 平成30年度から鹿児島県が財政の責任主体と

なり、県と市町村が共同して国民健康保険を運

営する新制度に移行し、各市町村が事業の広域

化や効率化を推進できるよう、県内の統一的な

国民健康保険の運営方針として、鹿児島県国民

健康保険運営方針が策定されました。 

 この運営方針の中には、保険税の算定方式の

統一が盛り込まれており、令和５年度を目標に、

県内全ての市町村において、算定方式を資産割、

所得割、平等割、均等割の４方式から、固定資

産に対して課税される資産割を廃止した３方式

へ統一することとされていることから、現在、

県内の43市町村中、30市町村で既に廃止されて

おり、８市町村において廃止を進めている状況

でございます。 

 本市におきましても、資産割廃止につきまし

ては、令和元年度に検討を重ね、国保財政への

影響を考慮し、資産割の廃止に伴う減収分を所

得割、平等割、均等割の税率を引き上げること

で補塡すること、また、国保世帯における税負

担の激変を緩和するために、段階的に、令和２

年度及び令和４年度に改定し廃止することとし

ており、令和２年度に資産割税率の50％分を削

除した税率改定を行っております。 

 今回はその２段階目としての資産割額の廃止

に係る税率改正と、全世代対応型の社会保障制

度を構築するための健康保険法等の一部を改正

する法律の公布に伴う、未就学児に係る国民健

康保険税の被保険者均等割額の減額措置導入の

ため、垂水市国民健康保険税条例の一部を改正
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する条例案を上程するものでございます。 

 なお、今回の資産割廃止に係る税率改定にお

いては、先般開催された垂水市国民健康保険運

営協議会において承認されたものでございます。 

 それでは、改正内容につきまして、新旧対照

表で御説明申し上げます。 

 下線を引いたところが改正部分でございます。 

 まず、本則中、同じ複数個所の文言を改正す

るため、第３条所得割額、第５条被保険者均等

割額、第５条の２、世帯別平等割額の見出し及

び第23条第１号等について、それぞれ文言の整

理のため、「基礎課税額の」を追加する改正を

行っております。 

 続いて、資産割額の廃止に伴う改正について、

まとめて説明させていただきます。 

 新旧対照表の１ページをお願いします。 

 第２条第２項から第４項までの資産割額の文

言を削除しております。同様に、資産割額に関

して規定しております第４条、２ページ第７条、

同じく２ページ第９条を削除し、資産割額を廃

止しております。 

 第５条は、基礎課税額の均等割額の引上げ改

正でございます。 

 第５条の２は、基礎課税額の平等割額につい

ての規定でございますが、第１号は、特定世帯

及び特定継続世帯以外の世帯、第２号は特定世

帯、第３号は特定継続世帯についての引上げ改

正でございます。 

 また、今回の改正により、未就学児の均等割

額減額措置の新設のため、第23条に第２項が追

加され、項建てとなることから、引用先の改正

を行うものです。 

 第６条は、不要となる文言の削除及び後期高

齢者支援金等課税額に係る所得割率の率の引上

げ改正を行うものです。 

 第７条の２は、後期高齢者支援金等課税額の

均等割額の引上げ及び文言の整理のための改正

でございます。 

 ２ページから３ページにかけまして、第13条

は第23条の改正による定義付けの整理のための

改正でございます。 

 第23条は、低所得世帯に対する保険税の軽減

額に関する規定であり、これまで説明いたしま

した均等割額及び平等割額の改正に伴い、軽減

額も引上げ改正を行うものでございます。 

 また、改正された法律に併せて、引用先を改

正するものです。 

 第１号は、７割軽減世帯の軽減額についての

規定でございますが、同号のアは、基礎課税額

の均等割額の軽減額を引上げるものでございま

す。 

 ４ページから５ページにかけまして、同号の

イは、基礎課税額に係る平等割額の軽減額の規

定でございますが、（ア）は、特定世帯及び特

定継続世帯以外の世帯について、次のページの

（イ）は特定世帯について、（ウ）は特定継続

世帯について、それぞれ軽減額を引上げるもの

でございます。 

 同号のウは、後期高齢者支援金等課税額の均

等割額の軽減額を引上げるものでございます。 

 同条第２号は、５割軽減世帯の軽減額につい

ての規定でございますが、同条第１号の７割軽

減の部分で説明いたしました内容と同様の改正

を、５割軽減についても行うものでございます。 

 同条第３号は、２割軽減世帯の軽減額につい

ての規定でございますが、同条第１号及び第２

号と同様の改正を、２割軽減についても行うも

のでございます。 

 未就学児の均等割額減額措置の新設のため、

第23条に第２項を追加するもので、第１号で基

礎課税額の、第２号で後期高齢者支援金等課税

額の均等割額について、未就学児１人につき、

軽減する額を規定するものです。 

 第23条の２は、第23条第２項の追加により、

これまでの第23条が第23条第１項と改正された

ことによる、文言の整理等を行うものでござい
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ます。 

 同様に、６ページからの附則の改正は、第23

条第２項の追加により、これまでの第23条が第

23条第１項と改正されることによる文言の整理

等を行うものでございます。 

 次に、条例案の最後のほうを御覧ください。 

 今回の一部改正条例の附則でございますが、

附則第１項は、この条例を令和４年４月１日か

ら施行しようとするものでございます。 

 第２項は、改正後の規定の適用区分を定める

ものでございます。 

 以上で説明を終わりますが、御審議のほどよ

ろしくお願いいたします。 

○消防長（後迫浩一郎）  議案第３号垂水市消

防団条例の一部を改正する条例案につきまして、

御説明申し上げます。 

 今回の改正は総務省消防庁からの通知により、

全国的に消防団員数が減少し、特に、若年層の

入団者数の減少が顕著であることや、災害が多

様化、激甚化する中、消防団への負担も大きく

なっており、その労苦に報いるため、処遇の改

善を図ることを目的に、消防団員の報酬等の基

準の策定等についてが発出され、その中で、非

常勤消防団員の報酬等の基準が定められました。 

 この基準の制定に併せ、消防団員の定員、任

免、給与、服務等に関する条例例の一部を改正

する条例例が示されたところでございます。 

 改正の主な内容につきましては、報酬の種類

が出動回数によらず、年額により支払われる年

額報酬と、これまでの出動手当を見直し、出動

に応じて支払われる出動報酬の２種類に定める

こととされたこと。さらに、出動に伴い実費が

生じることも踏まえ、費用弁償については、別

途必要額を措置することとされたこと。 

 報酬及び費用弁償の支給方法については、団

員個人に直接支給することとされたことでござ

います。 

 また、年額報酬及び出動報酬の標準額が示さ

れ、年額報酬が団員階級で３万6,500円、出動

報酬は、災害による出動が8,000円、災害以外

の出動については、市町村において、出動の対

応や業務の負荷、活動時間を勘案して、均衡の

とれた額となるよう定めることとされたところ

でございます。 

 それでは、改正の詳細につきまして、新旧対

照表で御説明いたします。 

 １ページを御覧ください。 

 第９条第１項の報酬を、年額報酬及び別表第

２に定める出動報酬として改めるものでござい

ます。 

 さらに、同条第５項に報酬の個人支給を規定

するものでございます。 

 第10条第１項中の水火災を災害に改め、警戒、

訓練等の次に、会議、研修、広報等を加えるも

のでございます。 

 さらに、同条第４項に費用弁償の個人支給を

規定するものでございます。 

 ２ページから３ページの別表を御覧ください。 

 第９条に係る別表第１につきましては、報酬

の額を年額報酬の額に改め、本市の団員階級の

額は４万500円であり、国の示す３万6,500円を

上回っていることから、これまでどおりの額と

し、別表第２につきましては、出動報酬の額と

費用弁償の額を加え、支給単位を１回から１日

の報酬額に改め、これまでの出動を災害に改め、

5,000円から8,000円に、費用弁償として500円

が支給されるため、8,500円になるところでご

ざいます。 

 また、警戒、訓練等につきましては5,000円

から4,500円に、会議、研修、広報等につきま

しては、4,500円から4,000円に改めるものでご

ざいますが、各区分に一律500円の費用弁償が

支給されるため、これまでどおりの額面になる

ところでございます。 

 また、この改正に伴い、条文の修正並びに文

言整理も行うものでございます。 
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 なお、附則としまして、この条例は令和４年

４月１日から施行するものでございます。 

 以上で説明を終わりますが、御審議のほどよ

ろしくお願い申し上げます。 

○議長（川越信男）  ただいまの説明に対し、

これから質疑を行います。質疑ありませんか。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  質疑なしと認めます。こ

れで質疑を終わります。 

 ただいまの議案３件については、いずれも総

務文教委員会に付託いたします。 

 ここで暫時休憩いたします。次は午後１時10

分から再開します。 

     正  午  休憩 

 

     午後１時10分開議 

○議長（川越信男）  休憩前に引き続き会議を

開きます。 

   △議案第４号上程 

○議長（川越信男）  日程第10、議案第４号令

和３年度垂水市一般会計補正予算（第14号）案

を議題といたします。 

 説明を求めます。 

○財政課長（濵 久志）  議案第４号令和３年

度垂水市一般会計補正予算（第14号）案につい

て御説明申し上げます。 

 主な補正の内容を記載いたしました参考資料

をお配りしておりますので、併せて御覧くださ

い。 

 今回の補正は、新型コロナワクチン接種の前

倒し等に伴う増額や特別会計への繰出金、事業

費の確定に伴う歳入歳出予算の整理等によるも

のでございます。 

 また、年度内に事業完了できないため、やむ

を得ず繰り越す事業についての繰越明許費の設

定、複数年の支出を見込む事業についての債務

負担行為の補正などを同時に行うものでござい

ます。 

 今回、歳入歳出とも7,267万2,000円を増額し

ますので、これによる補正後の歳入歳出予算総

額は、129億5,453万3,000円になります。 

 補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並

びに補正後の歳入歳出予算の金額は、２ページ

からの第１表、歳入歳出予算補正に掲げてある

とおりでございます。 

 ６ページをお開きください。第２表、繰越明

許費について御説明いたします。 

 地方自治法第213条第１項の規定により、翌

年度に繰り越して使用できる経費をお示しして

おります。 

 繰越事業の内容でございますが、２款総務費

３項戸籍住民基本台帳費のマイナンバーカード

所有者の転入・転出手続のワンストップ化事業

は、国より令和３年度補正予算で計上し、繰越

しで対応することとされているもので、本補正

予算に必要な予算を計上し、令和４年度へ繰り

越すものでございます。 

 10款教育費２項小学校費及び３項中学校費の

学校保健特別対策事業は、国の補正予算に係る

もので、年度内の完了が見込めないことから、

本補正予算に予算計上し、繰越しを行うもので

ございます。 

 11款災害復旧費１項農林水産施設災害復旧費

は、白山線の地すべり災害復旧工事の監理等業

務委託及び工事請負費で、12月中旬に災害査定

を完了し、その後工事発注となるため、工事の

標準工期が不足していることから、監理業務委

託、工事請負費について繰り越すものでござい

ます。 

 同じく、２項公共土木施設災害復旧費は、８

月の停滞前線により被災しました高峠線道路災

害復旧工事に係るもので、11月に災害査定を受

検し、災害復旧事業の認定を受け、12月中旬よ

り発注準備をし、工事発注を行いましたが、標

準工期を確保できていないことから繰り越すも

のでございます。 



－23－ 

 繰越明許費全体としまして４事業の総額１億

7,318万4,000円でございます。繰越しに要する

財源は、国県支出金、地方債、一般財源でござ

います。 

 ７ページの第３表、債務負担行為の補正を御

覧ください。 

 債務負担行為の追加でございますが、農業近

代化資金利子補給金から空き家バンク移住促進

事業補助金まで、本年度に交付決定等したもの

につきまして、最終年度までの債務負担行為を

追加するものでございます。 

 地方債にも補正がありましたので、８ページ

からの第４表、地方債の補正を御覧ください。 

 変更でございますが、各事業費の決算見込み

に伴う補正でございます。それぞれの事業に伴

う起債額を右の欄に示す限度額に変更し、本年

度の記載限度額を合計６億4,538万7,000円にし

ようとするものでございます。 

 次に、歳出の事項別明細で主なものを御説明

いたしますが、事務事業の決算見込みに伴う予

算整理に係るものは省略させていただきます。 

 17ページをお開きください。 

 ２款総務費１項総務管理費８目財産管理費の

積立金は、市有施設整備基金及び財政調整基金

に積立てを行うものでございます。 

 10目企画費の委託料は、本庁舎及び別館の耐

震診断業務委託の執行額確定に伴う事業費の減

額でございます。 

 18ページをお開きください。 

 ２款総務費３項戸籍住民基本台帳費１目戸籍

住民基本台帳費の委託料は、先ほど繰越明許費

で御説明いたしましたマイナンバーカード所有

者の転出・転入手続のワンストップ化事業に要

する経費でございます。 

 少し飛びますが、21ページをお開きください。 

 ３款民生費１項社会福祉費13目介護老人保健

施設費の繰出金は、今年度の当該特別会計決算

見込みに財源不足が見込まれることから、財源

補痾のために繰り出すものでございます。 

 次に、２項児童福祉費２目児童措置費の負担

金、補助及び交付金中、保育士・幼稚園教諭等

処遇改善臨時特例事業補助金、次のページの５

目放課後児童健全育成事業費の負担金、補助及

び交付金中、放課後児童支援員等処遇改善臨時

特例事業補助金は、新型コロナウイルス感染症

への対応と少子高齢化への対応が重なる最前線

において働く保育士・幼稚園教諭等及び放課後

児童支援員等の処遇の改善のため、令和４年２

月から収入を３％程度引き上げるために要する

経費でございます。 

 ４款衛生費１項保健衛生費３目予防費の委託

料は、新型コロナワクチン接種の３回目接種の

前倒し等に伴う接種委託料、コールセンター業

務委託料等の増額でございます。 

 少し飛びますが、24ページをお開きください。 

 ３項病院費１目病院費の負担金、補助及び交

付金は、病院事業会計への負担金でございます。 

 また少し飛びますが、26ページをお開きくだ

さい。 

 ７款商工費１項商工費２目商工業振興費の負

担金、補助及び交付金中、新型コロナウイルス

感染症対策時短要請協力金負担金は、昨年８月

から９月の鹿児島県からの時短要請に基づき、

営業時間の短縮に協力した飲食店に対する協力

金で、県が飲食店に支払った協力金の１割を本

市が負担するものでございます。 

 少し飛びますが、29ページをお開きください。 

 ９款消防費１項消防費３目消防施設費の委託

料は、消防庁舎の耐震診断業務委託に係るもの

で、事業費の確定に伴う減額でございます。 

 30ページをお開きください。 

 ５目災害応急対策費の工事請負費は、垂水中

央運動公園体育館に空調設備を整備するための

経費で、入札執行等に伴う執行見込額の減額で

ございます。 

 10款教育費２項小学校費及び３項中学校費の
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需用費中、消耗品と備品購入費は、先ほど繰越

明許費で御説明いたしました学校保健特別対策

事業に要する経費でございます。 

 以上が歳出の主なものでございますが、これ

らに対する歳入は、前に戻っていただきまして、

10ページの事項別明細書の総括表及び12ページ

からの歳入明細にお示ししてありますように、

それぞれの事務事業に伴う国県支出金、市債な

どの特定財源と、市税、地方交付税等を補正し、

収支の均衡を図るものでございます。 

 以上で説明を終わりますが、御審議のほどよ

ろしくお願い申し上げます。 

○議長（川越信男）  ただいまの説明に対し、

これから質疑を行います。質疑はありませんか。 

○持留良一議員  民生費の介護保険施設整備、

毎年返済と、それから利用者減とか含めて財源

不足ということが出てくると思うんですけども、

本年度はこの内訳的なので大きな要因というの

はどういう中身なのか、それによって対応、対

策、結果としてどう捉えたのかというのが一点

あります。 

 それとあと、処遇改善の話が出てきましたで

すよね。民生費、児童措置費と、それから放課

後育成事業費というのが出てきていると思うん

ですけども、約9,000円でしたかね、中身があ

ったかというふうに思うんですが。この使途の

関係でいくと直接公表してない関係もあるんで

しょうけども、補助金ということで、結果とし

てどういう中身で対象者は何人、そしてそのこ

とによって処遇改善図られるのかということと、

あと22ページの放課後児童育成、この問題なん

ですけども88万円ということで、対象になる人

ならない人いろいろあるかというふうなことち

ょっと聞いたりしたんでしたけども、本当にそ

ういう意味で真の処遇改善になるのかどうなの

か。この辺りにおいて、市として独自の対策の

検討とか課題はなかったのか、その辺りについ

て質疑したいと思います。 

○保健課長（草野浩一）  今年度の介護保険事

業の特徴ということでございますが、やはり介

護保険事業のほうの大きなこの減額の要因とい

いますのが、新型コロナウイルスの影響を受け

まして、サービスの利用控えということで給付

費が減少している関係で、今回減額補正という

形になっております。 

 以上でございます。 

○福祉課長（篠原彰治）  処遇改善の件ですけ

れども、具体的な数値自体、申し訳ありません、

こちらのほうちょっと手元に持ってないんです

けれども、対象者としましては、保育士、幼稚

園に関しましては特定教育・保育施設、特定地

域型保育事業所及び特例保育を実施する施設に

勤務する職員というふうになっております。そ

れから、放課後児童クラブにおいては、対象者

は放課後児童クラブに勤務する職員というふう

になっております。大体対象者については予算

計上はしっかりさせていただいているところで

す。 

○持留良一議員  そうすると、去年、今年とコ

ロナの影響が老人保健施設は続いてきていると

いうことで、このことにおいて国の措置という

か、県とか含めて支援の中身というのはあるん

でしょうか。本来であれば、やっぱり経営とい

う、単純に見てもこのままでいくと経営が大変

厳しい状況になると、閉鎖も出てくるとなって

きたときに、今のこういう状況だと事業所とか

含めて非課税世帯は給付金があったりしてまし

たけども、運営していかなきゃならない。そし

て、下手したらこのままいっちゃうと、非常に

厳しい状況の中で人をまた減らさなきゃならな

いと、その悪循環に陥る可能性がないとはいえ

ないんですけども、そういう措置はあるのかど

うなのか。 

 そして、あと、学童保育も含めて、保育もな

んですけども、大体保育士の場合は平均で、昨

日の国会の答弁だと40万なんだということで、
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その差額の、実態は30万でそれに近づけるよう

な中身になるんだということですけども、そう

いう、結果として処遇改善に結びついていくの

かということと、学童はちょっと回答されてな

かったんですけれども、本市としてやっぱり処

遇改善を、市としてもこれを機に学童保育の処

遇改善というような方向性はこの支援を受けな

がら検討する課題はなかったのか、その点につ

いて聞きます。 

○保健課長（草野浩一）  支援措置があるのか

という御質問だと思いますが、この支援措置の

部分につきましては、民間も含めて行政もそう

いった支援部分がない形でございます。そのこ

とから、民間の融資とか、無利子の融資制度が

ございますので、という状態でございます。ま

た、この老健部分につきましては、この後の補

正の中でまたお話をしたいと思います。 

 併せて、またそれぞれの介護事業所からも御

相談がございますので、今後どういった形がで

きるかという形でいろいろと相談していきたい

と思います。 

 以上でございます。 

○福祉課長（篠原彰治）  学童ということです

けれども、学童については放課後児童クラブに

まず勤務する職員ということで国のほうからは

通知が来ているところです。 

 それから、金額についてなんですけれども、

国のほうが３％で9,000円ということを示して

いるわけですけど、いろんな条件等を考えて、

今担当のほうでもできるだけ数字を近づけるよ

うな形で努力はしているところでございます。 

 以上でございます。 

○議長（川越信男）  ほかに質疑ありませんか。 

○堀内貴志議員  一点だけちょっと気になった

ところがありましたので御質問します。私、総

務文教委員会ですから、産業に関することなん

ですけど、24ページ、病院費の中で、病院費と

いうことで負担金が今回発生してますよね。１

億7,444万円。この負担金の内容についてちょ

っと教えていただきたいなということと、これ

は毎年この時期に補正で組んでいた予算なのか、

それとも今年限りなのか、その点をちょっと教

えてください。 

○保健課長（草野浩一）  これは毎年この時期

に補正を上げています医療的政策的交付金の、

というふうに考えていただければと思います。 

 以上でございます。 

○堀内貴志議員  医療的交付金、もうちょっと

詳しく教えてもらえませんか。 

○財政課長（濵 久志）  この交付金の内容は、

普通交付税に算定されている部分と特別交付税

で算定している部分を病院事業会計に繰り出す

というか、負担金として出すという、そういう

制度になっております。 

 以上です。 

○堀内貴志議員  分かりました。 

○議長（川越信男）  ほかに質疑はありません

か。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  質疑なしと認めます。こ

れで質疑を終わります。 

 本案中、耐震化に関する予算については、庁

舎整備検討特別委員会へ付託の上、審査するこ

とにいたしたいと思います。これに御異議あり

ませんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  異議なしと認めます。よ

って、議案第４号中、耐震化に関する予算につ

いては、庁舎整備検討特別委員会へ付託するこ

ととし、これ以外の予算については、所管の各

常任委員会にそれぞれ付託いたします。 

   △議案第５号～議案第11号一括上程 

○議長（川越信男）  日程第11、議案第５号か

ら日程第17、議案第11号までの議案７件を一括

議題といたします。 

 件名の朗読を省略いたします。 
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 癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

 議案第５号 令和３年度垂水市国民健康保険

特別会計補正予算（第３号） 案 

 議案第６号 令和３年度垂水市後期高齢者医

療特別会計補正予算（第２号） 案 

 議案第７号 令和３年度垂水市介護保険特別

会計補正予算（第２号） 案 

 議案第８号 令和３年度垂水市老人保健施設

特別会計補正予算（第２号） 案 

 議案第９号 令和３年度垂水市病院事業会計

補正予算（第２号） 案 

 議案第10号 令和３年度垂水市簡易水道事業

特別会計補正予算（第２号） 案 

 議案第11号 令和３年度垂水市水道事業会計

補正予算（第２号） 案 

 癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○議長（川越信男）  説明を求めます。 

○市民課長（松尾智信）  議案第５号令和３年

度垂水市国民健康保険特別会計補正予算（第３

号）案について御説明申し上げます。 

 １ページに記載しておりますように、今回の

補正は、歳入歳出それぞれ461万8,000円を減額

し、歳入歳出予算額の総額を23億7,911万9,000

円とするものでございます。 

 主な補正の理由でございますが、各種健診等

の実績に基づく事業費の減額補正及び令和２年

度特別交付金の保険者努力支援交付金分並びに

特別調整交付金分等の確定に伴う返還金の増額

でございます。 

 それでは、歳入歳出補正予算事項別明細によ

り御説明いたします。 

 初めに、歳出から御説明いたします。 

 ７ページをお開きください。 

 ２款１項５目審査支払手数料11節役務費の手

数料は、各審査支払手数料に不足が見込まれま

したので、増額するものでございます。 

 ５款１項２目健康診査等事業費18節負担金、

補助及び交付金の検診事業費負担金は、今後の

所要額見込みを勘案いたしまして減額するもの

でございます。 

 ５款１項２目特定健康診査等事業費の若年者

健診等医事業務委託料は、実績に基づきまして

減額するものでございます。 

 ３目健康ポイント事業費７節報償費は、健康

ポイント事業の商品券代を減額するものでござ

います。 

 ５款２項１目特定健康診査等事業費は、特定

健診等維持業務委託料及び特定保健指導業務委

託は、受検者数等からの見込みに基づきまして

減額するものでございます。 

 ２目特定健診・特定保健指導未受診者等対策

費12節委託料の行政事務委託は、実績に基づき

まして減額するものでございます。 

 ８款１項８目保険給付費等交付金償還金は、

令和２年度特別交付金の確定に伴う返還金と、

令和２年度保険者努力支援交付金及び令和２年

度特別調整交付金の確定に伴い、特別交付金等

の返還金の補正をするものでございます。 

 ９目その他償還金は、療養給付費等負担金返

還金及び令和２年度災害等臨時特別補助金の確

定に伴う返還金の補正でございます。 

 これに対する歳入でありますが、６ページか

らにありますとおり、国庫支出金、県支出金、

繰入金、諸収入などを充てておりますが、災害

等臨時特例補助金の増額見込み等に伴い財源不

足が減少する見込みであるため、法定外繰入金

を減額補正しております。 

 以上で説明を終わりますが、御審議のほどよ

ろしくお願い申し上げます。 

 引き続きまして、議案第６号令和３年度垂水

市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）

案について御説明申し上げます。 

 １ページに記載しておりますように、今回の

補正は、歳入歳出それぞれ91万9,000円を減額

し、歳入歳出予算額の総額を２億4,697万5,000

円とするものでございます。 
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 主な補正の理由でございますが、後期高齢者

医療広域連合納付金の年間納付額を見込んだ補

正等でございます。 

 それでは、歳入歳出補正予算事項別明細によ

り御説明いたします。 

 初めに、歳出から御説明いたします。 

 ７ページをお開きください。 

 １款１項後期高齢者医療広域連合納付金は、

被保険者保険料の増額分と保険基盤安定分担金

が確定したことに伴う減額分の補正でございま

す。 

 ２款２項繰出金は、一般会計繰出金の額が確

定したことに伴う減額補正でございます。 

 これに対する歳入でありますが、６ページに

ありますとおり、後期高齢者医療保険料、一般

会計繰入金、前年度繰越金の補正をもって充て

ております。 

 以上で説明を終わりますが、御審議のほどよ

ろしくお願い申し上げます。 

○保健課長（草野浩一）  議案第７号令和３年

度垂水市介護保険特別会計補正予算（第２号）

案について御説明申し上げます。 

 今回の主な補正は、事業費の決算見込みによ

り事務費を整理し、介護給付費及び地域支援事

業のサービス費等を増減するものでございます。 

 今回、歳入歳出それぞれ985万5,000円を減額

し、歳入歳出予算総額は23億4,615万5,000円と

なります。 

 それでは、事項別明細書の歳出から御説明い

たします。 

 ８ページをお開きください。 

 １款総務費１項総務管理費１目一般管理費の

委託料は、介護報酬改定等に伴うシステム改修

事業に係る不用額を減額するものでございます。 

 ２項要介護認定諸費１目認定調査等費の役務

費は、要介護認定に必要な主治医意見書手数料

について不用額を減額するものでございます。 

 ２款保険給付費１項サービス等諸費から５項

特定入所者介護サービス等費までは、説明欄に

記載してございますそれぞれのサービス費につ

いて決算見込みにより増減し、併せて財源の見

直しを行うものでございます。 

 ９ページを御覧ください。 

 ３款地域支援事業費１項介護予防・日常生活

支援事業費から、開けて10ページにかけての２

項包括的支援事業費・任意事業費までは、不用

額の整理が主なものでございますが、９ページ

の１項介護予防・日常生活支援事業費２目権利

擁護事業費の負担金、補助及び交付金は、出向

職員における困難事例対応や時間外勤務の増加

に伴う人件費について、出向元のコスモス苑に

負担金として支払うものでございます。 

 続きまして、歳入について御説明申し上げま

す。 

 戻りまして６ページをお開きください。 

 １款保険料は、介護給付費及び地域支援事業

費の財源の一部を賄っているところでございま

すが、この後の３款国庫支出金で御説明申し上

げます国から交付されます保険者機能強化推進

交付金及び介護保険保険者努力支援交付金は、

保険者への財政的インセンティブとして地域支

援事業費の財源に充当することができることか

ら、保険料が賄っている財源のうち充当額分を

減額するものでございます。 

 ３款国庫支出金２項国庫補助金５目保険者機

能強化推進交付金及び６目介護保険保険者努力

支援交付金は、本市の自立支援、重度化防止等

に向けた様々な取組の達成状況の評価や、介護

予防、健康づくり等に資する取組を重点的に評

価し、交付されるもので、今回国から内示があ

ったことにより増額補正するものでございます。 

 そのほかの３款国庫支出金から、７ページの

７款繰入金までは、本年度介護給付費の決算見

込みにより、それぞれの負担割合に基づき増減

するものでございます。 

 以上で説明終わりますが、御審議のほどよろ
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しくお願い申し上げます。 

 引き続きまして、議案第８号令和３年度垂水

市老人保健施設特別会計補正予算（第２号）案

について御説明申し上げます。 

 今回の補正は、介護老人保健施設コスモス苑

において、新型コロナウイルス感染症の感染拡

大の影響を受け、利用者のサービス利用控えな

どにより、介護サービスの稼働は昨年秋におい

て一時的に少しの回復傾向が見られましたが、

コロナ発生前の一昨年と比べ大きく減少してい

る状況にあります。そのことから、施設利用収

入を減額するとともに、その減額した資金の補

痾として特別減収対策企業債の発行を行おうと

するものでございます。 

 今回、歳入のみ増減を行うことから、歳入歳

出予算総額は変更なく、６億4,497万1,000円と

なります。 

 ３ページをお開きください。 

 先ほど申し上げました理由により、資金不足

を解消するため、特別減収対策企業債の借入れ

を行うため、第２表で起債限度額を定めようと

するものでございます。 

 次に、事項別明細書により歳入について御説

明申し上げます。 

 ５ページをお開きください。 

 １款１項療養費収入１目施設療養費収入は、

事業収益の減収見込みにより減額するものでご

ざいます。 

 ２款使用料及び手数料１項使用料１目施設使

用料は、施設個室料の歳入見込みに伴い減額す

るものでございます。 

 ５款諸収入２項雑入１目実費弁償金は、日用

品費、食費、居住費等に係る利用者の実費負担

分の減収見込みにより減額するものでございま

す。 

 ６款繰入金２項１目一般会計繰入金は、コス

モス苑建設時の起債借入分の元利償還金として、

一般会計より繰り入れるものでございます。 

 ８款１項市債１目老人保健施設事業債は、先

ほど申し上げましたとおり、事業収益の減収に

伴う資金不足解消のため、特別減収対策企業債

を発行しようとするものでございます。 

 以上で説明を終わりますが、御審議のほどよ

ろしくお願い申し上げます。 

 引き続きまして、議案第９号令和３年度垂水

市病院事業会計補正予算（第２号）案について

御説明申し上げます。 

 １ページをお開きください。 

 今回の補正は、令和３年度の病院事業に係る

交付税措置の確定に伴い、病院事業収益及び病

院事業費用についてお示ししてあります金額を

それぞれ増額するものでございます。 

 ２ページをお開きください。 

 実施計画でございます。収益的収入及び支出

につきまして御説明申し上げます。 

 収益的収入の１款病院事業収益２項医業外収

益２目他会計負担金でございますが、１億3,482

万3,000円を増額し、併せて支出の１款病院事

業費用１項医業費用１目経費を１億7,266万

3,000円増額するものでございます。 

 続きまして、内容について御説明申し上げま

す。４ページをお開きください。 

 収益的収入の１款病院事業収益２項医業外収

益２目他会計負担金の一般会計負担金は、令和

３年度の病院事業に係る交付税措置額が確定し

たことに伴い、当初予算において計上した額と

の差額を病院事業収益に計上するものでござい

ます。 

 次に、支出について御説明申し上げます。 

 １款病院事業費用１項医業費用１目経費の政

策的医療交付金は、令和３年度の病院事業に係

る交付税措置額が確定したことに伴い、救急医

療に要する経費や院内保育に要する経費など、

指定管理者へ支払う政策的医療交付金を増額し

ようとするものでございます。 

 以上で説明を終わりますが、御審議のほどよ
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ろしくお願い申し上げます。 

○水道課長（森永公洋）  令和３年度垂水市簡

易水道事業特別会計補正予算（第２号）案につ

いて御説明申し上げます。 

 今回の補正の主な理由は、年度末の決算を見

込み、不用額の整理を行うものでございます。 

 １ページを御覧ください。 

 今回の補正額は、歳入歳出それぞれ207万

5,000円を減額し、歳入歳出予算の総額を3,949

万7,000円とするものでございます。 

 それでは、歳出から事項別明細書により御説

明申し上げます。 

 ７ページをお開きください。 

 １款総務費１項１目一般管理費の12節委託料

につきましては、漏水調査費用に不用が生じた

ため、減額補正するものでございます。14節工

事請負費につきましては、配水支管切替え工事

を行う必要がなかったため、減額補正するもの

でございます。 

 次に、歳入でございますが、６ページを御覧

ください。 

 １款使用料及び手数料１項１目使用料の１節

簡易水道使用料は、年度中の使用料実績に基づ

く収入見込みにより減額補正するものでござい

ます。 

 ２項１目手数料の１節簡易水道手数料につい

ても、年度中の手数料実績に基づく収入見込み

により減額補正するものでございます。 

 ２款繰入金１項１目一般会計繰入金の１節一

般会計繰入金は、一般会計からの繰入金を歳出

の減額に伴い減額補正いたしまして、収支の均

衡を図っております。 

 引き続きまして、議案第11号令和３年度垂水

市水道事業会計補正予算（第２号）案について

御説明申し上げます。 

 今回の補正の主な理由は、年度末の決算を見

込み、予算の整理を行うものでございます。 

 それでは詳細につきまして、参考資料により

御説明いたします。 

 ５ページをお開きください。 

 まず、収益的支出から御説明いたします。 

 １款水道事業費用１項営業費用の２目配水及

び給水費の節の手当から、３目総係費の法定福

利費までは、人事異動に伴う人件費を整理する

ものでございます。 

 ２項営業外費用３目雑支出については、令和

３年度における消費税納税額の確定を受けて、

令和２年度国庫補助金の消費税相当額分の返還

が必要となったため、返還分を計上しておりま

す。 

 １ページお戻りください。 

 したがいまして、第２条は、令和３年度垂水

市水道事業会計予算第３条に定めた収益的支出

の水道事業費を247万6,000円減額し、２億

3,586万5,000円とするものでございます。 

 また、第３条は、予算第８条に定めた議会の

議決を経なければ流用できない経費の職員給与

費を297万6,000円減額し、4,070万7,000円とす

るものでございます。 

 以上で説明を終わりますが、御審議のほどよ

ろしくお願いいたします。 

○議長（川越信男）  ただいまの説明に対し、

これから質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  質疑なしと認めます。こ

れで質疑を終わります。 

 ただいまの議案７件については、いずれも所

管の各常任委員会にそれぞれ付託いたします。 

 ここで暫時休憩します。 

 次は、２時から再開します。 

     午後１時49分休憩 

 

     午後２時０分開議 

○議長（川越信男）  休憩前に引き続き会議を

開きます。 
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   △議案第12号～議案第22号一括上程 

○議長（川越信男）  日程第18、議案第12号か

ら日程第28、議案第22号までの議案11件を一括

議題といたします。 

 件名の朗読を省略いたします。 

 癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

議案第12号 令和４年度垂水市一般会計予算 

案 

議案第13号 令和４年度垂水市国民健康保険特

別会計予算 案 

議案第14号 令和４年度垂水市後期高齢者医療

特別会計予算 案 

議案第15号 令和４年度垂水市交通災害共済特

別会計予算 案 

議案第16号 令和４年度垂水市介護保険特別会

計予算 案 

議案第17号 令和４年度垂水市老人保健施設特

別会計予算 案 

議案第18号 令和４年度垂水市病院事業会計予

算 案 

議案第19号 令和４年度垂水市漁業集落排水処

理施設特別会計予算 案 

議案第20号 令和４年度垂水市地方卸売市場特

別会計予算 案 

議案第21号 令和４年度垂水市簡易水道事業特

別会計予算 案 

議案第22号 令和４年度垂水市水道事業会計予

算 案 

 癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○議長（川越信男）  説明を求めます。 

   ［市長尾脇雅弥登壇］ 

○市長（尾脇雅弥）  それでは、令和４年度施

政方針を述べさせていただきます。 

 去る２月14日に、議会運営委員会が開催され、

令和４年第１回垂水市議会定例会が21日から3

月18日までの26日間の会期予定で開催されるこ

ととなりました。 

 議案等の一覧につきましては、配付しており

ます令和４年度垂水市施政方針基礎資料の２

ページに掲載をしておりますのでお目通しくだ

さい。 

 それでは、私から令和４年度当初予算におけ

る予算編成の考え方や主要施策等について述べ

させていただきます。 

 初めに、令和４年度の予算案についての概要

を申し上げます。配付資料を御覧ください。 

 ６ページで予算編成の考え方を、８ページか

ら主要施策等を掲載しております。 

 まず、国の動きをお話させていただきますと、

経済社会活動が正常化に向かう中で、各種政策

の効果や海外経済の改善もあって景気が持ち直

していくことが期待されておりますが、供給面

での制約や原材料価格の動向による下振れリス

クに十分注意する必要があり、また、変異株等

の感染症による内外経済への影響や金融資本主

義の変動等の影響を注視する必要があるとして

おります。 

 令和３年11月19日に閣議決定されました「コ

ロナ克服・新時代開拓のための経済対策」にお

いて、直面する危機を乗り越え、成長と分配の

好循環を実現するため、新しい資本主義を起動

し、成長も分配も実現し、経済を自律的な成長

軌道に乗せることで経済対策の暖かい風を全国

津々浦々まで行き渡らせていくとされていると

ころでございます。 

 そのような中、昨年12月に示された令和４年

度の地方財政対策では、社会保障関係費の増加

が見込まれる中、行政サービスの安定的な提供、

地域社会のデジタル化、公共施設の脱炭素化の

取組などの推進、消防・防災力の一層の強化な

どの重要課題に取り組めるよう、地方交付税総

額については令和３年度を上回る18.1兆円が確

保される見通しでございます。 

 以上のような国の予算の状況やＳＤＧｓを踏

まえ、各事業の成果に重点を置いて、予算の質

を高めることで財政運営の健全化を図りつつ、



－31－ 

子育て支援や高齢者対策、市民の皆様の安心安

全に関わるインフラ整備、アフターコロナに関

する事業費を優先して予算編成をいたしました。 

 その結果、総予算規模は、一般会計と特別会

計等を合わせ、合計で182億640万7,000円で、

会計別に申し上げますと、一般会計は前年比

5.7％増の115億2,200万円で、財政調整基金を

取り崩すことなく編成できたほか、普通建設費

等の投資的経費は地域の声を反映し25.6％の増

額となりました。 

 そのほか、事業会計等は記載のとおりでござ

います。 

 続きまして、令和４年度の主要政策について、

私の３つの公約並びに第５次垂水市総合計画に

沿って掲載しております。その中から、新たな

事業を中心に紹介をさせていただきます。 

 資料の８ページをお開きください。 

 １つ目、元気な垂水づくり未来への挑戦では、

54の主要事業がございます。 

 まず、子育て支援関連事業でございます。 

 子育て支援につきましては、仕事と子育ての

両立と子育て世代の経済的な負担軽減とサービ

スの充実を重点施策とし、妊娠期から子育て期

まで切れ目のない支援の実現に向けて取り組ん

でまいります。 

 令和４年度は、新たに３歳児の視力検査をこ

れまで以上に精度を上げるため、屈折検査を実

施するほか、多胎児妊娠の妊婦健康診査費用の

一部助成や不育症検査費用の助成、産後の母子

に対する心身ケアを行うデイケア型事業などを

創設いたしました。また、これまで継続して実

施しております特別対策保育事業や子育て支援

センター運営事業の充実、さらに保育料の負担

軽減にも積極的に取り組んでまいります。 

 資料の11ページをお開きください。 

 保育士等処遇改善でございます。 

 新型コロナウイルス感染症への対応等が続く

教育・保育の最前線で従事されている幼稚園、

保育園、認定こども園及び放課後児童クラブに

勤務する職員の方々の処遇改善のため、２つの

処遇改善臨時特例事業を創設いたしました。職

員の皆様の処遇改善に必要な費用の一部を補助

いたします。 

 次に、ＧＩＧＡスクール関連でございます。 

 全国の小・中学校において、令和３年度から

ＧＩＧＡスクール構想が本格的に実施されてお

ります。本市では、新しいことを創造し、課題

解決しながら地域や世界に貢献できる人材の育

成を目指し、さらなる充実した教育環境の整備、

将来を担う児童生徒に求められる資質、能力を

育成できる教育活動の工夫、改善に取り組んで

まいります。 

 令和４年度は、持ち帰り前提で整備した１人

１台端末を利活用しての学習のさらなる充実を

実現するため、貸出用のモバイルＷｉ癩Ｆｉ

ルーターを増大し、コロナ禍のオンライン学習

や、授業と家庭学習と連動させた活用をさらに

進めてまいります。 

 また、各学校での研究授業等での指導助言者

などの役割を担っていただく垂水市ＧＩＧＡス

クールアドバイザーを招聘し、ＩＣＴ機器を効

果的に活用し、質の高い授業を展開するなど、

垂水らしいＧＩＧＡスクールをさらに前に進め

てまいります。 

 次に、デジタル技術を活用した行政サービス

の利便性向上でございます。 

 令和３年度から、市税等の納付をコンビニエ

ンスストア、スマートフォンアプリ等を利用し

たキャッシュレス決済ができるよう支払い環境

を整備してまいりましたが、令和４年度はさら

なる利便性の向上を図るため、住民票発行手数

料や各種使用料についてもスマートフォンアプ

リでのキャッシュレス決済を可能にし、さらに、

全国のコンビニエンスストアで住民票の写しや

印鑑証明等の取得が可能となるよう環境整備を

行います。 
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 次に、全日本フェンシング選手権大会開催事

業でございます。 

 令和５年に開催される特別国民体育大会「燃

ゆる感動かごしま国体」に向けて、令和４年度

は全日本フェンシング選手権大会を開催し、団

体戦をはじめ、様々な大会の開催やイベント等

を通じて、国民体育大会に向けてさらなる機運

の醸成に取り組みます。 

 ２つ目の元気な垂水づくり安心への挑戦では、

63の主要事業がございます。 

 まず、たるみず元気プロジェクトでございま

す。 

 全国でも先行して少子高齢化社会を迎えてい

る本市では、全国平均に比べて社会保障費を支

える世代と支えられる世代の人数に不均衡が生

じているため、鹿児島大学心臓血管・高血圧内

科学の大石充教授を垂水市スーパーバイザーに

迎え、平成29年度から取り組んでいる事業でご

ざいます。 

 令和３年度は感染対策をしっかりと行った上

で、市文化会館や市民館を会場として健康チェ

ックを８回、501名の市民の皆様が参加をされ

ました。参加された方のうち、手術を要する疾

患が発見されるなど、早期発見・早期治療の機

会も提供することができております。 

 令和４年度においても、引き続き感染対策を

行いながら、時間の効率化などの運用面の改善

を図り、多くの皆様に参加しやすい環境を整え

てまいりたいと考えております。 

 続きまして、柊原団地建て替え事業でござい

ます。 

 昭和35年度に建築された柊原団地は、老朽化

が進み、台風による雨漏りや飛散といった安全

面での不安が生じてまいりました。令和４年度

は、垂水市公営住宅等長寿命化計画に基づき、

建て替えのための基本設計に着手いたします。 

 農道等整備事業につきましては、これまで地

域や農家の方々による奉仕作業で行われてきた

農道や水路の維持管理が、農業従事者の減少や

高齢化により十分に管理が行き届かなくなり、

また、農道等の路面補修や用排水路等の補修、

除草、堆積土砂除去等、維持管理作業が増加し

ていることから、新たに直営での環境整備班を

創設し、多くの要望に対し迅速に対応できるよ

う体制を強化いたします。 

 続きまして、市役所庁舎耐震化事業でござい

ます。 

 外部検討委員会の御意見、市議会の御要望を

踏まえ、現庁舎と消防庁舎の耐震補強計画の策

定、実施設計業務に関する予算を計上させてい

ただいております。 

 ３つ目、元気な垂水づくり経済への挑戦では、

32の主要事業がございます。 

 まず、商工業活性化に向けた取組でございま

す。 

 商工業振興におきましては、地元商店街の活

性化といたしまして、商工会と連携を図り、コ

ロナ禍の影響で落ち込んでいる商店街の活性化

に向けたプレミアム付商品券事業や、落ち込ん

だ宿泊観光業の活性化を図るための垂水おもて

なしキャンペーン事業等への支援強化に努めて

まいります。 

 次に、水産業経営安定化に向けた取組でござ

います。 

 水産業販路拡大支援事業につきましては、販

路拡大につなげるイベント等の出店費用等の一

部を補助し、販路開拓を支援するものでござい

ます。 

 また、人工種苗購入助成事業は、カンパチ、

ブリの安定的な供給及び持続可能な養殖業を維

持するため、人工種苗の購入に係る経費の一部

を補助するものでございます。 

 国内外のマーケットニーズを的確に捉えた、

安全安心な養殖業の確立に向けたカンパチ、ブ

リにおける人工種苗の導入と技術向上に向けた

支援を行ってまいります。 
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 続きまして、森林環境譲与税事業でございま

す。 

 森林は、土砂災害防止や温暖化防止等様々な

機能を有しており、それらの機能を発揮させる

ためには適切に森林整備を行う必要がございま

す。本市におきましては、森林環境譲与税を活

用し、森林整備の推進、鹿児島県産木材利用の

推進、林業の担い手確保・育成、松林保全対策

等に取り組んでまいります。 

 続きまして、新規就農者支援でございます。 

 令和４年度も新規就農者の経営不安定な就農

初期段階への生活給付金、施設・機械導入補助

金や就農前研修制度などにより、新規就農者の

確保と６次産業化に関わる設備等導入補助など、

ソフト・ハード両面から営農定着を引き続き支

援してまいりたいと考えております。 

 続きまして、畜産業支援でございます。 

 本市の畜産業は、農産物生産額において約

86％を占める、本市の基幹産業です。 

 肉用牛経営者にとって、生産技術を競う５年

に１度の全国和牛能力共進会が令和４年度に鹿

児島県で開催される予定です。この全国和牛共

進会の開催に際し、費用の一部を支援するほか、

本市の畜産業を持続、発展することを目的とし

て、新たに肉用牛経営に参入する新規就農者に

対し、生産基盤である牛舎建築費の支援を拡充

しております。 

 以上が令和４年度の主要施策となります。 

 結びに、今日でもコロナウイルス感染症の第

６波が収束するに至りません。改めて、感染さ

れた皆様方に心からお見舞いを申し上げます。 

 ３回目のワクチン接種も順調に進み、国産の

経口薬も開発が進むなど、明るい情報も入るよ

うになってまいりました。令和４年度もできる

限り感染防止対策を講じながら、できるだけ多

くの事業、イベントを実施できるようしっかり

と取り組んでまいります。 

 以上で終わります。 

○議長（川越信男）  ただいま、令和４年度の

施政方針並びに各会計予算案について説明があ

りましたが、これに対する総括質疑及び一般質

問のための本会議を、３月３日及び４日の午前

９時30分から開きます。 

 質疑及び質問は通告制といたしますので、質

疑者及び質問者は、会議規則第51条第１項の規

定により、２月24日の正午までに質疑及び質問

事項を具体的に文書で議会事務局へ提出願いま

す。 

 なお、当日の質疑及び質問時間は、答弁時間

を含めて１時間以内といたします。また、質問

回数については無制限といたします。また、い

ずれも初回の発言時間を20分以内に制限いたし

ますので、御協力をお願いいたします。 

   △請願第７号・陳情第13号一括上程 

○議長（川越信男）  日程第29、請願第７号補

聴器購入費用の助成を求める請願及び日程第30、

陳情第13号安心安全が担保され、将来負担の少

ない庁舎等の耐震補強工事の実施についての陳

情を一括議題といたします。 

 件名の朗読を省略いたします。 

 癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

請願第７号 補聴器購入費用の助成を求める請

願 

陳情第13号 安心安全が担保され、将来負担の

少ない庁舎等の耐震補強工事の実施につ

いての陳情 

 癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○議長（川越信男）  請願第７号については、

産業厚生委員会に付託いたします。 

 陳情第13号については、庁舎整備検討特別委

員会へ付託の上、審査することといたしたいと

思います。これに御異議ありませんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  異議なしと認めます。よ

って、陳情第13号については、庁舎整備検討特

別委員会へ付託することといたします。 
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 本日の日程は、以上で全部終了いたしました。 

   △日程報告 

○議長（川越信男）  明22日から３月２日まで

は、議事の都合により休会といたします。 

 次の本会議は、３月３日及び４日に開きます。 

   △散  会 

○議長（川越信男）  本日は、これをもちまし

て散会いたします。 

     午後２時20分散会 
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令和４年３月３日午前９時30分開議 

 

 

   △開  議 

○議長（川越信男）  おはようございます。定

刻、定足数に達しておりますので、ただいまか

ら休会明けの本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程は、お手元に配付いたしたと

おりであります。 

   △議案第４号～議案第11号一括上程 

○議長（川越信男）  日程第１、議案第４号か

ら日程第７、議案第11号までの議案８件を一括

議題といたします。 

 件名の朗読を省略いたします。 

 癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

議案第４号 令和３年度垂水市一般会計補正予

算（第14号） 案 

議案第５号 令和３年度垂水市国民健康保険特

別会計補正予算（第３号） 案 

議案第６号 令和３年度垂水市後期高齢者医療

特別会計補正予算（第２号） 案 

議案第７号 令和３年度垂水市介護保険特別会

計補正予算（第２号） 案 

議案第８号 令和３年度垂水市老人保健施設特

別会計補正予算（第２号） 案 

議案第９号 令和３年度垂水市病院事業会計補

正予算（第２号） 案 

議案第10号 令和３年度垂水市簡易水道事業特

別会計補正予算（第２号） 案 

議案第11号 令和３年度垂水市水道事業会計補

正予算（第２号） 案 

 癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○議長（川越信男）  ここで各委員長の審査報

告を求めます。 

 最初に、庁舎整備検討特別委員長、感王寺議

員。 

   ［庁舎整備検討特別委員長感王寺耕造議

員登壇］ 

○庁舎整備検討特別委員長（感王寺耕造）  皆

さん、おはようございます。去る２月21日の本

会議において、庁舎整備検討特別委員会付託と

なりました案件について、２月22日に委員会を

開き、審査いたしましたので、その結果を報告

いたします。 

 議案審査前に、令和３年12月17日に開催され

た本委員会中での森委員からの耐震補強工事に

おけるくいや基礎の補強が不可欠と回答したこ

とについて、回答時点では本庁舎の基礎やくい

の確認ができなかったため、平成29年３月に取

りまとめられた新庁舎建設の検討結果報告書を

抜粋し、引用したが、今回の耐震補強に際し、

再度設計事務所に設計図の確認を依頼したとこ

ろ設計図の一部が確認でき、その中に基礎や地

中はりの構造図も含めて耐震判定委員会での審

査を受け、指摘がなかったことから基礎等にお

いて補強の対象として検討していないとの報告

がなされました。 

 また、地中くいのことについて質問がなされ

ましたが、判定委員会へ報告していることから、

考慮されているものと考えているとの答弁がな

されました。 

 次に、議案第４号令和３年度垂水市一般会計

補正予算（第14号）案中の企画政策課の所管費

目について説明があり、詳しい説明が求められ、

委託費減額の大きな理由として、設計図が発見

されたことにより耐震診断検査の一部を行う必

要がなくなったために大きな減額となったとの

答弁がなされました。 

 そのほか、入札方法や落札率についての質疑

がなされました。 

 次に、消防本部の所管費目については特段質

疑はありませんでした。 

 審査の後、本案の採決を行ったところ、原案

のとおり可決されました。 

 以上で報告を終わります。 

○議長（川越信男）  次に、産業厚生委員長、
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梅木勇議員。 

   ［産業厚生委員長梅木 勇議員登壇］ 

○産業厚生委員長（梅木 勇）  去る２月21日

の本会議において、産業厚生常任委員会付託と

なりました各案件について、２月25日に委員会

を開き、審査いたしましたので、その結果を報

告いたします。 

 最初に、議案第４号令和３年度垂水市一般会

計補正予算（第14号）案中の福祉課の所管費目

について説明があり、保育士・幼稚園教諭等処

遇改善臨時特例事業補助金は保育士等の賃金の

上乗せに充てられるのか、あるいは事業所の経

費にも使えるのかとの質疑に対し、賃金のみに

限定され、対象者は保育所等が117人、放課後

児童クラブが40人であるとの答弁がありました。 

 次に、保健課の所管費目については、地域緊

急医療輪番制病院等運営事業補助金の全額減額

の理由について質疑があり、補助金の取扱いを

統一するため、肝属郡医師会と協議し、今後垂

水中央病院へ病院事業会計のほうから政策的医

療交付金として支出するため全額減額したとの

答弁がありました。 

 次に、生活環境課の所管費目については、特

段質疑はなく、その他で井川の水質検査につい

て、現場で水質検査を行う際、地域の振興会長

も同行させてほしいとの要望がありました。 

 次に、農業委員会の所管費目については、タ

ブレットの購入により、それをどのように活用

するのかとの質疑があり、地図情報が入ってお

り、５台ではあるが農業委員、推進委員が現地

調査をする際、紙の地図を広げることなく確認

ができるとの答弁がありました。 

 関連して、農林課、他係でも使えるよう、互

換性を持たせたタブレットの導入要望がありま

した。 

 次に、農林課の所管費目については、多面的

機能支払交付金の減額の理由と事業の期間につ

いて質疑があり、事業費に対する交付額が例年

減額されており、今年度は60％程度となったこ

とを受け、減額するものであり、事業の打切り

については示されていないとの答弁がありまし

た。 

 その他で、環境整備班の人員の充足状況はと

の質問に対し、新年度に向け、広く募集をして

いくとの答弁がありました。 

 次に、水産商工観光課の所管費目については、

輸出等対応施設整備事業の内容変更について質

疑があり、当初魚を自動で瞬間冷凍し、運ぶこ

ととしていたが、一部手動で行う部分が出てき

たことに伴い、システムの変更が生じたもので

あるとの答弁がありました。 

 また、道の駅たるみずのレジ修繕は市が行う

べきものかとの質疑に対し、法の変更に伴い、

発生する経費は市が負担することとなっており、

今回は新500円硬貨に対応するための経費であ

るとの答弁がありました。 

 次に、土木課の所管費目については、内ノ野

線道路改良工事の進捗状況について質疑があり、

７筆ほど相続の関係で用地買収ができない状況

であり、県外まで直接用地交渉に出向く予定と

していたが、現下の情勢でそれができていない

との答弁がありました。 

 審査の後、本案の採決を行ったところ、原案

のとおり可決されました。 

 次に、議案第７号令和３年度垂水市介護保険

特別会計補正予算（第２号）案について説明が

あり、居宅サービス給付費の執行残が大きい理

由と今後の対応について質疑があり、コロナ禍

での利用控えが主な理由であり、今後は外出自

粛による認定の遅れや、介護スタッフ不足によ

るサービス低下が生じないよう、関係者、施設

とも協議をしながら対応していきたいとの答弁

がありました。 

 また、保険者機能強化推進交付金及び介護保

険保険者努力支援交付金は今年度初めて交付さ

れたものかとの質疑があり、平成29年度創設の
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事業であり、例年今年ほどの額ではないが交付

を受けているとの答弁がありました。 

 審査の後、本案の採決を行ったところ、原案

のとおり可決されました。 

 次に、議案第８号令和３年度垂水市老人保健

施設特別会計補正予算（第２号）案について説

明があり、一般会計繰入金の元利償還金の補正

については毎年なのか、また当初予算に計上し

なかった理由について質疑があり、今の介護報

酬制度では7,000万の黒字を出すことは困難な

ことから毎年度繰入れを行っている。しかしな

がら、当初予算編成時は黒字額をできる限り積

み上げることを目標とすることから、一般会計

からの繰入れを行わない形での予算組みを行っ

ているとの答弁がありました。 

 また、繰入れや市債の発行を少しでも減らす

手立てについて質疑があり、施設利用者の減少

もあり、最終的には定員の減も検討しているよ

うであり、市と指定管理者と協議を行っていき

たいとの答弁がありました。 

 審査の後、本案の採決を行ったところ、原案

のとおり可決されました。 

 次に、議案第９号令和３年度垂水市病院事業

会計補正予算（第２号）案について説明があり、

特段質疑はありませんでした。 

 本案の採決を行ったところ、原案のとおり可

決されました。 

 次に、議案第10号令和３年度垂水市簡易水道

事業特別会計補正予算（第２号）案について説

明があり、特段質疑はなく、その他で簡易水道

と上水道との接続の是非について質問があり、

簡易水道に係る経費と上水道を接続することの

経費を見極める必要があるとの答弁がありまし

た。 

 その後、本案の採決を行ったところ、原案の

とおり可決されました。 

 次に、議案第11号令和３年度垂水市水道事業

会計補正予算（第２号）案について説明があり、

特段質疑はなく、本案の採決を行ったところ、

原案のとおり可決されました。 

 以上で報告を終わります。 

○議長（川越信男）  次に、総務文教委員長、

池山議員。 

   ［総務文教委員長池山節夫議員登壇］ 

○総務文教委員長（池山節夫）  おはようござ

います。去る２月21日の本会議において、総務

文教委員会付託となりました各案件について、

２月28日に委員会を開き、審査をいたしました

ので、その結果を報告いたします。 

 まず、議案第４号令和３年度垂水市一般会計

補正予算（第14号）案中の議会事務局の所管費

目について、旅費の減額について質疑があり、

各種研修の一部はリモートで実施されており、

全国市議会議長会や九州議長会の総会などは書

面開催されているとの回答がありました。 

 次に、総務課の所管費目については特段質疑

はありませんでした。 

 次に、企画政策課の所管費目については、廃

止路線代替バスの負担金に係る質疑が交わされ

たほか、結婚新生活支援事業補助金について質

問があり、申請予定３件と申請見込み６件、計

９件分を計上しているとの回答がありました。 

 次に、財政課の所管費目では、積立金の見込

額について質問があり、市有施設整備基金が18

億8,500万円、財政調整基金が13億7,900万円ほ

どになる見込みであるとの回答がありました。 

 次に、市民課の所管費目では、法定外操出金

の減額理由について質問があり、当初予算の算

定時に見込んでいたコロナによる国保税減収の

影響をあまり受けなかったことや、災害等臨時

特例補助金の増額により財源不足が減少したた

めであるとの回答がありました。 

 次に、消防本部の所管費目については、特段

質疑はありませんでした。 

 次に、教育総務課の所管費目については、学

校保管のマスクについて質疑が交わされたほか、
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空調設備の保守等に関して質問があり、業者へ

委託して点検しているが、学校にもお願いして

定期的な点検をしたいとの回答がありました。 

 次に、学校教育課の所管費目では、就学援助

費の認定者数について質問があり、小学校が87

名、中学校が59名、計146名であるとの回答が

ありました。 

 次に、社会教育課の所管費目では、垂水島津

家墓所災害復旧事業と裏手の治山工事について

質問があり、治山工事は県の事業であり、同時

並行の形で令和４年度に工事を行う予定である

との回答がありました。 

 次に、地方債、歳入全款の審査に入り、税務

課の所管費目では、補正額はコロナの減免も配

慮して決定しているのかとの質疑があり、減免

自体は調定等の部分で補正を計上しているとの

回答がありました。 

 財政課の所管費目では、当初予算に対する地

方交付税について質疑があり、12月の追加交付

により前年比３億9,300万円の増であるとの回

答がありました。 

 全ての所管費目について審査を終え、本案の

採決を行ったところ、原案のとおり可決されま

した。 

 次に、議案第５号令和３年度垂水市国民健康

保険特別会計補正予算（第３号）案について申

し上げます。 

 審査の過程において、健康ポイント事業の約

半額が減額となった要因はとの質問があり、新

型コロナの影響により、健康チェックをはじめ、

ポイント取得に係る健診等の実施が中止・縮小

となり、商品券交換が減少したためであるとの

回答がありました。 

 審査の後、本案の採決を行ったところ、原案

のとおり可決されました。 

 最後に、議案第６号令和３年度垂水市後期高

齢者医療特別会計補正予算（第２号）案につい

ては、普通徴収の収納率について質疑が交わさ

れました。 

 審査の後、本案の採決を行ったところ、原案

のとおり可決されました。 

 以上で報告を終わります。 

○議長（川越信男）  これから質疑を行います。

質疑ありませんか。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  質疑なしと認めます。こ

れで質疑を終わります。 

 これから討論を行います。討論はありません

か。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  討論なしと認めます。こ

れで討論を終わります。 

 お諮りいたします。議案第４号から議案第11

号までの議案８件を各委員長の報告のとおり決

することに御異議ありませんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  異議なしと認めます。 

 よって、議案第４号から議案第11号までの議

案８件については各委員長の報告のとおり決定

いたしました。 

   △議案第23号上程 

○議長（川越信男）  日程第９、議案第23号垂

水市職員の育児休業等に関する条例の一部を改

正する条例案を議題といたします。 

 説明を求めます。 

○総務課長（和泉洋一）  おはようございます。

議案第23号垂水市職員の育児休業等に関する条

例の一部を改正する条例案について御説明申し

上げます。 

 妊娠、出産、育児等と仕事の両立支援につい

ては、昨年８月に人事院が行った公務員人事管

理に関する報告及び国家公務員の育児休業等に

関する法律の改正についての意見の申出の中で、

国家公務員に係る妊娠、出産、育児等と仕事の

両立支援のために講ずる措置が明らかにされて

おり、このうち非常勤職員の育児休業、介護休
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暇等の取得要件の緩和等に係る事項については、

令和４年４月１日から施行されることとされて

います。 

 そこで、地方公務員法第24条第４項の規定に

より、地方公共団体の職員の勤務時間、休暇そ

の他の勤務条件については国家公務員の措置と

の均衡を踏まえることが求められていることか

ら、今回非常勤職員の育児休業の取得要件の緩

和及び育児休業を取得しやすい勤務環境の整備

等を目的として、垂水市職員の育児休業等に関

する条例の一部を改正しようとするものでござ

います。 

 それでは、改正の内容について、添付してお

ります新旧対照表で御説明いたします。 

 まず、第２条は、非常勤職員の育児休業の取

得要件のうち、引き続き在職した期間が１年以

上との要件を廃止するために、第１項第３号ア

の（ア）を削除するものでございます。 

 次に、第21条は、第２条と同様、非常勤職員

の部分休業の取得要件のうち、引き続き在職し

た期間が１年以上との要件を廃止するために、

第１項第２号ア及びイの規定を削除するもので

ございます。 

 次に、第25条は、妊娠または出産等の申出が

あった職員に対する育児休業制度の個別の周知

や、育児休業の意向確認のための面談など任命

権者が講ずべき措置について規定を追加するも

のでございます。 

 次に、第26条は、育児休業の承認の請求が円

滑に行われるよう、職員に対する育児休業に係

る研修の実施や、育児休業に関する相談体制の

整備など任命権者が講ずべき勤務環境整備に関

する措置について規定を追加するものでござい

ます。 

 以上で説明を終わりますが、御審議のほどよ

ろしくお願い申し上げます。 

○議長（川越信男）  ただいまの説明に対し、

これから質疑を行います。質疑ありませんか。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  質疑なしと認めます。こ

れで質疑を終わります。 

 ただいまの議案第23号については、総務文教

委員会に付託いたします。 

   △令和４年度施政方針並びに各会計予算

案に対する総括質疑・一般質問 

○議長（川越信男）  日程第13、ただいまから

令和４年度施政方針並びに各会計予算案に対す

る総括質疑及び一般質問を行います。 

 １回目の質疑及び質問は登壇して行い、再質

疑及び再質問は質問席からお願いいたします。 

 なお、本日の質疑及び質問時間は、答弁時間

を含めて１時間以内といたします。また、質問

回数については制限なしといたします。また、

いずれも初回の発言時間を20分以内に制限しま

すので、御協力をよろしくお願いいたします。 

 それでは、通告に従って、順次、質疑及び質

問を許可いたします。 

 最初に、６番、堀内貴志議員の質疑及び質問

を許可いたします。 

   ［堀内貴志議員登壇］ 

○堀内貴志議員  おはようございます。垂水の

稔り生む風の堀内貴志でございます。 

 今回の質問、私にとりまして３期目43回目の

一般質問になります。市長、副市長、そして関

係各課の皆様におかれましては、本日も積極的

な御答弁をよろしくお願いいたします。 

 さて、今世界の注目はロシアのウクライナへ

の軍事侵攻です。多くの国がロシアへの非難声

明を出す中で、我が国も「欧州にとどまらずに、

アジアを含む国際社会の秩序の根幹を揺るがし

かねない極めて深刻な事態」などとこれまでに

ない強い言葉で非難をしています。こんな中に、

ロシアは強力な核戦力を背景にした露骨な威嚇

を繰り返しているという報道もあります。世界

が最悪な事態にならないように、一刻も早く問

題解決の糸口を見つけてほしいものです。 
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 そして、もう一つ世界を混乱させているのは

新型コロナウイルスの感染症です。 

 私は、12月議会の一般質問の冒頭で、「全国

的に感染者が減少傾向を示していたにもかかわ

らず、第５波で猛威を振るったデルタ株よりも

さらに感染力が強くなっている可能性があると

いうオミクロン株が国内３例目を確認した」な

どと危機感を持って話をしました。 

 その後、この３か月間で新型コロナウイルス

は急激にオミクロン株に切り替わり、最近の全

国の感染者数は日々１万人を超えています。ま

た、我が垂水市においても毎日のように感染者

を出しており、今後どうなっていくのだろうと

心配する市民の方々も多くいらっしゃいます。 

 ロシアのウクライナへの軍事侵攻、そして新

型コロナウイルスの問題、一刻も早く収束する

ことを祈るばかりです。 

 それでは、質問に入っていきますが、まずは

このコロナ禍における最近のコロナの現状と今

後の見通しについてどのように考えているのか

お聞きをいたします。 

 ２つ目は、当初予算の中からコンビニ交付事

業2,649万円の新規事業についてお尋ねをいた

します。 

 マイナンバーカードを利用して住民票の写し

等の各種証明書をコンビニで取得可能となるよ

うに整備する事業ということは理解をしていま

す。先日ですが、タイムリーに知合いの人から、

「住民票をコンビニで取ろうとしたら取れなか

った。他の自治体の人は取れたのに、なぜ垂水

市民は取れないのか。」という疑問点を突きつ

けられました。 

 そんな中で、令和４年度の当初予算案が届き、

内容を見るとそのことが予算化されていました

ので、まだ垂水市として制度化されていないこ

とが分かりました。私自身もそうですが、市民

の皆さんもこの制度は既にどの自治体も実施し

ているものと思っていましたが、本市はまだ制

度化されていなかったということです。 

 改めて今回のコンビニ交付事業の内容につい

てお聞きをいたします。そして、実施時期と、

なぜに他の自治体に遅れを取ったのか説明をし

ていただきたいと思います。 

 以上で１回目の質問を終わります。 

○保健課長（草野浩一）  おはようございます。

新型コロナ感染の現状と今後の見通しにつきま

してお答えいたします。 

 初めに、鹿児島県におきましては、２月18日

に決定したまん延防止等重点措置の延長に伴う

県の記者会見資料によりますと、１週間当たり

の新規感染者数が前の週と比べて減少傾向が見

られるところですが、クラスターも続発し、高

水準の感染状況が続いているところでございま

す。 

 感染機会等につきましては、飲食を伴う場面

での感染は飲食店の営業時間短縮要請の効果も

あり減少してきているとのことでございます。

一方で、家族、親族、職場、学校、児童施設、

高齢者・介護施設での感染は拡大しており、子

供や高齢者の感染が増えてきているようでござ

います。また、医療機関での感染も増加傾向に

なってきているようでございます。 

 年代別の感染者数では、２月７日以降は10歳

未満の感染者数が最多となる日が続いており、

子供たちへの感染が広がっている状況でござい

ます。そのような中、本市におきましては131

日ぶりに感染が確認された本年１月14日から３

月２日までの73名の感染状況を見てみますと、

10歳未満が12.3％、10代が19.2％、20代が

11.0％、30代が12.3％、40代が15.1％、50代が

6.8％、60代が13.7％、70代以上が9.6％となっ

ており、鹿児島県の状況と同様、児童生徒やそ

の親世代である40代を中心に増加が見られるよ

うでございます。 

 また、２月１日から３月２日までに感染され

た方を見てみますと、感染経路不明の方は全体
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の39.7％となっており、垂水市内でも市中感染

が広がってきている状況でございます。 

 次に、今後の見通しでございますが、厚生労

働省の令和４年３月２日付の新型コロナウイル

ス感染症対策アドバイザリーボード資料により

ますと、「全国の新規感染者数は実効再生産数

及び今週先週比が１以下と減少が続き、直近１

週間の移動平均も１週間以上にわたり減少が継

続しているが、先週の祭日の影響も考えられ、

今後の推移を注視する必要がある。重点措置地

域を含む多くの地域で減少が継続しているが、

一部の地域で横ばいや増加が見られる。また、

大都市部における感染レベルが依然として高く、

地方の感染状況の改善傾向も弱い。新規感染者

における10代以下の割合は依然として高く、ま

た介護福祉施設における高齢者の感染が継続し

ている。現在の状況は、ワクチン接種の加速に

伴い、継続的な減少傾向が見られた昨年夏の感

染拡大状況とは異なり、新規感染者数の減少は

緩慢であり、少なくともしばらくの間新規感染

者数が高いレベルで推移していくことが予想さ

れる。夜間滞留人口については、重点措置区域

では一部の区域で増加していることに加え、沖

縄をはじめ、重点措置区域の適用が解除された

地域では急増しており、新規感染者数の増加傾

向も見られる。今のところその兆候は見られな

いが、今後、俗にいうステルスオミクロン株、

ＢＡ２系に置き換わることで再度増加に転じる

可能性や、年度末を迎えることによる感染状況

への影響に注意が必要である。全国の感染者数

の減少が続いても、当面は多くの地域で軽症、

中等症の医療提供体制等の逼迫と高齢の重症者

による重症病床使用率の高止まり傾向が続く傾

向がある。今回の感染拡大における死亡者は、

高齢者の占める割合が高くなっている。高齢者

の中には、投薬などの治療を希望されない場合

や、基礎疾患の悪化などの影響で重症の定義を

満たさずに死亡する方も含まれるとの指摘もあ

る。また、基礎疾患を有する陽性者で、コロナ

感染による肺炎が見られなくても感染により基

礎疾患が増悪することや、高齢の感染者が誤嚥

性も含む肺炎を発症することで、入院を要する

感染者の増加にも注意が必要。」と示されてお

ります。 

 以上でございます。 

○市民課長（松尾智信）  おはようございます。

事業の内容と実施時期についての質問にお答え

いたします。 

 令和４年度の新規事業としましてコンビニ交

付事業を予算計上したところでございます。こ

の事業は全国のコンビニエンスストアで住民票

の写しや印鑑証明等を取得できることで市民の

利便性を図る目的でありまして、市役所、支所

から遠い地域の方や市外に勤務している方にと

っては、自宅、勤務地近くのコンビニエンスス

トアに設置された端末機器から、閉庁時間も含

め、住民票の写しや印鑑証明等の交付が可能と

なります。ただし、マイナンバーカードを取得

していることが条件でございます。 

 この事業は、令和４年２月１日時点で県内で

は43市町村中13市町、19市中11市が実施してお

りまして、本市におきましても令和４年度から

事業開始のため、予算計上させていただいたと

ころでございます。 

 事業費でございますが、令和４年度は初期投

資としまして2,649万円。翌年度の令和５年度

からは、地方公共団体情報システム機構、Ｊ癩

ＬＩＳへの運営負担金、システム保守料、コン

ビニ事業者への委託手数料１件につき117円が

必要となりますが、令和４年度までに事業を開

始した場合、事業開始までのシステム構築に関

わる経費、運営負担金及び委託手数料が令和６

年度までの特別交付税の対象となるようでござ

います。 

 また、事業開始につきましては、住基、戸籍

システム事業者及び地方公共団体情報システム
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機構との調整期間に最低10か月が必要でありま

すことから、事業開始は令和５年の３月を予定

しているところでございます。 

 以上でございます。 

○堀内貴志議員  それでは、コロナ感染防止対

策の徹底について、２回目の質問に入っていき

たいと思います。 

 まずは、保健課長から答弁ありましたけど、

保健課長にお尋ねをいたします。 

 今回、感染状況を聞きますと、比較的若い世

代の感染が増加しているようにも、特に児童生

徒の中で感染が広がっているということであり

ます。これは、多分ワクチン接種、12歳以上に

なっていた点が大きく影響しているのではない

かなというふうに思っておりますけれども、こ

のことからこのワクチン接種というのは大変重

要なことだと感じています。 

 ワクチン接種、気になるのは３回目の接種と、

併せて12歳未満の接種でありますけれども、ま

ず３回目の接種について垂水市においては現在

どこまで進んでいるのか。この点について、ま

ず保健課長にお聞きしたいと思います。 

○保健課長（草野浩一）  ワクチンの３回目接

種状況につきましてお答えいたします。 

 ３月１日時点で、３回目のワクチン接種をさ

れた本市の接種者数は4,390人でございます。

接種率を申し上げますと、２回目の接種者数１

万1,820人の37.1％が３回目接種を終えられて

いるところでございます。鹿児島県全体の接種

率と比較いたしますと８ポイントほど先行して

おり、このことは市内医療機関が積極的に取り

組んでいただいている現れで、順調に接種が進

んでいる状況でございます。 

 以上でございます。 

○堀内貴志議員  ３回目の接種が順調に進んで

いるということでありますので、その点は安心

したいと思います。 

 ただ、最初の答弁の中で、先の見通しがつか

ないコロナ感染症。今後新たな株も発生すると

思います。まだまだ闘いは続きますので、継続

して感染防止対策、徹底してほしいと思います。 

 それと、５歳から11歳、おとといの新聞でし

たかね、鹿児島市と霧島市で始まったというこ

とでありますので、本市でも希望者に対して接

種ができるようにしてほしいなと思っています

ので、その点は要望に代えさせていただきます。 

 それでは、見出しのコロナ差別、２つ目の

テーマですね。コロナ差別について、その関連

で質問をいたします。 

 今議会の開会日、森議員に対する辞職勧告決

議案が可決をされました。その際に、議員辞職

勧告に反対する討論の中に、しきりに「副市長

がコロナ感染した関係で市長がＰＣＲ検査の有

無を明確にしなかったからだ」などと議会を欠

席した理由を責任転嫁するような発言がありま

した。 

 また、森議員は２月14日に開会された議会運

営委員会の中で、池山議員から議会を欠席した

理由を尋ねた質問に対して、「副市長の感染が

分かってから市長が感染しているかどうか総務

課長に聞いたが、検査して陰性だとは聞いてい

るがどういう検査をしていたのか分からない。

大隅肝属事務組合の議会に出席して同じ並びに

座るのはリスクが高い。」などと説明をしてい

ます。このことは、議事録にしっかりと載って

おります。 

 また、森議員はテレビ局の取材に対しても、

「副市長の感染が確認されて、関わりのある市

長がどのように検査をしているのか分からない。

家族を守るという立場で欠席をさせてもらっ

た。」などと話していますが、この言葉だけを

聞けば、市長が感染していると完全に疑ってい

るコメントではないかと思います。 

 私個人の意見として、このことはコロナ感染

を不安視する嫌悪や偏見から来る一つのコロナ

差別の行為だと思っております。 
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 さらに、森議員が議会を欠席したのは２月３

日、それから６日後の２月９日に南日本新聞の

記事には、これですけれども、「副市長の感染

が確認されてから発表まで時間を要した。また、

副市長の感染発表を受けて、市長も感染をして

いるのではと市長の感染を疑う。」という記事

が掲載をされていました。まるで、誰かがマス

コミにリークしたような、同じようなコメント

であります。 

 このことから、副市長のコロナ感染に関して

は様々な疑問点や憶測が伝わっていますが、そ

の誤解を解消するためにも、この一般質問の中

であえてお聞きをいたします。 

 まずは、「副市長のコロナ感染が確定してか

ら発表までに時間を要した」というような記事

がありましたが、副市長の感染判明から公表ま

でについて時系列でお答え頂きたいと思います。 

 次に、市長、２月９日付のこの記事を見ます

と、「副市長の感染発表の日、１時間前の会議

を欠席した」だとか、「市長が検査対象か」と

聞くと「検査を受けたかどうか非公表」という

ことで、市長の感染を疑ったような記事が掲載

をされております。また、この記事には、「副

市長と接触のあった職員の皆さんが自主的にＰ

ＣＲ検査を受けた」ということが載っていまし

たが、当然に市長も検査を受けられたと思いま

す。市長の行った検査方法とその方法を採用し

た理由、併せて検査結果についてまずお聞きし

たいと思います。 

○副市長（益山純徳）  今、堀内議員から質問

がありました、私副市長の感染確認から公表ま

での経緯等につきまして御答弁申し上げます。 

 私につきましては、１月31日月曜日の午後４

時頃に発熱したため、垂水中央病院の発熱外来

に出向き、ＰＣＲ検査を受けたところ、１時間

後の午後５時頃病院から陽性との連絡があり、

秘書広報係のほうにその旨を伝えております。 

 その後、自宅にて保健所の電話による調査を

経て、同日午後９時過ぎに保健所から濃厚接触

者は妻のみとの連絡がございましたので、市長

等に報告をいたしております。 

 療養後に担当者へ確認いたしましたところ、

翌２月１日火曜日の午前中に、濃厚接触者では

なかったものの、前日に私と一定時間接触のあ

った職員22名が垂水中央病院で自主的な検査を

受けております。全員の陰性を確認いたしまし

たのが午後３時過ぎとのことであり、午後４時

に新型コロナウイルス感染症対策会議が開催さ

れ、その後私副市長の感染を報道機関に公表し

たとのことです。 

 職員の感染の公表につきましては、これまで

も正確な情報により市民への問合せ等に対応で

きるようにするため、市の対策会議において幹

部職員に周知を図ってから公表をしております

ので、今回の公表も通常の手順に沿って行われ

たものと思っております。 

 また、新聞記事にもあった対策会議に市長が

出席しなかったことにつきましては、これまで

も職員の新型コロナウイルス感染の幹部職員へ

の周知につきましては、私副市長が対応してお

り、今回も副市長の感染に関する情報の幹部職

員への報告と、副市長が不在時の事務的な代決

に関することであったため、総務課長が対応し

たと聞いております。 

 対策会議におきまして市としての決定が必要

な場合については、これまでも市長が出席して

おりまして、鹿児島県のまん延防止等重点措置

延長の決定を受け、開催いたしました２月19日

土曜日朝８時からの対策会議につきましても市

長は出席され、市の対応を判断・決定していた

だいたところでございます。 

 報道機関の対応につきましては、普段から取

材対応について職員に助言等を行っております

私が療養中だったため、相談を受けることがで

きず、取材を受けた担当者がどのように対応し

ていいか判断に迷い、結果相手方の印象を悪く
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したのではないかと感じております。新聞記事

を受けまして、市長より報道機関への対応につ

きましては、改めて丁寧に行うよう、私と担当

者に指示があったところです。 

 以上でございます。 

○市長（尾脇雅弥）  市長の検査につきまして

お答えをいたします。 

 ２月１日火曜日は、前日に副市長と一定時間

以上接触のあった市の幹部職員の多くが検査を

受け、結果判明までの間自宅待機を余儀なくさ

れましたことから、この間市政の停滞があって

はならないとの観点から、各般の事案等に迅速

に対応できるよう、他の職員とは接触を避けな

がら市長室で公務を行い、その合間に国も使用

しているキットを用いて抗原検査を受けたもの

でございます。 

 なお、検査結果については保健師など複数の

職員立会いの下確認が行われ、陰性でございま

した。 

 以上でございます。 

○堀内貴志議員  今副市長から、コロナ感染か

ら発表まで時間を要したということで説明があ

りましたけれども、まあこれを聞いて皆さん納

得するんではないかなと思います。 

 また、副市長の立場で申しますと、私も組織

におりましたから分かりますけれども、副市長

という立場、警察署でいけば副署長の立場、広

報の責任者であります。そして、調整する立場

でもある。副市長の答弁にもありましたけれど

も、その立場の人が感染した関係で、市として

の発表の調整に少しのずれが生じたのではない

かなというふうにも思っております。 

 今時系列で説明頂きましたので納得しました

が、今後は副市長の不在のときのことも考えて、

その体制づくりを考えていかなければいけない

のではないかなと思いますので、今後の課題に

していただきたいと思います。 

 次の質問に入ります。 

 鹿児島県にまん延防止等重点措置が適用され

て、県外にこのまん防の適用地域への出張が制

限されるようになりました。そんな中でも出張

に行かなければならなかったという事情もある

とは思います。当然、感染防止には十分に配慮

して実施されたと思います。 

 この垂水市役所において、市長や職員の県外

出張の内容、そして出張の必要性、出張中の行

動についてお伺いをいたします。また、特に市

長に対しては厳しい目で見ている市民の方々も

多くおられます。市長は国への要望、陳情も多

いことも理解しておりますが、出張のたびに検

査を受けていたのか否か。受けていなかったの

であれば、その理由をお聞きしたいと思います。 

○水産商工観光課長（大山 昭）  東京出張の

内容と必要性並びに感染対策につきましてお答

えいたします。 

 １月26日から27日の東京出張につきましては、

市長、企画政策課長と私の３人でＪＡＬとＪＡ

ＬＵＸを訪問しております。今回の出張につき

ましては、ＪＡＬ、ＪＡＬＵＸ本社において協

議が行われたものであり、なかなかお会いでき

ない方々に数か月前からアポイントの調整を行

っていただき、ウィズコロナ、アフターコロナ

に向け、水産業などの需要回復に向けた意見交

換が行われたものでございます。 

 先ほども申しましたが、コロナ禍の中ではあ

りましたが、昨年７月の垂水市とＪＡＬとの連

携協定に伴い、ＪＡＬの常務執行役員、旅客営

業本部長と市長の意見交換の場を初めて設けて

いただき、ウィズコロナ、アフターコロナへ向

けてＪＡＬのネットワークを生かした新たな取

組について本市の特産品、観光振興の現状など

を踏まえた意見交換が行われました。 

 また、連結子会社であるＪＡＬＵＸの代表取

締役社長と市長とのトップによる意見交換が行

われ、物流に特化した企業でありますＪＡＬＵ

Ｘと、本市特産品をはじめ、新たにＳＤＧｓを
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取り入れての事業展開についてなどの意見交換

がなされました。 

 新年度のスタートダッシュに向けて、この時

期に２社の大手事業社のトップと市長が意見交

換を行うことにより、垂水市、ＪＡＬ、ＪＡＬ

ＵＸの連携がさらに強化され、本市の魅力を最

大限にＰＲすることが地域活性化につながるも

のであると考えられますことから、十分必要性

があるものだと思われます。 

 なお、出張前から出張後まで体調管理に十分

注意し、出張中においても感染対策を徹底した

行動を取るなど、必要な対策を十分講じた上で

業務を遂行したところでございます。 

 以上でございます。 

○市長（尾脇雅弥）  出張後にＰＣＲ検査を受

けなかった理由についてお答えをいたします。 

 私といたしましては、かねてから基本的な感

染対策を講じながら普段の生活、公務を行って

おります。１月の県外出張につきましても、出

張前後の体調管理には十分気をつけており、ま

た出張中、出張後においても特段の体調変化は

なかったところです。 

 このようなことから、今回の出張では任意の

検査は受けておりませんが、少しでも体調に変

化、異常を感じた場合には検査を受けることと

しております。 

 以上でございます。 

○堀内貴志議員  出張は、必要があってどうし

ても行かなければいけない。その出張をして垂

水市のために、効果になるような実績が残るの

ではないかなと思います。 

 このコロナ禍になって、やはり特に市長、そ

して職員の県外出張に対しては、市民の皆さん

は厳しい視線で見ているのは事実だということ

は理解をしていただきたい。そして、このコロ

ナ感染を恐れるあまりに敏感になっているのも

事実であります。 

 今回の副市長の関係でも、様々な憶測が先走

ってしまった結果になった。その憶測が誤解を

招き、市長が感染しているというように情報が

走ってしまったというような気がします。 

 市長は、出張が多い分感染リスクも多いこと

になりますが、仮に市長が感染したならば隠す

ことなく自ら発表することは当然だと思います

ので、そこはこの議会の議員も含めて信頼関係

が必要になってくるのではないかと思います。

議会と執行部との信頼関係がないと、市民の期

待に応える垂水市のまちづくりはできないと思

いますので、そのことはこの場を借りて強く訴

えておきます。 

 最後になりますけれども、今回の質問の本題

に入っていきます。 

 このコロナ禍になってきて、感染を避けたい

とか、感染するのではないかという不安やおそ

れから人を疑ってかかること。このこともコロ

ナ禍の大きな社会問題ではないでしょうか。 

 日本赤十字社は、新型コロナウイルスについ

て３つの感染症の顔があると訴えています。第

１の顔は病気そのもの、第２の顔は不安やおそ

れ、第３の顔は嫌悪、偏見、差別です。不安や

おそれはうまく機能したら感染防止につながり

ますが、度合いを超せれば間違いなく差別や偏

見につながります。コロナ差別のない社会を作

らなければいけないと私は考えています。 

 このコロナ差別の定義と現状についてどのよ

うに考えているのかお尋ねをいたします。また、

コロナ差別、偏見に対する市民への周知はどの

ようにしているのかお聞きをいたします。 

○保健課長（草野浩一）  コロナ差別や偏見に

対する市民への周知につきましてお答えいたし

ます。 

 本市における新型コロナウイルス感染者は、

一昨年の令和２年の年末から令和３年の年始に

かけて確認され始め、今日に至っているところ

でございます。その中、御承知のとおり、昨年

１月にコスモス苑において集団感染が発生する
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などしたことから、感染者やその御家族のみな

らず、その治療や介護に当たっておられる医

療・介護従事者やその御家族等に対し、偏見や

差別が一部見受けられるようになりました。 

 そこで、垂水市では、新型コロナウイルス感

染症により感染者やその御家族、医療従事者等

が差別を受けたり、偏見を持たれることがない

社会を目指す活動として、全国に広がっている

シトラスリボンプロジェクトに賛同し、令和３

年２月10日から令和４年３月31日までをプロジ

ェクト期間として、今日まで支援活動を展開し

てきております。 

 その活動の一つとして、市内の公共施設、福

祉施設、医療機関等においてシトラスリボンの

着用を広めることで、感染から回復された方が

地域に温かく受け入れられるよう、そのまちづ

くりに取り組んできております。 

 これまでの取組としましては、広く市民への

周知として広報誌への記事掲載、市内全戸への

チラシ配布、垂水市公式ウェブサイトに記事を

掲載、市役所正面玄関や子育て支援センター等

でのリボン配布、民間店舗でのＰＲ活動等を行

ってきており、また市役所、教育委員会には市

職員にリボン着用を促すとともに、公共施設や

小・中学校へリボン作成セットとポスターを配

付し、周知を行っているところでございます。

その後、学校においては、授業の中でシトラス

リボンを作成すると同時に、偏見や差別につい

て学習があったとの報告を受けているところで

ございます。 

 また、市内医療機関、福祉施設等に対し、プ

ロジェクトへの賛同を呼びかけ、応じた事業所

にリボン作成セットとパネルを配付することで、

医療・介護・福祉の立場から感染者等への心の

支援を行っていただいているところでございま

す。 

 感染が拡大している中、感染者、その家族、

治療に当たっている医療機関とその関係者だけ

でなく、ワクチンの接種ができない方や接種し

ないことを選択された方等に対する不当な差別

や偏見、いじめ等がないよう、正確な情報に基

づいた冷静な行動のお願いを教育委員会や学校、

関係課と連携し、今後も引き続き周知してまい

りたいと考えているところでございます。 

 以上でございます。 

○堀内貴志議員  感染した人、誰一人として感

染したくてする人はいないわけですよ。そのこ

とをしっかり考えていただきたい。そして、感

染された方々の中には体調が戻らない方も多く

いらっしゃいます。また、不幸にも亡くなられ

た方も多くいらっしゃいます。感染した人を責

めるのではなくて、温かい目で見守ってあげる

姿勢が必要ではないかなというふうに思います。 

 感染もしていないのに感染者扱いにして、人

に言いふらす行為はもってのほか。最も慎まな

ければならない行為ではないかと思います。保

健課長の答弁でもありました。シトラスリボン

の活動、このコロナ禍で生まれた差別、偏見を

耳にした愛媛県の有志が作ったプロジェクト、

私も今日つけてまいりました。このリボンです

よね。この活動も、コロナの発生初期の段階か

ら全国的に広がっています。我々は、もう一度

この初心に戻ってみてはいかがかというふうに

思います。 

 そして、我々行政にできること。根拠を明確

にすることではないかと思います。全国では、

コロナ差別禁止条例の制定について広がりを見

せているように思います。全国的な実施、実態

と効果の検証についてお聞きをします。また、

本市においてコロナ差別禁止防止条例の制定を

検討できないのかお聞きをいたします。 

○市民課長（松尾智信）  コロナ差別条例の制

定についての質問にお答えいたします。 

 コロナ差別条例の制定については、現在全国

の29市町村が条例を制定しているようでござい

ます。まずは、先進地の条例の内容や効果等に
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ついて調査・研究してまいりたいと考えており

ます。 

 以上でございます。 

○堀内貴志議員  今市民課長答えられましたけ

ど、調査・研究していく。何か答弁として軽い

なという。積極性がなく消極的な答弁だったよ

うな気がします。市長、副市長、どちらでもか

まいません。このコロナ差別禁止防止条例の制

定について、垂水市として制定するお考えはな

いのかお聞きをいたします。 

○副市長（益山純徳）  今堀内議員から、この

コロナ差別防止条例の制定について、改めて御

質問がございました。 

 今市民課長が申しましたとおり、まずは先進

地の条例の内容、効果等について調査・研究を

するのですが、調査・研究した上でどのような

制定の方法があるのか、検討してまいりたいと

考えております。 

 以上です。 

○堀内貴志議員  最初のほうでも話しました。

このコロナ禍、まだまだ続きます。だからこそ、

このコロナ差別禁止防止条例、早急に作るべき

だと私は考えています。制定に向けて積極的に

動いてもらうように要望をしておきます。 

 このコロナ禍になって、多くの人々が経済的

な関係や精神的な関係で不安に包まれている現

状が続いています。自分の発言や行動が差別や

偏見につながっていないか、もう一度考えてみ

てください。誰かのことではなく、自分のこと

としてということを強く強く訴え、次のテーマ

に入っていきます。 

 コンビニ交付事業について、２回目の質問を

いたします。 

 本市では、令和５年３月から実施できるとい

うことで、現在19市中11市が実施をしていると

いうことであります。今回の事業として2,649

万円の初期投資が必要であったと。令和４年度

までの事業開始の場合、システムの構築に係る

経費が令和６年度まで委託手数料が特別交付税

の対象になるということで、何とかこの交付税

措置に間に合ったということであります。 

 そして、翌年度からは委託手数料として１件

につき117円が必要になってくるということで、

初期手数料は多くかかっていますけれども、継

続費用としてはそんなにかからないのではない

かと思います。その点でよろしいんですよね。 

 なぜ本市は他の自治体に遅れを取ったのかと

いうことについては具体的な説明はありません

でしたけれども、特別交付税の措置に間に合っ

たということでありますので、これはよしとし

ましょう。 

 このコロナ禍になって、人と接触の少ないコ

ンビニでの、要は必要な証明書が取れるという

ことは、これは時代に合ったいい事業だと思い

ます。一方で予算から見ると、少し高いのでは

ないかと思いますが、この事業のメリット・デ

メリットについてお尋ねをいたします。 

○市民課長（松尾智信）  事業のメリット・デ

メリットはについての質問にお答えいたします。 

 コンビニ交付のメリットにつきましては、日

本全国のコンビニエンスストアで休日でも証明

書等が取れるようになり、また市役所、支所か

ら遠方であったり他市町村に勤務している方に

とっては、自宅、勤務地近くのコンビニエンス

ストアで閉庁時間も含め、交付可能であるため、

利便性が向上することとなります。 

 さらに、行政においては、郵送請求事務また

消耗品、出力用紙の負担軽減により、若干では

ありますがコスト削減も考えられるところでご

ざいます。 

 また、新型コロナウイルス感染症対策におい

ても、市役所及び両支所への来庁を抑制し、行

政手続を行う方々が庁舎内に集まらないように

する効果もございます。 

 一方、デメリットにつきましては、維持経費

が必要であること、コンビニエンスストア交付
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により、現在の収入から手数料が引かれること

が挙げられます。 

 以上でございます。 

○堀内貴志議員  予算から見ると費用対効果と

いうとすぐには算出できないものではないでし

ょうか。しかしながら、このコロナ禍において

やっぱりこの感染防止対策、そして市民の利便

性を考えると素晴らしく便利になる事業ではな

いかと思います。そして、この利用者が増える

ということになりますと、将来的には職員の負

担軽減にもつながるものではないかというふう

にも思います。 

 このコンビニの交付事業ですけれども、私本

当に垂水市でも既に実施できるというふうに思

っておりましたが、実際には来年３月から利用

できるということですので、このことは広く市

民にも広報をお願いしておきたいと思います。 

 そのことを最後に要望いたしまして、本日は

少し早めですけれども、一般質問を終わりたい

と思います。ありがとうございました。 

○議長（川越信男）  ここで、暫時休憩いたし

ます。次は、10時50分から再開します。 

     午前10時38分休憩 

 

     午前10時50分開議 

○議長（川越信男）  休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 次に、３番、前田隆議員の質疑及び質問を許

可します。 

   ［前田 隆議員登壇］ 

○前田 隆議員  おはようございます。本日、

２番手になります。 

 今日は、定員の適正化、小学校の教科担任制、

ふるさと応援寄附金、市債発行計画の４問の質

問をいたします。答弁をよろしくお願いいたし

ます。 

 それでは、議長の許可をいただきましたので、

早速質問に入っていきます。 

 先般の垂水市業務量調査報告を受けて、第７

次行政改革大綱が現在検討されております。今

回は、このようなことから１番目に定員の適正

化の問題、業務量調査報告から分かる勤務実態

と改善について質問いたします。 

 まず、１点目の業務量から17名不足とされて

いるが、現在の定員を235名としている経緯と

根拠について伺います。 

 業務量、人件費、安全衛生管理など総合的に

判断して、適正であれば納得しますが、そうで

なければ改定を求めたいと思います。 

 次に、２番目の小学校の教科担任制について

質問に入ります。 

 文科省は、令和４年度から小学校５年、６年

生の実務授業で、英語、理科、算数、体育の教

科担任制を2025年度までに段階的に導入すると

発表しました。教員不足や教員志望減少が問題

になっている中、教科担任の確保など、学校現

場の対応が気になります。 

 そこで１点目、教科担任制の導入の目的と意

義について伺います。 

 次に、３番目のふるさと応援寄附金について

質問に入ります。 

 本市の自主財源は、類似団体と比べても低い

数値となっております。その中で大きなウエイ

トを占めるふるさと応援寄附金について、自主

財源確保の観点から質問いたします。 

 令和４年度のふるさと応援寄附金の予算額は

12億円と、ようやく実績に見合う予算設定とな

りました。しかし、寄附金額は近隣の市や町に

大きく差をつけられております。 

 そこで、さらなる寄附金増額に向けた取組に

ついて、２点提案と質問をいたします。 

 １点目は、本市のふるさと納税のページにつ

いて、寄附しようと思う寄附者の視点に立った

内容に改善して、増額について提案いたします。 

 寄附者はまず、寄附したい市町村のふるさと

納税のページを必ず見ると思います。市の取組
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事業、寄附の実績、寄附金の使い道など分かり

やすく載せ、工夫をしている自治体のページも

あります。そういう自治体は成果も上げており

ます。本市のふるさと納税のページも、事業内

容や実績に、写真やメッセージをもっとふんだ

んに取り入れて随時更新すれば、寄附者が興味

を持ち、寄附につながると思いますが、見解を

伺います。 

 ２点目は、返礼品の開発とパソコンを持たな

い店等の参加取組について伺います。 

 返礼品の拡充には努力されているとは思いま

すが、温泉水に続く定番となるヒット商品の開

発が望まれます。つらさげ芋などヒット商品も

ありますが、開発への取組を教えてください。 

 また、パソコン業務がネックで参加を諦めて

いる店や提供者があると聞きました。何かいい

方法で参加できる道はないか伺います。 

 最後に、４番目の令和４年度の市債発行計画

について質問に入ります。 

 令和３年度の市債残高は、市債発行を６億

5,000万円に抑えたこともあり、令和２年度の

98億6,000万円から96億8,000万円に減少の見込

みとなっておます。 

 さらに、令和４年度の当初予算では、市債発

行額を７億7,000万円に、元金償還見込額を10

億5,000万円にして計上し、年度末の残高見込

額を94億円としております。財政健全化は進展

しつつありますが、令和４年度の市債発行額が

最終幾らなのか気になります。 

 災害等の増額はやむを得ませんが、それを考

慮すると、当初予算は多くないかと思います。

この点と最終発行額が財政改革プログラムの計

画、８億7,000万円以内で抑えられるか、見通

しを財政課長に伺います。 

 以上で１回目の質問を終わります。 

○総務課長（和泉洋一）  現在の職員定員を

235名としている経緯と根拠につきましてお答

えいたします。 

 本市は、平成16年３月に大隅中央法定合併協

議会からの離脱を余儀なくされ、単独の市とし

て行政運営を行うこととなりました。また、当

時の国の改革に伴う地方交付税の削減や国庫補

助の見直しなどが進められていたことから、厳

しい市財政を改革するため、平成16年10月に新

行政改革大綱、並びに財政改革プログラムを策

定いたしました。この中で簡素かつ効率的な行

財政運営を行うためには、行政のスリム化を図

ることが重要であり、中でも人件費の抑制策を

講ずることが最も効果的な方策であるとして、

新行政改革大綱に基づく新たな定員適正化計画

を策定いたしました。 

 新定員適正化計画では、平成17年度から26年

度までの10年間で職員を50人削減することを目

標としており、平成17年度当初、285名おりま

した職員数は、平成26年度末で235名まで削減

し、現在もその最終目標値である235名の職員

数を基本としております。 

 平成17年度当時の人件費は約25億円余り、会

計年度任用職員の人件費２億6,000万円余りが

加わった令和２年度の決算では、人件費は19億

3,000万円余りとなっており、人件費の抑制に

は大きな効果を上げていることも、現在235名

の職員数を継続している要因の一つであります。 

 一方、地方自治体は、地方分権改革の流れを

受け、業務が増加していることに加え、市民

サービスの多様化等、高度化する行政サービス

に加え、昨今は新型コロナウイルス感染症対策

など、職員の業務量も増え、職員の負担も大き

くなってきております。本市でも地方創生関連

事業や子育て・高齢者支援対策、本市の重要施

策の一つであるたるみず元気プロジェクト事業

などにより業務量が増加しているところです。 

 業務量調査は、業務量に対する適切な人員配

置や業務のスリム化に向けた検証を図るため、

また、今後も増加する行政サービス需要に対応

していくことを基本的な考え方として、現在の
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職員上限数235名が適正かどうかも検証するた

め外部機関に委託したものです。 

 以上でございます。 

○学校教育課長（今井 誠）  小学校の教科担

任制導入の目的と意義につきましてお答えいた

します。 

 令和３年１月に出された中央教育審議会答申

におきまして、義務教育９年間を見通した効果

的な指導体制の在り方を検討する必要があるこ

とが示されております。また、同答申を踏まえ、

令和３年７月には国の義務教育９年間を見通し

た指導体制の在り方等に関する検討会議におき

まして、教師の負担軽減を図りつつ、新学習指

導要領に示された資質能力の育成に向けて、義

務教育９年間を見通した指導体制を構築するた

め、小学校高学年からの教科担任制を推進する

必要があると報告されております。 

 教科担任制導入の主な目的は、次の４点でご

ざいます。 

 １点目は、教科指導の専門性を持った教員が

指導を行うことが可能となり、授業の質が向上

し、児童が学習内容をより理解できるようにな

ることでございます。 

 ２点目は、小学校高学年から教科担任制に慣

れることで、中学校進学後に、教科によって担

当教員が替わることや、学習面での不安を少し

でも軽減し、中学校への円滑な接続を図れるこ

と、いわゆる中１ギャップの解消につながると

いうことでございます。 

 ３点目は、複数の教員が指導することで多面

的な児童理解ができ、情報共有を図りながら組

織的な生徒指導ができることでございます。 

 ４点目は、専門性を持つ教科の授業を担当す

ることで授業準備が効率化され、教員の負担軽

減を図る業務改善につながるということでござ

います。 

 以上でございます。 

○企画政策課長（二川隆志）  それでは、本市

のふるさと納税のホームページを、さらに寄附

者の視点に立った内容に改善して増額をにつき

ましてお答えいたします。 

 寄附者視点のホームページの充実は、寄附増

額の有効な手段でありますことから、今年度、

本市ウェブサイトのトップページからふるさと

納税のトップページへ直接リンクできるように

させていただきましたほか、人気返礼品ランキ

ングの新設、令和２年度寄附金使途実績報告書

の掲載など、改善を図ったところでございます。 

 今後は、返礼品のページの画像やキャッチフ

レーズの改善等を図り、寄附者の興味を引きつ

けるウェブサイトを構築し、より一層の寄附額

向上に努めてまいりたいと考えております。 

 続きまして、返礼品の開発とパソコンを持た

ない事業者等の参加取組につきましてお答えい

たします。 

 返礼品の開発につきましては、返礼品事業者

に対しまして、人気返礼品の内容や国の補助事

業等の活用を案内しているところでございます。

令和３年度は、本市と返礼品事業者が協同で新

規開発した返礼品の人気が高まるなど、一定の

効果があったと認識しているところでございま

す。 

 また、パソコン等、機器を所有されない事業

者の方々の新規参入等につきましては、本市か

ら返礼品事業者の方々に対して使用権限を付与

している返礼品出荷依頼管理システムの都合上、

パソコンやタブレット等、電子機器でのメール

等のやり取りが必須となっているところでござ

います。 

 このようなことから、今後は返礼品の出荷や

配送管理を代行できる市内事業者等とパソコン

等、機器を所有されない事業者の方々とのマッ

チングを行い、多くの事業者の方々が参加でき

る環境を整えてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○財政課長（濵 久志）  市債の最終発行額は
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８億7,000万以内で抑えられるかにつきまして

お答えいたします。 

 前田議員が申された借入れ計画８億7,000万

円は、以前、財政シミュレーション作成の際に

用いた数値であり、第２次財政改革プログラム

における目標値は、災害復旧債や臨時財政対策

債を除く通常債の発行を、５年間の平均で年間

６億円とするもので、現在もその考え方を念頭

に財政運営を行っているところでございます。 

 令和４年度当初予算においては、市債の予算

計上額７億7,040万円のうち、災害復旧事業に

係るものが１億1,490万円、臨時財政対策債が

１億6,600万円ですので、災害復旧事業と臨時

財政対策債を除いた通常債の金額は４億8,950

万円となっており、６億円を下回っております。 

 市債の予算計上は、借入れ上限額を計上して

おり、最終的には入札結果等により減額を行い

ますので、現時点においては通常債の発行額が

６億円を上回ることはないと考えております。 

 以上でございます。 

○前田 隆議員  それでは、一問一答で２回目

の質問に入ります。 

 まず、市職員の定員235名としている経緯と

根拠は説明をいただきました。行財政改革の一

環で、平成17年から10年間、定員削減の見直し

を行い、最終年度の平成26年度当時の定員の上

限を今日まで継続しているということのようで

した。大幅に人員抑制し、人件費の削減も成し

遂げておられるみたいです。 

 また、当時の業務量を基本に設定されている

と思いますが、７年経過した現在は監査法人の

業務量調査報告書でも明らかのように、現状は

不足しております。また、報告書では部署間の

業務量に不均衡が指摘されております。また、

特定の職員に業務負荷が集中していることや、

部署でその人しか分からない属人化の問題も指

摘されております。このような問題の改善は、

今回の第７次行政改革の定員適正化でぜひ実現

してほしいと思います。現状にマッチした定員

の適正化は急務です。 

 そこで、次の質問に入りますが、今度の行政

改革素案では、さらなる業務効率化で対応し、

業務改善に努めるとしておられます。業務改善

の問題は、事務の効率化、外部委託、任用職員

の登用等で超過勤務解消に対応するとされてい

ますが、どんな業務を効率化して取り組むのか

伺います。また、外部委託する事務事業の概要

や予定も教えてください。 

○総務課長（和泉洋一）  業務改善は、どんな

業務を効率化して取り組むのかにつきましてお

答えをいたします。 

 業務改善として、令和４年度に取り組む業務

としては、議会や各種会議の会議録作成につい

て、ＡＩを活用した議事録作成支援システムの

導入を予定しております。そのほか住民サービ

ス向上のために、ＬＩＮＥアプリを活用した広

報を行い、対象を絞ったプッシュ型通知、チャ

ットボットによる問合せ対応の導入等を予定し

ております。 

 なお、キャッシュレス決済推進を目的とした

窓口での各種手数料の支払いに、令和４年２月

よりアプリ決済を導入しております。 

 外部委託としましては、環境センターや火葬

場、運動公園等の社会教育施設などの民間への

業務委託や、窓口業務等の外部委託を実施して

いる自治体もあるところです。外部委託につい

ては、その受託先の有無や委託料に係る費用対

効果の検討が重要と思われますので、今後検討

していくということでございます。 

 以上でございます。 

○前田 隆議員  ありがとうございます。業務

改善としては、令和４年度はＡＩを活用した議

事録作成支援システムや、ＬＩＮＥアプリを活

用したプッシュ型通知、あるいはチャットボッ

トの導入を予定されているということでした。

また、外部委託については受託先の有無や委託



－53－ 

料の費用対効果などを検討していくとの答弁で

した。 

 業務改善効率化についての内容と、ＡＩを活

用した内容と外部委託は具体的にいつ検討する

のか伺います。 

○総務課長（和泉洋一）  例えば、議事録作成

支援システムについては、文字起こしの作業時

間の短縮を行いまして、業務の効率化と職員の

負担軽減を目指すということでございます。 

 外部委託としましては、来年度にも具体的な

検討に入れないか、関係各課内において現在考

えているところでございます。 

 以上でございます。 

○前田 隆議員  分かりました。 

 事務の効率化、マイナンバーカードによるマ

イナポータルの活用とか、行政事務のワンスト

ップ化、オンライン化など、まだまだあると思

います。ＤＸ推進は待ったなし。 

 本市は、そのＤＸ推進計画を立てているのか。

立てていないならば、早急にＤＸ推進計画を立

てる必要が先決だと思いますが、その点につい

て伺います。 

○総務課長（和泉洋一）  ＤＸ推進計画でござ

いますが、現時点では計画を策定しておりませ

ん。 

 本市においては、総務省の自治体ＤＸ推進計

画に基づき、自治体情報システムの標準化、共

通化や行政手続のオンライン化、テレワークの

推進を行っておりますが、議員御指摘のとおり、

推進計画が必要ではないかと考えているところ

でございます。 

 ＤＸや情報化推進、業務改革のほか、高齢者

等のデジタルデバイドの解消といった重点事業

を盛り込んだ推進計画を策定できないか、周辺

市町の状況も踏まえながら今後検討してまいり

たいと考えております。 

 以上でございます。 

○前田 隆議員  分かりました。ＤＸは、住民

にとって行政サービスが便利になり、職員の業

務が効率的になり、楽になることにつながりま

す。一刻も早く計画を立てて推進していただき

ますようお願いいたします。 

 また、ＤＸ推進で業務の効率化、迅速化は進

むと思いますが、同時に基幹システムの標準化

対応に一定期間の職員の労力も必要と言われて

います。その点の配慮も必要であることを指摘

いたしまして、定員の適正管理を要望しておき

ます。 

 次に、デジタル化や外部委託、任用職員の活

用で業務改善しても、報告書では６名不足と指

摘されております。そこで、３点目の権限委譲

等で業務負担増が続く中、現状の定員で非定型

業務を遅滞なく効果的に推進、対応できている

のか伺います。 

○総務課長（和泉洋一）  業務負担増が続く中、

現状の定員で非定型業務を遅滞なく効果的に推

進、対応できるかにつきましてお答えをいたし

ます。 

 業務量調査におきまして、日々の業務の中で

一定の経験、知識や専門的な技術が必要となり、

主に判断が伴う業務や企画、計画の活動を、非

定型業務として定義しております。これらの非

定型業務については、各課において適正に対応

をしているところではございますが、特定の職

員への業務負荷の集中や、その担当者しか業務

を判断できないという課題がございます。 

 今後につきましては、継続的に業務量調査を

行うことで特定の職員への業務の偏りを明らか

にしながら、所属及び組織全体で調整を行い、

組織として非定型業務のノウハウを蓄積してい

くことで、業務を遅延なく効果的に推進、対応

できるようにしていかなければならないと考え

ております。 

 以上でございます。 

○前田 隆議員  ありがとうございます。適正

に対応しているが、課題もあると。今後は継続
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して課題を明らかにして、所属や組織で取り組

まなければいけないというようなことでした。

まさにそれは必要であります、重要であります。

現状は、適正にできているのではなく、やむな

くやっているというのが現実ではないでしょう

か。国からは次々と施策や計画策定等の業務が

下りてきます。計画立案などの担当をされる皆

さんは大変です。御苦労さまでございます。 

 しかし、出来上がってくる計画案が我々議員

に示されるのは遅れがちで、ぎりぎりでのもの

が多いです。これは現実問題であります。権限

委譲が増加する中、業務負担の問題は業務の遅

滞を招くだけでなく、超過勤務を強いて、安全

衛生管理の面からも問題です。早急に改善に取

り組む必要があります。そこで、最後に定員の

適正化についてお伺いいたします。 

 市職員の定員増で、定員適正化、業務改善を

図るべきと思いますが、市長の考えをお伺いい

たします。 

○総務課長（和泉洋一）  定員の増をというよ

うな御質問だと思いますが、まず、定年延長に

ついて述べさせていただきます。 

 定年延長は、令和５年度から施行され、現在

の定年年齢、60歳を２年ごとに１歳ずつ引き上

げ、最終的に65歳まで引き上げることとなって

おります。 

 定年年齢の引上げに伴います職員定数の考え

方や退職者がないことから新規採用者数の取扱

いなど、様々な課題があることから、総務省に

おいて国としての見解が示されるというように

言われておりますが、いまだ国からは示されて

いない状況でございます。 

 職員数については、今後示されるであろう国

の考え方や、本市の現在の状況等を総合的に勘

案して考え方を整理する必要があるというよう

に認識しております。 

 以上でございます。 

○前田 隆議員  市職員の定員増に関しては、

当分は現状のままだというようなことです。定

年延長による定員や採用者数については、国の

指針を受けて、精査して対応を考えるというよ

うなことが素案には書いてありました。 

 しかし、それでは遅いです。現状は不足して

困っているのです。早急に対応して適正化して

ほしいと思います。 

 定年延長の話が出ましたので伺いますが、定

年延長と新規採用との関係についてですが、再

任用職員の増加や定年延長で業務量の改善は担

保されますが、定員を変えずに定年で減った分

だけ補充する採用計画は、定員の適正化として

はいただけません。一定期間、新規採用を欠員

以上に増やして、早期に不足を解消し、定員の

適正化に取り組む考えはないか、再度市長に伺

います。 

○市長（尾脇雅弥）  今、総務課長からこれま

での状況、現状、そして今後どうするかという

ことで、前田議員のほうからも御提案がござい

ました。 

 一つ、垂水市の特徴として、人口約１万

4,000弱ですけれども、非常に縦長で行政運営

としてはなかなか効率的ではないという現状も

ございます。そのことは御理解をいただいてい

ると思いますが、その後、行財政改革を努力し

て、今年度の予算も一般、特別併せて約182億

円を超える予算計上で今提案をさせていただい

ているわけでございます。うち市税というのは

13億余りということでありますから、そこら辺

のところも相まって、今、まずはしっかりと、

合併の頃の状況から比べますとかなり改善をさ

れてきましたけれども、地方分権という流れの

中で業務量が増えていることも事実であります。 

 しかしながら、数千名を超えるような職員数

ではないので、ある程度限られた人員の中でど

うやって効率的にやっていくのか。一つは定年

延長ということでの方策もありますけれども、

あとはテレワーク、あるいは外注等も考慮しな
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がら、さらにその上で定員をどうしていくのか

というのは重要なことでありますので、今その

段階にあるということで御理解をいただきたい

と思います。 

○前田 隆議員  なかなか、簡単に増やします

とは言ってもらえませんが、地方分権が進み、

増大する自治体業務を円滑にするためには、デ

ジタル化と同時に、やっぱり人員の確保が一定

期間、何よりも必要と思います。定員の増員を

重ねてお願いいたしまして、この件は終わりま

す。 

 次に、２番目の教科担任制に答弁をいただき

ました。導入の目的や異議が分かりました。小

学校高学年から教科担任制になじんでおれば、

中学校での教科担任制にスムーズに移行できる

メリットもあるようです。４教科とも実施され

る2025年頃には、学級担任の負担軽減と、授業

も教科ごとに担任が替わり、学力の向上が図ら

れていることを期待いたしたいと思います。 

 次に、２点目の本市の現状と導入予定や方法、

教科担任制の確保について伺います。 

 本市では既に、英語や理科の専科教師がおり、

小学校の授業の一部で行っているとお聞きしま

した。その点も含めてどのように進めるのかお

伺いいたします。 

○学校教育課長（今井 誠）  本市の現状と導

入予定や方法、教科担任の確保につきましてお

答えいたします。 

 小学校における教科担任制には、幾つかの方

法がございます。例えば、音楽や理科など特定

教科を専科教員が指導する方法や、担当授業数

が少ない教員が他の学年、学級を指導する方法、

また、担任間で特定の教科を交換して指導する

方法などでございます。 

 本市の小学校におきましては、教員の専門性

や学級数など、それぞれの状況に応じて今挙げ

ましたいずれかの方法で教科担任制を実施して

おります。また、外国語につきましては、より

専門的な知識、技能が求められることから、垂

水中央中学校に専科教員が配置されており、新

城小学校、垂水小学校、水之上小学校、柊原小

学校、協和小学校の５校で５、６年生の外国語

科授業を担当し、興味・関心を持たせながら分

かる授業を展開しております。 

 以上でございます。 

○前田 隆議員  ありがとうございます。既に

英語の専科教師が中学校に在籍しており、協和

小以南、５校についてはその教師が教科担当を

するということでした。 

 牛根小とか、松ヶ崎小はどうするのか教えて

ください。 

○学校教育課長（今井 誠）  現在、その中学

校に配置されている教員につきましては、授業

時数の関係で５校しか回ることができておりま

せん。そこで本市では、外国語活動指導講師２

人を市で採用しておりまして、その方々に学校

に行って指導していただいて、補充していると

ころでございます。 

 以上でございます。 

○前田 隆議員  分かりました。英語の補助講

師が対応するということですか。教科担任の確

保については、まだどうされるか回答がなかっ

たのですが。 

○学校教育課長（今井 誠）  教師の確保につ

きましてでございますが、既に専科教師として

確保されているのは垂水小学校だけでございま

して、ほかの小学校につきましてはまだ確保で

きていないところでございます。 

 先ほどの例で挙げましたが、やり方を工夫し

て、それぞれの学校が専門性を生かした指導を

現時点ではしていかなくてはならないと考えて

います。国が今後、どのような形で教員を25年

までに配置していくかは、まだはっきりしてお

りませんので、現時点で垂水市への導入がどう

なっていくかまだ分かっていないところですが、

今後その動向を注視しながら適切に対応を取っ
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ていきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○前田 隆議員  英語のほうは分かったのです

が、その他のほうは教科担任の確保がまだつい

ていないと、そういうことで学校内の先生方で

授業を交代して対応していくというようなこと

ですか。分かりました。 

 本市は、垂水小、水之上小学校以外は、複式

学級を取っています。そこで、３点目の複式学

級制を取っている小規模校の教科担任制対応は

どうするのか伺います。 

○学校教育課長（今井 誠）  複式学級制を取

っている小規模校の教科担任制対応につきまし

てお答えいたします。 

 本市には、複式学級での指導を実施している

小学校が６校ございます。どの小学校におきま

してもそれぞれの状況に応じて教科担任制を実

施しております。 

 複式小学校におきましては、教頭が理科の授

業を担当したり、算数をはじめ他教科でも担任

の授業の補助をしたりして、より分かりやすい

実践に努めております。 

 外国語につきましては、垂水中央中学校に配

置されている専科教員と市で雇用している外国

語活動指導講師２人を全小学校に派遣しており

ます。専門的な知識、技能を生かして担任をサ

ポートしたり教材を作成したりすることで、外

国語教育の充実を図っているところでございま

す。また、外国語を母国語とする外国語指導助

手の派遣契約を結び、全小学校に派遣しており

ます。本物の英語に触れながら、英語を聞く、

発音する力の向上や、国際理解教育の充実を期

待しているところでございます。 

 なお、来年度の配置計画につきましては、行

事等を確認しながら、現在調整しているところ

でございます。 

 以上でございます。 

○前田 隆議員  分かりました。小規模校は６

校あるということで、小規模校ですと、やっぱ

り担任の先生を含めて少ないと思うのです。そ

ういう中でやりくりをするというのは、当初の

英語でしたら、１年目は中学校からの専科教師

と外部講師で英語は何とかいけると思います。

順次、理科、算数、体育といく中においたら、

やっぱり問題が出てくるんじゃないかと思いま

す。そういう中で、最終、４教科する時点で、

やっぱり教科担任を置いて対応しないと限界が

あると思います。 

 学級担任の負担軽減、あるいは教科の質的向

上という趣旨を考えても、教科担任の確保は必

要です。また、この点を県や国に強く要望され

て、この問題が早期に解決するように望みます。 

 最後に教育長、小学校教科担任制についての

教育長の思いや見解をお聞かせください。 

○教育長（坂元裕人）  ありがとうございます。

前田議員から御質問を受けて、課長のほうから

今答弁させてもらいましたけれども、補足した

り、あるいは自分の中の構想、新年度からの。

それも含めて話をさせてください。 

 まず、国の動きでございますけれども、令和

４年度、全国で950人の教科担任制のための教

員を配置すると言っているのです。５年間で

3,600人、これ多いと思われますか、少ないと

思われますか。（発言する者あり）限りなく少

ないですよね。とすると、本市にはどれだけ教

員確保できるのかというと、おのずと数字は分

かっております。となると、やはり我々は自分

たちで努力しなければいけない部分が出てくる

と。いわゆる地理的な条件だとか、学校の規模、

それに応じた教科担任制を新たに構築していく

必要があるなということを私自身は感じており

ます。そこで、現在やっていること、そして今

後こういう構想でやったらどうかということも

含めまして話をさせてください。 

 まず、県内の動きを申し上げますと、鹿児島

市を含めて８地区で２校ずつモデル校をつくっ
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て、そこでいわゆる効果的な実施方法を研究実

践していくと、それを県下に広げていくという

手法を取るとしております。 

 本市は本市で、独自に教科担任制を考えてい

く必要があるかと、私自身は思っております。

大きくは３つです。 

 １点目は、教頭先生方の、いかに出番をつく

っていくかと。教頭というのは、まさに教員の

要で、それぞれ小学校の教頭、持ち味、つまり

小学校の中でもこの教科に秀でているという、

そういう得意分野を持っております。そういう

ところをどううまく使っていくかということで

す。 

 ２点目が小中連携。これをやっていくこと。

これは小学校にとっても、中学校にとっても双

方メリットがあります。そこはあとで申し上げ

ます。 

 ３点目は、本市と連携協定を結んでいる鹿屋

体育大学、これの活用。こういうことも私は念

頭に入れているところで、実際やっているとこ

ろもあるのですけれども、少し具体的に申し上

げます。 

 鍵を握るのは教頭という話を申し上げました

けれども、特に複式校においては、教頭の役割

というのはかなり大きいです。そういう意味で

は、どう教頭先生方を、うまくその持ち味を発

揮していくかというところが大事なところで、

例えば理科を教えて、そして確実に興味関心を

高め、学力をつけている学校がございます。そ

ういう学校が現にあります。英語で、かつて教

諭時代、コアティーチャーといって、英語活動

を進めていくのに推進的な教員をしてきたとい

う経験を持っている教頭がいます。こういう人

たちを使わない手はないです。学校内だけにと

どめるのではなくて、学校外でも使う。ここで

私は使い方があると思います。つまり授業をす

るのです、ハイブリッド型でやると。先生が移

動しなくても、教頭先生、ただでさえ忙しいで

すから。自校で、例えば英語の終わりの時間、

私、出るわよというような感じで、そこで大型

カメラで投影されて、その中で授業の最後で締

めをきちんとするとか、あるいは授業の始まり

にその先生が出てきて、子供たちの興味関心を

ぐっと捉えて、そして担任に引き継ぐとか、い

ろんなやり方があると思います。そういうとこ

ろをまた、今後検討していきたいなと思ってお

ります。 

 次に、小中連携のことを申し上げましたけれ

ども、中学校の教員が小学校へ出向いていくと

いうこと、実は今年度も計画していたのです。

コロナのためにできなかったのです。手を挙げ

る教員も何人かいたのです、ぜひ行きたいと。

これはすばらしいことです。中学校を離れて小

学校を見に行きたいと。これはなぜかというと、

中学校へ上がってくる子供たちを見たいわけで

す。しっかりと理解しておきたいわけです。そ

うすると、中学校に上がってからの授業効果、

教育効果というのは高まるわけです。これは中

学校から出向いた教員にもメリットがございま

す。もちろん小学校で授業を受ける子供たちに

とっても、より専門的にその教科を学べる、あ

るいはスピード感を体感できる、実感できる、

こういうところで魅力があります。 

 そして、垂水高校についても、実は連携をや

っているのです。お隣同士の垂水小学校、生活

デザイン科、家庭科、すばらしい教員がおりま

す。その教諭は生徒を連れて合同で家庭科の授

業をやると、そしたら子供も先生も一生懸命で

す。そういうところがまた、進路にもやがては

つながっていくのかなと思っています。 

 あと、鹿屋体大の取組ですけれども、実際、

新城小に、今年度は走り方を変えてほしいとい

う校長のニーズに応えて、大学の先生と学生さ

ん３人、お見えになりました。直接、１時間指

導していただいて、走り方が変わったというと

ころを私も聞いております。 
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 というように、いろんなバリエーションを考

えております。そして、先ほど申し上げたよう

にＧＩＧＡスクール、いわゆるテレビ会議シス

テムを使って、つかみで、展開で、終わりでと

いう使い方、これは随分効果的にできるんじゃ

ないかなと、移動せずに教科担任制のような取

組ができるというところで、今後、そういうと

ころをしっかりとまた検討していきたいなと思

います。本市において、質の高い授業をやって

提供していくというところです。今後、研究実

践してまいりたいと思います。 

 以上で終わらせていただきます。ありがとう

ございました。 

○前田 隆議員  ありがとうございます。教育

長の思いをぜひ実現して、地域に、垂水で合っ

たやり方で取り組んでいかれて、小学校の教科

担任制が順調に進んで、児童の学力向上と授業

が楽しくなるようなことを期待いたします。 

 また、学級担任の先生の負担が減り、これが

一番、働き方改革が進むことが、冒頭言いまし

た、教員志望者が増えると、ここにつながると

思いますので、ぜひそういうことにつながるよ

うな取組を期待いたしますので、よろしくお願

いします。 

 時間が、最後もう10分しかなくなりましたの

で、もう３番目で、あとの長いからコメントだ

け、２番、３番、４番になってしまいますが、

３番目のふるさと応援寄附金について答弁いた

だきました。提案いたして早速、寄附金使途実

績報告書等は書いていただいたのは確認しまし

た。ありがとうございます。また、寄附事業に

ついてもふるさとチョイスのページのほうに写

真が入ったということで、これも大変いいなと

思っています。 

 今後も寄附者の興味を引きつけるウェブサイ

トを構築して、寄附金増額に努めるということ

でしたので、ぜひよろしくお願いいたします。 

 ２点目の返礼品の開発とパソコンの件に対し

ては、返礼品事業者と共同で開発した返礼品が、

人気が高まって効果を上げているというような

ことでした。 

 今後とも、選ばれる商品、選ばれる返礼品の

開発に関係者で努めていただきますように、よ

ろしくお願いいたします。 

 パソコンを持たない店等への取組参加につい

ては、検討していただくということでしたので、

ぜひよろしくお願いいたします。 

 郷土出身者には、あく巻きや竹の皮だんご、

このような懐かしい商品を取り扱っている、参

加したいという店もありますので、そういうこ

とが実現できるようにひとつよろしくお願いい

たします。 

 次に、３点目のふるさと、これ、ちょっと行

きますか。企業版ふるさと納税につながる、ま

ち・ひと・しごと総合戦略の事業の経過につい

て質問いたします。 

 就地拡大プロジェクト、そのようなのに今ま

で取り組んでおられましたが、このような事業

計画がないのかまず伺います。 

○企画政策課長（二川隆志）  それでは、御質

問にお答えします。 

 企業版ふるさと納税制度を活用した取組につ

きましては、平成28年度から３年間、地域若者

就地拡大プロジェクト事業を垂水高校や大学等

と連携して、地元企業にも参画していただいて、

人材育成や地域企業への人材確保などの取組を

行ったところでございます。当事業につきまし

ては、令和元年度以降も市の単独事業として鹿

児島国際大学の寄附講座や企業ガイドブックの

作成などを行っております。 

 また、令和３年度からはフェンシングのまち

づくり事業として、国体を契機にフェンシング

を通じた地域活性化や市民の健康増進、交流人

口や関係人口の創出を目的に各種大会の開催や

合宿の受入れ、それに必要な備品の購入などの

取組を始めたところでございます。今年度は、
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新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、

大会の開催や合宿の受入れはできておりません

が、備品を購入し、受入れ環境の整備を行いた

いと考えております。 

 現在までの寄附実績としましては、企業版ふ

るさと納税ポータルサイトに掲載し、３社から

合計120万円の寄附をいただいており、令和５

年度までの期間内での寄附企業の募集を行うと

ころでございます。 

 今後も関係各課と連携し、企業版ふるさと納

税制度を活用した取組の検討や、寄附企業の募

集を行い、全庁的に財源の確保に取り組んでい

きたいと考えております。 

 以上でございます。 

○前田 隆議員  分かりました。フェンシング

のまちづくり事業を令和３年度から実施してい

るということでした。取り組んでおられたこと

を評価いたします。 

 今後もこのような事業、例えば桜島ジオパー

クエリア拡大に伴う猿ヶ城渓谷周辺の整備事業

とか、文化的、歴史的価値のある島津墓所周辺

にトイレとか駐車場を造る事業とか、そういう

部分を企業版ふるさと納税基金等の事業にのせ

て取り組んでいただけるように期待いたします。

よろしくお願いします。 

 最後に、４番目の市債発行計画について答弁

いただきました。通常債、６億円の中の４億

9,000万という中では、範囲内に収まっている

ので当初予算は妥当だということでした。 

 しかし、現時点ではというのが少し怪しいな

とは思いましたから、よろしくお願いいたしま

す。引き続き、市債発行額を８億7,000万円以

下に維持できるかという部分も、発行できるか

という部分も、一応計画が限度額で充てている

ので、実際は入札等の結果で多少減るというこ

とで、６億以下でやれるんじゃないかというこ

とでした。市債残高が減少するように、発行を

抑えるように、ひとつよろしくお願いいたしま

す。 

 ２番目の、副市長に、あと５分弱もないので

が、令和４年度以降の市債発行額は、財政改革

プログラムを遵守している。計画８億7,000万

以内の方針を堅持していけるかということにつ

いて、市長に伺います。 

 私は毎年、通常債を６億円以下で抑えてやれ

とは言いません。先ほどの答弁で、財政改革プ

ログラムを受ける目標値というのは、５年間平

均を６億円としているということでした。通常

債６億円を平均化した計画でいいのですが、私

は３年間をワンセットにしたスパンで考えてほ

しいと思っております。スパンを短くして見え

る化し、市債発行の平均額が守られるようにす

ることが重要と考えております。今後、耐震化

事業やＤＸ事業等、新規事業も控えております。

また、既存の公共施設の更新事業等も計画され

ております。これらを織り込んだ組み方、ある

いは考え方とスパンの問題、そういうことを踏

まえた市債発行計画について、ここの方針を市

長、ひとつ手短にお聞かせください。 

○副市長（益山純徳）  今の前田議員の質問に

対しまして、私のほうからまず答弁させていた

だきます。 

 先ほどの財政課長の答弁にもありましたが、

第２次財政改革プログラムにおける目標値は、

災害復旧事業債及び臨時財政対策債を除く通常

債の発行を５年平均で、年間６億円以内とする

ものでございますので、まずはその考え方を念

頭に置いた財政運営を行ってまいりたいと考え

ております。 

○市長（尾脇雅弥）  財政問題、いろんな意味

で大事なことだと思います。私が政治家になっ

たとき、水迫市長が就任をされた頃でしたけど

も、大変財政が厳しい状況でした。ざっくり、

貯金が４億円、借金が130億円、先ほど総務課

長も言ったような形で、行財政改革から市民の

皆さんの御理解、御協力をいただいて、今、貯
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金も40億を超えて、借金も100億を切っており

ます。そういった意味では大分改善をしたとい

う数字的なものはあると思います。 

 しかしながら、今後ということに関していき

ますと、しっかりと計画を立てながらやってい

かなければいけないと。先ほど説明があったよ

うな計画上はしっかりなっているのですけれど

も、災害とか、いろんな問題、変わってきます

ので、お金はあったにこしたことはないのです

けれども、必要なときにはしっかりと出せるよ

うな形で、先ほど言った長期といってもなかな

か難しいので、３年ぐらいのスパンで考えなが

ら、そのときに必要ものにしっかりと支出をす

るということも大事な視点だと思いますので、

また議員の皆様方と協議して進めてまいりたい

と思います。 

○前田 隆議員  ありがとうございます。人口

減少が進む中、市債発行が後世に負担がかから

ないようにと。需要やニーズはありますが、方

針を堅持していただきますように要望いたしま

して、全ての質問は終わります。ありがとうご

ざいました。 

○議長（川越信男）  ここで、暫時休憩いたし

ます。 

 次は、１時５分から再開いたします。 

     午前11時50分休憩 

 

     午後１時５分開議 

○議長（川越信男）  休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 次に、２番、森武一議員の質疑及び質問を許

可いたします。 

   ［森 武一議員登壇］ 

○森 武一議員  議長の許可をいただきました

ので、一般質問に入らせていただきます。 

 まず、一般質問に入る前に、今般のロシアの

行っているウクライナに対する侵略に対して、

私は非難します。力による一方的な現状変更の

試みに対して反対します。そして、ウクライナ

に対する攻撃の即時停止を、そして撤退を強く

求めます。 

 議長の許可をいただいて、参考資料を２部お

手元に配らせていただいておりますので、それ

を御参照いただきながらお聞きください。 

 それでは、質問をいたします。 

 まず、随意契約について伺います。 

 ふるさと応援業務委託についてということで、

ふるさと納税コールセンター業務委託について

お聞きします。 

 このコールセンター業務は、平成29年４月１

日に初めて随意契約にて契約が結ばれて、本年

度まで随意契約で業務委託が結ばれていたと

ホームページ上で明らかになっており、５か年

分の随意契約結果調書が作成され、毎年度、当

該企業と随意契約が結ばれているという体裁が

取られています。 

 また、この５年間で合計１億3,663万円、本

年度は3,652万円の随意契約が結ばれていると

されています。 

 私が、このコールセンター業務に関して情報

公開請求を行い、契約書を入手したところ疑問

点がありますので、それらの点を中心にして質

問いたします。 

 お手元にお配りしている参考資料１の２、契

約書の第11条では自動更新条項が設けられてい

ます。 

 資料１の１を御覧ください。地方自治法第

232条第３項では、予算の単年度主義を規定し

ており、このことから自動更新契約を設けるこ

とができないことになっています。このことか

ら、まず平成29年度に結ばれた契約書は、例え、

自動更新条項があったとしても、平成29年度の

みの有効であるといえ、平成30年度以降、毎年

度、契約書を作成する必要があったと言えます。

また、毎年度、随意契約を結ばれていたという

体裁上、垂水市契約規則第28条の規定、契約担
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当者は一般競争入札、または指名競争入札によ

る落札者を決定したとき、または随意契約の相

手方を決定したときは、遅滞なく契約書を作成

しなければならないという規定に従い、やはり、

毎年度、契約書を作成しなければなりませんで

した。 

 ここで、私が指摘したいことは、平成30年度

以降、契約書を作成しなければならなかったに

も関わらず契約書が作成されていないという点

です。 

 次に、地方自治法第234条第５項では、民間

同士の契約の場合には、通常、契約書がなくと

も申入れと承諾によって契約が成立しますが、

自治体の契約においては、自治体と契約者の双

方が契約書に記名捺印しなければ契約は確定し

ないと規定されています。このことから、平成

30年度以降、契約そのものが存在していなかっ

たと思われます。 

 先ほど、紹介をした地方自治法第232条第３

項には、普通地方公共団体の支出の原因となる

べき契約と支出をするためには契約をしなけれ

ばならないと規定しています。これらのことか

ら、ふるさと納税コールセンター業務において

は、４年間もの間、契約も契約書もなく公金が

支出されていたという自治体としてはあっては

ならないことが起こっていると言えます。 

 そこで、法令を基にふるさと納税コールセン

ターの業務を見たときに、平成30年から令和３

年までの間、契約書なく事業が実施され、また

この間の４年間で１億1,821万6,000円の公金が

契約のないまま支出をされていたのではないか

と考えられますが、この間の契約及び公金支出

についてどのような整理をされているのか伺い

ます。 

 次に、10年後の地域を見据えてということで、

持続的な地域活動の担い手育成について伺いま

す。 

 お手元資料の参考資料２の１を御覧ください。

そちらの資料は、第３期地域福祉計画から抜粋

しております。現在、既に地域活動に参加して

いる方は、よく参加している、ある程度参加し

ている、あまり参加していない方で合計72％に

上ります。問18では、あまり参加していない、

ほとんど、もしくは全く参加していない方に参

加しない理由を伺っています。複数回答ではあ

りますが、49.2％の方が仕事で忙しいため参加

していないと答えています。 

 めくっていただいた資料２の２の間の問22で

は、地域の中でできることをお聞きしており、

そこではボランティア活動はできない、したく

ないという方は11.9％しかおりません。このこ

とから、本市においては、市民の72％は地域活

動を行っており、活動を行っていない約半分の

方は仕事が忙しく、地域活動に参加したくても

参加できない状態であり、参加したくないと考

えている方はごく僅かしかいないということが

分かります。 

 資料２の３を御覧ください。これは、各地区

の65歳以上の割合と75歳以上の割合を示してい

ます。この資料によると、境地区では地区民の

６割が65歳以上であり、75歳以上も30％である

ことが分かります。何も境地区が特別なのでは

なく、65歳以上の割合は垂水、水之上、大野地

区以外は50％以上と言え、４人に１人が75歳以

上であると言えます。 

 私が、地域を回っていると、振興会長のなり

手がいないという話をよく聞きます。本市にお

いては、振興会合併を進めていますが、先ほど、

紹介したデータを基に考えると、振興会合併だ

けでは担い手不足の根本的な解決につながらな

いのではないかと考えます。振興会長の担い手

が見つかりにくい理由としてお聞きするのが、

役をやるとそれに合わせて様々な仕事がついて

きて大変であるというお話をお聞きします。こ

れは、役に仕事がひもづけられ、振興会長に仕

事が集中することから発生する問題であり、今
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後ますます担い手がいなくなることを考えると、

一度、現在の活動を見直し、課題を洗い出し、

持続的な地域活動ができるような体制づくりが

必要かと思います。 

 そこで、私なりに考えた持続的な地域活動の

ためのポイントとして、これまで振興会の役を

あまり担うことがなかった層へ広げてみる。 

 鹿児島市では、18歳の町内会長が誕生してい

るとお聞きしています。また、これまでの振興

会活動を見直し、これまで役にひもづいていた

役割の棚卸しをし、できる人ができることを行

っていく体制にすることができれば、振興会長

に集中していた役割が分散し、負担感が軽減す

るのではないでしょうか。 

 また、そうすることによって、自分事として

地域活動に取り組むことができるようになるの

ではないかと考えますが、担当課のお考えを伺

い、１回目の質問といたします。 

○企画政策課長（二川隆志）  ふるさと納税

コールセンター業務委託の随意契約についてど

のように整理されているかにつきましてお答え

させていただきます。 

 本業務委託につきましては、地方自治法施行

令第167条の２項第１項第２号の規定に基づき

まして、平成29年以降、毎年度、株式会社垂水

未来創造商社と随意契約を締結しているもので

ございます。 

 本契約は、平成29年４月１日付の契約締結以

降、大きな業務内容の変更もなかったことから、

契約書第11条の規定に基づき、契約期間を毎年

度自動更新し、平成30年度以降も業務を委託し

てまいりました。 

 また、契約更新のタイミングでございますが、

毎年度３月議会におきまして新年度予算の議決

をいただいた後に実施してきたところでござい

ます。 

 以上でございます。 

○市民課長（松尾智信）  持続的な地域活動の

担い手育成についての質問にお答えいたします。 

 振興会は一定の区域に住んでいる方や事業所

等で構成され、お互いが協力し合って様々な地

域の課題を解決していく組織団体でございます。 

 各振興会におきましては、近年、急速な少子

高齢化に伴い、地域のコミュニティーが成り立

たなくなることを大変危惧されておりまして、

昨年度より振興会長連絡協議会理事会において

振興会合併問題につきまして協議をさせていた

だいているところでございます。 

 しかしながら、振興会の様々な事情等により、

合併問題はすぐに解決できるものでもなく、今

後も協議を進めていかなければならないと考え

ているところです。 

 今回、議員より、若年者の会長導入、振興会

活動の見直し、みんなで支え合える育成という

３点の問題提起がございましたが、議員も御存

じのとおり、振興会は任意の団体でありまして、

行政が運営等に対して指導的なことはできない

ところでございますが、担当課といたしまして

は、振興会長のなり手不足問題や高齢化等に伴

う地域活動の制限問題、また一部の方々に頼っ

てしまう任せきり問題という課題があることは、

十分認識しているところであります。 

 このことにつきましては、振興会合併問題と

同様、非常に重要な課題でありますことから、

今後は振興会の代表の集まりでもあります振興

会長連絡協議会理事会の中で、振興会合併問題

とセットで協議していただきたいと考えており

ます。 

 以上でございます。 

○森 武一議員  それでは、一問一答方式でや

らせていただきたいと思います。 

 まず、先ほど、ふるさと応援寄附金業務委託

は公正な処理がされてきたのかということで質

問させていただきましたところ、自動更新契約

をもとにして、ずっと、特に問題がなかったと

いうことで委託をされてきたという御解答だっ
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たかと思います。 

 私がお聞きしたいことは、これは、適切に処

理をされてきたという認識でよろしいんでしょ

うか。 

○企画政策課長（二川隆志）  その認識で我々

としても契約を継続してきたというふうに考え

ています。 

 以上でございます。 

○森 武一議員  それでは、契約、適切に処理

をされてきたということでありましたら、これ

は、契約書また契約が成り立っていたという御

認識なんでしょうか。 

○副市長（益山純徳）  先ほどの二川課長の答

弁に若干付け加えさせていただきたいと思いま

す。 

 今しがた、森議員からいろんなるる資料を提

出いただいて、御説明いただきまして、今回、

森議員の御指摘を受けまして、この契約方法の

検証を行いましたところ、事務手続上の取扱い

に課題があることは認識しております。 

 以上でございます。 

○森 武一議員  事務契約上の手続に課題があ

るということは、その今回のこれまで支出して

きた１億1,000万円、４年間のものに関しては

問題がなかったという認識でよろしいんでしょ

うか。 

○副市長（益山純徳）  今、森議員から質問が

ございました。この森議員からの質問を受けま

して、私のほうも答弁調整をしながらいろんな

情報収集をしてまいりました。そのときに、あ

る市のやはり監査委員から同様に自動更新条項

の定めがある事例について指摘をされたことが

あったのが発見されました。それによると、や

はり、自動更新条項の定めがある事例につきま

しては、後年度予算の裏づけのない支出を約束

する自動更新条項の定めは不適当であるという

ことで、同市の監査委員は、契約内容を総合的

に判断して、単年度契約、または長期継続契約

の見直しを行われたいということで指導を受け

ていますので、そういうことになろうかと考え

ています。 

 以上です。 

○森 武一議員  ちょっと分かりづらいんです

が、おっしゃりたいこととしては、今年度まで

の契約に関しては問題がないという認識をお持

ちだという、その立ち位置に立たれるというこ

とでよろしいんでしょうか。 

○副市長（益山純徳）  私は、問題がないとい

うことはお話しておりません。今回、森議員か

ら、このような御指摘を受けまして、契約方法

の、今言った某市の監査委員のそういう指摘も

見つかりましたので、契約方法については事務

手続の取扱いに課題があるということは認識し

ましたということでございます。 

○森 武一議員  課題があるというお話でした

ので、それをどうしていくのかについては、ま

た後ほどお話をさせていただければと思うんで

すが、課題があるというお話でしたら、今年の、

令和３年分ですね、をどうされるのかお伺いし

たいと思います。 

 令和３年度分の契約に関しては3,652万円、

この契約を見る限りにおいては、４回に分けて

支出をすることに、委託先に契約金を支払うこ

とになっているかと思いますが、今年度の最後

の期、３月期ですね、四半期の最後の期に関し

てまだ支払いはなされていないかと思います。

事務手続上の課題を認識されている上で、これ

はまたお支払いになられるんでしょうか。 

○副市長（益山純徳）  今の森議員の質問に対

してお答えいたします。 

 先ほど、契約方法に事務手続上の取扱いに課

題があるということは認識していることは答弁

申し上げました。当然ながら、課題があるとい

うことであれば、令和４年度から単年度ごとの

契約を締結するように契約手続の見直しを行う

こととしたいとは考えております。 
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 以上です。 

○森 武一議員  今の御答弁であれば、令和３

年度までに関しての契約に関しては適切に問題

がないという認識になってしまうかと思います

が、そうであれば、契約書があるのか教えてい

ただければと思います、令和３年度の。 

○副市長（益山純徳）  先ほど申しましたよう

に、当市といたしましては、契約については自

動更新契約ができるという認識の下に進めてお

りましたが、今回の御指摘を受け、契約方法に、

事務契約法の検証を行いましたところ、事務手

続上に問題、課題があるということを認識いた

しましたので、適切に令和４年度から単年度ご

との契約に見直すと、単年度ごとの契約書を契

約するように契約手続の見直しを行うというこ

ととしたいと考えているところです。 

 以上です。 

○森 武一議員  課題があると認められた、令

和３年度のものに関しても課題があるというこ

とで副市長は今、御答弁されたかと思います。

その課題に関しては、私が指摘をさせていただ

いた自動更新契約に基づいてやることが不適切

であると。そうしたときに、契約書がない、契

約がないまんま今年の3,600万円、四半期で分

けていくので４分の１、３月で支払われるんで

すか。 

○副市長（益山純徳）  先ほども何度も答弁し

ていますように、市といたしましては、自動更

新契約ができるという認識の下に事務を進めて

おりました。ただ、今回、この質問を受け、課

題があるということが認識できましたので、４

年度から単年度ごとの契約に見直すということ

で考えているところでございます。 

 以上です。 

○森 武一議員  認識がなかったので支払って

きたので問題がないというお話だと思います。

ただ、今の現状、副市長、ここにいらっしゃる

方々、認識されましたよね、課題があると。契

約がない、契約書がない、これ認識されたんじ

ゃないんですか。そのまんま支払われるんです

か。 

○副市長（益山純徳）  先ほど、ほかの市の監

査委員の事例も御紹介いたしましたが、ほかの

市におきましても、自動更新の条項が不適当で

あるということで契約内容を総合的に判断して、

単年度契約、または長期継続契約の見直しを行

われたいということで、今後の話をしておりま

すので、当市といたしましても単年度契約を今

後考えていきたいと考えております。 

 以上です。 

○森 武一議員  らちが明かないんで、ここで

この課題に関しては終わらせていただきたいと

思いますが、私は、契約がないまんま令和３年

度、最後の四半期の公金を支出することに関し

ては問題があると思います。それだけはお伝え

させていただきます。 

 次の、公正な取扱いとなっているのかについ

て伺います。参考資料１の３を御覧ください。

こちらは平成30年度の随意契約結果調書です。

下段の予定価格は非公表となっております。非

公表となっている理由を担当課に尋ねたところ、

物品に関しては公開しておらず、競争性を維持

するために非公表としていると説明されました。

しかし、契約書第４条には次年度の契約金額は

前年度ふるさと納税寄附金実績の３％と記載さ

れており、１社だけ非公表となっているはずの

予定価格が分かる状態となっており、その３％

に合わせて見積りも出されています。 

 私は、公平な競争が害されていると考えます

が、これは公平な取扱いと言えるのか、見解を

伺います。 

○企画政策課長（二川隆志）  御質問に対して

お答えします。 

 まず、予定価格でございますけれども、本市

では工事契約を除く物品調達等に係る契約につ

きましては非公表とさせていただいております。 
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 続きまして、随意契約等の理由でございます

けれども、契約相手方の株式会社垂水未来創造

商社は市内事業者や本市ゆかりの事業者が地域

活性化を目的に設立した会社であり、国が進め

る地方創生事業における地域商社の機能を有し

ております。 

 地域商社とは地域産品のマーケティング販売

開拓や他地域との連携、観光等異分野連携も含

めたビジネスモデルのプロデュース、地域の事

業の物流環境、人材育成、総合支援等などの役

割を担うものであります。 

 同社は、平成29年度の契約以前には、地方創

生関連事業等の実績を残しており、その後も本

業務委託におきまして、寄附額の増額や返礼品

事業者の増加など、本市内における経済循環の

実績も有しております。 

 また、平成29年３月27日には、本市と同社と

の地域活性化包括連携協定を締結しており、そ

の中におきまして、ふるさと納税の成果向上に

関することを連携事項として明記しているとこ

ろでございます。 

 このようなことから、本事業の委託が本市の

利益増進に寄与しており、地方自治法施行令等

の関係法令に基づきまして、公正公平な取扱い

で事務執行をしているものであると考えており

ます。 

 以上でございます。 

○森 武一議員  今、課長のほうで、３番目の

ところで、市の契約が一般競争入札が原則では

ないかというところまでお答えいただいたので、

そこに関しては、また後ほどさせていただけれ

ばと思いますが、公正公平な取扱いとなってい

るのかについてということで、先ほどのお答え

というのは、すみません、もう一度お願いして

よろしいでしょうか。 

○企画政策課長（二川隆志）  途中からになり

ますけども、垂水未来創造商社におきまして、

地域活性化包括連携協定を連結しており、その

中におきまして、ふるさと納税の成果向上に関

することを連携事項として明記しているところ

でございまして、このようなことからも、本事

業委託は本市の利益増進に寄与しており、地方

自治法施行令等の関係法令に基づきまして、公

平公正な取扱いで事務執行をしているというふ

うに認識しているところでございます。 

 以上でございます。 

○森 武一議員  すみません、私がお伺いした

のは、結果調書のところで予定価格が未公表に

なっていますと。ただ、予定価格に関しては、

当該企業のみは分かる状態になっていますと。

これは、契約書の４条ですかね。前年度の実績

の３％が価格になるということで、その予定価

格に合わせて見積書も出てきています。 

 そこに関して、それは公平性が害されている

んじゃないんですかというところをお伺いして

いるんです。それは公平な取扱いと言えるんで

しょうか。 

○企画政策課長（二川隆志）  まずはその地方

自治法施行令第167条の２項の規定に基づき、

随意契約としているところでございますけれど

も、これに関しまして、この規定は、不動産の

買入れまたは借入れ、普通地方公共団体が必要

とする物品の製造、修理、加工または納入に使

用させるため必要な物品の売払い、その他の契

約でその性質または目的が競争入札に適しない

ものとするときと定められております。 

 つまり、垂水市の利益増進等に寄与するため

に複数事業者による競争入札が適しないと判断

したものであり、１社から見積徴収をした上で

垂水市契約規則等に基づき契約締結を行ってい

るというところでございます。 

 以上でございます。 

○森 武一議員  それは、随意契約をした理由

で、それの随意契約をした理由としては適切な

ので問題がないというお話だと思うんですが、

そうではなくて、結果調書のところに未公表と
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されているわけですよね、予定価格を。それは

１社しか知り得ないとなってきたときに、見積

りを徴収する。今回１社見積りであったからよ

かったと思いますよ、まだそういう話だと思う

んですが、２社見積りの場合っていうのは１社

だけ見積金額が分かっている、予定価格が分か

っているという状態は公正な競争ができるとは

思えないんですが、財政課長、これでよろしい

んでしょうか。 

○財政課長（濵 久志）  予定価格につきまし

ては、工事請負契約については公表していると

ころです。物品調達に係る契約については公表

していないと。１社随契の有無に関わらず一律

に非公表としているところでございます。 

 現在、この委託事業につきましては、予算書

及び契約金額を公表しておりますので、特別に

優位になるものではないと考えております。 

 以上です。 

○森 武一議員  特別に有利になるものではな

いというお答えだったかと思いますが、要は公

平な競争であったりとかというものが、この予

定価格が１社分かっている、１社だけ分かって

いるという状態が公平な競争を確保するのに適

切なのかというところが課題だと思うんです。 

 それは、適切な競争が確保されるんでしょう

か。 

○財政課長（濵 久志）  確保されると認識し

ております。 

 以上です。 

○森 武一議員  すみません、そうすると、予

定価格を非公表にするという理由というのは、

私には分からなくなってくるんです。予定価格

が公表されていて、１社だけ、１社が見積り、

その予定価格と同じ金額で出してきたのでそこ

にしました。それなら、まだ筋としては通るん

じゃないかと思うんですが、今回、非公表にし

ていて１社だけしています。というところは、

やっぱりおかしいんじゃないかと思うんですが、

どうなんでしょうか。 

○財政課長（濵 久志）  先ほども答弁したん

ですが、１社随契の有無に関わらず一律に非公

表としていると、そういう取扱いですので、非

公表という取扱いをしております。 

○森 武一議員  ほか、その他と同じような取

扱いだから非公表としているというのを、予定

価格は１社だけしているということに課題はあ

ると思うんです。私は、課題があると思います。

担当課長として、これに課題があるとは思いま

せんか。 

○財政課長（濵 久志）  この３％は寄附額の

３％という考えです。ですので、当契約者につ

きましては、予定価格というのは事前には分か

っていないということにはなると思います。た

だ、３％は分かっている形にはなります。 

○森 武一議員  予定価格、市の予定価格では

ないので問題はありませんというお話、今、御

解答だと思うんですが、そうすると、平成29年

度は見積りと結果調書の金額は違います。ただ、

それ以降に関しては、３％の金額で合致してい

ると思うんです。その今の説明だとおかしくな

りませんか。 

○副市長（益山純徳）  今、予定価格について

は、財政課長が答弁したとおりなんですけど、

基本的に今言った業務委託、寄附額実績の３％

ということで寄附実績は分かっているのかもし

れませんけど、その実績に基づいて予定価格を

どう立てているかというのは、業者には分から

ないことだと考えています。 

 以上です。 

○森 武一議員  それでは、市の予定価格とし

ては３％ではなかったと。それ以上ではあった

けど、それ以下で出てきたからというお話にな

ってしまいますが、それでよろしいんですね。 

○副市長（益山純徳）  予定価格についてのそ

の額について私は答弁したのではなく、その業

務委託料と別に予定価格というのは考えるもの
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であるという形で答弁したものでございます。 

○森 武一議員  今の副市長の御答弁だと、別

に考えるから同じ金額でも問題はないですよと

いうお話になってしまうんですが、その金額自

体も違うっていうことなんでしょうか、副市長。 

○副市長（益山純徳）  私は、そのような答弁

はしておりません。 

 以上です。 

○森 武一議員  そうすると、予定価格の考え

方と業者の３％というところが違うから問題が

ないというお話だと、そういうことではなく、

どういうことなんでしょうか。すみません、ち

ょっと理解が私にはできないんです。 

○副市長（益山純徳）  何度も申し上げますが、

予定価格というのは、こちらの市のほうが一定

の考え方をもとに決めるお金でありまして、こ

の契約金額というのは、今言われたように、寄

附実績からの３％ということで、契約金額自体

はある程度、業者のほうが分かっていると思い

ますけど、それと予定価格というのは別の考え、

その額が合っているとか合っていないのではな

くて、別の考えでつくっているものだ、予定価

格とは別の考えでつくるものだというふうに考

えております。 

 ですから、先ほど言いましたように、額が同

じだから同じだとか、額が違うから違うんだと

いうことを私は述べているんではございません。 

 以上です。 

○森 武一議員  先ほど、企画政策課長のほう

で、これまで問題がなく、平成29年から問題が

なくやってきたので、令和３年まで、契約が有

効だと認識をしていた上でこのまま来ていまし

たという御答弁があったと思いますよ。契約書

の第４条のところで、委託者は委託業務に係る

業務委託料を受託者に支払うものとする、その

金額については契約年度の毎年度３月31日時点

での垂水市ふるさと納税寄附金実績額の３％と

し、1,000円単位未満は切り捨てるものとする

とあるわけです。 

 それに合わせて見積りも出てきて、調書も同

じような金額でされている、これ一緒ではない

んですか。これ一緒としか見えないんですが。

どうでしょうか。 

○企画政策課長（二川隆志）  すみません、ち

ょっとこれまでの年度ごとの、価格も含めてで

すけれども、こちらのほう、手元に資料がござ

いませんので、こちらについて、また後ほど。 

○森 武一議員  今、手元に資料がありますの

で、お渡ししましょうか。 

○副市長（益山純徳）  反問権をちょっと使わ

せていただきたいと思います。 

 今、資料はそこにあるというんですが、ちょ

っと執行部として、この場ですぐに答弁ができ

るかどうか、ちょっと通告が事前になかったも

んですから、正確な答弁に時間を要すると思い

まして、今回については、ここでお渡ししてい

ただいても即答ができるかどうか、ちょっと判

断がつきかねるところでございます。 

 以上です。 

○森 武一議員  副市長、それはおかしいです

よ。通告外って、昨日、課長にもこの質問をす

るということでメールで送らせていただいてい

ます。しっかりと送らせていただきます。今御

答弁ください。 

○議長（川越信男）  ここで、暫時休憩します。 

     午後１時39分休憩 

 

     午後１時50分開議 

○議長（川越信男）  休憩前に引き続き会議を

開きます。 

○森 武一議員  先ほど、副市長のほうから通

告がなかったというお話でしたが、すみません、

先ほど、企画政策課長に送ったという話だった

んですけど間違いました。財政課長でした。申

し訳ありません。ただ、送らせてはいただいて

おります。 
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 そのままの質問も財政課長の手元に存在して

いるかと思います。ですので、改めてお聞きし

ます。公平公正な取扱いとなっているのかにつ

いて伺います。 

 参考資料、ここはいいですね。平成30年度の

随意契約結果調書の下段の予定価格は非公表と

なっています。非公表となっている理由を担当

課に尋ねたところ、物品に関しては公開してお

らず、競争性を維持するために非公表としてい

ると説明されました。しかし、契約書第４条に

は次年度の契約金額は前年度、ふるさと納税実

績の３％と記載されており、１社だけ非公表と

なっているはずの予定価格が分かる状態となっ

ており、その３％に合わせて見積りも出されて

います。 

 私は、公平な競争が害されていると考えます

が、これは公平な取扱いと言えるのか見解を伺

います。 

○企画政策課長（二川隆志）  まず、契約です

けども、まず、今回、契約になった分ですが、

こちらにつきまして、まず、予定価格について

は、先ほど非公表という形で述べさせていただ

きました。ですので、今回、見積書を提出させ

ていただいた分において契約させていただいた

分につきましては、やはり、こちらが設定して

います予定価格以内であったからこそ契約させ

ていただいたという認識でおります。 

 以上でございます。 

○森 武一議員  それでは、最後のほうにちょ

っと質問をさせていただければと思うんですが、

この関連として、では、予定価格が別にあった

ということでしたので、これまでのその５年間

の落札率というんですか、何％で落札、この契

約をされているんですか、予定価格の。 

○企画政策課長（二川隆志）  今、その質問に

つきましては、通告を受けておりませんので、

今この場においては数字を持ち合わせておりま

せん。 

 以上です。 

○森 武一議員  ここに関してはこんなに時間

はとるつもりはなかった。もうすぐ終わる話な

のかなと思ったんですが、残念ながらこんなに

時間をとってしまった。また副市長のほうには

通告していないと、しっかりしているにも関わ

らず言われてしまう。前回もそういう話があっ

てしまったんですが、今後、通告しているので、

しっかりと答えていただくようにお願いします。 

 今回の、私としてはこの非公表されている、

予定価格と見積り、同じ価格できている、その

３％で同じ価格で契約をされているということ

は、公平な取扱いがされていないんじゃないか

と考えます。それに関しては、また改めてしっ

かりと見直しをお願いいたします。 

 次、市の契約は競争入札が原則なのかという

ことでお伺いする、原則ではないかということ

で、先ほど課長のほうからお答えをさきにいた

だいていますので、それを基にして話をさせて

いただければと思うんですが、先ほど、随意契

約理由書、参考資料の１の５を基にして、こう

いう理由があるからで法律に基づいて地方自治

法施行令第167条の２第２項に該当するので問

題がなかったんだというお答えだったかと思う

んですが、そういうお答えの認識でよろしいで

しょうか。まずすみません、そこだけ確認をさ

せていただければと思います。 

○企画政策課長（二川隆志）  随意契約結果調

書に書かれております随契理由も含めてですけ

ども、今回、その内容につきまして議員からも

御指摘をいただいたところでございます。 

 随意契約結果調書に記載された具体的な理由

につきましては、随意契約理由書の抜粋であり

ますことから、端的な表現として真意が伝わり

にくい部分も多々あったというふうに考えてお

ります。 

 今後におきましては、明確で真意が伝わる表

現に、なるべく詳細を表現する形で努めてまい
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りたいと考えているところでございます。 

 以上でございます。 

○森 武一議員  すみません、また課長がさき

に答えをおっしゃってしまって、ちょっと質問、

大変困るんですが、ちょっと戻します。この随

意契約理由書を基にしてやってきたと。随意契

約理由書に関しては、当該随意契約をしたいと、

適用した具体的な理由としては、該当企業は地

域活性化を目的に設立した会社であり、専門的

な知識と性質を保有し、地域経済活動の司令塔

としての役割を期待されていることから、随意

契約としたと。 

 その詳しい理由としては、資料１の５の随意

契約理由書であると。それに関しては、今後、

また具体的な分かりやすいやつをやっていくと

いう話だったかと思います。 

 そこまでに関しては、ぜひしっかりと市民の

方が分かるように、その随契結果調書を読んで

納得できるように、合理的になるほどと思うよ

うにしていただきたいと。 

 また、もう一つ、マニュアルに沿った、随契

のマニュアルが垂水市にあるかと思います。そ

れに沿った形でやっているのかということも通

告をさせて、打合せのときにさせていただいて

いるかと思います。それに関して、マニュアル

のほうに施行令第167条の２項に第１項第６号

は、見積相手が１社となる場合があり、同第２

号と接近していると見受けられるが、同第２号

はそのものしか履行できない場合であるのに対

し、同項第６号は履行が極めて限定されるが予

定価格以下という要件等を除けば履行者の唯一

性が絶対であるとは言えない場合であるという

ふうに、マニュアルに書いてあります。マニュ

アルに書いてあります、９ページに書いてあり

ます。 

 今回の契約をされた２号に関しては、そのも

のしか履行できない場合にこの２号を使って契

約をしてくださいと書かれています。今回、結

果調書のところで、当該企業は地域活性化を目

的に設立した会社であり、専門的な知識と性質

を保有し、地域経済活動の司令塔としての役割

を期待されていることから随意契約とした、こ

れどのようにこの当該企業しかできないのか教

えていただければと思います。 

○企画政策課長（二川隆志）  今お尋ねのこの

うちの随契ガイドラインのことを言ってらっし

ゃると思うんですけども、今回のこの随意契約

結果調書に基づく随意契約の理由の部分におき

ましては、大項目であります（２）の２項、経

験、知識を特に必要とする場合、または現場の

状況等に精通したものと契約するときという大

項目に沿った形で随意契約をさせていただいた

という認識でございます。 

 以上でございます。 

○森 武一議員  もうこれは言わずもがなで、

公共施設、自治体に関しては競争入札が原則で

あると、これは同意をいただけるところだと思

います。その上で、例外として随契があります

と、その例外の２号、何個かある中の一つとし

て２号があります。２号に関しては、マニュア

ルに関してそのものしか履行できない場合と書

いてあるんです。それであれば、この周りに沿

って事務手続されていると思いますので、この

当該企業しかできなかった理由、それが今回、

結果調書、また理由書を読んでも、よく私には

分からないので、もう一度、御説明をお願いい

たします。 

○企画政策課長（二川隆志）  こちら契約過程

での選定理由というところで、随意契約理由書、

森議員がお配りしている参考資料１の５にござ

います。こちらのほうでるる述べているところ

でございますけど、全文を読み込むという形で、

またかなりの時間を要しますので、この契約相

手方の選定理由という部分で、るる書いている

この分において、最終的にここしかないという

ところで、随意契約をさせていただいたところ
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でございます。 

 また、こういったところが今回、今、森議員

が言われる、公表されております随意契約結果

調書、こちらのほうで判断しきれないというと

ころでございますが、やはり、先ほども申し上

げたとおり、こちらの部分の随契理由書におい

て、こういったところが明確に、見た方々にお

いても議員が納得していただけるような形で記

載できるように取り組んでいきたいというふう

に考えているところでございます。 

 以上でございます。 

○森 武一議員  大分もう時間がなくなってし

まってきているので、ここに関しては、まずこ

の随契理由書、理由書の選定理由のところの上

２段に関しては、本市の事情が書かれているわ

けですよね。寄附件数が２万9,000件、寄附金

額が６億円となっています。今後、その幅広い

実務的な知識と組織体制を求めています。 

 その下に関して、実情として、当該企業が地

域商社機能を要している。また、何て言うんで

すかね、その定款のところなんですかね。こう

いうふうな地域商社の定義があって、その後に、

28年度に就地拡大事業をやっていると。就地拡

大事業に関しても、これは随契でやられている

ので、これを実績だからっていうのもどうなの

かなとは思うんですが、そういうところで、じ

ゃあここしかありませんというのは、やはり全

くこの随契理由書を読んでも分からないんです。 

 ここに関して、やはり法令に基づいて、また

マニュアルに沿った形で、しっかりとやってい

くことが必要だと思います。それに関しては、

今後、またしっかりとやっていただくよう、よ

ろしくお願いします。 

 これに関してはすみません、課長でもいいで

すし、どなたでもいいんですが、お考えを。 

○企画政策課長（二川隆志）  また、そういっ

たところで認識が不足するようなところであり

ましたら、我々としてもそういったところは改

めていかなければならないというふうに考えて

いるところでございます。 

 以上でございます。 

○森 武一議員  それでは、別なちょっと課題

というところにはなるんですが、そもそもこの

５年間で１億3,600万円もの事業を１社随契で

するようなものだったのか。これは、競争入札

に十分することができるんではないかと思うん

ですが、お考えをお伺いできればと思います。 

○企画政策課長（二川隆志）  今後の話になる

かもしれませんけれども、また、今現在、未来

創造商社と随意契約を結ばせていただいており

ますが、やはり、市内におきまして同等の機能

を有する企業、そしてまた、新たなそういった

提案をしてくださる企業様が現れた場合には、

先々においてはプロポーザルでございましたが、

競争入札、そういったところも検討した上で、

業者選定を行っていかなければならないという

ふうな認識でいるところでございます。 

 以上でございます。 

○森 武一議員  課長の今の御答弁だと、市内

企業でそのようなものがあった場合というお話

だったかと思います。市内企業に限ってしまう

と、大分こう狭まってしまうとは思うんです。

これだけ年間3,000万円、3,600万円、今年に関

しては3,600万円だと思いますが、大きい事業、

垂水市にとっては大きい事業を競争入札をせず

に１社匿名でするというところは、すごく大き

い課題が出てくるんじゃないかと思います。 

 財政課長でいいんですが、随契として様々大

きな随契、垂水市はやっていらっしゃると思う

んですが、これやはり、もう一度原点に立ち返

って、法令、またはマニュアルに沿ってやって

いくべきだと思うんですが、課長のお考えを最

後お伺いできればと思います。 

○財政課長（濵 久志）  ただいま森議員から

指摘がありましたように、来年度以降の話には

なるんですが、そういうところも含めて検討が
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必要だというふうに考えております。 

 以上です。 

○森 武一議員  やっていただけると、しっか

りと法令、またマニュアルに沿ってやっていた

だけるとお答えがあったと認識をさせていただ

きたいと思います。 

 次、再発防止で検証に関してということで、

市長、今まで述べさせていただいた中で、やは

り、契約がない、契約がないまんま公金を支出

してきている。で、今回また、最後の四半期の

ところ、契約がないまんまという認識がありな

がら、公金を支出しようとしている。これすご

く大きい課題だと思うんです。問題だと思うん

です。 

 改めて検証、なぜこういうことが起こったの

か、また今後の再発防止についてしっかりやる

べきだと思うんですが、市長のお考えを伺いさ

せていただきたいと思います。 

○市長（尾脇雅弥）  この問題、事務的な詳細、

いろいろあるわけですけれども、全体的なこと

として、まちづくりの中で、６次産業化と観光

振興、３つの拠点をつくってということから始

まっていると思います。 

 その中で、必要に応じて、先ほど随契理由も

ありましたけれども、二元代表制の中で議会の

皆さんの承認をいただきながら進めてきてまい

りますので、課題があるとすれば、そこはもち

ろん検証していかなければならないというふう

に思っております。 

○森 武一議員  すみません、私がこういうこ

とを言うのも何なんですが、二元代表制の中、

それはそれで進めるべきは進めるべき。ただ、

今回の問題に関しては、法令に沿った形で適切

に処理をされているかしていないか、ここが課

題なんです。これが課題だから、今こういう議

論をさせていただいているんです。それに関し

て、しっかりと見直す、検証していく、また再

発を防止していく、その市長の意気込みをお聞

きしたいんです。 

○市長（尾脇雅弥）  それに関しては、必要に

応じて検証していくということでございます。 

○森 武一議員  その答えは、私としては大分

残念です。必要に応じてではなくて、今、これ

まで議論させていただいたじゃないですか。で、

課題があると、皆さん認められたわけですよ。

そしたら、それに関して、検証していく、見直

しを行っていく、そうお答えいただくのが市長

の立場ではないんでしょうか。 

○市長（尾脇雅弥）  そのことについて検証し

ていくということでございます。 

○森 武一議員  また時間を使ってしまうので、

今回、５年間で１億3,600万円、令和３年度3,652

万円もの事業を、随契に、それも１社随契にす

る必要が私はなかったと思います。これまで議

論させていただいたように、様々な課題がある

と思います。 

 市長、これ当初予算で予算計上されています

が、一度見直しを行って、競争入札するなりし

たほうがいいかと思いますが、市長のお考えを

お伺いさせていただきたいと思います。 

○副市長（益山純徳）  今、先ほどもちょっと

答弁いたしましたが、今回の森議員の御指摘を

受けまして、契約方法の検証を行いましたが、

事務の手続上、課題があるということは、先ほ

ど答弁したとおりです。 

 なので４年度からはその、まずは単年度ごと

に契約を締結するように契約手続の見直しとい

うことをまずは行いたいと考えているところで

ございます。 

 以上です。 

○森 武一議員  これ終わらせていただきたい

と思いますが、本当に契約のないまんま公金を

支出するというのは、考えを改められたほうが、

見直しをされたほうがいいとは思います。 

 最後、確認させていただければと思うんです

が、このコールセンター業務、道の駅はまびら、



－72－ 

企画政策課長でお願いしたいと思うんですが、

これ道の駅はまびらの運営補助、運営費で、補

痾の一環ということではないですね。その確認

だけさせてください。 

○企画政策課長（二川隆志）  そのような目的

で支出しているものではないというふうに考え

ております。 

 以上です。 

○森 武一議員  ありがとうございます。それ

では、すみません、時間がなくなってしまった

ので、先ほど、市民課長のほうでいろいろ取り

組んでいただけるということでしたので、よろ

しくお願いいたします。 

 あと数分あると思いますので、すみません、

まとめてになってしまうんですが、お伺いさせ

ていただければと思うんですが、地域の記録・

記憶をつなぐためにはということについてなん

ですが、本市において、移住定住や人口減対策

など様々な政策を行っていますが、先ほど、資

料２の３で示しましたが、地域の高齢化も進ん

でおり、これを振興会ごとで考えた場合に、今

後は自主的に消滅してしまう振興会もあるやも

しれません。そうすると、地域ごとにまた振興

会ごとに行われていた行事や人々が住むことに

よって生み出されていた風景、風俗などが消え

てしまい、結果として風化していき、忘れ去ら

れてしまうのではないかと危惧しております。 

 また、住民が少なくなることによって、地域

の文化財も散逸することも考えられます。現に、

境地区においては、隠れ念仏があると資料にあ

りますが、どこにあるかは地区でも分からなく

なってしまっています。 

 今後、残念ながら人が住まない地域が出てき

たときに、人々の記憶の中にだけ人々が生きて

きた歴史があるのではなく、しっかりと記録、

記憶として後世に残していくことが必要だと思

いますが、このことに関して、担当課にお伺い

します。 

 また、すみません、もう一つ、一緒にお伺い

させていただければと思うんですが、集落水道

について、集落墓地管理についてということで、

集落水道については、課長も御存じのように、

人口減少による担い手がおらず、大変厳しい状

況におかれている地域があります。本市におい

ては、集落水道施設改良に対して補助金を交付

して支援していますが、世帯数が減ることによ

って、その負担金すら賄えなくなることも危惧

されます。 

 水道法によると、水道の提供はまず自治体に

あります。そのことを考えるときに、集落水道

が立ち行かなくなり、全て行政が面倒を見るこ

とになると、結果として行政コストが高くなる

のではないかと危惧しています。 

 これは、集落墓地についても同じことが言え

ると思います。民有地であることから、難しい

ところがあるとは思いますが、無縁仏が増え、

どうしようもなくなってから対応することは、

やはり行政コストとして高くなってしまうと思

いますが、そこで今後、集落水道、集落墓地を

どのように考えているのか、併せてお伺いさせ

ていただきたいと思います。 

○社会教育課長（米田昭嗣）  それでは、地域

の記録・記憶をつなぐためにはにつきましてお

答えいたします。 

 市内９地区にある貴重な歴史や伝統芸能、重

要な文化財の位置や情報などを知る地域の住民

が高齢化により少なくなりつつあります。教育

委員会としても、地域の貴重な歴史や伝統芸能、

重要な文化財の位置や情報などが高齢化により

希薄になっていくことが、地域にとっても本市

にとっても重要な課題であると考えております。 

 市内には数多くの文化財があり、これらの文

化財は本市の長い歴史の各時代の中で生まれ、

育まれ、今日まで守り伝えられてきた貴重な市

民の財産でもあります。 

 主な文化財や伝承、民話などについては、教
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育委員会の垂水市史料集をはじめ、図書館など

に所蔵しております。 

 森議員御指摘のとおり、無形の伝統文化や生

活風俗は、一度失われてしまえば再び取り戻す

ことはできないと考えます。これまで社会教育

課としても、伝統芸能について六月灯や各地区

公民館行事の際に、動画撮影し、保存しており

ます。 

 これらの保存したデータを活用し、地域の歴

史や伝統芸能、文化財などは地域の方々にでき

る限り、伝承していけるように、後継者などの

発掘や人材育成に取り組むとともに、垂水市文

化財保護審議会委員や文化財コーディネーター

を中心に、詳細な位置情報の把握に努め、デー

タ化し、後世に引き継いでまいります。 

 また、記録・記憶につきましては、垂水市立

図書館が地域の情報拠点としての役割もあるこ

とから、今後も引き続き、地域の郷土史の保管

や、伝統芸能の記録などの保存に取り組んでい

きたいと考えております。 

 以上でございます。 

○生活環境課長（紺屋昭男）  集落水道につき

ましてお答えいたします。 

 垂水市の水道事業は、公営の上水道、簡易水

道事業のほかに、住民独自で飲料水などの生活

用水を確保していただいている集落水道等の水

道組合が22か所ございます。集落水道につきま

しては、各水道組合に運営、管理をお願いして

いるところで、議員からもございました、垂水

市集落水道施設事業等に対する補助金交付要綱

に基づき、災害復旧や施設設備の更新費の助成

を行っているところでございます。 

 また、市において集落水道施設を定期的に巡

回し、水源、配水池、取付道路などの施設外観

の異常確認や、除草作業等を行い、水質に関す

る異常個所があった場合は、速やかに水道組合

に報告を行うなどの維持管理委託の実施や水道

法に定める浄水や原水の水質検査を実施するな

ど、安心、安全な水の供給や施設の確認などを

行っているところでございます。 

 施設整備等の維持管理などにつきましては、

各水道組合で行っていただいておりますが、集

落の人口減少や維持管理を担ってきた方々の高

齢化が進み、将来の維持管理体制が確保できな

くなるおそれがあることなどからも懸念されま

す。 

 これらのことについて、各地区から要望等も

出てきておりますことから、まずは要望の出て

いる地区の現状を把握し、集落水道を将来的に

どのように運営していくのか、また維持管理体

制をどのように持続させるのかなどについて、

地域との協議を行ってまいりたいと思っており

ます。 

 次に、集落墓地の管理につきましてお答えい

たします。 

 本市には市営墓地３か所を含め、200数十か

所の墓地が点在しており、市営墓地を除くそれ

ぞれの集落墓地、いわゆる共同墓地につきまし

ては、個人や地域が土地所有者となっていると

ころでございます。 

 共同墓地の維持管理につきましては、地域住

民や墓地所有者等において行っていただいてお

り、共同墓地内の墓石を集合管理する代表墓や、

共同で納骨堂を設置することなどの整備統合や

自然災害等で墓地敷地に被害を生じた場合は、

垂水市共同墓地環境整備及び災害復旧に対する

補助金交付要綱に基づき、当該費用に係る補助

金を交付しているところでございます。 

 近年、市営墓地をはじめ共同墓地におきまし

ては、人口減少や高齢化、地元に親族がいない

ことなどから、遺骨をお寺の納骨堂や市外の墓

地へ移転、いわゆる改葬が行われ、共同墓地の

使用者の減少や高齢化により維持管理が難しく

なっているようでございます。 

 共同墓地に当たっては、民有地であることか

ら、市が直接維持管理をすることへの課題の整
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理も必要であると考えております。まずは、近

隣市町の状況を調査、研究してまいりたいと思

っております。 

 以上でございます。 

○森 武一議員  ありがとうございました。 

○議長（川越信男）  ここで、暫時休憩します。

次は、２時25分から再開します。 

     午後２時17分休憩 

 

     午後２時25分開議 

○議長（川越信男）  休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 次に、４番、池田みすず議員の質疑及び質問

を許可します。 

   ［池田みすず議員登壇］ 

○池田みすず議員  こんにちは。 

 先日、１通の封筒が届いておりました。その

内容は、１月30日に開催される予定でした健康

チェックの振り返り、３月27日の開催の案内で

した。また、その後に開催される４月の報告会

は今回は新型コロナの影響を考慮し、全体の規

模を縮小して個別相談会のみの実施とのこと。

しかしながら、報告会の参加特典のカンパチと

健康ポイントは当初計画どおり個別相談会で頂

けるとのことで、大変うれしく思っております。 

 また、皆様御存じかと思いますが、垂水市役

所保健課の皆様が中心となって作成したユーチ

ューブ動画「現役保健師が教える正しい血圧測

定」が垂水市のホームページ等にアップされて

います。親しみやすい保健師さんが説明する映

像を見て、私は今まで間違えて血圧測定をして

いたことに気づきました。知っているようで知

らなかった情報が分かりやすく解説されていま

すので、皆様もぜひ御視聴ください。 

 それでは、議長の許可を頂きましたので、さ

きに通告しておりました質問事項に基づき質問

をいたしますので、明快な答弁をお願いいたし

ます。 

 まず、１問目は、コロナ禍の中でのイベント

についてであります。 

 12月議会で産業祭・成人式についてお尋ねい

たしましたので、その実施結果などについて質

問します。 

 １つ目は、商工業者の活性化に加え、抽せん

会や特産品の販売など市民の皆様が楽しみにし

ていた新旬産業祭ですが、コロナ感染拡大及び

まん延防止等重点措置の影響により中止となり

ました原因についてお答えください。 

 次に、成人式についてであります。 

 延期となっていた令和３年の成人式を１月３

日に、令和４年の成人式を１月５日に開催され

ましたが、コロナ禍での中でいろいろ工夫され

たと思いますが、実施結果などについて伺いま

す。 

 次に、子育て支援についてであります。 

 議会初日に表明されました、尾脇市長３期目

の集大成の年となる令和４年の施政方針の中の

子育て支援について質問をします。 

 尾脇市長はこれまで、子育て支援において子

育て支援センターの開設や18歳までの医療費助

成、乳幼児用品等の購入助成、保育料低額化、

保育所等の副食費助成など多くの施策に取り組

まれております。私自身も本市の子育て支援に

ついては他市と比べ引けを取らない取組を行っ

ており、内容によっては先行して支援を行って

いるものもあり、子育て世代から多くの感謝の

声を頂いているところです。今回施政方針の中

で、子育て世代への支援として「仕事と子育て

の両立、子育て世代の経済的な負担軽減とサー

ビスの充実に重きを置き、妊娠期から子育て期

まで切れ目のない支援の実現に向けて取り組

む」と述べられました。そこで、令和４年度の

子育て世代支援関連の新規事業のうち、ＧＩＧ

Ａスクール関連以外の新たな事業の内容につい

て質問をします。 

 最後の質問は、ＧＩＧＡスクールについてで
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あります。 

 令和３年度から全国の小・中学校においてＧ

ＩＧＡスクール構想が本格的に実施されており

ますが、本市のＧＩＧＡスクールの取組は新聞

報道等で取り上げられるなど県内でもいち早く

利活用されておりますが、今年度の取組と見え

てきた課題について質問いたします。 

 以上で、１回目の質問終わります。 

○水産商工観光課長（大山 昭）  産業祭の中

止の経緯につきましてお答えいたします。 

 産業祭は商工業の活性化と地域振興につなが

るもので、市民の皆様には秋の一大イベントと

して親しまれており、毎年秋11月初旬に開催し

ておりましたが、コロナ感染拡大の影響により

延期して実施することとしておりました。昨年

12月17日、実行委員会において２月13日に名称

を新旬産業祭として実施することに決定し、市

民への周知・ステージイベント並びに出店業者

の応募案内ポスターや抽せん券などの印刷物の

発注準備をすることといたしました。年明けに

出店業者の応募案内・ポスターや抽せん券など

の印刷物、抽せん賞品について発注し、出展に

つきましては11事業者の出店応募がありました

ことから、１月17日に出店者説明会を実施いた

しました。出店説明会におきましては、コロナ

感染拡大の影響により中止することも想定され

ましたことから、出店業者の負担を考慮し、１

月末に最終判断を行うので、販売商品について

は２月になってから準備するようお願いしたと

ころでございます。その後、１月21日より鹿児

島市・霧島市・鹿屋市へ飲食店の時短要請が決

定されましたことや、さらに近隣市へ拡大する

おそれがあることから、１月20日に実行委員会

において書面決議による中止を決定したところ

でございます。 

 昨年延期となり、さらに本年中止となり、楽

しみにしていた市民の皆様や出店を予定されて

いた事業者の皆様、抽せん賞品を購入予定であ

りました事業者の方々へは大変御迷惑をお掛け

いたしましたが、１月27日にはまん延防止等重

点措置が本市へも適用されたことを踏まえます

と、早い中止の判断をしたことが事業者などへ

の負担軽減につながったものだと思われます。 

 産業祭は市の一大イベントであり、経済対策

の１つでもありますことから、来年度、収束後

には、市民が喜ばれるようなイベントとして盛

大に開催したいと考えているところでございま

す。 

 以上でございます。 

○社会教育課長（米田昭嗣）  成人式につきま

してお答えいたします。 

 成人式につきましては、市長から諸般報告の

中で報告がございましたが、１月３日と１月５

日に文化会館におきまして、令和３年と令和４

年の成人式を開催しております。 

 開催に当たりましては、両成人式とも新型コ

ロナウイルス感染症対策を徹底いたしました。

対策につきましては、参加者等のマスク着用・

手指消毒はもとより、健康チェックシートの提

出をお願いし、会場である文化会館ではサーマ

ルカメラによる検温・座席のソーシャルディス

タンスの確保・御家族や関係者などの入場者制

限・常時換気を行っております。 

 式典につきましても、時間短縮及び規模縮小

を行って実施しております。 

 なお、成人式の実行委員会を通して、安全・

安心を守るために全ての対象者に対して、新型

コロナウイルス感染症対策の徹底及び任意によ

るワクチン接種の呼びかけを行っております。 

 令和３年度成人式につきましては、関係者を

含め130人の参加がありました。テーマを「飛

躍～輝く希望（みらい）への一歩～」とし、コ

ロナ禍の中、暗く落ち込んだ世の中を新成人の

自分たちが明るい未来をつくり進んでいくとい

う決意と、成人式をその第一歩にできるように

という願いをテーマに込められました。 
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 令和３年の成人式は、新型コロナウイルス感

染症の影響から２年越しの開催となりましたが、

多くの新成人の参加があり、久しぶりに再会す

る旧友たちとの喜びと笑顔があふれておりまし

た。 

 令和４年の成人式つきましては、関係者を含

め190人の参加がありました。コロナ禍であり、

成人式が開催できるか不安な中ではありました

が、成人式が無事開催でき、様々な方々への感

謝の意を込め「感恩戴徳～心からのありがとう

～」をテーマとし、保護者・先生・友達などへ

の感謝の思いを大事にしたいという願いをテー

マに込められました。 

 両成人式ともに、新成人で構成された実行委

員を中心に企画立案し、成人式のプログラムで

は新成人の堂々たる二十歳の主張に多くの方々

が感銘を受け、中学時代の恩師の心温まるビデ

オレター上映に励まされるなど、コロナ禍で心

に残るよい成人式ができましたなどの多くの感

謝の言葉が聞かれたところでございます。 

 以上でございます。 

○保健課長（草野浩一）  令和４年度の新規事

業の内容につきましてお答えいたします。 

 保健課においては、今回、妊娠前から子育て

期までの切れ目のない支援として、５つの新規

事業を考えております。 

 まず、１つ目は、妊娠を希望する女性と、そ

の同居者を対象とした任意の風疹予防接種補助

事業でございます。感染症である風疹は妊婦が

罹患し、おなかの赤ちゃんにも感染すると死産

や流産となることや、先天性風疹症候群と呼ば

れる難聴や白内障・緑内障網膜症・心臓病など

の病気を持って生まれることがあります。その

ことから、国は妊娠前の予防接種を推奨してい

ることや、鹿児島県においては風疹抗体検査を

無料で実施していることから、妊娠を希望する

女性が安心して出産できるよう、任意接種であ

る風疹予防接種費用の一部を助成するものでご

ざいます。 

 ２つ目は、不育症検査費用助成事業でござい

ます。 

 この事業は２回以上の流産・死産の既往があ

る女性と配偶者、その同居者を対象に、不育症

の原因を特定する検査及び治療に要する費用の

一部を助成するものでございます。 

 不育症については、令和２年第４回定例会の

一般質問で答弁させていただいたところでござ

いますが、不育症検査は現在、研究段階にあり、

１次スクリーニング検査については保険適用と

なっておりますが、有効性や安全性などが十分

に確認できていない治療等につきましては自己

負担となっており、その費用は１つの検査で数

千円から数万円と異なり、また、子宮形態異常

等で手術を必要とするものについては数十万円

となることもあり、相当な経済的負担が生じる

ケースもあるところでございます。そのため、

国においては不育症検査費用助成事業を令和３

年度に創設し、鹿児島県において令和３年４月

から県事業として始まっているところでござい

ます。 

 しかし、県事業において対象となる検査は保

険適用を見据えた先進医療として実施している

流産検体の染色体検査のみとなっており、また、

検査実施医療機関においては令和４年１月17日

現在、鹿児島県内では２医療機関のみで、助成

額は検査１回につき５万円が上限と限定されて

おります。そのため、今回、安心して子供を産

み育てることのできる環境づくりとして、また、

その経済的負担の軽減を図り少子化対策に努め

るため、県事業とは別に市単独の助成事業とし

て、対象となる検査及び治療について制限を設

けず、医師が必要と認めた不育症の検査及び治

療とし、１回の助成は上限10万円としたところ

でございます。 

 ３つ目は、多胎児妊娠の妊婦健康診査支援事

業でございます。 



－77－ 

 妊婦健康診査につきましては、国において安

心・安全な出産に望ましい回数として14回程度

と定められており、本市においても必要な費用

を負担しているところでございます。その中、

近年、双子や三つ子といった多胎妊娠における

経済的負担等について全国的に問題視され、国

において令和３年４月１日付で新たに多胎児を

妊娠した妊婦に対し、通常14回程度の妊婦健診

に追加で受診する健診に係る費用のうち５回を

限度とし、妊婦１人当たり１回5,000円を補助

する多胎妊娠の妊婦健康診査支援事業が創設さ

れたところです。 

 本市においても多胎妊婦は毎年１人から２人

ほどおられ、多胎妊婦は低出生体重児や早産の

リスクが高まることから、今回、健診体制の環

境を整備することで低出生体重児や早産の予想

を早期に発見でき、安心して出産を迎えていた

だくことになるものと考えているところでござ

います。 

 ４つ目は、デイケア型の産後ケア事業でござ

います。 

 この事業は、御承知のとおり、昨年４月の

「知事とのふれあい対話」や令和３年第２回定

例会の一般質問で答弁させていただいたところ

でございますが、その後、乳幼児健診に来られ

た保護者の方に対し、アンケートを実施したと

ころでございます。そのアンケートにおいて

「産後ケアで新たにデイケア型を追加すること

は利用の選択肢が増える」、「行くまでに準備

等が大変なときもあるが、気分転換になりよ

い」、「垂水の近場であれば利用したい」、

「来てもらうより自分の都合で行けるほうがよ

い」などの声があったところでございます。 

 そのようなことから、現在のショートステイ

型やアウトリーチ型に加え、令和４年度から新

たにデイケア型を追加し、退院直後の母子に対

し利用の選択肢を広げ、心身のケアや育児のサ

ポート等を行い、子供を産み育てやすい環境を

整えるところでございます。 

 ５つ目は、３歳児健康診査時屈折検査事業で

ございます。 

 現在、乳幼児健診において、弱視発見の貴重

な機会として多くの自治体は３歳児健診に視力

検査を組み込んでおり、本市においても同様に

実施しているところでございます。弱視は、心

身の成長過程の中でそのことが原因で視力の発

達が途中で止まり、将来十分な視力を得ること

ができなくなるとされております。 

 現在、本市において、この視力検査について

は簡易検査で行っているところでございますが、

国において令和４年度に母子保健対策強化事業

が創設される予定となっており、健診に必要な

備品の整備ができることとなったことから、新

たに検査機器を購入し、より精度の高い屈折検

査を行おうとするものでございます。 

 以上でございます。 

○学校教育課長（今井 誠）  今年度の取組と

課題につきまして、お答えいたします。 

 令和２年度末に整備を完了し、令和３年度か

ら本格稼働となりました本市のＧＩＧＡスクー

ルの取組は、昨年４月23日の協和小学校のＧＩ

ＧＡ開きのテレビ放送をはじめに、４月から５

月にかけて新城小学校や垂水中央中学校のＧＩ

ＧＡスクールの取組が新聞報道で取り上げられ

るなど、県内でもいち早く端末の利活用をス

タートさせることができました。 

 特に、生徒指導等での活用を見越して、県内

で唯一導入しましたスクールライフノートの心

の天気は低学年でも簡単に入力でき、各学校の

スムーズな利活用につながったものと考えてお

ります。 

 さらに、早いところでは５月から日常的な端

末持ち帰りを開始し、夏休みをはじめとした長

期休業中も端末を持ち帰らせ、宿題や家庭学習

に利活用するなど学校内外での積極的な端末の

利活用が進んでいるところでございます。 
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 この日常的な端末持ち帰りにつきましても、

県内で行っている自治体はごく僅かであり、全

国的にも25％程度しか平常時の持ち帰りを実施

できていない状況でございます。この点につき

ましても、本市ではネット環境のない家庭の児

童・生徒用の貸出し用モバイルＷｉ癩Ｆｉルー

ターを整備したこと、さらに、県内では少数の

自治体しか導入していない、ＡＩドリル「ｎａ

ｖｉｍａ」を家庭学習でも活用できたことなど

が大きな要因であると考えているところでござ

います。 

 このように日常的に持ち帰りを実施できるよ

うになっていたことから、コロナ禍の非常時に

おきましても、やむを得ず登校できない児童・

生徒や学級閉鎖等におきましてもスムーズにオ

ンライン授業の対応を全校で実施でき、学びの

保障を実現できていることが大きな成果だと考

えているところでございます。 

 なお、授業における端末活用も徐々に進んで

きており、日常的にロイロノートを活用して双

方向の意見のやり取りのある授業が行われるよ

うになったり、自分の英語表現の様子やマット

運動での身体の動きを動画で撮影して確認をし

ながら試行錯誤したりするなど、授業改善につ

ながってきている実践も増えてきております。 

 このように県内でもいち早く利活用が進み、

県内ではＧＩＧＡスクールの先進地として認知

され、他の自治体や学校からの視察も受け入れ

るなど順調に１年目の取組を進めることができ

ましたが、まだまだ課題もございます。まず、

学校間・学級間・教師間の格差でございます。

この格差の問題につきましては全国的にも大き

な課題となっており、児童・生徒の不利益とな

りますことから、市教委といたしましては、研

修会の充実やオンライン研修会の実施、ＩＣＴ

支援員による支援等を行ってまいりました。ま

た、管理職研修会等におきましても、管理職の

リーダーシップの下、苦手な教職員を組織的に

支援する体制の整備や校内研修の充実を求め、

徐々に取組が進んできているところでございま

す。 

 次に、端末の意味のある利活用の、さらなる

充実でございます。 

 今年度は本格稼働１年目ということで、まず

は使ってみる・慣れるが最優先であり、使いな

がら課題が見つかること自体が成果であると繰

り返し指導しながら、各校、積極的に取組を進

めてまいりました。しかしながら現時点では、

授業の中で必要の少ない場面でのＩＣＴ機器を

使用したレベルの授業、従来型のＩＣＴ活用の

レベルから抜け出せておりません。現在、様々

な分野でデジタルトランスフォーメーションが

求められている中、教育分野におきましても教

育ＤＸが求められており、これまでの一斉授

業・同一内容の学習から、個別最適な学び・協

同的な学びの実現、さらには、学習者中心の学

びの実現に向けた思い切った授業改善や、デー

タを生かした科学的な指導などを今後追求して

いくことが大きな課題であると考えているとこ

ろでございます。 

 以上でございます。 

○池田みすず議員  それでは、ここから一問一

答方式で２回目の質問をいたします。 

 まず、新旬産業祭についてありますが、事務

局の皆様はコロナ感染拡大の状況を十分に踏ま

え、開催に向けて諸準備に真摯に取り組んでこ

られたものだと思います。 

 産業祭は市民の皆様が楽しみにしているイベ

ントであり、事業者としても売上増加を呼び、

経済対策としても必要なイベントとして考えて

おり、中止の決心は苦渋の決断だったと考えま

す。この決心は事業者への負担軽減を考えられ

ての早い決断であったと思われますが、産業祭

を開催する上で必要経費として計上した印刷代

や、発注済みと思われる抽せん賞品などの最終

的な決算内容についてお聞かせください。 
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○水産商工観光課長（大山 昭）  産業祭の決

算内容につきましてお答えいたします。 

 まず、ポスター・抽せん券の印刷代につきま

しては、開催する上で必要でありましたことか

ら、１月20日の最終決定以前に発注済みの印刷

代13万5,850円並びに関係業者への抽せん賞品

の案内などの切手代8,400円の合計14万4,250円

を支払っております。 

 次に、抽せん賞品につきましては、発注して

おりました全ての業者へ確認しましたところ、

抽せん賞品のほとんどが定番商品であり、通常

販売で対応できることや、現在、実施しており

ます「おもてなしキャンペーン」の賞品に活用

できるとのことから、発注していた賞品につき

ましては事業者への負担をかけずに対応できた

ところでございます。しかしながら、１事業者

におきましては、定番商品は通常販売可能であ

りましたが、抽せん賞品用として発注しており

ました２品、150個の商品につきましては購入

の必要がありましたことから、市職員にお願い

し、全て購入していただいたところでございま

す。 

 このようなことから、新旬産業祭の決算につ

きましては本年度の市補助金の活用はせずに、

前回の繰越金であります34万6,971円より印刷

代並びに切手代、合計14万4,250円を支払い、

全ての事業者において負担はなく終了したとこ

ろでございます。 

 以上でございます。 

○池田みすず議員  事務局の対応により事業者

ごと状況を把握し、購入せざるを得ない抽せん

賞品については職員の皆さんが購入されるなど、

関係する全ての事業者の負担がなく終えたこと

が重要なことだと思います。 

 水産商工観光課におかれましては、感染予防

の徹底と商工業者の売上増加につながる経済対

策など大変であると思いますが、担当主管課と

して先頭に立って取り組んでいただきたいと思

います。また、次年度、コロナ感染収束後に盛

大に開催されることを期待しまして、この質問

終わりたいと思います。 

 次に、成人式についてでありますが、両成人

式、コロナ禍の中、感染症対策を徹底して開催

され、次に、式に参加された新成人の皆様やそ

の御家族の方々から「このような状況の中、成

人式を開催していただき、本当にありがたかっ

た」と言葉を頂いたほか、私の友人や知り合い

の方もコロナ禍における開催を大変喜ばれてお

りました。 

 また、私ごとですが、ほかの市に住んでいる

私の長男も昨年成人を迎えましたが、その市で

はコロナ感染拡大の影響により楽しみにしてい

た成人式は中止となり、垂水市のように本年延

期実施されることもなく、「非常に残念だった。

垂水市は今年開催されてよいな」と申しており

ました。 

 今後もコロナ禍の中でありますが、工夫され

ていろいろなイベントをできるだけ実施してい

ただきたいと思います。 

 次に、子育て支援についてであります。 

 先ほど、新たな取組の内容について答弁いた

だきました。 

 今回、保健課においては、これまでになく多

くの新規事業がありますが、これだけの事業を

創設するに当たって、どのように考え、検討を

行ったのか伺います。 

○保健課長（草野浩一）  新たな事業を創設す

るに当たって、どのような考え、検討を行った

のかにつきましてお答えいたします。 

 本市の子育て支援につきましては、これまで

子育て世帯への支援を中心に行ってきていると

ころでございます。 

 今回、新たな事業を考えるに当たり、どのよ

うな支援を望んでいるのか、どのような支援を

必要としているのかなどについて、乳幼児健診

などの子育て世代が集まる場を活用し、市長自
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ら世代の声をお聞きするなどしたところでござ

います。 

 また、国の動きや今般の新型コロナウイルス

の感染拡大に伴い経済格差が広がり、生理の貧

困問題など単に女性の問題だけでなく、子育て

世代にも大きな影響が出てきているところでご

ざいます。 

 そのようなことから、市長から、将来を担う

若者が経済的理由で結婚や妊娠を諦めたり、出

産しても産み育てる余裕がないなどの負担感を

少しでも軽減できるよう、妊娠を希望する世代

や産前産後から子育て期までの切れ目のない支

援に重点を置いて新規事業の検討・協議を行う

よう、指示を頂いたところでございます。 

 今回、これらの新規事業についての予算案を

上程させていただきましたが、事業財源につい

ては国・県の補助はないかなども併せて検討を

行い、市の一般財源の削減も図ったところでご

ざいます。 

 この後、予算特別委員会にて御審議していた

だくことになろうかと思いますが、御承認して

いただけるならば支援を必要としている世代の

方々に対し利用の選択肢が増え、これからにお

いても少しでも垂水で産み育てたい、垂水に住

みたいとなるよう多くの方に利用していただく

ため、あらゆる場面での情報発信に努めるとと

もに、子育て世代の声を今後もしっかりと聞き

ながら、魅力ある子育て支援に努めてまいりた

いと考えているところでございます。 

 以上でございます。 

○池田みすず議員  今回市長は、３期目の公約、

元気な垂水づくりの３つの挑戦「安心・経済・

未来」への挑戦について、未来への挑戦を１番

目に掲げ、次の時代を担う子育て支援に対する

強い意気込みを感じているところでございます。

よろしければ市長の思いを頂けないでしょうか。 

○市長（尾脇雅弥）  子育て支援に関してとい

うことで、私の思いということでございますが、

２月17日に施政方針に対しての記者会見をさせ

ていただきました。 

 その中でも垂水市が抱えている人口減少、加

えて、少子高齢化の課題というのは、今後日本

が直面する大きな問題であるというふうにお話

をさせていただきました。先日の新聞発表によ

りましても、垂水市高齢化率44.4％と大変高齢

化が進んでおりますけれども、年少人口率が

9.0％ということでございます。60万鹿児島市

に近いということがメリットでもあり、デメリ

ットでもあるというふうに考えておりますけれ

ども、高齢者の対策に関しましては、鹿児島大

学の大石先生と連携をしながら「たるみず元気

プロジェクト」、コロナ禍で中断のときもあり

ましたけれども着実に実績を残して、データも

残して大変市民の皆様に喜んでいただいている

というふうに思います。 

 一方で、子育て支援ということに関しまして

は、これまでも非常に近隣市町村から比べると

遅れておりましたので、この10年間でかなり加

速度的にいろんな事業を展開してまいりました

けど、さらに抜きん出て未来をつくるんだとい

う思いで今回特化した形で、特に未来への挑戦

というのを１番目に持ってきながら、まちづく

りを進めていこうという考え方でございます。 

 いずれにしても、我々ができることと、我々

ではできない癩癩ある意味専門家の先生方にお

願いをする部分もございますので、まだ発表は

できませんけれども、こちらのほうに関しても

市内あるいは市外の方々と連携をして、そうい

う市民の皆様の、子育て世代の皆様方のニーズ

に資するような、今いろんな連携を深めている

ということでございますので、いずれにしても、

未来ある子供たちが夢と希望を持って育ってい

ける、あるいは、その子育て世代の皆さんが垂

水でしっかりと子育てをしたいと思えるような

環境整備をつくってまいりたいというふうに考

えております。 
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○池田みすず議員  ありがとうございます。９

月議会の一般質問でも述べましたが、コロナ禍

において全国的な経済活動停滞の影響を受け、

そのあおりで本市の子育て世代にも収入や生活

様式など様々な格差が生じてきております。そ

の中、今回の新たな取組は、これから妊娠を考

えている女性や垂水市の将来を担う子供たち、

子育て世代への支援として、垂水で産み育てた

い・垂水で学ばせたいなど魅力ある垂水となる

のではないかと考えております。今後も支援を

必要としている方々へ情報が届くようしっかり

と情報発信をし、引き続き子育て世代や若年層

との対話を重ね、ニーズを的確に捉えた施策に

積極的に取り組んでいかれますようお願いし、

この質問を終わりたいと思います。 

 次に、ＧＩＧＡスクールについてであります。 

 先日、垂水市内の小学校のお母様より「毎週

ではありませんが、市が貸与しているタブレッ

トを利用し、日曜日に担任の先生も交えてお友

達と60分ぐらい雑談をするみたいです。うちの

子はすっごい面白いし楽しいと、毎回、前の夜

から楽しみにしており、今まで寝坊していた日

曜日が、すっかり早起きの日に変わりましたの

でよかったです」と伺いました。 

 先ほど答弁をいただきましたが、ただいま紹

介しました私の友人の成功例だけでなく、学

教・教師間等の格差はあると思います。現状の

課題を踏まえた来年度の取組について質問しま

す。 

○学校教育課長（今井 誠）  今年度の課題を

踏まえた来年度の取組につきましてお答えいた

します。 

 先ほど答弁いたしました今年度の課題を踏ま

え、来年度は本格導入２年目となることから端

末の意味のある利活用元年と位置づけ、取組を

進めてまいりたいと考えております。 

 授業等における１人１台端末等の本格的利活

用、意味のある利活用を進めるためには端末を

使うことが目的ではなく、あくまでも手段・

ツールとして教育の目的を最大限達成できるよ

うに利活用することが重要であると考えており

ます。そこで、従来型の授業の流れの一部にＩ

ＣＴ機器を導入するレベルにとどまらず、ＩＣ

Ｔ機器を使うことで時間短縮を図り、話合いや

習熟の時間を十分確保できるような授業改善に

つなげたり、ＡＩドリル等のＩＣＴに任せられ

るところはＩＣＴに任せ、教師でなければ教え

られないところに指導の重点化を図ったり、学

習者中心の授業への思い切った転換を行ったり

すること、さらには、学習ログやデータの蓄積

からエビデンスに基づく学習指導や、生徒指導

の充実につなげていきたいと考えているところ

でございます。 

 また、垂水らしいＧＩＧＡスクール構想の目

指す子供像、将来像として掲げている読解力・

思考力・表現力等の基礎学力を身につけ、適切

にコミュニケーションを図り、多様な考え方の

他者と協働し折り合いをつけながら合意形成で

きる子供、日常生活・学校生活の中でＩＣＴを

上手に使いこなしながら新しいことを創造し、

課題を見つけ、課題を解決でき、地域や世界に

貢献できる人材の育成を目指し、次の３点の取

組を推進してまいります。 

 １点目は、市の教職員研修の充実でございま

す。 

 本年度も大学教師等の専門家を招いた研修会

等を行ってまいりましたが、来年度はＧＩＧＡ

スクールアドバイザーを鹿児島女子短期大学の

渡筮光浩准教授にお願いし、端末の意味のある

利活用に向けた管理職向けの研修や教職員向け

の研修等を定期的に実施してまいりたいと考え

ております。 

 また、本市ＧＩＧＡスクール構想の柱の１つ

である生徒指導面での活用の充実のため導入し

ましたスクールライフノートの提唱者である岐

阜聖徳学園大学の玉置教授をお招きして、心の
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天気等の組織的な利活用によるエビデンスに基

づく生徒指導の充実に向けた研修等も計画して

いるところでございます。 

 このような研修会を対面の研修会だけでなく、

オンライン配信も併用するなどして、できるだ

け多くの教職員に対し最新の動向に基づく研修

の機会を提供して、教職員の意識改革も進めて

いければと考えております。 

 ２点目は、各学校の校内研修の充実でござい

ます。 

 先ほど申し上げましたＧＩＧＡスクールアド

バイザーの渡筮准教授を各学校の研究授業等に

招聘し、授業での活用場面等を見ていただく中

で、今後求められているＩＣＴ等の端末を活用

した新しい授業につきまして、より具体的な方

策や今後の方向性等を助言していただきたいと

考えているところでございます。 

 ３点目は、ＧＩＧＡスクール関連の情報発信

の充実でございます。 

 現在、本市ホームページにおきまして垂水ら

しいＧＩＧＡスクール構想の取組を紹介し、各

学校からもホームページでの情報発信や新聞・

テレビ等への取材依頼、市の広報誌への広報な

ど進めてまいりました。来年度はその取組をさ

らに充実させ、広報誌でのＧＩＧＡスクール関

連の連載記事による情報発信の検討や、各学校

のホームページの充実等を進めてまいりたいと

考えているところでございます。 

 このような取組を通して、本市の課題である

学校間格差等の是正や意味のある利活用のさら

なる充実につなげ、本市の教育改革を進めると

ともに、「ＧＩＧＡスクールのまち垂水」を県

内外にアピールできるよう取組の充実に努めて

まいりたいと考えているところでございます。 

 以上でございます。 

○池田みすず議員  ありがとうございます。 

 最後に、教育長、「ＧＩＧＡスクールのまち

垂水」にかける思いをお聞かせください。 

○教育長（坂元裕人）  ありがとうございます。

ほぼ、今井課長のほうで話はしましたので、そ

れほど私は言うことはないんですけれども、し

ばらく時間を頂きたい。少し理念的な部分、あ

るいは課長が言わなかった部分も含めてちょっ

と発信させてください。 

 この１年、ＧＩＧＡスクールに関わってまい

りまして感じることは、間違いなく、このＧＩ

ＧＡスクールで学校が、教育が、授業が変わる

ということです。つまり、大きな教育改革の

ツールの１つであるというところを私は確信し

ております。この、いわゆる中央から離れたと

ころでもまさにリアルタイムに最新情報が得ら

れるとか、そして子供間の学習の成果が、それ

こそ大型電子黒板に瞬時に上がるとかです。こ

れまでできなかったことが、できるようになる

ということの素晴らしさです。そういうことを

実感した、また１年でございました。 

 それと、これはもう言わずもがなかもしれま

せんけども、子供たちは大人の先を行くという

こと。これは何かというと、子供から学ぶとい

う、このことも大事なんじゃないかなと思うん

です。ある都城の先生と話をする機会ございま

した。その人は全くこの１人１台のタブレット

を使い方も分からない、まさに素人です。で、

子供に任せてやらせてみたそうです。えっ、こ

んな使い方できるのと、そこから授業づくりを

始めたという、そういうふうなエピソードも聞

いて、なるほどなと、子供から学ぶという、そ

ういうスタイルもあるんだということです。と

いうことは、そういう柔軟性を教師が持ち得て

いるかということもいえます。 

 ３点目は、先ほど課長のほうが成果は課題で

ある。何のことか思いませんでしたか。つまり、

成果は次の改善目標なんです。だから、ごめん

なさい。課題は次の改善目標なんです。だから

成果なんです。これは、そうか、こういうとこ

ろはうまくいかないんだ、だったら来年度こう
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やろうと、こんなことしているよという、いわ

ゆるそこに先生方の、あるいは子供たちも含め

てチャレンジという精神が培われていくのかな

と思っています。 

 まあ、２年目迎えて、さらにＧＩＧＡスクー

ルを前に進めるためにというところで話をさせ

ていただきますと、これは渡筮先生がおっしゃ

ったことでもあるんですけれども、ＧＩＧＡス

クールを前に進める力というのは何なのかとい

うことなんです。もう、紛れもなく一言で言う

ならば「校長の情熱だ」と、これおっしゃいま

した。「校長の情熱だ」と。新城小学校を見て

おられる感王寺議員はよく分かると思います。

あの突っ走る校長すばらしいです。とにかく自

分の思いを熱く語ります。もう本当に、ちょっ

と、もうそれぐらいでいいんじゃないというぐ

らい、よくしゃべります。でも、それぐらいは、

私はいいんじゃないかなと思います。走るため

にはです。 

 加えて、教頭のほうが役割も大きいです。先

ほど、扇の要ということを言いました。どう校

長の思いをつないでいくかというのは、教頭の

力、セカンドリーダーシップという言葉がある

かどうか知りませんけれども、私はこの教頭の

力も非常に大事だと思っています。ですので、

情熱だったり、思いだったり行動力です。こう

いったものをうまくマッチングした学校はどん

どん先へ行くと、先ほど学校間格差というのが

出ましたけど、しかしながら、学校間格差をな

くすというのはなかなか難しいことでというの

が、実態が違うわけです、それぞれです。校長

も違えば教頭も違う、職員も違う、子供も違う、

保護者も違う、地域も違うとなると、それに応

じた、あるいは足りない部分をどう補っていく

かというところで私どもが考えたのが、そのプ

ロ、いわゆる渡筮先生をアドバイザーとして迎

えることができればなと。 

 そして、加えて言うならば、子供が、いわゆ

るタブレットを使うことを理解してくれる。一

番は担任だと思うんですが、もっと私は身近に

いると思うんです。保護者です。保護者がその

タブレットを使うことに意味とかよさとか、意

義とかそういうものをしっかり理解してもらわ

ないと、なかなかこれは長続きしないと思うん

です。そういう意味では、この渡筮先生にお願

いして、家庭保護者向けの講演会も私は何回か

これを行いたいなと思っています。そういうの

を積み重ねていきながら保護者を巻き込む、地

域を巻き込む、そして、学校をしっかりとまた

保護者、地域が見守ってもらえるということ、

そういう体制づくりというのが大事なのかなと

思っています。ですので、とりわけ私は保護者

に求めたいのは、このＧＩＧＡスクール、いわ

ゆる１人１台のタブレットを使った授業、ある

いは教育活動のよき理解者でまずあってほしい

と。そして、褒める、認める、励ます、そんな

存在であってほしい。でも、そればかりじゃ駄

目です。叱る、例えば、時間を守らない、ルー

ルを守らない、こういうところで叱る、そんな

存在であってほしい。 

 最後に、子供の伴走者であってほしいと思い

ます。子供と一緒に、おい、たまには一緒にや

ってみようかと、こういう保護者をつくってい

きたいのです。そうすると、もっといい関わり

ができると思います。 

 この４点を、ぜひ来年度はやっていきたいな

と思っています。 

 あと、先ほど、岐阜聖徳大学の玉置崇先生の

話が出ましたけれども、実はこの２月、オンラ

インで研修会をやっております。それで、垂水

のこと非常にお気に入りで「来たい」とおっし

ゃったんです。ところが、残念なことにコロナ

禍。「いやあの先生、今は来るべきときではご

ざいません」というところで、また、コロナ禍

が収束の後はぜひ来ていただいて、これも先生

方だけではもったいないと思っています。市民
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の方々まで広げる前に、まずは保護者です。そ

ういうところにもお話をしていただければあり

がたいなと思っております。 

 最後に、今後の大きな展開というところで考

えていることを申し上げます。 

 毎年の研修というのは非常に大事だと思って

おりまして、学校でいうと学期ごとの研修とい

うのが大事だと思います。それを重ねながら、

私は大きく２つのことを考えています。 

 １つは、この垂水の取組を１冊の本にまとめ

るということです。それは、どういうことかと

いうと、我々はいっぱいそういうことをしなが

ら、自分たちで足跡をしっかり振り返るという

ことも大事でしょうし、もう１つは、それを手

元に置きながら羅針盤としての役割です。自分

たちの、このＧＩＧＡの進め方、これでいいん

だというような、確認できる、あるいは頼りと

するＧＩＧＡを進めるためのパンフレットみた

いな感じで厚めの。そういう感覚で市内の全て

の先生方に持っていただくような、そういう書

籍を作りたいということ。 

 そして、これはあんま関係があるお方がいら

っしゃいますので、私の独断では決められない

ことでもありますが、先ほど今井課長も申し上

げましたけれども、先行して進んでいる以上は、

それをどこかでか広く問う場が必要だと思って

います。その一例がサミットです。ＧＩＧＡス

クールサミットを垂水で開けないかなと。まあ、

２年たって３年目ぐらいでしょうか。ここはま

ずは、企画課長です。あるいは、市長・副市長、

協議の下でということになりますけれども、そ

ういうことも私の構想の中にはございます。 

 そういうふうにしながら、私どもも夢を持っ

て、この事業に取り組みたい。そういう思いで

いっぱいでございます。いい締めくくりをし、

そしてまた、来年度いいスタートを切りたいと

思っています。 

 以上でございます。 

○池田みすず議員  ありがとうございます。教

育長の強いお気持ちを頂きました。 

 教育の原点を忘れることなく、垂水らしいＧ

ＩＧＡスクール構想をさらに取り組んでいただ

くことを要望し、私の質問を終わります。 

○議長（川越信男）  ここで、暫時休憩いたし

ます。 

 次は、３時20分から再開します。 

     午後３時15分休憩 

 

     午後３時20分開議 

○議長（川越信男）  休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 次に、１番、新原勇議員の質疑及び質問を許

可いたします。 

   ［新原 勇議員登壇］ 

○新原 勇議員  まずは、ロシアの一方的なウ

クライナ侵攻により罪のない方々がお亡くなり

になった方々に哀悼の意を捧げたいと思います。

早く平和な日が来ることを一刻も願っておりま

す。 

 議会初日に同僚議員に辞職勧告決議が可決さ

れました。この件に関しましては、市長が隠さ

ず陰性であると表明していれば起こり得なかっ

た事例であります。２月９日の南日本新聞の記

者の目の記事の結びに、市当局の情報管理がも

っと早く分かりやすければ混乱はなかったので

はと思う。いま一度振り返り検証してほしいと

書かれており、まさにそのとおりだと思います。

その件に関しては、堀内議員の質疑の中で大ま

かなことが分かりました。 

 ただ、なぜ近くの薬局で今ＰＣＲ検査が無料

であるのに市長が簡易の検査キットを使ったこ

とが少し疑問であります。辞職勧告決議が可決

されたことは、我々議会議員がますます襟を正

して行動しなければならないと思う所存です。 

 それでは、議長の許可を得て事前に通告して

おりました質問に入ります。関係各課よろしく
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お願いいたします。 

 垂水市のＰＲについて。 

 皆さんも御存じのとおりＫＫＢふるさとコ

マーシャル大賞というのが毎年恒例であり、テ

レビではコマーシャルの意図、出来栄えなどを

審査委員に講評されるわけですが、審査舞台上

では各地域のぼり旗等を用い、県内の方にＰＲ

しています。垂水市は前回も努力賞をもらって

おり、グランプリをもらった経験もあり、毎年

いい作品が提示され、市民の方も大いに興味が

あり、今年はどんなのができたかと楽しみにし

てる方もおられます。 

 たしか前回まで連続で参加されていたかと思

いますが、今回参加されなかった理由と職員が

作るので予算がついてない話なども聞きますが、

材料代などの費用弁償ぐらいの予算があっても

しかるべきだと思いますが、どのようになって

いるか、現状をお聞かせください。 

 森林伐採の計画な管理について。 

 ウッドショックにより材木の高騰で全国のあ

ちこちの森林伐採が行われています。ウッドシ

ョックをテレビで放映されてから垂水市内の伐

採も多くなっているように見えます。また、反

面、道を造るための無断伐採や区画を間違った

伐採、気づいたらなくなっていた盗採等、紙面

をにぎわうようになりました。 

 現在、垂水市でも海潟地区、牛根地区など伐

採が進んでいます。特に、牛根地区は山が急傾

斜のため大雨が降ったとき保水能力は大丈夫か

と危惧される方もいます。そこで、現在の伐採

届についてはどのようになっているか、お聞か

せください。 

 ため池について。 

 特定農業ため池と農業ため池の管理の違いに

ついてお伺いします。 

 中俣の住民の方が、是井川上流のため池の暖

竹のやぶ払いだけでもと土地改良区にお願いし

たら、今はできないと断られたそうです。そこ

で、私は、中俣川のため池の現状を見てきまし

たが、とても住民の草払い機でどうにかなるレ

ベルではありません。飛岡川のため池は整備さ

れていて、そこで市として各ため池の管理の違

いがあるのか、お聞かせください。 

 消防団活動について。 

 消防団報酬と費用弁償については、今回、総

務省からの通達により消防団員の処遇改善に予

算を組み込んでもらい、ありがとうございます。

私も昨年の10月に消防団指揮幹部科分団指揮課

程に８分団の分団長と入校し、県内いろんな消

防団団員と情報交換等させていただきました。

どこの分団も消防団員の入団数が減少しており、

消防団員が入りやすいよう年末の夜警や出初め

式の在り方など団員に寄り添った形になってい

ます。また、寒い時期の講習でありましたから

当然ジャンパーやかっぱ等をそろえている消防

団も数あります。 

 そこで、せっかく報酬の改正が行われるので、

消防学校の入校に対して団員のほうからも職員

と同じ出張扱いでなく報酬として見直してほし

いという意見が多数あるが、見解を伺いたい。 

 感染症まん延防止地域での出張職員のＰＣＲ

検査についてです。 

 現在、オミクロン株の影響で鹿児島県も感染

症まん延防止が３月６日まで延長となりました

が、現在、職員の県外への出張の際の規定はど

のようになっているか、お聞かせください。 

 コロナ禍において、垂水中央病院では長い間

一般の面会が禁止でした。一時期は最期のお別

れも入れず、残された家族は非常に悲しい思い

をされていました。確かに不特定多数の方がお

見舞いに来られると入院患者や職員のコロナ感

染に気を使い、クラスターなどを考えると外部

の断絶がやりやすい方法でもあるが、やはり高

齢者の入院が多く、家族の方になかなか会えな

い寂しさや自尊心が落ち込まれる方がいらっし

ゃると思います。 
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 また、他県の老人ホームでは閉じ込める方法

ではなく、本人の活力が失われるということで

散歩の時間を面会される家族に知らせ、外で少

しの間、偶然を装い面会させているところもあ

ります。垂水もコスモス苑でのリハビリの様子

をガラス越しに見る光景をほほ笑ましく見る機

会があります。中央病院でも入院患者の家族の

気持ちに寄り添い、テレビ電話を使用した面会

サービスが始まっております。面会は予約制で

ありますが、平日の午後２時から４時まで面会

は10分以内できるようですが、利用状況につい

てお聞かせください。 

 これで１回目の質問を終わりたいと思います。 

○企画政策課長（二川隆志）  垂水市のＰＲ、

ふるさとＣＭ大賞についてお答えいたします。 

 ＫＫＢふるさとＣＭ大賞につきましては、広

く視聴者に我がふるさとを告知することで地域

の活性化に資すること等を目的に開催されるも

ので、本市におきましても平成14年度から令和

元年度まで参加し、最高賞であるグランプリを

１回受賞したほか多数の賞を受賞し、本市のＰ

Ｒという観点において一定の成果を達成したも

のと考えているところでございます。 

 しかしながら、昨今の情報機器の発達に伴い

価値観が多様化した社会にあって、特定の媒体

で高いＰＲ効果を創出することは難しいこと、

職員の負担が大きいこと等の理由により、令和

２年度以降出場を見合わせているところでござ

います。 

 今後につきましては、令和３年度予算として

今議会に上程させていただきました市公式ＬＩ

ＮＥやホームページのリニューアルと併せまし

て、またインターネットを活用した動画等の幅

広い媒体を活用した総合的な情報発信について

調査研究を行い、本市のＰＲについて検討して

まいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○農林課長（森 秀和）  伐採の届出につきま

してお答えいたします。 

 森林所有者などが森林の立ち木を伐採する場

合、森林法の規定に基づき事前に市町村に伐採

及び伐採後の造林の届出書、通称伐採届を提出

することが義務づけられております。また、伐

採後の造林が完了したときは、伐採及び伐採後

の造林に係る状況の報告を行うことが義務づけ

られております。市は、伐採届の受理後、垂水

市森林整備計画に定める伐採及び伐採後の造林

の基準に適合しているか書類審査や現地調査を

行い、適合していれば届出者に適合通知書を発

行しております。 

 なお、適合していない場合は、届出者に伐採

計画を見直すよう指導しているところでござい

ます。 

 また、計画に基づき伐採が実施されているか、

不定期ではございますが巡回も行っております。 

 続きまして、特定ため池と農業用ため池の維

持管理の違いにつきましてお答えいたします。 

 近年の豪雨により多くの農業用ため池が被災

し甚大な被害が発生しておりますが、国は決壊

した場合の浸水区域に家屋や公共施設等が存在

し人的被害を与えるおそれがあるため池を防災

重点ため池として定めております。 

 また、防災ため池のうち行政機関が所有する

施設を除いたものが農業用ため池の情報を適切

に把握し、決壊による災害を防止するため令和

元年７月に施行された農業用ため池の管理及び

保全に関する法律により特定ため池として指定

されております。 

 本市の農業用ため池10施設のうち感王寺下奥

ため池、感王寺上奥ため池、三角ため池、飛岡

新ため池、米山ため池の５施設が防災重点ため

池に選定されております。そのうち感王寺下奥

ため池、飛岡新ため池、米山ため池の３施設が

個人所有も含んでいることから、鹿児島県知事

が特定農業用ため池として指定しております。

ハザードマップの作成など避難行動につなげる
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ソフト対策とため池施設の維持、補強に向けた

ハード対策など、地域はもとより鹿児島県と連

携し計画的な防災対策に努めているところでご

ざいます。 

 なお、維持管理に違いはございませんが、引

き続き定期的な点検など防災・減災に努めてま

いります。 

 以上でございます。 

○消防長（後迫浩一郎）  消防学校における報

酬はにつきましてお答えいたします。 

 現在、消防団員の学校入校につきましては、

垂水市職員旅費支給条例を準用し費用弁償を支

給しているところでございます。 

 議員御指摘の出動手当による支給につきまし

ては、条例を準用していることもあり、現状に

おいては困難でありますが、今後、他市町の状

況を調査研究してまいります。 

 以上でございます。 

○総務課長（和泉洋一）  出張時の行動指針に

つきましてお答えいたします。 

 現在、本市職員の出張等の取扱いにつきまし

ては、令和４年１月26日に副市長名で通知をし

ており、県外への出張及び県外からの来庁につ

いては緊急事態宣言地域及びまん延防止等重点

措置地域への出張等は原則として行わないこと。

また、その他の地域についても用務の緊急性、

必要性及び代替手段を検討し、どうしても出張

等が必要な場合は事前に副市長と協議すること

といたしております。 

 以上でございます。 

○保健課長（草野浩一）  垂水中央病院、コス

モス苑におけるテレビ電話面会の利用状況につ

きましてお答えいたします。 

 新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、

垂水中央病院、コスモス苑の面会禁止期間は１

年以上と長期間となっており、入院患者、入所

者及びその御家族の皆様には精神的御負担をお

かけしております。その精神的な御負担を少し

でも和らげることができればと、両施設ともテ

レビ電話による面会サービスを行っているとこ

ろでございます。 

 まず、垂水中央病院の状況でございますが、

令和２年７月からテレビ電話による面会サービ

スを開始しており、令和４年１月末までに284

件の利用実績で、月平均に換算しますと約15件

となっております。面会サービスの内容としま

しては、事前予約を行っていただいた上で、平

日月曜日から金曜日までの14時から16時の間で

10分以内のテレビ電話面会としております。御

家族は１階眼科前の休憩室において、病院側が

準備します通信機器を利用し、入院患者とのテ

レビ電話面会を行っていただくこととなります。 

 次に、コスモス苑の状況でございますが、令

和２年９月からテレビ電話による面会サービス

を開始しており、令和４年１月末までに15件の

利用実績となっております。面会のサービスの

内容は、こちらも事前予約を行っていただいた

上で、平日月曜日から金曜日までの10時から11

時までの間で10分以内のテレビ電話面会となり

ます。御家族はコスモス苑応接室において、施

設側が準備する通信機器を利用し、入所者との

テレビ電話面会を行っていただくこととなりま

す。 

 なお、コスモス苑においては、テレビ電話面

会に加え窓越しによる面会も行っており、入所

者と御家族の負担軽減に努めているところでご

ざいます。 

 以上でございます。 

○企画政策課長（二川隆志）  誠に申し訳ござ

いません。先ほど答弁させていただいた内容の

中において一部訂正をさせていただきたいと思

います。 

 令和４年度予算として今議会に上程させてい

ただきましたと申し上げなければならないとこ

ろを、令和３年度予算としてと申し上げてしま

いました。訂正してお詫びを申し上げたいと思
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います。申し訳ございませんでした。 

○新原 勇議員  一問一答方式で２回目の質問

に入ります。 

 このＣＭ大賞なんですけども、今まで長い間

出てきて、ＰＲとして県内しか流れていないの

で、あんまり最近は効果がないという判断をさ

れた、打合せの中で言われたと思うんですけど

も。果たしてそうなんでしょうか。 

 新聞に季節の便りなどが載っていると、ここ

の場所はどこですかと市外の方が訪れたりいた

します。やはり、こつこつと地道なＰＲが私は

必要だと思っております。 

 今回、上位に入った市町は、地元のクリエー

ターや地元のボランティアを利用したり、また

今回、串木野市は串木野の高校生に全てをお願

いしたりして高校生ならではの視点で作られて

いました。 

 いろんなやり方があると思います。確かに職

員の方が職員任せにするというのも分からない

道理ではありますけども、やはりいろんな視点

で見ればいろんなコマーシャルも作れるんじゃ

ないかと思います。 

 また、コマーシャルを１本作ってテレビ放映

するとすれば何十万円という経費もかかると思

いますけども、次回の参加予定と今後の方針に

ついてお聞かせください。 

○企画政策課長（二川隆志）  また、ＰＲの仕

方も媒体をどのような形で使っていくかという

選択肢というのはいろいろあると思っておりま

す。その中において、先ほども申し上げました

このふるさとＣＭ大賞への参加を取りやめた件

につきましても、やはり第一は業務に携わる部

分について職員の負担を少しでも減らしたいと

いうところ、そしてまたこのＣＭ大賞において

何がしらの賞を受けた場合において放映される

時間帯そして放送回数そういったものも決めら

れてまいります。そういったところも勘案した

ところで、やはり我々としても今回、令和２年

度からは一旦身を引いた形で参加を取りやめた

というところでございます。 

 ですので、今、新原議員からもございました

少なからずこのＣＭ大賞を楽しみにしていらっ

しゃる市民の方々もいらっしゃるということも

ございますけれども、そういったところにつき

ましてやはり我々としても今後、様々な媒体を

使った形のＰＲというところについては何がし

らの形では検討していかなければならないとい

うふうに考えているところでございます。 

 以上でございます。 

○新原 勇議員  確かに、業務量が多いという

のは分かるんですけども、やはりＰＲをするチ

ャンスをみすみす逃すというのはもったいない

なと思っております。 

 先ほど言いましたようにボランティアででき

る方がいらっしゃればそういう方にお願いした

り、今回、垂水高校にお願いして１本ＰＲを作

ってくれませんかという感じでも僕はいいと思

います。 

 市長にお伺いします。我が市で今までこのコ

マーシャル大賞の位置づけとしてはどのように

考えているか、一言お願いします。 

○市長（尾脇雅弥）  情報発信というのは大事

なことですけれども、先ほど申し上げたような

現状を分析して今そういう対応を取っていると。

垂水高校に頼むにしても、本分があって、ほか

にも必修があるとかもろもろありますので、な

かなか、はいそうですかというふうな返事も頂

けません。予算も伴いますから。だから、その

辺のところも勘案しながら、時代に合った情報

発信の仕方というのを再度検討するべきだとい

うふうに思っております。 

○新原 勇議員  今までずっとやっていたんで

すけど、継続は力なりと申しますので、ぜひ来

年度はまた参加をお願いしたいと思います。 

 次に、マンホールカードの製作についてです

が。 
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 私もテレビで見て初めてそのカード自体を知

り得たんですが、子供が持っているポケモン

カードと同じなんですが、マンホールの写真が

あり、図柄の由来を我がまちのＰＲが入ってお

り、これがシリーズ累計、全国で607自治体837

種のカードが発行されております。 

 鹿児島県でも10市町がカードを発行しており、

マンホールカードの本、図鑑なども発売され、

写真を収める愛好家もいます。目的は、下水道

のＰＲ広報ですけど、このカードの最大の魅力

は、無料ですけどとにかく現場に行かないとも

らえないのが魅力です。このカードを目的に垂

水に来てもらえる、何かわくわくする話だと思

いますが、製作についてはいかがお考えか、お

聞かせください。 

○生活環境課長（紺屋昭男）  マンホールカー

ドの製作は考えていないのかにつきましてお答

えいたします。 

 世界に誇れる文化物である日本全国のマン

ホール蓋は設置されている土地にゆかりのある

名所や特産品、行事、キャラクターなどが描か

れており、全国各地にいろいろなデザインがあ

ります。そのようなマンホール蓋を路上を飾る

御当地ものとして人々に楽しく伝えるとともに、

下水道への理解や関心を深めてもらい、蓋の先

にある下水道の大切さをより深く理解してもら

うための一つのツールとしてマンホールカード

が一部の自治体で発行されているところでござ

います。 

 マンホールカードの発行に当たっては、下水

道広報プラットフォームという団体が地方公共

団体の製作や発行を支援し、議員からもござい

ましたが、現在837種607自治体が発行しており

ます。マンホールカードの発行に際しては１ロ

ット2,000枚、４万4,000円で販売会社から各自

治体が購入し、またカードの配布場所は自治体

の関連施設や観光案内所等で１人につき１枚を

手渡しで配布されていることが多く、県内にお

いては９市町11種類のマンホールカードが発行

されているところでございます。 

 本市のマンホール蓋につきましては、境の漁

業集落排水施設の汚水蓋にブリが描かれ、ブリ

の街と記されたデザインの蓋が設置されており

ますが、マンホールカードの登録申請に当たっ

ては下水道事業で使用されていることが必要で

あることから、合併浄化槽事業や集落排水事業

などに係るマンホールは登録できないこととな

っており、このため本市の漁業集落排水施設の

汚水蓋についてはマンホールカードの対象外と

なっているところでございます。 

 以上でございます。 

○新原 勇議員  使用できるマンホールとない

マンホールがあるというのはちょっと私も知り

得ませんでしたけども、合併もというのであれ

ば潮彩町のマンホールは使えないんですか。 

○生活環境課長（紺屋昭男）  先ほど申し上げ

ましたように、潮彩町は合併浄化槽でございま

すので、合併浄化槽事業についてもカードを作

ることはできないということでございます。 

○新原 勇議員  残念です。せっかく少しＰＲ

で。 

 独自に作るという考えでもよろしいというこ

とですよね。マンホールカードを垂水市は独自

に作ったと。１ロット2,200枚か、金額的にも

そんなに大きな金額じゃないし、そのためにわ

ざわざ垂水市に来てくれると、すばらしいこと

だと思うんですけども。大隅半島ではどこの市

町も作ってないので、大隅半島で１番を目指し

てと思ったんですけども、いろんな制約がある

中で、そのプラットフォームに入れなくても僕

はいいんじゃないかと思っております。また、

そういうのを遊び心として、やはりこういう遊

び心も観光についてはあってもいいんじゃない

かと思いますので、またぜひ検討をお願いした

いと思います。 

 次に、森林伐採届については理解しました。
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伐採に当たり、農林課の職員が打合せの中でこ

の辺りは切ってはいけないとか、切ってここま

ではいいですよというのが細かく災害のないよ

うに配慮されていることが打合せの中でよく理

解しました。 

 それで、現在、たくさん切られているわけな

んですけれども、垂水市の年間伐採量はどのよ

うになっているか、お聞かせください。 

○農林課長（森 秀和）  年間伐採量につきま

してお答えいたします。 

 垂水市森林整備計画においては、年間の伐採

計画面積の定めはございませんが、皆伐に当た

っては、気候、地形、土壌の自然条件及び下流

域の人家等への影響などを考慮して連続した伐

採面積を20ヘクタール以下とし、伐採箇所の分

散に配慮するよう林野庁が作成した事務処理マ

ニュアルに定められております。 

 以上でございます。 

○新原 勇議員  ありがとうございました。連

続20ヘクタール以下というのは相当広大な土地

ですけども、狭い垂水市の造林をそうやってき

め細やかく見てもらってるということは非常に

うれしいことだと思います。 

 やはり今度は伐採後の造林が気になるところ

です。造林してもあとの手入れもあります。自

然林にするのか造林にするのか、判断もしくは

今後の垂水の山をどのようにするか、伐採後の

造林についてお聞かせください。 

○農林課長（森 秀和）  伐採後の造林につき

ましてお答えいたします。 

 伐採後の造林方法につきましては、大きく２

通りあり、伐採後新たに杉などの人工林の植栽

を行う人工造林か、植栽を行わず広葉樹林等か

ら自然に落下した種子から樹木を育成させる天

然更新がございます。人工造林の場合は、伐採

後の翌年度初日から起算して２年以内に植栽を

行う必要があり、天然更新は伐採後の翌年度初

日から起算して５年以内に広葉樹林等の育成が

天然更新の完了基準を満たしているかを確認し、

天然更新が完了していなければ２年以内に人工

造林を行うよう定められております。 

 このようなことから、定期的な巡回による情

報収集や現地調査を行い、期限内に造林が完了

してない場合は森林所有者に造林の指導を行い、

造林が完了しているにもかかわらず状況報告書

の提出がない場合は状況報告書の提出を求める

など、適切な森林整備の推進に努めております。 

 以上でございます。 

○新原 勇議員  造林については６年以内とい

うことで、やはり伐採するときはすぐもう１か

月もたたないうちに、はげ山という言い方は悪

いですけども、それがどんどん進んでいきます。

それで、植えてまた大きくなるまで15年から20

年かかります。そのためにも、やはり山が荒れ

ないように、６年以内と決まっておりますけど

も、造林のほうは随時早めにしてもらったほう

が、また地域住民も安心するんじゃないかと思

います。 

 次のため池についてですが、管理については

変わりはないということでしたが、これからま

すます高齢化と農業人口の減少により、改良区

の方々で管理をお願いしますだけではだんだん

無理があると思います。これからの管理を行政

のほうではどのように考えがあるのか、お聞か

せください。 

○農林課長（森 秀和）  管理をどのようにす

るかにつきましてお答えいたします。 

 農業用ため池は、営農に欠かせない水源とし

て主に水田で利用されております。全国的な高

齢化、人口減少が本格化する中で、農業者の減

少や日本人の食卓の欧米化が進行したことで米

離れが加速し、余剰米が出るなど米価は下落し、

本市においても水稲作付面積が減少するなど水

田の荒廃農地化が懸念されております。 

 土地改良区や地元農家により多面的機能支払

交付金を活用し維持管理されておりますが、農
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業従事者の減少や高齢化により今後十分に管理

が行き届かないことも想定されます。ため池に

は雨水を一時的にためる洪水調整や土砂流出の

防止などの役割がございますが、現在の利用実

態や将来を見据えた整理も必要ではないかと考

えておりますので、管理者でございます土地改

良区と協議しながら適切な維持管理に努めてま

いります。 

 以上でございます。 

○新原 勇議員  管理について改良区内の人間

はおっても、もう本当に作業する農業人口が減

っております。そこで改良区の方と早急に話を

して、是井川・脇田川の上流のため池を早急に

整備をしてもらいたいと思います。 

 次に、消防学校における出動報酬は、先ほど

消防長が言われましたように他市町と比べ検討

していただきたいと思います。 

 次に、現在、男性消防団員の入隊が少なくな

り、各消防団に女性消防団員も増えてきました。

火事の現場でも出動しなければなりません。こ

れからの女性消防団員の活躍推進についてお聞

かせください。 

○消防長（後迫浩一郎）  女性消防団員の活躍

推進についてお答えいたします。 

 消防団員の団員数は３月１日現在263名、う

ち21名が女性消防団員でございます。通常は、

各地域のそれぞれの分団に所属しておりますが、

女性消防団員自らが集まり任意ではございます

が垂姫隊を結成しております。この垂姫隊の活

動につきましては、垂姫隊のリーダーを中心に

年間活動計画を策定し、２か月に１回のペース

で各訓練や研修等を実施しているところでござ

います。訓練の内容につきましては、火災はも

とより各災害に対応するための研修や実技、救

命講習等などを行っており、いずれは市民に対

しての防火指導や応急手当て指導などを行って

いただくよう訓練に励んでいただいているとこ

ろでございます。 

 また、女性の持つソフトな面を生かし、火災

予防週間中やイベント等での住宅用火災警報器

の普及促進や消防団員募集、火災予防の広報活

動などを行っており、今後も各地域の防災の要

の一員とし、地域に根差した消防団員として活

躍していただけるものと考えております。 

 以上でございます。 

○新原 勇議員  ありがとうございました。 

 現在、消防団員も消防学校や女性だけの訓練

など貴重な戦力になりつつあります。現場にお

いても、火元の家族に寄り添ってあげるのも仕

事の一つと考えております。中央分団以外では

団員も少ないので、ぜひ知り合いがいらっしゃ

いましたら消防団の加入促進をお願いします。 

 次に、職員の出張の際のＰＣＲ検査ですが、

現在、感染症まん延防止の間ＰＣＲ検査等は無

料だが、まん延防止地域に行く際は、私の考え

として出張する際は相手を気遣い検査をしてい

き、また帰ってきたときは家族のことを思い検

査をして帰るのが一番いいと思っております。

飛行機の時間は決まっているので、それに合わ

せて予約をすれば入国検疫のレベルの抗原定量

検査は30分で、またメールで分かりますし、時

間があれば待機してＰＣＲ検査等も30分ででき

ます。 

 １月の出張の際には、東京では初めてコロナ

感染が１万人を超えてきました。無料検査等は

口頭でこのような通知を職員に通達したか、お

聞かせください。 

○総務課長（和泉洋一）  空港でのＰＣＲ検査

につきましてお答えいたします。 

 業務の内容でどうしても対面での対応等が必

要な場合などやむを得ず緊急事態宣言地域及び

まん延防止等重点措置地域へ出張する際は、感

染予防対策を徹底した上で出張の行き帰りにつ

きましては県が空港等に設置している無料のＰ

ＣＲ検査等を受検できないか、口頭でお願いを

しているところでございます。 
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○新原 勇議員  １月に２人職員が出張されま

したけども、帰り、空港、ＰＣＲ検査をしたと

いうのではないですよね。職員は帰りの際は空

港内のＰＣＲ検査センターを利用して帰ってき

たということではないですよね。 

○企画政策課長（二川隆志）  １月26、27で出

張させていただきましたけれども、その際にお

いて、帰り際、空港のほうでＰＣＲ検査を２名

とも受検したところでございます。 

○新原 勇議員  そのように、やはり無料の間

ＰＣＲ検査を受けて、家族の安心、同僚の安心

はとても必要だと思っております。 

 いつまでも無料のＰＣＲ検査があるか分かり

ませんけども、無料措置がなくなったとき、私

は職員が感染防止地域にやむを得なく出張する

ときは空港内のＰＣＲ検査センターを利用して

もらい、証明書を見せ、後精算でできる予算措

置をしてもいいと考えておりますが、担当課の

考えを教えてください。 

○総務課長（和泉洋一）  先ほども答弁をしま

したとおり、やむを得ず緊急事態宣言地域及び

まん延防止等重点措置地域へ出張する際は、県

が空港等に設置している無料のＰＣＲ検査等を

受検できないか口頭でお願いをしております。 

 今後、まん延防止等重点措置地域等への出張

により有料のＰＣＲ検査等の受検をお願いする

場合、その検査費用の公費負担については既存

予算の中で対応ができないか検討をしたいと考

えております。 

○新原 勇議員  本人もしくは家族の安心のた

めにもぜひ検討してもらいたいと思います。せ

っかく垂水代表で出張されるわけですので、そ

の辺りは考慮してください。 

 テレビ電話の面会については、仕事の都合で

土日しか休みがない方もいらっしゃいます。お

孫さんの顔も見たいでしょう。そこで、日祭日、

１時間でも設けることはできないか、お聞かせ

ください。 

○保健課長（草野浩一）  垂水中央病院、コス

モス苑における日祝日のテレビ電話面会につき

ましてお答えいたします。 

 まず、新型コロナウイルス感染症の感染が拡

大している中において、感染対策を行いながら

の医療、介護サービス提供を行うには、通常よ

りも多くの人手が必要となっており、両施設と

もスタッフの勤務シフトに苦慮しながらも医療、

介護の現場で懸命に従事していただいておりま

す。 

 その中において、テレビ電話面会を実施する

に当たっては、入院患者、入所者側へのスタッ

フ配置を行うとともに、面会者の対応を行うス

タッフも配置する必要がございます。そのため、

テレビ電話面会は両施設ともスタッフが多く出

勤している平日に実施しているところでござい

ます。両施設の指定管理者である公益社団法人

肝属郡医師会に日祝日のテレビ電話面会の実施

の可能性について確認いたしましたが、日祝日

は休日シフトのスタッフ配置となり、平日より

もスタッフが少ない中で入院患者、入所者への

対応を行うため、テレビ電話面会に対応するス

タッフまで配置することは困難であるという状

況にございます。 

 議員が申される御家族の事情も十分理解でき

るところでございますが、このような現状にあ

りますことからテレビ面会を希望される場合は

平日の面会時間帯で御都合のよい日時を伝えて

いただければ調整は可能でございますので、両

施設の限られたスタッフで日夜入院患者や入所

者を支えていることを御理解くださいますよう

お願いいたします。 

 以上でございます。 

○新原 勇議員  職員の方もコロナ禍で大変ぴ

りぴりしている中でテレビ面会をして、手の空

いてる時間をつくっていただいたりしてるので、

土日開催という無理は言えませんけども、利用

者のほうも、今後お孫さんも春休みなどを利用
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して顔見せで利用していただきたいと思ってお

ります。 

 以上で質問を終わりますが、最後に、今回、

和泉課長をはじめ、園田、才原、瀬脇氏と４人

の方が退職されます。垂水市を支えてもらい、

本当ありがとうございます。第２スタートも幸

多いことをお祈りして、以上で質問を終わりま

す。 

○議長（川越信男）  ここで、暫時休憩いたし

ます。次は、４時10分から再開します。 

     午後４時３分休憩 

 

     午後４時10分開議 

○議長（川越信男）  休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 次に、８番、感王寺耕造議員の質疑及び質問

を許可いたします。 

   ［感王寺耕造議員登壇］ 

○感王寺耕造議員  皆さん、お疲れさまです。 

 本日、多分最後の登壇になりました。１時間

みっちり一生懸命努めますので、皆さんの御協

力をお願いいたします。 

 それでは、議長の許可をいただきましたので、

早速質問に入ります。 

 まず、１点目、消費生活相談啓発と対策につ

いて、市民課長に伺います。 

 光ブロードバンド整備事業の終了により、Ｎ

ＴＴはもとより代行業者等、電話、訪問販売が

激化しておりますが、相談の事例はなかったの

か、また啓発と対策について御答弁ください。 

 また、市民説明会が２月４、５、６日、牛根、

柊原、新城で予定されておりましたが、コロナ

の蔓延に伴い中止されております。今後の対応

について、総務課長に伺います。 

 次に、森林環境譲与税事業について、農林課

長に伺います。 

 新年度予算1,496万7,000円に拡充されており

ます。この森林環境譲与税については非常に分

かりにくい制度でありまして、まず令和元年度

に機構準備金活用により償還ということで、譲

与税特別会計により繰入金が入っております。 

 それと、令和元年度から個人住民税均等割の

部分が1,000円に値上げがされ、令和６年度か

ら森林環境税として年額国民１人当たり1,000

円の課税がされるわけであります。 

 また、市町村は都道府県の部分について、そ

れぞれ年度の部分について市町村、県の取り分、

これが全く違ってくるということで、非常に分

かりにくい制度ですが、農林課長、その辺につ

きまして詳しく説明願えればと思っております。 

 ３点目、住宅政策について土木課長に伺いま

す。 

 新年度予算に柊原団地建替事業に係る基本設

計業務委託費1,000万円が計上されております。

現在、10戸中５戸に入居されておりますが、屋

根はスレートで昭和35年に建設されております。

私と同級生であります。老朽化は著しく建て替

えは致し方ないと考えますが、しかしながら垂

水市公営住宅等長寿命化計画の上位計画である

垂水市公共施設等管理計画では、長く使う、減

らす、増やさない、無駄を省くを基本方針とし

ており、整合性が取れないと考えますが、見解

を求めます。 

 建て替えが必要なのか、また公営住宅への転

居で解決できるのではないかと考えますが、こ

れについても併せて見解をお伺いいたします。 

 ４点目、両支所の現状とこれからの方向性に

ついて総務課長に伺います。 

 この問題につきましては、私、令和２年12月

議会で日本郵政窓口事務の包括受託はできない

のかということを質問しておりますし、また私

の質問以前には地域住民の総意という形で要望

書も出されております。その後、新城郵便局、

または新城の市民の皆さんとの話合いを持たれ

たのか、この点について明確に答弁ください。 

 また、市民課長には令和２年度の両支所の使
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用状況、これについて答弁を求めます。 

 最後に５点目です。コンビニ交付事業につい

て市民課長に伺います。 

 事業費の内訳と財源について、堀内議員の質

問である程度は了解しましたが、これにつきま

しては導入事業の経費、また維持経費という部

分に分かれると思います。導入経費としてはク

ラウドシステム構築事業、構築の作業ですね。

この部分が大部分であります。 

 また、Ｊ癩ＬＩＳへの運営負担金ですね。こ

の部分が維持経費として、またもう１点維持経

費としてシステム事業者への年間の委託経費、

この部分が出ると思うんですが、これについて

も明確に答弁ください。 

 市長、また担当課長の明確な答弁を求めます。 

○市民課長（松尾智信）  光ブロードバンド整

備事業により、ＮＴＴはもとより代行業者等電

話・訪問販売が激化しているが、相談の事例は。

また、啓発と対策についての質問にお答えいた

します。 

 光回線に関する相談でございますが、大手通

信事業者を名乗る電話があり、料金が安くなる

と勧誘されたが、どうすればいいのかとの相談

が１件ございました。相談された市民の方には、

事業者名、契約内容等を確認し、必要がないと

思った場合にはちゅうちょせず、きっぱり断る

よう助言をさせていただいたところでございま

す。 

 また、啓発と対策についてでございますが、

令和４年１月に新城、柊原、牛根地区に通信契

約の注意喚起のチラシを全戸配布し、２月25日

にはＦＭ垂水の割り込み放送にて注意喚起を行

ったところでございます。 

 さらに３月９日にも、ＦＭ垂水の割り込み放

送にて注意喚起を予定しているところです。 

 以上でございます。 

○総務課長（和泉洋一）  高速光通信サービス

開始に伴う住民説明会の中止についてお答えを

いたします。 

 ２月４日、５日、６日に予定をしておりまし

た高速光通信サービス開始に伴う住民説明会は、

新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止と

いたしました。 

 説明会では、ＮＴＴ西日本様より高速光通信

サービスの利便性や料金などについて説明を行

う予定でありました。 

 今後の対応でございますが、対象地域におい

てＮＴＴ等のサービス提供事業者がサービス内

容や利用料金等を記載したチラシを作成し、既

に各家庭にポスティングを行っております。 

 不明な点等がございましたら、市役所へ電話

等でお問い合わせいただければ個別に対応して

まいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○農林課長（森 秀和）  課税と譲与の中身に

つきましてお答えいたします。 

 森林の有する公益的な機能は、地球温暖化防

止のみならず、国土の保全や水源の涵養等、国

民に広く恩恵を与えるものであり、適切な森林

の整備等を進めていくことは我が国の国土や国

民の生命を守ることにつながる一方で、所有者

や境界が分からない森林の増加、担い手の不足

等が大きな課題となっております。 

 このような現状の下、平成30年５月に成立し

た森林経営管理法を踏まえ、パリ協定の枠組み

の下における我が国の温室効果ガス排出削減目

標の達成や災害防止等を図るための森林整備等

に必要な地方財源を安定的に確保する観点から、

森林環境税及び譲与税が創設されました。 

 森林環境税は、令和６年度から個人住民税均

等割の枠組みを用いて、国税として１人当たり

年額1,000円を市町村が賦課徴収することとさ

れております。 

 また、森林環境譲与税は喫緊の課題である森

林整備に対応するため、森林経営管理制度の導

入時期も踏まえ、交付税及び譲与税配付金特別
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会計における借入金を原資に、令和元年度から

譲与が開始され、市町村や都道府県に対して私

有林人工林面積、林業就業者数及び人口による

客観的な基準で按分して譲与されているところ

でございます。 

 なお、災害防止・国土安全機能強化等の観点

から森林整備を一層促進するため、令和２年３

月に森林環境税及び森林環境譲与税に関する法

律の一部が改正され、令和２年度から令和６年

度までの各年度における森林環境譲与税につい

て、地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動

準備金を活用し、交付税及び譲与税配付金特別

会計における譲与税財源の借入れを行わないこ

ととした上で、森林環境譲与税の譲与額を前倒

しして増額することになっております。 

 以上でございます。 

○土木課長（東 弘幸）  柊原団地の建て替え

計画につきまして、お答えいたします。 

 柊原団地は入居可能な市営住宅の中で最も古

く、昭和35年に建築され、現在２棟10戸からな

る住宅でございます。建築後61年が経過し、現

在は新たな入居は受け付けない政策空き家に位

置づけており、老朽化が著しいため、垂水市公

営住宅等長寿命化計画では、現地建て替えとし

ているところでございますが、柊原地区の地域

づくり計画におきましても、子育て世帯向けの

市営住宅建設の要望を受けているところでござ

います。 

 長寿命化計画の上位計画であります公共施設

等総合管理計画との整合性につきましては、長

く使う、無駄を省く、減らす、増やさないが基

本方針として定められており、先ほども申しま

したが、市営住宅につきましては老朽化した団

地を政策空き家に位置づけ、入居が見込めない

団地は廃止し、建て替えを行う場合は管理戸数

を減らした上で建て替えを行うこととしており

ます。 

 長寿命化計画策定後、第一弾として中之平住

宅の建て替えを実施いたしましたが、建て替え

当時の38戸から20戸へ管理戸数を減らしており、

柊原団地につきましても管理戸数を減らす計画

でございます。 

 以上でございます。 

○総務課長（和泉洋一）  日本郵政への事務包

括受託への進捗はどうなっているかにつきまし

てお答えをいたします。 

 両支所の窓口業務の包括受託につきましては、

日本郵便株式会社様より御提案をいただいてい

るところでございます。日本郵便株式会社様か

らの提案を受けまして、窓口業務を郵便局へ包

括委託を行った場合の課題等について、牛根支

所、新城支所を所管する市民課を中心に関係各

課と提案内容に基づいた協議を令和２年度に実

施し、委託する業務の内容等についても郵便局

側と意見交換を行っております。 

 支所業務の郵便局への包括委託につきまして

は、両地域の皆様の合意形成が図られることが

まず必要であるとともに、今後の本庁舎の機能

等を含めた在り方の検討も支所の方向性を決定

することに少なからず影響があると考えており

ます。 

 また、牛根、新城の両支所は単に各種証明書

等の発行業務だけでなく、避難所開設時の役割

や長い間地域のシンボル的な存在であり、市役

所と地域の皆様とをつなぐ場でもありましたの

で、費用対効果だけでなく、住民サービスの維

持、向上の面からも慎重な検討が必要と考えて

いるところです。 

 なお、昨年、新城地区振興連絡協議会から要

望書をいただいております。その後、住民との

話合いは設定していないところでございます。 

 以上でございます。 

○市民課長（松尾智信）  両支所の利用状況に

ついての質問にお答えいたします。 

 両支所の利用状況につきましては、証明書等

の発行業務が主なものでございまして、令和２



－96－ 

年度の取扱い件数が新城支所での有料証明の件

数1,516件、無料証明書の件数553件、合計

2,069件、牛根支所での有料証明の件数1,215件、

無料証明書の件数96件、合計1,311件でござい

ます。 

 その他、市税の徴収業務や国民健康保険に係

る届出の受付、また各課が行う事業に関する協

力も行っているところでございます。 

 以上でございます。 

 引き続きまして、コンビニ交付事業につきま

して、事業内容の内訳はどうなっているかとの

質問にお答えいたします。 

 事業費でございますが、午前中の堀内議員の

質問にも答弁させていただきましたが、令和４

年度は初期投資としまして2,649万円、翌年度

の令和５年度からは地方公共団体情報システム

機構Ｊ癩ＬＩＳへの運営負担金、システム保守

経費、コンビニ事業者への負担委託手数料、１

件につき117円が必要となりますが、令和４年

度までに事業を開始した場合は事業開始までの

システム構築に係る経費、それから委託手数料

が令和６年度までの特別交付税の対象となるよ

うでございます。 

 以上でございます。 

○感王寺耕造議員  それでは、一問一答ですけ

ど順を追ってやります。 

 まず、光ブロードバンドですけども、こうい

うチラシ、全戸配布はもう垂水市、皆さんのと

こも入っておると思いますね。これはＮＴＴか

ら。また鹿児島県の代行業者さん、ここの部分

も夕方、また土日と祝祭日とか、もう夜遅くま

で回って勧誘なさっている状況であります。 

 今、市民課長から説明があったとおり、私も

資料をもらってきたんですけども、うちの消費

生活相談員さんはいろんな免許も持っておられ

ますし、このような形ですね。また見守り新鮮

情報というような形で啓発していただいている

と。 

 この部分については感謝を申し上げるんです

が、ただ一番私が心配している部分がこの部分

について、2024年以降固定電話のＩＰ網への移

行に伴う部分ですね。この部分について、電話

会社のシステムの切替えが予定してあるわけで

すが、この移行というのが電話機や電話番号を

そのまま使うことができるんですけども、この

辺の知識を皆さん持っていらっしゃらないんで

すよ。私も知りませんでした。消費生活相談員

の方に聞くまでね。だから、昔だったらいい話

じゃないですけども、話はそれますけど、昔は

消防団でも消火器を売っていたんですよ。業者

さんも消防署のほうから来ましたということで、

そういう部分もありました。 

 ＮＴＴさんという部分がもの凄い強い力を持

っている有名な会社ですから、情報の通信の部

分では一番の会社ですからね。そういった部分

でＮＴＴがこうなりますよという部分で、いろ

んな業者さんが悪さするんじゃないかなと心配

なんですよ。この辺について、念を入れてやっ

ていただきたいと。これはもう要望いたします

ので、よろしくお願い申し上げます。 

 ２点目ですね。この光ブロードバンドのほか

に、今現在、どのような相談があるのか、その

点について答弁を求めます。 

○市民課長（松尾智信）  その他、相談の傾向

についての質問にお答えいたします。 

 住宅修繕の相談、ネットショッピングでのト

ラブルが増えているようでございます。 

 以上でございます。 

○感王寺耕造議員  すいません。あっさりと答

えていただきましてありがとう。 

 私のほうでも、以前はサラ金関係ですね。借

金の問題とかいろいろあったんですけど、ここ

２年ぐらいは落ち着いているようです。ただ、

聞くところによりますと住宅修繕ですね。壁の

塗り替えとか、そういった部分が県内各地で起

こっておりまして、また鹿児島、薩摩川内のほ
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うの業者でしたかね。計画倒産して、そのまま

一時金をもらった部分を工事もしないで逃げ回

っているという業者もありますから、その辺に

ついてもいろんな問題が出てくると思うんです

よね。いろんな情報を発信していただきたいと

思っておりますので、もうこれは要望で終りま

す。 

 次に、森林環境譲与税であります。 

 ちょっと待ってくださいね、資料を、今、見

つけますからね。もうこんなぱんぱん進んだら、

あと30分ぐらいで終わるんじゃないですかね。 

 課税等の譲与の中身については、課長の答弁

で理解しましたし、私も資料をいただきまして

分かるところなんですが、ただ、この部分が

年々譲与税の額は増えていきますね。令和２年

から３年までは、資産額で1,149万8,000円、令

和４年度から令和５年度までは1,496万7,000円

と、令和６年度からは1,826万2,000円で固定化

されていくような形であります。 

 要は何を言わんかとすると、だんだん増えて

いくわけですね。こういう部分について、譲与

税の中身について問題点がありまして、これは

市長にお願いしますね、市長。 

 これ市、県の割合も段階的に全然違ってくる

んですね。今、令和２年度は85対15です。市町

村の取り分が85対15ですね。令和４年、令和５

年につきましては、88対12と。令和６年度から

は、この部分が540億円と60億円ということで

だんだん増えていきますね。 

 ここで市長にお願いしたいことがあるんです

よね。それは何かといいますと、この部分の割

合ですね。この分、市町村分の取り分の部分が、

50％が私有林の人工面積です。それで20％が林

業従事者数、これもありますね。だから30％が

人工ということなんですね。だから交付税と一

緒ですね。そういうような積算根拠があって、

だんだん積み上げられていくということ。 

 ここで問題が、人口割なんですよ。本市はも

う皆が御承知のとおり、山、山、山ばかりです。

人口割の部分で計算すると少なくなるわけです

よね。でも、うちはもう80％ぐらいが山なんで

すね。そうなった場合、東京で人工林ですね。

広葉樹も含めてそういう林がないとこは、逆に

これ上がってくるんですよ。 

 この部分はこの制度自体がもの凄い欠陥だと

思うんですけども、この部分については県です

ね。国のほうにも市等のほうから、優秀な市長

ですから、これはおかしいですよという部分を

問題提起していただきたい。そうでないと、き

ちっと対処をしないとまた災害を生むもとにな

りますので、この点について市長の見解を。 

○市長（尾脇雅弥）  今、交付税の話をされま

した。 

 そういう意味では全く同感です。交付税も普

通交付税と特別交付税ということで一定程度、

人口でありますとか、面積で普通交付税は決ま

っていますけども、それ以外の要素ということ

で特別交付税、さじ加減の部分がございます。 

 この森林環境譲与税に関しても、おっしゃる

気持ち、立場としては同感でございますので、

私も大隅代表の理事ですから、しっかりといろ

んな場面を通じてそのことを伝えて、少しでも

条件がよくなるように頑張ってまいりたいと思

います。 

○感王寺耕造議員  精いっぱい頑張っていただ

いて、まず森林を守っていく、また育てていく、

また災害がないような体制づくりといった部分

で、大変に必要なことですので、重ねてお願い

を申し上げます。 

 後は、農林課長にお願いしますかね。 

 森林所有者と林業事業体のマッチングの具体

的な内容ですよね。この部分がやっぱり必要に

なってくると思っているんですよ。それでまた

大型の伐採事業、先ほど20ヘクタール以上はも

うだめだということね。それで分散して切りま

すという方向性は示されて安心したんですけど
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も、一方、大きい事業体ですよね。例えば森林

組合さんとか、あと事業でも大きいところがあ

りますよね。あえて名前は上げないですけど。

南薩のほうに行けば大きい事業者さんがいっぱ

いあります。 

 そういう部分と含めて、また一方で先ほど持

留議員から教えていただいたんですけども、自

伐型林業という部分がやっぱり必要になってい

るんだということで、日本共産党さんのほうで

すね、この部分はきちっと守っていくというこ

とをおっしゃっておりました。 

 具体的に申しますと、鹿児島では阿久根市で

すね。また出水市でこの自伐型林業に取り組ん

でいくということであります。そのためにも自

伐林業の育成と、また収入を増やすような民間

の林家がそのようなマッチングのシステムも必

要だと思うんですが、その点についての見解を

求めます。 

○農林課長（森 秀和）  森林所有者と林業事

業体のマッチングの具体的な内容につきまして、

お答えいたします。 

 現在、国内の人工林の多くが伐採適期を迎え

ており、木を伐採し木材として活用し、また新

たに植栽するという新たな時代に突入しており

ます。 

 しかし、国内の森林所有者１人当たりの所有

面積は、小規模で分散していることや世代交代

により森林所有者自身が森林の所在が分からな

くなっていること。また森林の所在する市町村

に居住していない森林所有者も多くいることか

ら、森林への関心が薄れ、手入れがされない森

林が多く存在している状況となっております。 

 それらの状況を鑑み創設されたのが、森林経

営管理制度でございます。市は森林所有者に対

し、所有者として森林管理の責務を明確化した

上で、今後自身が所有する森林をどのように管

理していきたいか、意向調査を行います。 

 森林所有者が意向調査の結果、市に経営管理

委託を希望された場合、まず市と所有者で森林

経営管理に関する契約を締結します。その後、

市で該当する森林が経営に適するか、適さない

かを判断し、経営に適する森林は意欲と能力の

ある林業経営者として、鹿児島県から認証登録

を受けた林業事業体から企画提案書を徴取し、

選定委員会で決定した事業体へ委託を行います。

また、森林整備により収益が生じた場合には、

所有者に還元することとなっております。 

 このように、森林経営管理制度では、経営管

理が行われていない森林について市町村が仲介

役となり、森林所有者と林業事業体をつなぐ仕

組みが構築されております。 

 続きまして、自伐林業の育成と収入増の対策

はにつきましてお答えします。 

 林業といえば、従来生産性を優先し、幅広い

林道を切り開き、重機を入れ大規模に行うこと

が一般的でした。大型の機械で大量の木を一斉

に切る皆伐ではなく、山の保水機能などを守り

ながら、一部の木を伐採する間伐を少人数で実

施することで、環境への負荷を抑える。長期的

な山林の保全を目的とする自伐林業が、県外の

一部の地域で行われていることは承知しており

ます。 

 本市におきましては、自伐林業による担い手

育成の普及対策は行っておりませんが、林業の

未来にとって重要な取組であることは承知して

おります。まずは、情報収集に努めたいと考え

ております。 

 以上でございます。 

○感王寺耕造議員  今の農林課長の答弁で大体

分かったんですが、ただ、１か所だけ経営事業

体との結びつきですね。この中に黄色になって

いる部分が選定委員会を聞いて、経営に適する

部分については事業体と民間人とマッチングす

るということ。 

 逆には、経営に適さない部分については、こ

の部分の問題はどうなるのよという話が出てき
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ますよね。その後、そういうところについては、

この森林環境事業税というものは全く使えない

ということですかね。その点、ちょっともう一

度確認。 

○農林課長（森 秀和）  人工林、主に杉、ヒ

ノキでございますが、まず意向調査をしまして、

市のほうに任せたいという方については、まず

現場調査もいたします。そこが、経営が成り立

っていくのかということで、まず市に意向があ

った場合には現地調査をし、収益性が見込める

のかなどを調査して、契約を結びます。それを

もって、鹿児島県が認証しております事業体か

ら企画提案書を徴取し、またその林業体は経営

に適するということで私どもが提案した山でご

ざいますので、企画の提案書はあると思うんで

すけども、そこと契約ができれば所有者とほぼ

林業事業体の契約を結んでいただくということ

になります。 

 ただし、その林業事業体のほうが委託をして

くれなかった場合には、原則というか、もう市

の管理になっていきますので、今後、本市にお

きましては、林班図というのがございますが、

76あるんですけども、今、７つしか終わってい

ませんので、今後たくさん市で管理しなければ

ならない森林も出てくると思いますので、その

ために、今、準備として基金のほうに積み立て

ているところでございます。 

 現在、市のほうに契約をしたいというので、

契約をしている経営体は1戸でございます。 

 以上でございます。 

○感王寺耕造議員  なかなか難しい問題がある

ようですね。事業体と結びつけられなかったら

市のほうで管理していくしかないということで、

この分についても大きい問題ですよね。 

 また、新原議員の話の部分でも出ましたとお

り、切ってから２年以内に植栽しないといけな

いと。また造林もしないといけないということ

で、大変大きい問題であります。 

 ただ、ちょっとまた別の問題に移りたいんで、

この問題はこれで、そうね……。大変な意向調

査の部分で私も分かっています。垂水の場合は

大きい林家さんがないですからね。佐多とか向

こうのほうに行けば、何百町と持っている、千

町歩から持っている業者さんがいるんですよ。

そういうとこだと成り立つけども、やっぱ個人

でもう管理できないということですから、でき

るだけ事業体を結びつけるような方策、また市

でどういうような管理方法を取れるのか、森林

組合の御協力もいるでしょうけども、そういう

ことについてこれから真摯に取り組んでいただ

きたいと、これはもう要望にいたします。 

 それと、皆伐という方向よりも、部分的な部

分という部分はあります。この森林については、

60年、70年の仕事であります。先代が植えて木

になるのが３代、４代目ですね。お金になるの

がね。それでまたウッドショック前のが、立米

7,000円ぐらいしかしてなかった。それがウッ

ドショックで立米２万五、六千円まで上がった

からね。それが現在ちょっと落ち着いて、どっ

か立米１万六、七千円だという話も聞いており

ます。 

 結局、何を言わんかとすると、価格の部分で

云々するんじゃなくて、国が主体になって県も

カバーして、市がきちっと森林を守っていくと

いう姿勢が必要でありますので、この点につい

てはお願いいたします。 

 最後に、この問題について所有権者の特定と

隣接の境界についてということであります。 

 現在、本市につきましては、地籍調査が人家

の部分ですね。その辺がやっと終わった状況で、

あと当然、畑の部分に、今、入っていますかね、

田んぼの部分ね。大体、あらで26％ぐらいだと

思うんですよね。 

 ただ、全体的な部分では山林の部分、この部

分が独立行政法人ですね。鹿屋は大学の演習林

が大野にありますから。この部分は独立行政法
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人鹿児島大学の部分の外周だけであるから、そ

れだけで済みますからね。隣接者との合意の部

分でね。だからその部分があって、どうにか

40％なんですよね。そうなった場合に、この所

有地権者の特定という部分が植栽からですね。 

 例えば、杉を何年前に植えた、ヒノキを植え

たということで、植栽の部分であったりとか、

あとは昔は竹を植えたりとかそういう部分もあ

りました。そういう部分ができるんですけども、

実際の山の中に入るかというと、この分、実際

無理ですよね。ドローンを飛ばして、記録して

その部分から類推して、隣接権者の部分との利

害関係を調整するという部分しかないと思うん

ですよ。 

 この部分についても、ドローンの部分につい

ても、前回の部分であと２台ぐらい買いなさい

よと。たった１台28万円だよということは言い

ましたが、市長、副市長も首を縦に振ってもら

えなかったんだけどね。 

 担当課長として、ドローンの部分は絶対これ

は必要な部分だと思うんですけど、担当課長と

してどう思いますか。これがなければ森林の仕

事ができないでしょう。 

○農林課長（森 秀和）  所有者の特定と隣接

地との境界確定につきまして、いろいろと御質

問がございましたところでございますが、現在、

本市におきましては専門員を今年度より会計年

度任用職員として働いてもらっています。 

 やはり専門員に聞きますと、現地に行って林

場、木の種類によって、現地を確認するのがい

いと。その一つの方法として、ドローンも必要

であるということは認識しております。 

 環境譲与税においては、そのようなドローン

も活用できますので、今後検討したいと思って

おります。 

○感王寺耕造議員  譲与税の部分でドローンの

部分も対応できると、そういう答弁であります

ので、よしとしましょう。もう市長、副市長に

お願いするのはもう疲れましたからやめます。 

 次に、住宅政策についてですね。土木課長か

ら真摯な答弁をいただきましたが、確かに柊原

については団地がここしかないんですよね。そ

れも了解しておりますし、また子育て支援の村

づくりですかね、地域づくりの部分で子育て世

帯の部分も入居できるようなということであり

ますので、この部分についてはそういった生産

年齢人口の方々が入られるような部分の視点に

立って、お願いいたします。 

 私がちょこっとこの柊原の部分については賛

成いたしますけども、ただ気になっている部分

が結構空き家率が多いんですよね。市営住宅に

ついては、政策空き家を含むところで13か所、

ここは73％ですね。それで、政策空き家を含ま

ない市営住宅は７戸で、これは82％ですよね。 

 ただ、定住促進住宅ですね。この分、第２二

川、第２新城麓、第２海潟、錦江町定住、水之

上定住ですね。この分が60％なんですよね。何

を言うかとすると、入居率が低いということな

んですよ。しかも、柊原団地については了とし

ましたけども、ただその後も建て替えの予定が

出ていますね。柊原についてはいいですね。 

 下宮の簡易の平屋の部分ですね。この分につ

いても、令和７年度４戸、令和８年度６戸、牛

根二川と牛根麓につきましては、令和９年、令

和10年で４戸、４戸建築するような計画になっ

ているわけです。 

 そうした場合、先ほどあった入居率ですね。

公営住宅の入居率が低いという部分で計画にあ

るんだけど、先ほど冒頭で言いましたように、

この分を減らす、増やさないという部分にやっ

ぱこれはおかしいんじゃないのという部分はあ

りますけども、この柊原団地はいいですけども、

ほかの部分の下宮、牛根二川、牛根麓について

は、今後の人口の推移という部分を見て、見直

すという考え方もあるんですかね。その点だけ。 

○土木課長（東 弘幸）  長寿命化計画でござ
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いますけども、議員がおっしゃられるように、

牛根二川、牛根麓、平成39年度ですので、令和

で言いますと、令和９年度ですかね。建て替え

という計画になっています。 

 ただ、この長寿命化計画は、５年ごとに一応

見直すということになっておりますので、当然

その際、人口がどういうふうにあるのかという

のを考慮に入れて、また計画の見直しというの

は、随時５年ごとに行うという計画で動いてお

ります。 

○感王寺耕造議員  中之平団地でも、公共単価

ということで、１棟当たり3,000万超でしたよ

ね。何を言おうかとするのはね、計画を立てる

のはいいんですよね。ただ計画を立てて入らな

かった場合ですよ。はっきり言ってどうするん

だという話になるんですよ。だから結局人口の

推移を見て、また地元の方々の私邸も含めて、

そういうのに必要性があるのか、またその地域

の要望、その部分がぜひとも必要な部分なのか

という部分も勘案しながら頑張っていただきた

いと思っています。 

 次に、教職員住宅の問題であります。 

 教育長、お待たせしました。あそこですよね。

資料どこやったかな。教育委員会の部分がどこ

やったかね。教育委員会の部分が、あそこが７

戸でしたか。７戸、７戸でしたか。８戸、８戸

でしたか。８戸、８戸、16戸で、それで７戸し

か埋まっていないんでしたよね。比較的きれい

な建物なんですよね。 

 教育長も、さきの議会で憲法違反すれすれじ

ゃないけど、新任の先生にはお願いしています

ということでしたね。強制はできないですから。

それは努力は認めるんですけども、もし、今の

部分で16戸あって、７戸しか埋まっていない部

分であれば、片一方のほうは空いちゃうわけで

すよ。そこら辺の利活用という部分も考えらえ

ると思うんだけど、教育長の見解としてどうで

すか。 

○教育長（坂元裕人）  実は、感王寺議員も御

承知だと思うんですけれども、今、この住宅25

年も建ってから経過しているんですよね。24年、

25年というところで、やはり手を入れる必要が

あるということで、ある程度お金をかけずに内

装をリフォームして、いい環境の下で住んでい

ただきたいということで、実はこの空いている

部分も来年度の新採用にというところで、当て

込んでいるわけですね。 

 ちなみにこの方針というのは、県教委をまず。

県教委を各市町で住宅を持っておられるところ

はそこを推薦される可能性があるから、自分勝

手に動かないようにという、そういうふうな指

導をまず初任者にいたします。 

 それを受けて、私どものほうへ初任者が連絡

したときに、私のほうからできるだけ地元に住

んでくれと、地元を知るって大事だよねと、そ

していろんな教育活動にまた地元で貢献してく

れ、関わってほしいということは申し上げてい

るわけですよね。 

 そういうこともあって、来年度も数は言えま

せんけどもある程度見込んでいるというところ

で、今後も計画的にそういうふうにして入れて

いくつもりでおりますので、そのところは、ま

た今後、児童生徒の数によってはその新採の数

も減ってくる可能性もございますので、そうい

う推移を見守りながら、今後考えていく必要は

あるのかなというふうに思っております。 

○議長（川越信男）  ここで申し上げます。本

日の会議は議事の都合により、あらかじめこれ

を延長します。 

○感王寺耕造議員  教職員住宅を活用する方向

ということで、それはそれでいいと思います。 

 あと土木課長、企画政策課長もなんですけど

も、曽於市はもう公営住宅は新設しないという

形で空き家の有効活用という部分を図られてい

るということなんですよね。 

 この辺の部分も、今後の課題ですので勉強し
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ていただいて、新設ではなく空き家を有効活用

して、地域の人口を増やしていくという方策も

必要ですので、この点については要望していき

ます。 

 両支所の現状の部分ですよね。利用状況につ

いていただきましたけども、令和元年度と比較

して、新城支所も牛根支所も減っているんです

よね。当然そうですよね、人口も減っているか

ら。 

 令和元年度での対比を見ますと、令和２年度

の件数ですると、これは新城支所分が2,069件

ということで、対前年度120件の利用の減とい

うこと。そして、手数料については８万4,750

円の減です。牛根支所に至っては、利用件数で

この部分で、総数で1,312件、173件減っており

まして、有料の利用料が９万円減っていくとい

うことなんですよね。 

 総務課長から、その後の新城の住人たちとの

やり取りはということで、ないということなん

ですよね。極めて残念であります。市長が住民

の意向を聞いてということでしたね。 

 それで私も一般質問で問題提起をしました。

やっぱり日本郵政が公的な機関というところで、

法的な知識もいっぱい持っておられます。例え

ば、相続登記一つに取ってみても、この分につ

いても何と何が必要なのかという部分が分かる

わけですよ。公務員の皆さんと一緒で、分かる

わけですね。 

 それで、また今現在、両支所とも３名、３名

の会計年度任用職員でやっていると。一方本庁

のところは職員不足だということも問題提起さ

れました。 

 それで、コロナ対策の部分で周辺機器もそろ

えられますということも申し上げました。年間

の手数料が大体、新城だけで二百四、五十万程

度だということも申し上げました。 

 また、新城の世帯が529戸あります。そのう

ち288戸の署名を集められて、振興連の協議会

の会長さんも口頭で説明があられたと思うんで

すよ。新城の住民合意というやつはできている

と思うんですけども、この部分について何ら議

論しないで、びっくりしたのが、後のコンビニ

交付金事業ですね。 

 何でこのままほったらかしにしていたんです

か。これ大事な問題ですから、市長お願いしま

すよ。 

○市長（尾脇雅弥）  日本郵政さんと両支所と

の関係、もともとは牛根支所からの相談がござ

いました。 

 牛根の郵便局が古くなっておりましたので、

支所の中に入れないかという御相談がスタート

でございました。検討した結果、なかなか難し

いということで、別途ということを、今、検討

されているようでございます。 

 その後、新城のほうから相談がありまして、

いろいろ先ほど総務課長が申し上げたように検

討している段階でありますけれども、なかなか

先ほど署名ということで半分ぐらいとおっしゃ

ったんですけども、私も直接いただきましたが、

回覧に近いようなものがかなりの割合でござい

ましたし、中の皆さん方からもそんなつもりで

はなかったというようなお話もございましたの

で、ここはしっかりともう一度精査してやるべ

きだと思いますし、何より大事なことは、郵便

局さんのお仕事が支所に入ってくるといいとい

うことも分かるんですけれども、まずは垂水市

として先ほど申し上げました本庁舎の機能をど

うしていくかということが本分でありまして、

それと同時に支所の機能をどうしていくのかと

いうことも総合的に判断をしていかなければい

けませんので、先ほどおっしゃったような形で

協議はしなければいけないと思いますので、こ

れが、今、止まっている状況ということはよろ

しくないと思いますので、そのことからまたど

んなお考えで、どういう状況なのかというのを

協議はしている。何か相談はあるんですかね、
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その後。（発言する者あり）その後はない。そ

の辺のところから、再度始めたいというふうに

思います。 

○感王寺耕造議員  ５時の鐘が鳴りましたけど、

頑張ります。 

 いいでしょう。支所の問題についてはきちっ

とやっぱ総務課長、一応こういうお願いがあっ

たわけですから、その辺の部分はしっかりと精

査していただくべきだったと思うんですよね。 

 今年で終わられますけども、その辺のところ

をきちんと後任に伝えてお願いします。これは

もう終わります。 

 コンビニ交付事業ですね。この部分がマイナ

ンバーの活用率という部分がもの凄く低いです

よね。うちで幾らでしたかね。資料どこやった

かな。三十何％だったかな。何％でしたか。 

○市民課長（松尾智信）  本市のマイナンバー

カードの件数につきましては、令和４年２月９

日現在で、交付率が36.77％、交付枚数が5,252

枚でございます。 

 以上でございます。 

○感王寺耕造議員  もう１回お願いします。 

○市民課長（松尾智信）  交付率が36.77％、

交付枚数が5,252枚です。 

○感王寺耕造議員  そうですね。朝の質問の部

分で、課長が利便性の向上、またコロナ対策と

か、職員の負担軽減ということをおっしゃった

んですよね。 

 私が一番危惧している分が、マイナンバー

カードの部分が普及率が低いということなんで

すよ。全国的にもね。これは何でかというと、

私から言うと国の施策が悪いからですね。国民

を丸裸にしようとしているからですね。多分、

それの部分の合意形成ができないから皆さん取

っておられないと思うんですね。公務員の皆さ

んは職員の皆さんは、義務的な形でみんな取っ

ていらっしゃるでしょう。家族もね。 

 そういうマイナンバーカードを利用して交付

事業をするわけですから、一体幾らの活用があ

ったのかという部分が、そこが私は疑問に思う

わけです。 

 それで市民課長として、先行市の利用状況で

すね。計画をするに当たって。コンビニ交付事

業を使っているところを調べて、それで利用状

況がどんだけであったのかという部分をやった

のかという部分を１点だけ確認。 

 それであと時間がないので、財政課長この部

分については特交のほうで２分の１返ってくる

ということで、クラウドシステムについては返

ってきますね。 

 ただね、Ｊ癩ＬＩＳへの運営負担金、システ

ム事業者の保守経費という部分が、今年度の予

算では１か月分から見ていないわけですね。維

持経費の部分が年間662万4,000円、これ毎年か

かってくるんですよ。しかも、特交の２分の１

が、これは確か令和６年度までだったね。令和

７年度からまるまるこれだけかかるんですよ。

こんなものが必要なのかと思うんです。未実施

市が少ないという部分は、今、計画していると

いう部分が肝属管内でもほとんどだと。あと残

されたのが、垂水が今回取り組んだら取り組む

でいいけどね。東串良ね。もう私、町長と友達

ですけど、電話かけたらうちはやりませんとい

うことです。そんな銭はうちにはないと。それ

だけ銭があればどれだけ道路を造れるかと言わ

れました。 

 この部分について、特交を使わずに、財政課

長として新型コロナウイルス感染症対応地方創

生臨時交付金、この部分の三次の出動もあった

でしょうが、何でこれ活用しなかったのか、簡

潔明瞭に２名とも。 

○市民課長（松尾智信）  他市の利用状況はど

うだったのかということで調べたのかというこ

とでしたけれども、申し訳ございませんけれど

も、調べていないところです。 

○財政課長（濵 久志）  感王寺議員の地方創
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生臨時交付金をなぜ使わなかったのかというこ

とでございますが、今回、市民課長から説明が

ありましたように、特交の対象になると。令和

６年度までの特別交付税の対象になると。費用

の２分の１が特交で算定されると。 

 これはルール分という特交ですので、ルール

分ですね。必ず算定されるルールにのっとった

交付ですので、通常の交付の基準が分からない

特交ではないということですので、特交を申請

するということで予算措置をしております。 

 しかし、この臨時交付金事業をこの事業に使

った場合、特交の対象にはなりませんので、財

政課としましては、これは一般財源で、特交を

もらって事業をしたほうが有利であるという判

断をいたしました。 

 臨時交付金事業については、ほかのコロナ対

策に活用しようという考えで、今回、このコン

ビニ事業については一般財源を活用したところ

です。 

 以上です。 

○感王寺耕造議員  市民課長をいじめるわけじ

ゃないんですけど、どの担当課でもそうですね。

真剣に事業を起こす場合は、実際やっている市

を調査して、実際、年間いくら利用者がいるの

かということですよ。私ね、これ本当、心配し

ているんですよ。利用率が年間で多分100件い

くのかなと、もの凄い疑問に思うんですよ。そ

の部分に今年度2,600万ですか。単年度で毎年

620万もかけていいのかということですよ。新

規事業を立ち上げると、市長、これスクラッ

プ・アンド・ビルドと言いますけどね。簡単に

つくった部分は、簡単にスクラップできないん

ですよ。 

 最後になります。その点については、今後、

全課長ともきちっとその辺の新規事業を立ち上

げる部分においては、きちっと調査も研究もし、

こういう部分が必要だからということをきちっ

と示していただきたいということをお願いして

おきます。 

 最後に、財政課長、答弁も残っていますよ。 

 じゃあ具体的に特交を一般財源から出してね、

特交で２分の１戻してもらうほうが、私が言っ

た臨時交付金ですね。これは三次のその部分と

比較して、一体幾ら有利だと判断したんですか

ね。数字で示してくださいよ。 

○財政課長（濵 久志）  数字ではちょっと示

すことはできないんですが、この本年度の予算、

2,600万円を臨時交付金を活用した場合、その

2,600万がコロナ対策の経費として使えないと

いうことになります。ですので、一般財源で事

業をやれば、２分の１は特交で交付されるとい

うことですので、その分事業費が幅広く使える

という判断でございます。 

 以上です。 

○感王寺耕造議員  財政課長、要はコロナの終

息に向けてお金を使いたかったというのが最大

の理由ですか。 

○財政課長（濵 久志）  はい。 

○感王寺耕造議員  それだったら納得しましょ

う。はい、分かりました。 

 最後になりますが、先ほどの新原議員も締め

られましたけども、私も最後、御挨拶したいと

思います。和泉総務課長、それと園田総括監、

また才原消防署長、農林課長補佐の瀬脇さん、

今年で御退職であります。それぞれ再任用の道、

会計年度任用職員の道も歩かれると思いますし、

また新たな道も歩かれると思っております。今

まで本市の市政発展について、真摯に取り組ん

でこられたことに、誠心誠意感謝を申し上げま

すし、本当ありがとうございました。 

 また、私もまだ若かったもんですから、議場

で机をたたいたり、どなったりしましたけども、

それもいい思い出だとお許しいただければと思

っております。 

 最後に、４人の皆様の御健勝をお祈りします

とともに、今後ますます本市への御助力をいた
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だければと思いまして、お願いしましてお礼と

いたしまして、私の一般質問を終わります。ど

うもありがとうございました。 

   △発言の申出について 

○議長（川越信男）  ここで、市民課長から発

言の申出がありますので、これを許可します。 

○市民課長（松尾智信）  午前中の堀内議員の

コンビニ交付事業についての事業内容と実施時

期の答弁の中で、令和４年度まで実施した場合、

運営負担金も特交対象と答弁させていただきま

したが、対象ではないようです。訂正してお詫

びいたします。申し訳ございませんでした。 

○議長（川越信男）  本日は、以上で終了いた

します。 

   △日程報告 

○議長（川越信男）  次は、明日午前９時30分

から本会議を開き、総括質疑及び一般質問を続

行いたします。 

   △散  会 

○議長（川越信男）  本日は、これをもちまし

て散会いたします。 

午後５時11分散会 
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令和４年３月４日午前９時30分開議 

 

 

   △開  議 

○議長（川越信男）  おはようございます。定

刻、定足数に達しておりますので、ただいまか

ら本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程は、お手元に配付いたしたと

おりであります。 

   △令和４年度施政方針並びに各会計予算

案に対する総括質疑・一般質問 

○議長（川越信男）  日程第１、昨日に引き続

き、令和４年度施政方針並びに各会計予算案に

対する総括質疑及び一般質問を続行いたします。 

 それでは、通告に従って順次質疑及び質問を

許可いたします。 

 最初に、13番、篠原 則議員の質疑・質問を

許可いたします。 

   ［篠原 則議員登壇］ 

○篠原 則議員  皆さん、おはようございます。

昨日、今日とすばらしいこのお天気でございま

す。こういう天気、児童生徒、マスクを外して、

元気いっぱい駆け回っていただきたいような気

がしますけれども、そういう今までどおりの生

活に早くなることを願っております。 

 議長のお許しを頂きまして、質問をさせてい

ただきます。 

 昨日はまた、感王寺耕造議員におかれまして

は、柊原の住宅事情まで心配していただき、あ

りがとうございました。心から感謝申し上げま

す。 

 そういうことでございますけれども、今、中

央地区におきましては、民間の多くの集合住宅

が建っているようでございます。しかしながら、

どうしても民間は利益を追求するわけですので、

入っていただけないと困るということで、中央

地区以外は、新城から牛根、大野まで、全くそ

ういう民間の集合住宅は建っておりません。 

 そういう意味からも、市営住宅、ぜひ地域の

要望を聞いて、新城から牛根、大野のほうも要

望があるようでございますが、そういう観点か

ら、ぜひ市営住宅、地方のほうに整備していた

だきたいと思います。今回は柊原のほうに建設

をしていただくということでございます。ぜひ、

希望者が殺到するような、すばらしい住宅を建

設していただきたいとお願いいたしまして、次

の質問に入らせていただきます。 

 「そろそろ、あなたもマイナンバーカード」

というお知らせといいますか、案内が各家庭に

２月初め、配布されていたようでございまして、

この件について質問をさせていただきます。 

 国内に住所を持つ全ての人に12桁の番号を割

り当て、行政の効率化や国民の利便性の向上、

公平・公正な社会を実現する社会基盤として、

マイナンバー制度が平成28年に発足しておりま

す。 

 このマイナンバーの活用は、社会保障、税、

災害対策の３分野に限定されておりましたが、

コロナ対策の給付金申請やワクチン接種管理の

活用、さらに公的給付金の受け取りや口座と個

人番号のひもづけの検討がなされているようで

ございます。 

 令和３年12月にデジタル社会実現のための重

点計画が閣議決定され、令和４年に３分野以外

に利用範囲を広げる検討を進め、国民の理解が

得られたものについては、令和５年に改正する

ことになっているようでございます。このよう

に、国は急速にデジタル社会を推進し、国民の

利便性を高めようとしております。 

 また、国がデジタル社会を推進する一つに、

少子高齢化に伴い、働き手が激減する日本社会

において、人手に依存した行政サービスは限界

があり、特に地方はサービス水準を将来にわた

って維持することが非常に難しいとも言われて

おり、人手不足に対して、今のうちからデジタ

ル化を進めなければ、10年後は手遅れになって
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しまうとの理由もあるようでございます。 

 そのような中、政府がデジタル化の要の位置

づけとしているのが、マイナンバーカードの普

及であるようでございます。このマイナンバー

カードは、市民の申請により、今のところ、無

料で国から交付され、氏名、住所、生年月日、

性別に加え、個人番号が記載された顔写真つき

のプラスチック製カードとなっているようでご

ざいます。 

 国は、マイナンバーカードを令和４年度末ま

でにほぼ全ての国民に行き渡せることを目指し

ているようでございますが、そこで、国、県、

本市のマイナンバーカードの交付率について教

えていただきたいと思います。 

 次に、相続未登記について質問をさせていた

だきます。 

 国内全ての市町村に言えることかと思います

けれども、空き家や廃屋となった宅地、耕作し

ない農地など、つとに増えてきている傾向にあ

るように思われます。その中には所有者が不明

のものも多く存在し、固定資産税の賦課にも苦

慮されるケースがあるかと思っております。 

 固定資産台帳上の所有者が死亡し相続権者が

はっきりしないものや、相続権者自ら相続放棄

し所有者が存在しない土地、家屋が本市におい

てどれくらいあるのか、教えていただきたいと

思います。 

 また、所有者の分からない土地、家屋につい

てはどのように賦課されているのか、教えてい

ただきたいと思います。 

 次に、農業委員会事務局長の併任解消につい

て。 

 令和２年度まで、総務課長が監査事務局長を

併任しておりましたが、令和３年４月に併任が

解かれ、専任の監査事務局長が配置されたこと

により、監査体制が強化されたと思っておりま

す。 

 これに対し、平成17年４月から、農業委員会

事務局長は農林課長の併任となっております。

そのため、令和３年度においては、農林課長は

農政係、振興係、林務耕地係、加えて農業委員

会事務局長を併任し、農業委員会の４係職員15

名、農業委員10名、農地利用最適化推進委員10

名を管理して、業務を課長補佐と管理している

状況でございます。以前は、農林課長、耕地課

長、農業委員会事務局長の３名の管理職で対応

していた業務が、現在、補佐はいるものの管理

職は１人、常に多忙を極めている状況ではない

かと思っております。 

 農業委員会は、本来、独立した行政委員会で

あり、単独の事務局長を配置すべきであると思

っております。担い手の育成、遊休農地対策、

農地の集積等、農業委員会の重要性は以前にも

増してきているようでございます。農業委員及

び農地利用最適化推進委員の活動を支え、本市

の基幹産業である農業振興のために、農業委員

会事務局体制を強化する必要があることから、

農業委員会事務局長は専任の管理職を配置すべ

きであると考えますが、お考えをお示しくださ

い。 

 これで第１回目の質問を終わります。 

○市民課長（松尾智信）  おはようございます。

マイナンバーカードの交付状況についての質問

にお答えいたします。 

 現在の国、県及び本市でのマイナンバーカー

ドの交付率でございますが、令和４年２月６日

現在で、国が交付率41.87％で交付枚数が5,302

万5,489枚、県が交付率39.4％で交付枚数が63

万7,379枚、本市では交付率が36.77％で交付枚

数が5,252枚でございます。 

 以上でございます。 

○税務課長（橘圭一郎）  お願いします。相続

放棄地等の固定資産税の賦課につきましての御

質問にお答えいたします。 

 固定資産税賦課につきましては、１筆、１棟

ごとの賦課でなく、所有者ごとに賦課いたして
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おります。 

 その中で相続人が相続放棄した土地や家屋な

ど、計上するのが困難でございますことから、

令和３年度賦課において、相続人不明などによ

り送付できなかった納税通知書は175通に上り、

土地の筆数として596筆、家屋棟数は255棟が対

象となり、税額として223万円となっておりま

す。 

 この通知不能分の納税通知書につきましては、

公示送達した上で課税保留としており、その後

の調査等により相続人が判明した場合は課税保

留を解除し、改めて賦課いたしております。 

 本課におきましては、引き続き相続人調査に

努めるとともに、法務局と連携しながら、令和

６年４月施行予定の相続登記義務化や令和５年

４月施行予定の相続土地国庫帰属制度等を周知

し、所有者不明の固定資産の解消を図ってまい

りたいと考えております。 

 以上でございます。 

○総務課長（和泉洋一）  おはようございます。

農業委員会事務局長の専任についての御質問に

お答えいたします。 

 本市においては、本格的な行財政改革に取り

組んだ平成17年４月以降、農業委員会事務局長

は農林課長が併任する状態が継続しております。 

 議員、御指摘のように、市のそれぞれの業務

を円滑に進めるためには、行政委員会を含め、

全ての職員を専任で配置することが望ましいと

は考えておりますが、限られた人材を有効に活

用するために、一部、併任辞令を発令している

ところでございます。 

 平成28年に施行された農業委員会制度改正で

は、事務局体制の強化として、専任職員の確保、

職員の在任期間の長期化等を行っていくことが

課題とされておりますが、本市においては、事

務局長以外の職員については専任職員を配置し

ているところです。 

 農地利用の最適化を主な使命とする農業委員

会の事務局長を農政部局の長である農林課長が

併任することの農政推進上でのメリット、また

デメリットや、職員定数管理の観点からそれぞ

れの業務量の状況なども見極める必要があるこ

とから、農業委員会事務局長の専任については、

今後の検討課題とさせていただきたいと思って

おります。 

 以上でございます。 

○篠原 則議員  マイナンバーカードの、先ほ

ど、国、県、市の交付率を教えていただきまし

たけれども、国の目標である、令和４年度末ま

でにほぼ全ての国民にマイナンバーカードを行

き渡せる目標には、ほど遠い数字じゃないかと

思っております。伸び悩んでいる原因について、

取得することのメリットを市民が感じていない

のではないかと思います。 

 そこで、このカードの具体的な取得に対して

のメリット、またはデメリットがあれば、教え

ていただきたいと思います。 

○市民課長（松尾智信）  マイナンバーカード

の取得のメリット及びデメリットについての質

問にお答えいたします。 

 カード取得のメリットにつきましては、主に

本人確認の際の公的な身分証明としての利用、

健康保険証としての利用、またコンビニでの住

民票などの各種証明書の取得、オンラインでの

確定申告に利用、さらにマイナポイントの取得

もございます。今後は、新型コロナワクチンの

接種証明書としての活用、さらに令和７年３月

までには運転免許証との一体化も可能となり、

住所変更時にも、市町村へ住所変更届を提出す

れば、警察での届出が不要となります。 

 一方で、デメリットにつきましては、カード

発行自体にデメリットはありませんが、カード

には有効期限がありますことから、有効期限到

来までに更新の手続が必要となっております。 

 以上でございます。 

○篠原 則議員  ありがとうございます。 
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 次は、マイナンバーカードの申請方法、特に

高齢者の支援についてお尋ねをいたします。 

 マイナンバーカードについては、メリット、

デメリットあるようでございますが、現在、コ

ロナ禍の中で、生活支援金等の様々な支援がな

されているようでございますが、申請等が煩雑

であり、マイナンバーカードがあれば簡単に手

続できるとのことで、現在、政府はマイナン

バーの関連データのひもづけを進めており、

カード取得について国民に大々的に宣伝をして

おります。 

 しかし、当初はマイナンバーとひもづけがさ

れていなかったこともあり、申請に時間を要し、

また申請の遅れ、さらには交付金等の給付も大

分遅れたようでございます。 

 実際、高齢者にとっては、専門的な用語はも

ちろん、カードの利便性や必要性すら理解でき

ないことが多く、さらにデジタル的なものにア

レルギー的な反応を示していらっしゃる方もい

らっしゃるようでございます。そのようなこと

から、カードを自力で申請することは至難の業

とも言えますが、高齢者自体、カード申請の手

続等に大変不安があるのではと思っております。 

 正直、私もカードは作っておりませんけれど

も、カードについて、今後、高齢者の加齢によ

る衰えから生活を守る手段の一部としての活用

が期待できるものと考えておりますので、高齢

者の視点に立った支援、カード制作についての

高齢者の申請手続について、市の取組はなされ

ているのか、教えていただきたいと思います。 

○市民課長（松尾智信）  マイナンバーカード

の申請方法、高齢者支援についての質問にお答

えいたします。 

 マイナンバーカードの申請方法につきまして

は、本人が関係書類を添えて郵送で申請する方

法、またインターネットで本人が申請する方法、

さらに本人が確認書類、運転免許証等を持って

市役所へ来庁し市民課で申請する３つの方法が

ございます。担当課といたしましては、高齢者

に限らず、問合せ等がありましたら、市民課で

の申請を勧めているところでございます。 

 申請方法につきましては、市報やホームペー

ジ、チラシにより周知を行ったところです。ま

た、税の申告会場においては、職員が申請のお

手伝いをさせていただきました。 

 また、今年度、新たにマイナンバーカード申

請に特化した土日の臨時開庁を行ったほか、６

月に開催しました行政連絡会において、各振興

会や様々な集会、行事等において、職員が会場

に出向いて申請を行う出張申請サポートを実施

する旨の御提案をさせていただきました。この

結果、新城地区の４振興会から出張サポートの

申請があり、22名の皆様に申請を頂いたところ

でございます。 

 しかしながら、高齢者の方々にとりましては、

申請が煩雑であるように感じられ、抵抗がある

方が多いようですので、市役所に来庁していた

だければ、写真撮影や申請を職員が手助けし、

費用もかからず簡単にできますとチラシなどに

より周知を行っているところです。市役所で申

請された高齢者の方々は、短時間で簡単に申請

手続が終了することから、「こんなに簡単にで

きるのだったら、早く来ればよかった。親戚や

友人にも教えます」と言われ、帰っていかれる

方が多いところです。 

 今後も、一人でも多くの高齢者の方々が手軽

に申請していただけるよう周知を徹底いたしま

して、普及率の向上に努めてまいります。 

 以上でございます。 

○篠原 則議員  ありがとうございました。先

ほど申し上げましたとおり、私もまだ作ってお

りませんけれども、生きていく上で不自由はし

ておりません。しかしながら、私の知り合いが、

課長のところの係長にちょっと相談をして、勧

められて、カードを作ったそうでございます。

そして、昨日、申告に行ったそうでございます
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けれども、便利だということでございましたの

で、私もせっかく質問したことですから、早速

作りたいと思いますので、よろしくお願いいた

します。 

 次に入ります。 

 相続未登記について、相続放棄の件について、

２回目の質問をさせていただきます。 

 通常、固定資産の不動産の所有者が死亡によ

り課税が困難な場合、相続権者が対応するもの

と思っておりますが、税務課において、それら

の指導を行っているのか、お聞かせいただきた

いと思います。 

○税務課長（橘圭一郎）  所有者死亡に伴う固

定資産税の賦課につきましては、行政手続の際

に、来庁された相続人に相続人代表届の提出を

求めるとともに、登記における所有権移転を案

内しております。また、相続人が不明な場合は、

相続人調査により、対象となる相続人へ同様の

手続を依頼しているところでございます。 

 なお、相続放棄につきましては、相続人の権

利でありますことから指導することは困難でご

ざいますが、相続人全員が相続放棄するなどの

条件によっては、民法第940条の規定により、

相続放棄者に管理義務が及びますことから、他

の相続人への引継ぎや相続財産管理人による相

続財産の清算を案内しているところでございま

す。 

 以上でございます。 

○篠原 則議員  ありがとうございます。近頃

よく聞くわけですけれども、あの土地は相続を

放棄したというような話をよく聞くわけですけ

れども、その後、所有者が死亡し、相続権者が

相続を放棄した土地等については最終的にはど

うなるのか、教えていただきたいと思います。 

○税務課長（橘圭一郎）  死亡された方が所有

している不動産は、相続人が相続登記すること

により、売却したり、担保として融資を受けた

りすることができるほか、後々の代において、

遺産をめぐる関係が複雑化して手続が行えない

という事態を未然に防ぐことができます。 

 その一方で、相続登記がなされない原因とし

て、相続対象不動産や相続人の調査、必要書類

の収集などに多大な手間や時間を要すること、

相続人同士の遺産分割協議が不調となり手続が

進まないことなどが考えられます。また、これ

まで、相続登記に期限や義務がなかったことも

一因であると思われます。 

 相続登記に係る事務手続については、専門家

である司法書士等に依頼することも可能ですが、

報酬や必要書類取得の経費等の負担が必要とな

ります。このため、特に資産価値や利用価値が

低い不動産の相続人は、手間や費用をかけてま

で相続登記を行わず、相続人全員が相続放棄に

至ることもあります。この場合は、登記上の所

有権が移転しないことから、管理不全の資産と

なることが懸念されます。 

 また、相続財産が担保設定されているなど、

債権者が存在している場合は、相続人全員が相

続放棄することが多く、相続人自身や債権者な

どの利害関係人、または検察官からの請求を受

けて裁判所で相続財産管理人が選任され、この

相続財産管理人により、債権者への弁済等の手

続を図ることとなります。さらに、債権清算後

に財産があれば、国に帰属させることになりま

す。 

 このように、様々な要因により相続登記がさ

れない不動産が現存しますが、先ほどもお答え

いたしますように、本課においては、法務局と

連携しながら、令和６年４月施行予定の相続登

記義務化や令和５年４月施行予定の相続土地国

庫帰属制度等を周知しながら、相続登記がなさ

れない不動産の解消を図ってまいりたいと考え

ております。 

 以上でございます。 

○篠原 則議員  相続放棄した土地については、

相続人が複数いた場合、相続人を管理し、最後
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に相続放棄した方が継続して管理しなければな

らないということですね。ありがとうございま

す。 

 そういうことで、相続放棄については、大変

いろんなお話を聞いているわけです、問題をで

すね。特に各課、事業を進める上でいろんな影

響があると思いますけれども、土木課長、代表

して、何か影響があれば、教えていただきたい

と思います。 

○土木課長（東 弘幸）  おはようございます。

道路事業に及ぼす影響につきましてお答えいた

します。 

 平成21年度より、内ノ野線の拡幅工事を実施

しておりますが、計画延長1,780メートルのう

ち、改良済み延長が1,480メートル、改良率

83％となっているところでございます。平成25

年度は280メートル、平成27年度は177メートル

と順調に改良延長が伸びておりましたが、平成

28年度以降は100メートル程度の改良延長とな

っており、本年度は70メートルにとどまってお

ります。 

 この原因につきましては、残りの土地がほぼ

相続未登記の土地であり、現在、用地交渉を行

っておりますが、なかなか同意を頂けない状況

でございます。相続人が31人とかなり多い用地

がございますが、相続者が多くなればなるほど、

全員からの同意は難しくなる状況でございます。 

 国道220号につきましても、お気づきのこと

とは思いますが、改良済みであるにもかかわら

ず、一部未施工の土地がありますが、相続未登

記の土地であり、未同意であるとお聞きしてい

るところでございます。 

 以上でございます。 

○篠原 則議員  そういうことで、いろんなと

ころに影響があると思いますけれども、私、よ

く農家の相談事で土地改良区に寄らしてもらう

んですけれども、そこでも相続未登記の件が出

まして、何とかしてくださいよと言うんですけ

れども、俺には何もできんと言うんですが。 

 そこで、土地改良区としてはどんな問題があ

るかといいますと、相続人が複数いて、相続が

決まらないため、賦課金が支払われないと、未

収であると。親の代で売買しているが、登記変

更が行われていないため、子や孫の代になった

とき、自分の子孫の土地ではないと言われ、ま

たこれも賦課金が未収であると。兄は相続放棄

を行っているが、相続人が妻の兄弟へとなり、

宅地については相続登記しているが、農地は相

続未登記であると。また、相続調査を行い、相

続人の所在が判明し賦課通知を行っているが、

何の返答もないということでございます。また、

全く相続人がいらっしゃらないところもあるよ

うでございます。 

 また、関係者ですね、相続人を含めた。そう

いう方が、値打ちのあるといいますか。宅地は

相続しても、もう畑なんかは要らんというよう

なことで、相続をしていない方もいらっしゃる

ようでございます。 

 そういう中で、土地改良区におきましては、

賦課金の未収が年々膨れ上がっているようでご

ざいます。ぜひ、何とかしていただきたいと思

いますが。 

 もう一件、私、知ってる土地、宅地１筆、畑

２筆、相続放棄確定という土地があるんですよ

ね。それを、誰か知ってる方がいらっしゃいま

したら、教えていただきたいと思います。 

 ということで、この相続放棄確定という土地

は何なのかと。国のものなのか。誰のものなの

か。宙に浮いている形なんですよね。これがど

うもやっかいなもので、宅地としては隣近所に

迷惑をかけていると、畑にしても、また耕作放

棄地で迷惑をかけているというようなことで大

変困っております。 

 そういう中で、この南日本新聞の２月19日の

記事、「不明土地解消へ自治体に補助金」とい

うような記事がございました。ぜひ、また、国
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が配る特別交付税も支援するというようなこと

でございますので、何かよか手だてをみんなで

考えていただいて、解決していただきたいと思

っております。 

 また、先ほど課長のほうから御答弁がござい

ましたけれども、不動産登記の見直しとか、令

和５年、６年、いろいろ改正されるようでござ

いますんで、ぜひそういうところも参考にしな

がら、こういう市民が困っている事柄を解決し

ていただきたいと思います。 

 これで、相続未登記については終わります。 

 次に、農業委員会事務局長の専任についての

２回目をお尋ねいたします。 

 農業委員会は、平成30年度、先ほども答弁あ

りましたとおり、法改正により、農業委員10名、

農地利用最適化推進委員10名、合計20名、農業

委員におかれましては市長が選任をされており

ます。そういうことで、改正前の農業委員14名

から、６名が増加しております。 

 また、令和元年から、農地転用の許可が県か

ら市に権限委譲され、業務量も増加してるよう

でございます。今後も、国が進める非農地判断

調査等、業務量が増加するのが明らかでござい

ます。 

 農林課も、園芸、畜産、新規就農者、中間管

理機構、農道管理、鳥獣被害対策等、大変忙し

いんじゃなかろうかと思っております。そうい

うふうな中で、平成17年当時とは農業を取り巻

く環境が著しく変化していると考えております

けれども、市長のお考えをお聞かせいただきた

いと思います。 

○市長（尾脇雅弥）  基本的には先ほど総務課

長が答弁をしたとおりでありますけれども、も

ともとのきっかけというのは、平成の大合併の

ときに、鹿屋を中心とした合併議論の中で単独

を余儀なくされて以降、当時285名だった市の

職員を235名に、行財政改革という形で減じた

というところが大きな背景としてあります。 

 その後、今おっしゃったような農業を取り巻

く環境あるいは全体的には、昨日も前田議員で

したかね、御質問がありました。地方分権とい

う中で、地方に対して仕事が増えてくるという

ことがございまして、職員１人当たりの仕事量

が増えていくという現状がございます。 

 段階的に、例えば水産課、商工課、観光課を

水産商工観光課として、人数を増やせない分、

効率的に働けるような環境整備ということでや

ってきたわけでありますけれども、今後を考え

たときに、まずは立ち返って業務量を把握しな

ければいけないということで、業務量調査を行

いました。その結果、やはり通常業務よりも全

体的に多いということが出ておりますので、デ

ジタル化の中でそういった働き方の改革も含め

てしっかりと対応するあるいは外注をするとい

うこともしながら、今後、協議をしていきたい

と思います。 

 現状におきましては、農業委員会の業務量と

いうのは、他課に比べるとそこまでないという

データも出ておりますので、そのことも踏まえ

ながら、もともと３つあったんだというお話が

ありますので、農業は垂水市にとっても重要な

業界でありますから、篠原議員の御意見も参考

にしながら、業務量調査を基に、今後、総務課

を中心に、その辺のところを検討していきたい

というふうに考えております。 

○篠原 則議員  ありがとうございます。かね

がね、市長は農業に力を入れていただいており

ますけれども、そういう中で、補助事業に対し

ても、国、県、市の単独を含めますと相当の数

になるようでございます。そういう補助事業を

推進して、農家のために御協力していただいて

いるわけですけれども、そのためにも、農家が

相談しやすい職員体制を構築することは、農業

に力を入れてくださっていることと思いますけ

れども、ぜひ、このようなことを検討していた

だきたいと思います。 
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 また、今回、その他の自治体についてですけ

れども、県内の自治体で10の自治体が兼務のよ

うでございます。そのうち19市で申しますと、

垂水市と阿久根市だけが兼務でございます。そ

ういう中で、最後にならないように、ぜひ、市

長、よろしくお願いいたします。 

 また、今回、自民党は食料安保委を新設し、

自給率向上の議論をするという会ができたよう

でございますが、その中で森山先生が委員長に

なっておられます。そういう意味からも、垂水

から自給率アップを図っていくというためにも

農業委員会を何とか頑張るように、農業委員会

は頑張って、まず垂水から自給率を少しでも上

げるんだという姿勢を示させるように頑張って

いけたらなと思うところでございますんで、よ

ろしくお願いをいたします。 

 私の質問は簡単で、これで終わりますけれど

も、市長もあと、議会が６月、９月、12月、３

回でございます。限られた時間ではございます

けれども、まちづくり、ひとづくりに頑張って

いただきますようお願いいたしまして、私の質

問を終わります。ありがとうございました。 

○議長（川越信男）  ここで、暫時休憩します。 

 次は、10時20分から開会します。 

     午前10時10分休憩 

 

     午前10時20分開議 

○議長（川越信男）  休憩前に引き続き、会議

を開きます。 

 次に、10番、北方貞明議員の質疑及び質問を

許可いたします。 

   ［北方貞明議員登壇］ 

○北方貞明議員  皆さん、おはようございます。 

 それでは、早速質問に入らせていただきます。 

 コロナウイルス感染について。 

 コロナウイルスはいつ、どこで、誰もが感染

するか分からない大変怖いウイルスです。感染

予防の対策はマスク着用、手洗い、密閉密集密

接の３密を避けるのが基本であると思っており

ます。特に、まん延防止等重点措置区域への往

来は自粛を求められています。いつまで続くか

は分かりませんが、誰もが一刻もコロナウイル

スの終息を願っていると思っております。 

 それでは、質問に入らせていただきます。 

 ２月９日に南日本新聞の記者の目の記事見送

りの裏でを読まれた方も多いと思います。１月

31日に庁舎内でコロナウイルス陽性者が判明し

たとして、丸１日経って、２月１日夕方発表と

の記事でした。なぜ発表が遅れたのか。また市

長は対策会議を欠席されたことがなぜ欠席され

たのか、その理由とどこでこの重大なときに何

をされていたか教えてください。 

 ごみステーションについて。私はごみステー

ション振興会が支払っている借地料のことで、

昨年の９月議会12月議会でも質問してまいりま

した。９月議会では垂水市全振興会のうち30振

興会が借地として借地料を払っていますとの答

弁をいただきました。この30振興会はごみ出し

は無料ではなく、有料であると私は認識してい

ます。行政は市民に対しては公正公平のサービ

スを基本として運営されるべきだとも思ってお

ります。ごみ分別が始まって20年余り。このよ

うな状態を見逃してきたことは、行政にも大変

大きな誤りがあったと思っています。 

 この借地料のことで、先ほど言いましたよう

に、９月議会の答弁はどのような方法があるか、

関係課と協議して検討したいとのことでありま

した。12月の答弁では、振興会の現地調査など

をまだ行っていません。これまで関係者との協

議までは至っていないということでもありまし

た。早急に振興会における公有地の有無など現

地調査を行いたいとの答弁でした。 

 最初に質問してから半年になろうとしていま

す。９月議会で協議検討、12月では関係者との

協議に至っていないとの答弁。行政の取組があ

まりにも生ぬるいと思います。12月議会以降、
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関係課と協議されたのか。協議されたのであれ

ば、協議の内容をお聞かせください。検討、検

討の答弁は要りません。納得のいく答弁をお願

いいたします。 

○副市長（益山純徳）  北方議員の答弁に私の

ほうから答弁申し上げます。一昨日の堀内議員

の御質問でも答弁いたしましたとおり、私は１

月31日月曜日、午後４時頃発熱したため、垂水

中央病院の発熱外来に出向き、ＰＣＲ検査を受

けたところ、１時間後の午後５時頃、病院から

陽性との連絡があり、秘書広報係にその旨を伝

えております。その後、自宅にて保健所の電話

による調査を経て、同日午後９時過ぎに保健所

から濃厚接触者は妻のみと連絡がありましたの

で、市長等に報告をしております。 

 療養後に担当者に確認をしたところ、翌２月

１日火曜日の午前中に濃厚接触者ではなかった

ものの、前日に私と一定時間接触のあった職員

22名が垂水中央病院で自主的な検査を受けてお

ります。全員陰性を確認いたしましたのが午後

３時過ぎとのことであり、午後４時に新型コロ

ナウイルス感染症対策会議が開され、その後私

副市長の感染を報道機関に公表したところでご

ざいます。 

 なお、職員の感染の公表につきましては、こ

れまでも正確な情報により市民への問合せ等に

対応できるようにするため、市の対策会議にお

きまして幹部職員に周知を図ってから公表して

おりますので、今回の公表も通常の手順に沿っ

て行われたことと考えております。 

 これも昨日、堀内議員の質問で答弁しており

ますが、対策会議に市長が出席しなかったこと

については、これまでも職員の新型コロナウイ

ルス感染の幹部職員への周知につきましては、

私副市長が対応しており、今回も副市長の感染

に関する情報の幹部職員への報告と副市長が不

在時の事務的な代決に関することであったため、

総務課長が対応したと聞いております。対策会

議におきまして、市としての決定が必要な場合

については、これまでも市長が出席しており、

鹿児島県のまん延防止等重点措置延長決定を受

け開催いたしました２月19日土曜日、朝８時か

らの対策会議につきましても、市長は出席され、

市の対応を判断、決定していただいたところで

ございます。 

 報道機関への対応につきましては、普段から

取材対応について職員に助言を行っている私が

療養中のため、相談を受けることができず取材

を受けた担当者がどのように対応していいか判

断に迷い、結果相手方の印象を悪くしたのでは

ないかと感じております。新聞記事を受け、市

長より報道機関への対応につきましては改めて

丁寧な対応を私と担当者に指示があったところ

でございます。 

 以上でございます。 

○生活環境課長（紺屋昭男）  12月議会答弁後

の関係課との協議につきましてお答えいたしま

す。 

 ごみステーションの設置場所について、個人

の土地を利用し、借地料を支払っている振興会

内の公有地の有無等につきましては、前回議員

から御指摘された後、すぐに現地の状況調査等

を行っているところでございます。現在、全て

の公有地等についての調査が終了しておりませ

んが、この調査終了後に公有地への移転の可能

性等について関係課と協議することとしており

ます。 

 以上でございます。（発言する者あり） 

○市長（尾脇雅弥）  先ほど副市長が答弁した

ような概要でございますけれども、副市長がい

らっしゃらなかったので、私自身も出席をする

必要があるかないかということでも確認をいた

しましたけど、あくまでも副市長の業務の代行

ということで出席が必要ないということでござ

いまして、私は市長室でほかの業務を行ってい

たということでございます。 
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○北方貞明議員  記者対応ということではなく

て市長室におられたと、庁舎内にはおられたと

いうことは分かりました。 

 それでは、２回目に入りますけれども、まず

確認ですけど、昨日堀内議員の質問に対して記

者発表、記者会見と記者発表は違うと思います。

記者発表ということは記者クラブに文書等でＦ

ＡＸで送られると思っております。僕の解釈は

そう思っておるところなんですが、そのとき、

昨日の答弁、堀内議員には市長の感染の状況は

記者発表でしたというような答弁でしたけど、

それで間違いないですかね。 

○副市長（益山純徳）  昨日はそのような答弁

はしておりません。 

 以上でございます。 

○北方貞明議員  今日、朝方堀内議員に聞いた

んですけども。（発言する者あり）まあ、市長

は陰性だと、記者発表したというふうに僕もメ

モには書いていたんですけど、それは確認して

いないということですかね。 

○副市長（益山純徳）  記者発表資料について

は、私の新型コロナウイルス感染のことが記載

しておりました。 

 以上でございます。 

○北方貞明議員  そしたら、していないという

ことでこのような記者の目の記事が出たと思い

ます。そして、この記者の目の記事はこのとお

りなのか、訂正のところがあるかないか、ちょ

っと教えてください。 

○副市長（益山純徳）  今、記者の目の質問が

ありました。記者の目につきましては、先ほど

堀内議員の質問でも答弁しておりまして、先ほ

ど北方議員のところでも答弁しておるところで

すが、一部繰り返しになりますが、マスコミの

対応、これにつきましては、担当課からの相談

に対して必要に応じて助言していく私が療養中

のため相談できず、結果取材へどのように対応

してよいのか判断を担当者が迷い、その受け答

えなどについてマスコミの印象を悪くしたので

はないかと感じております。新聞記事を受けて、

市長よりマスコミの対応につきましては丁寧に

行うよう、私及び担当者へ改めて指示がなされ

たところでございます。 

 以上です。 

○北方貞明議員  そしたら、この記者の発表で

は、市長のことに関しては陰性だったというこ

とは誰も言っていないということですね、陰性

だったということは。 

○副市長（益山純徳）  今の記者の目につきま

しては、私今答弁したとおりですが、私がコロ

ナに罹患したことで、市長、議員の皆様、職員

の皆様に大変御心配をおかけいたしました。ま

た、いましがたこのような質問をいただきまし

た。このような質問をいただくということは、

一部の議員の皆様に対しまして、御心配のみな

らずお騒がせもさせているのではないかと感じ

ているところでございます。改めて新型コロナ

については、罹患したという病気という一面に

加えまして、いろいろな方面の方々に思わぬ影

響を及ぼすものだというふうに感じているとこ

ろでございます。 

 引き続きまして、初日に反対討論で北方議員

がだいぶ経ったのち副市長にも質したところ、

個人情報と市長としての立場、その線引きが難

しいとのことであったと、私が市長の検査の有

無についてお答えしなかったように、北方議員

はお話されておりますが、北方議員が尋ねてこ

られたときは、職員がなぜそのときに答えなか

ったのかという問いに対しまして、職員が即答

できなかったのは個人としての情報と市長とし

ての立場、その線引きが難しかったのではない

かとお話したと記憶しております。繰り返しに

なりますが、私は市長の検査の有無を北方議員

にお話したのではなく、そのときの職員の対応

について私の見解をお話したところでございま

す。 
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○北方貞明議員  僕は２月２日に総務課長のと

ころに行きました。そのときは、検査されたか

なんか分かりませんと僕には言いました。その

後日行ったら、検査されたみたいです、それっ

て抗原検査ですか、ＰＣＲ検査かと聞いたら、

どっちをされたか分かりませんというふうに私

にはしました。その１日に市長は陰性というふ

うに、これは検査はどこでされたのか、市長室

でされたのか。そして、確か保健師さんですか

ね、そういう方からしてもらったんですか。ど

うですか。 

○市長（尾脇雅弥）  昨日もお答えをいたしま

したけれども、私自身まずは濃厚接触者ではな

いということでございます。ただし、幹部の皆

さんを中心に二十数名、それぞれ自主的に検査

をいたしました。私は昨日申し上げたような形

で副市長が罹患をされておられましたので、市

政のいろんな業務に停滞があってはならないと

いう観点から、各課の職員とは接触を避けなが

ら、市長室で公務の間で国の使用しているキッ

トを用いて抗原検査を行いましたというお話を

いたしました。検査結果につきましては、保健

師など複数の職員が立ち会いのもと、確認が行

われて陰性ということでございます。 

○北方貞明議員  では、それは日にち的には１

日ですよね。 

○市長（尾脇雅弥）  副市長の感染の翌日です

から１日です。 

○北方貞明議員  それであれば、なぜ私は総務

課長に聞いたとき、その１日に陰性だったとな

ぜ教えていただけなかったのかな。そして、後

日も先ほど言いましたように、受けたけども、

何を受けたか分かりませんと。（発言する者あ

り）何でそれ、違う。総務課長に聞いている。 

○副市長（益山純徳）  すみません、先ほども

私が答弁しております。職員が迷ったときの対

応につきましては、担当課からの相談、当然総

務課長も私に相談がくるときがございます。そ

の相談に対して、必要に応じて助言している私

が療養中のため、相談ができず、結果北方議員

に対して、どのように対応していいのか判断が

迷ってしまい、その受け答えなどについて北方

議員の印象を悪くしたのではないかと感じてお

ります。 

 以上です。 

○北方貞明議員  だからはっきり言っていただ

いていれば、この新聞内容もこういうふうな記

事にはならなかったと思うんですよね。（発言

する者あり）今何て言ったか。（発言する者あ

り）ちょっと、議長。議員から僕がリークした

というようなことを言っています。ちょっと注

意をしてください。おかしいです。 

 市長室で陰性ということを職員の立ち合いの

下でされたと。それはそれでいいでしょう。抗

原検査、そしてＰＣＲ検査、このように市長が

市役所からこうして皆さんするように出ていま

したよね。私もこれを利用して抗原検査もしま

した。ＰＣＲ検査もしました。そして、ＰＣＲ

検査では、私もお客さんと皆さんと接触をする

もんですから、やはり検査をして、証明書も発

行していただきました。そして、証明書をスマ

ホで撮って、お客さんが聞いたら、こうこうし

て僕は検査しましたよというようにいつも持ち

歩いておるわけなんですけれども。やはり市長

もこういう公共機関にちゃんとされて、市長は

僕らより忙しいわけですから、ちゃんとこうい

うような市民が不安を抱かないようなことをし

てもらいたいと私は思っております。そういう

ことで市長はそういう証明になることを、市民

に証明されるような資料を持っておられますか。 

○市長（尾脇雅弥）  検査自体はそのとき仮に

陰性でも、次の日には陽性になる可能性もあり

ますので、そこはやっぱり昨日も答弁申し上げ

ましたように、最大限そのことに配慮しながら

行動していくというのが常識であります。何よ

りも大事なことは今回副市長が罹患をされて、
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先ほどいろいろ御心配をおかけしてという話も

ありましたけれども、悪いのはコロナであって、

感染をされた方が悪いわけではないと。多くの

世界中、あるいは日本国内、県内、市民の皆様、

昨年のコスモス苑もそうですけど、苦しんでお

られる。そのことによって、人権的な問題が浮

上しておりますから。そのことのほうをしっか

りと対応することが大事だというふうに思いま

すので、そのように理解をして、仮に感染され

た方が出られても、そこはしっかりと温かく見

守っていただいて、１日も早い回復、それが垂

水市のありようにつながっていくと思いますの

で、そのように私は考えております。 

○北方貞明議員  分かりました。要望ですけれ

ども、やはり市長は先ほども言ったように忙し

い方ですから、ちゃんと検査をして。それで確

かにさっき言われたように、そのときはよくて

も、後日どうなるか分からないということは私

も理解しておるつもりです。私も検査した結果、

そのような内容も書いてあります。ちょっと読

んでみますけど。陰性の方へということで。陰

性の方です。あなたが新型コロナウイルスに感

染していないことが確認できました。ただし、

感染している可能性を否定したわけではないで

すから、御注意くださいというような内容です。

そういうことで、先ほど市長が言われたとおり

だったとは、分かっております。先ほども言い

ましたように、早くこのコロナウイルスが終息

するのを皆さん願っているのは一緒とは思いま

すので。これからも皆さん十分気を付けて行動

していきただきたいと思っております。これは

これで終わります。 

ごみステーションのことですけど。これが全然

進んでいないわけなんですけど、その解決する

に当たって、そのスケジュール的なのを組まれ

ているのか、その辺を聞かせてください。 

○生活環境課長（紺屋昭男）  今後結論を出す

までどれくらいかかるのかにつきましてお答え

いたします。 

 現在借地料を支払っている振興会のごみス

テーションの設置場所の確認は終えております

が、先ほど答弁いたしましたとおり、振興会内

の公有地等の有無については、現在調査を行っ

ているところでございます。ごみステーション

については、公有地への移転の可能性について、

今後関係課と協議することとしておりますが、

一方で、振興会内には空き地等も点在している

ところもあります。そのような土地について、

ごみステーションの移動や無償で借用できない

かなどについても併せて振興会の現状を含めて、

情報収集を行ってまいりたいと考えております。

また、ごみステーションの借地に当たっては、

無償でごみステーションとして借用させていた

だいている振興会もございます。公有地への移

転の可能性、振興会内の空き地の活用、無償で

使用させていただいている状況等も勘案し、ご

みステーションの対応につきましては総合的に

検討する必要があると考えております。 

 以上でございます。 

○北方貞明議員  先ほども言いましたように、

半年になってもまだ調査調査ですよね。本当に

これはいつ解決するか見通しも立っていないで

しょう。これは既に20年前からこういうのは発

生しているんですよ。それで今からそう簡単に

できるとは私は思っていません。20年経っても

この状態ですから。思いませんか。そして、私

が質問をしてからずっと、先ほども言った、半

年経って、検討、協議、そういう言葉だけです

よ。解決するとは思っていませんが。そのスケ

ジュール、もうちょっと早くする方法はないで

すか。 

○副市長（益山純徳）  今、北方議員からごみ

ステーションのスケジュールについて再質問が

ございました。先ほど課長も答弁いたしました

とおり、ごみステーションにつきましては公有

地への移転の可能性、振興会内の空き地の活用、
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無償で使用させていただいている状況等も勘案

しつつ、それを踏まえた様々な課題等も行政と

して一定の整理を行う必要がございます。この

ようなことから、時期について今議会で答弁す

ることは困難でありますが、いずれにせよごみ

ステーションにつきましては、このような課題

を１つ１つクリアしながら、総合的に検討する

必要があると考えております。 

 以上です。 

○北方貞明議員  何遍も言いますけど、20年経

って今の状態、公有地がその集落にあれば集落

の人が１番知っていると思うんです。そこを貸

してくださいと。ないからこそこういうふうに

なっていると思う。そんなに簡単に探されたら

もう20年もかかっていないと思う。だから、今

できることは何かと。今できることは何かをち

ょっと教えてください。 

○副市長（益山純徳）  今、北方議員から再再

度の質問がございました。 

 先ほど申しましたが、公有地の移転の可能性、

今調査しております。この移転の可能性、振興

会など空き地の活用、今現在空き地を無償で貸

していただいている方もいらっしゃいます。そ

ういう空き地がどれだけあるのか。そういう活

用の方法。そういう状況を勘案しつつ、先ほど

言いましたように、行政として今まで長くでき

ていなかったと北方議員おっしゃいますが、い

ろいろな課題があると思います。そのいろいろ

な課題を行政として一定の整理を行う必要がご

ざいます。 

 このようなことから、時期についてはなかな

か今議会で答弁することは困難であります。 

 以上です。 

○北方貞明議員  だから解決方法はまだ見出せ

ないということで答弁は難しいと思っておりま

す。だけど、今できることだったら、その公有

地あるいは無償で貸してくれる人はおられるま

で、まずは補助をするべき。してあげていて、

それから探す方法。そういうことは考えられな

いのか。まず今困っているところに有料で借り

ているところにまず手助けをして、そのうち探

しますからもうちょっと辛抱してくださいとい

うような方法が１番いいと思うんですけど。そ

の辺は考えないですか。 

○副市長（益山純徳）  北方議員から再度質問

ございました。 

 先ほど申しましたように、現在借地を無償で

ごみステーションとして使用させていただいて

いる振興会がございます。その有償のところだ

け補助金ということであれば、やはりその行政

として一定のその考え方というものの整理が必

要であると考えておりますので、慎重な対応が

必要だと考えております。 

 以上です。 

○北方貞明議員  あまりにも冷たい答えじゃな

いでしょうか。まず、助けられる人は助けてあ

げて、それから補っていく。そういう方法は市

民サービスには１番いいと思うんですけどね。

本当に行政は市民に対して公正公平な立場で、

先ほども言いましたように、運営するのがモッ

トーだと思います。それからして、何か冷たい

気がするんですけど。そう思いませんか。困っ

ておられるんですよ。それで、今、人口減によ

って、どこの集落も会費に対して、ましてや値

上げをするところもあるんですよ、収入がない

から。私のところも値上げをしようかと思って

いたところなんですけど、コロナの影響でいろ

んな振興会内の行事がなくなったもんですから、

出費がなかった関係で今回は値上げをしなくて

済むわけですけれども、通常に行事等が行われ

ておれば、来年度は会費を上げようと思ってい

た矢先なんですけど。そういう形で、どこの集

落も今困っているんですよ。だから、今できる

ことはまずこのごみステーションに対しては補

助をしていただきたいと思っております。 

 以上で、堂々巡りですから、この質問はちょ
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っと終わりますけど。 

 それで、ちょっと私は今さっきも言いました

ように、検討しますというふうなことを言われ

ました。先日の新聞記事に時言というところの

欄にこういう言葉で、何を聞かれても検討しま

す、考えます、と答える。これを引き取り答弁

と言うそうです。質問に直接答えないやり方ら

しいです。これは僕も前も言ったと思うんです

けれど、政治用語で検討するとは、実は検討し

たが何もしないというふうに結んであります。

このようなことがないのに検討するなら検討し

て、まともな私たちが質問したときに納得いく

ような答弁をお願いして、私の質問は終わりま

す。 

○議長（川越信男）  ここで、暫時休憩します。

次は、11時５分から再開します。 

      午前10時54分休憩 

 

      午前11時５分開議 

○議長（川越信男）  休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 次に、５番、梅木勇議員の質疑及び質問を許

可いたします。 

   ［梅木 勇議員登壇］ 

○梅木 勇議員  お疲れさまです。 

 ロシアがウクライナに軍事侵攻をし、核施設

等が破壊され、犠牲者が出ており、世界各地か

らロシアへの非難が叫ばれております。本日の

南日本新聞によると、停戦交渉が再開されたと

ありましたが、停戦が合意し、ウクライナに１

日も早く平和が戻ることを願います。 

 鹿児島県では、新型コロナウイルスまん延防

止等重点措置を、６日の適用期限での解除を政

府に要請し、県内全域の飲食店を対象とした営

業時間短縮要請は６日までで終了するようであ

ります。 

 本市でも、継続的に感染者の発生が続いてお

り、３日現在で累計感染者数は176人となって

います。３回目のワクチン接種が進行され、３

密回避の生活様式を続けなければなりません。 

 ３月となり、梅や草花等の花が咲き始め、春

の訪れが近づいております。３月１日の朝、Ｎ

ＨＫテレビおはよう九州沖縄のサキどりで、春

を呼ぶ人形として、垂水人形が紹介されました。

今年も大雨や台風等の災害がなく、平穏な年で

ありますようと思うところです。 

 それでは、議長の許可をいただきましたので、

さきに通告しておりました質問に入らせていた

だきますので、御答弁よろしくお願いいたしま

す。 

 まず１問目、農道等整備事業、環境整備班に

ついて質問いたします。 

 少子高齢化社会となり、農村地域では、地域

ごとや振興会単位での集落環境維持清掃作業等

の継続が難しくなりつつありますが、農業の担

い手も減少し、高齢化等により耕作を放棄され

た遊休農地や荒廃農地が拡大し、農道や側溝の

適切な維持が地域では限界となりつつあり、通

行もままならない箇所も増えてきております。 

 このような状況下において、農林課では、令

和４年度から土木課と同様の環境整備班を設置

するとなっていますが、創設される環境整備班

の体制を伺います。 

 ２問目に、新規就農支援について質問いたし

ます。 

 １問目でも申しましたように、農家では、高

齢化等により農業者の減少が続き、農地の遊休

化や荒廃農地が拡大しています。農地が耕作さ

れなくなった分だけ、農産物生産が減少するこ

とになり、食料自給率の低下にもつながってい

きます。このことは、先ほど、篠原議員も申さ

れております。農産物生産が継続的に持続して

いくためには、就農者の確保が望まれるところ

です。 

 本市では、新規就農者支援として、国の農業

次世代人材投資資金事業を初め、市独自の新規
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就農者支援給付金事業補助金、新規就農者農業

生産対策事業補助金、新規就農者施設等整備事

業補助金、就農前研修受入事業補助金など、５

事業により新規就農者を支援していますが、こ

れまでの事業実績を伺います。 

 ３問目に、要配慮者個別計画作成支援業務委

託について質問します。 

 災害という言葉を聞くと、被害と避難を連想

するところですが、被害については、事前に必

要な備えをし、防災に努めることが必要で、避

難は、避難所や指定された施設等に避難し、自

分自身を守ることになりますが、避難について

は、自力で避難が困難な高齢者や障害者、傷病

者など、災害弱者には支援が必要となりますが、

今回、令和４年度の予算に、新規事業として要

配慮者個別計画作成支援業務委託費が計上され

ていますが、事業の目的と内容を伺います。 

 ４問目に、保育士等の処遇改善臨時特例事業

について質問します。 

 新型コロナウイルス感染症への対応などで、

負担が増加している保育教育の最前線において、

働く職員の処遇改善ということで、令和３年度

一般会計補正予算（第14号）に続き、新年度で

も保育士、幼稚園教諭等の処遇改善を実施する

保育所認定こども園に対する補助金として900

万円、放課後児童支援員等の処遇改善を実施す

る放課後児童クラブに対する補助金として、

300万円が計上されていますが、改善の内容を

伺います。 

 以上で、１回目の質問を終わります。 

○農林課長（森 秀和）  環境整備班の体制は

につきましてお答えいたします。 

 令和４年度から主任環境整備作業員１名、作

業員２名の３名体制を計画しております。維持

管理に当たりましては、土木課と調整、連携し

ながら行ってまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

 続きまして、これまでの支援事業の実績はに

つきましてお答えいたします。 

 新規就農者の経営不安定な就農直後を支援す

ることで、農業に専念し、営農意欲の向上を図

り、次世代の担い手として農業への定着を図る

ため、生活支援金や機械等購入助成等を実施し

ております。 

 それでは、生活支援から御説明いたします。 

 平成24年度から開始しております国の農業次

世代人材投資資金事業。就農日より５年間、年

150万円につきましては、本年度までに21名の

方が活用され、営農を開始されております。 

 また、平成28年度から市単独で事業を創設し、

新規就農者支援事業、就農日より３年間、月３

万円を、本年度までに７名の方が活用されてお

ります。市独自の生活支援金受給者が対象とな

る農業用機械購入の新規就農者農業生産対策事

業補助金につきましても、本年度までに７名の

方が事業を活用して、営農に必要な機械を購入

されております。 

 そのほか、防災営農対策事業につきまして、

ハウスを建設した場合に、事業費の10分の１を

上乗せ補助する事業、上限200万円を２名の方

が活用され、施設園芸を開始されております。 

 令和３年度より事業化した就農前研修受入事

業につきましては、現時点において活用はない

ところでございます。 

 以上でございます。 

○総務課長（和泉洋一）  事業の目的と内容に

つきましてお答えいたします。 

 災害時における要配慮者の個別支援計画は、

平成27年10月に策定をしました避難行動要支援

者避難支援等プランにおいて、市が要配慮者の

うち、災害時に自ら避難することが困難な方で、

平常時から避難支援等関係者へ名簿情報を提供

することに同意した方について、避難に関する

個別支援計画を作成するよう努めるというもの

でございます。 

 目的としまして、災害時における迅速な避難
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誘導及び安否確認等を行う前提となる個別支援

計画の作成を、専門性を有する事業者に委託し

て、計画作成を加速しようとするものでござい

ます。 

 内容としまして、地域での話合い等を通じて、

個別支援計画作成対象者の選定を行うことや、

計画作成のために必要な調査を行うことなどを

想定しております。 

 地域に入る際には、その地域の自主防災組織

の御協力が必要ですので、趣旨等について御理

解をいただいた上、より有効に機能する計画づ

くりに努めることが重要であると考えておりま

す。 

 以上でございます。 

○福祉課長（篠原彰治）  保育士・幼稚園教諭

等処遇改善臨時特例事業の内容につきましてお

答えいたします。 

 この事業は、令和４年２月から９月までの間、

職員に対して３％程度の賃金改善を行う教育・

保育施設等に対して、当該賃金改善を行うため

に必要な費用を補助するものです。 

 なお、放課後児童支援員等処遇改善臨時特例

事業につきましても、同様に、３％程度の賃金

改善を行うために必要な費用を補助するもので

す。 

 以上でございます。 

○梅木 勇議員  それでは、一問一答式でお願

いいたします。 

 まず、１問目の農道等整備事業についてであ

りますが、答弁では、設置する環境整備班の体

制は、主任作業員が１名、作業員が２名、合計

３名の体制で業務を行っていくというようなこ

とでありましたが、業務については、考えてい

きますと。パトロールや作業等があるわけです

けれども、体制はわかりましたけれども、この

作業等をするための車両や重機などが必要とな

ると思いますが、作業用具の設備についてお聞

かせください。 

○農林課長（森 秀和）  令和４年度におきま

して、重機等の予算化はしておりませんが、当

分の間は、土木課と調整、連携し、作業計画を

立て、土木課環境整備班の指導をいただきなが

ら、維持管理を行ってまいります。 

 また、維持管理に必要な機械等の予算化につ

いては、現状を見ながら検討してまいりたいと

考えております。 

 以上でございます。 

○梅木 勇議員  当分の間は、土木課の重機等

を併用しながら作業を行っていくというような

ことでございました。 

 次に、業務の内容と計画をお聞かせください。 

○農林課長（森 秀和）  事業の業務計画案に

つきましてお答えいたします。 

 農林課では、幅員４メートル未満の道路を含

め、約路線延長170キロメートルの農道と二川

線、海潟麓線、白山線など、林道９路線、路線

延長34.9キロメートルのほか、治山施設、橋梁、

農業用水路等の施設がございます。 

 市街地や住宅地を通る道路よりも、比較的、

特定の利用者が通行する農道、林道も多いこと

から、パトロールは主に、農家や地域住民の日

常生活に密着した幹線道路等を主体に行ってお

ります。 

 また、幅員４メートル未満の法定外道路等に

つきましては、舗装がなされていない路線も数

多く、パトロールの頻度も少ないことから、利

用者から維持管理の要望が多く、現場を確認し、

簡易なものについては、土木課環境整備班へお

願いして、対応をしていただいております。 

 今後の計画でございますが、従来からの慣習

として、地域住民・農家による維持補修、清掃

が行われていますが、超少子高齢型の人口減少

社会が急速に進む中で、これまでの地域主体の

維持管理体制では災害の防止、復旧を初め、農

道・林道等を適正に維持していくことはますま

す困難になることが予想されます。 
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 このような現状を鑑み、限られた予算の中で、

地域の皆様の要望に応えられるよう土木課環境

整備班と連携した維持管理を行っていく計画で

ございます。 

 以上でございます。 

○梅木 勇議員  農道は市内総延長が約170キ

ロ、林道が９路線の35キロメートル、そのほか、

橋梁、農業用水路などの施設があり、これまで、

主に農家や地域住民の日常に密着した幹線道路

等を主体にパトロールし、地域利用者等からの

簡易な要望には、土木課の環境整備班にお願い

して対応してきたということでございました。 

 計画は、超少子高齢化型の人口減少社会が急

速に進む中で、これまでの地域主体の維持管理

体制では、災害の防止、復旧等をはじめ、農道、

林道を適正に維持管理していくことが困難にな

ることが予想されることから、今後も、土木課

環境整備班と連携した維持管理を行っていくと

いうことですので、幹線道路等主体のパトロー

ルが全体にまで拡大可能となり、行き届いてい

ない箇所も整備されていくものと思われます。

農林課の環境整備の創設は、昨今の社会情勢を

理解した適切な対応であります。 

 地域や農家が希望していた施策であり、農

道・農業用施設等の維持管理に努められ、また、

災害の復旧には迅速な対応をしていただき、環

境整備班が維持、向上をしていくことを期待い

たします。頑張っていただきたいと思います。 

 次に、これまでの委託、工事請負への影響に

ついてお聞かせください。 

○農林課長（森 秀和）  これまでの委託、工

事請負への影響はにつきましてお答えいたしま

す。 

 地域の日常生活に密着した道路等は、今まで

どおり、地域の皆様の御協力をお願いしたいと

考えておりますが、新設する環境整備班は、パ

トロール、きめ細やかな維持管理の充実を図っ

ていくために新設するもので、市内の業者への

影響は少ないものと考えております。市内の業

者の皆様には、災害時の応急対応等これまでと

同様の御協力を願いしたいと考えております。 

 以上でございます。 

○梅木 勇議員  これまでの委託や工事請負に

はさほど影響はないというようなことで、本当

の軽微的な作業をしていくんだというようなこ

とであるようです。ありがとうございます。 

 次に、新規就農者支援について質問いたしま

す。 

 １回目の支援実績では、平成24年度から始ま

った、原則50歳未満で、新たな就農者に、年最

大150万円支給される。月に換算すると12万

5,000円になるようです。 

 国の農業次世代・人材投資資金事業は、ちょ

うど10年となるようですが、これまで21名が活

用している。平均すると、年２名となるようで

す。 

 28年度から始めた市独自の原則55歳未満で農

業次世代人材投資資金の未受給者を対象とした

就農月から月３万円３年間支援の新規就農者支

援給付金事業補助金は７年で７名となっており、

これも平均すると年１名となり、この２つの就

農支援金からわかるのが、数字上の平均にすれ

ば、毎年、３名の新規就農があったことになる

ようです。 

 また、市独自の新規就農者支援給付金の受給

者を対象とした農業用機械購入農業生産対策事

業補助金が７名、勾配対策事業の施設等整備事

業補助金が２名ということでありますが、これ

までの新規就農者の中に市外からの新規就農者

はいなかったのか、伺います。 

○農林課長（森 秀和）  市外からの新規就農

者はにつきましてお答えいたします。 

 国の支援事業でございます農業次世代人材投

資資金事業、市の支援事業でございます４つの

新規就農支援事業を活用された方は、合計で28

名でございますが、うち、４名の方が市外より
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転入して就農されております。 

 以上でございます。 

○梅木 勇議員  ４名が市外から新規就農者と

して移住されてきたというようなことで、移住

費用にもつながっているということで、ちょっ

と明るさを感じるところでございます。 

 次に、支援を受けた就農者の継続状況はにつ

いてでございますけれども、これまで28名が新

規就農者支援事業を活用されたということです

が、就農者の継続状況を伺います。 

○農林課長（森 秀和）  支援を受けた就農者

の継続状況はにつきましてお答えいたします。 

 生活支援金を受けられた方のうち、国の農業

次世代人材投資資金事業の受給者１名の方が離

農されております。それ以外の方につきまして

は営農を継続され、規模の違いはありますが、

将来の担い手として頑張っておられます。 

 以上でございます。 

○梅木 勇議員  １名だけが離農されて、ほか

の皆さんは頑張っておられると。非常に定着率

の高さを感じました。頑張っていただきたいと

思います。 

 続いて、令和４年度の支援者数と今後の課題

についてでございますけれども、令和４年度の

支援事業の予算は、３年度と比較すると、減少

していますが、４年度の支援者数を伺います。

また、先ほどから言っております農業者が減少

し、農地が遊休化、荒廃化してゆく。食料生産

が減少し、食料自給率も低下していく現状を思

うときに、農業者の増加が望まれるところです。 

 対象期間が令和６年度までの第２期垂水市ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略改定素案では、

安心して働ける環境の充実、（１）地域産業の

担い手の確保、育成の項目では、本市の農業従

事者は新規就農者や後継者が不足し、高齢化が

進行しています。 

 本市農業の維持、発展のために、新規就農者

の育成・確保に取り組み、営農定着に向けてサ

ポート体制の充実を図りますと記されています。

このような課題に、どのように具体的対応をさ

れていかれるのか、伺います。 

○農林課長（森 秀和）  令和４年度の支援者

数と今後の課題につきましてお答えいたします。 

 まず、梅木議員のほうからありました予算の

減少でございますが、令和４年度の予算につき

ましては、減少している理由といたしまして、

国の活用した150万円事業につきまして、国の

ほうから前払いということで許可が出ておりま

すので、今年度中に150万円の支払いをしてお

ります。そのことにより、今年度予算の支援の

ほうが150万円少なくなっております。 

 令和４年度の支援者数につきましては、国の

農業次世代人材投資資金事業の継続者が５名、

市の新規就農者支援事業の継続者が１名でござ

います。 

 なお現在、３名の就農相談を受けており、令

和４年度の就農開始に向けて、支援していきた

いと考えております。 

 今後の課題といたしましては、農家人口の減

少に伴い、全国的に担い手が不足している中、

都市部に近い地域や広い農地が確保できる地域

などへ就農する傾向が強く、本市においては数

件の相談はございますが、令和３年度において

は、新規就農者の確保に至っていない状況でご

ざいます。 

 このようなことから、垂水市未来創生会議等

で様々な方から意見を伺いながら、本市の就農

支援情報や支援事業について、情報発信してま

いりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○梅木 勇議員  ありがとうございます。 

 先ほどの創生総合戦略改定素案では、認定新

規就農者数の目標値を年に２人、５年間で10人

となっているが、これまでの実績をもとに算積

されたのではと推測いたしますが、もっと多く

の人材確保につながる積極的な取組を望むとこ
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ろです。 

 実績では、市外からの新規就農者もあること

から、例えば、垂水市は大隅半島の玄関口にあ

り、主要都市の鹿児島市、鹿屋市、霧島市への

アクセスが40分ほどで便利な位置にあること、

雄大な桜島を間近に見ながら、上野台地などか

ら見る錦江湾は池のように見られ、超風光明媚

であること、離島を除く、県内では一番の気候

温暖なところと言われ、農業に取り組みやすい

ことなど、本市の特徴を記載し、５つの新規就

農支援事業と移住促進などの双方を紹介、案内

をし、ホームページでの発信はもちろん、リー

フレットなどを作成し、農業高校、農業大学校

への呼びかけや、道の駅などにも置いたり、市

内外への参加イベントなどで配布するような積

極的な取組も必要ではないかと思いますが、検

討をいただきたいと思います。 

 次に、要配慮者個別計画作成支援事業委託に

ついてですが、１回目で、目的と内容について

聞きましたけれども、今回の事業については、

先ほどの答弁で、専門業者に委託するというよ

うなことでしたが、この専門業者について、お

聞かせいただいたらと思っております。 

○総務課長（和泉洋一）  専門業者につきまし

ては、令和５年度に入りました段階で、早急に

契約のほうを締結したいと思っておりますが、

今、検討している業者さんにつきましては、市

内において、ＮＰＯ法人で、このような計画作

成について、実績のあられるところがございま

すので、そちらのほうを念頭に置いているとこ

ろではございます。 

 以上でございます。 

○梅木 勇議員  市内にそういう業者がおられ

るということであります。 

 災害時の要支援者の避難支援等については、

前田議員が、昨年９月議会の第３回定例会で質

問をされておりますが、会議録では、本市の要

支援者名簿の登録者数は、令和２年度末時点で

578人、また、個別計画に同意され、個別の避

難支援生活をされた方は61名となっていて、個

別計画作成者は、１割にとどまっているようで

ございます。 

 名簿情報の管理は総務課で行い、提出された

計画書等は随時更新作業を行っているとありま

すが、ワークショップでの絞り込みについてで

ございますけれども、この名簿に登載されてい

る578人の名簿を基に行われるのか、全く白紙

の状態から新たな絞り込みになるのか、お聞か

せください。また、絞り込んだ方々への個別計

画作成の同意はだれがかかわるのか、お聞かせ

ください。 

○総務課長（和泉洋一）  名簿対象者につきま

しては、既に名簿はございますので、その全く

新しい名簿をこれから作成するのではなく、現

在ある名簿の方に対して、計画策定を進めてい

くということでございます。 

 その同意につきましては、当然、市もその中

に入りまして、地域の中で、自主防災組織等の

中で説明をしていく中で、その対象者の方に対

しても、同意内容について説明をしていくとい

うことになろうかというふうにも考えておりま

す。 

 以上でございます。 

○梅木 勇議員  ありがとうございます。 

 同意がなかなか、直接、本人さんと面会など

したりして、そういうふうに同意を求められて

いくと思うところですけれども、この同意がな

かなか大変な作業になるのではないかなと、そ

ういうようなふうに思っておりますけれども、

頑張っていただきたいなと思います。 

 そこで、作成されたこの支援計画書は、今後

どのように活用されていくのか、お聞かせくだ

さい。 

○総務課長（和泉洋一）  どのように活用され

るかにつきましてお答えをいたします。 

 個別支援計画の目的は、災害時における迅速
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な避難誘導及び安否確認等を行うものでござい

ます。防災分によってたびたび取り上げられま

す自助・共助・公助の考え方のうち、この取組

は共助に当たる部分を、自主防災組織を初めと

する当事者間で検討いただく取組であると考え

ております。したがいまして、取組が行われる

地域の中で、地区防災計画の作成など、併せて

検討をされ、個別支援計画がより実効性を持つ

ものとなると、計画の活用の程度も増すという

ふうに考えております。 

 一方、計画作成の条件としまして、名簿情報

の提供に対し同意を得ることが必要でございま

すが、ここで課題としまして、プライバシーの

問題があると認識をしております。 

 そこで、情報管理の観点からも、名簿情報に

ついては、当該避難行動要支援者を担当する地

域の避難支援者等関係者に限り提供をするなど

の工夫を行い、情報提供への同意を得たいと考

えております。 

 このようなことから、本事業により、一人で

も多くの方の個別支援計画作成を推進し、活用

を図ってまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○梅木 勇議員  ありがとうございます。 

 今回の新規事業の取組が大きな成果となり、

要配慮者の方々が一人でも多く、名簿情報の提

供に同意され、個別支援計画の下に関係者の速

やかな対応、支援の下に、安全安心な避難がで

きますよう願っております。 

 ありがとうございました。 

 次に、保育士等の処遇改善臨時特例事業につ

いてでございますけれども、改善については、

給与の３％程度を引き上げるということですが、

施設数と対象者をお聞かせください。 

○福祉課長（篠原彰治）  施設数と対象者はに

つきましてお答えいたします。 

 保育士・幼稚園教諭等処遇改善臨時特例事業

で対象となる施設数については、市内の保育所

及び幼稚園で合計７施設、対象者については、

７施設で働く全職員117名となっております。

放課後児童支援員等処遇改善臨時特例事業で対

象となるのは、市内の児童クラブ５か所の６支

援単位、対象者は40人となります。 

 なお、計算方法につきましては、国の示した

基準に基づき算出しており、保育士・幼稚園教

諭等処遇改善臨時特例事業は、補助基準額×

令和３年度年齢別平均利用児童数×事業実施

月数となっており、放課後児童支援員等処遇改

善臨時特例事業は、補助基準額×賃金改善対

象者数×事業実施月数となっております。 

 以上でございます。 

○梅木 勇議員  対象者数は、保育士等が117

名、児童クラブ支援員が40名、合計150名であ

るようです。 

 今回の新年度予算の財源はどこが支出するの

か、また、３年度補正予算は２月と３月分の給

与引上げ分であったが、新年度予算は１年分で

あるのか。これは先ほど、何か９月と言われた

ような気がしますけれども、９月までというよ

うな気がしますけれども、９月までであるとし

ても、臨時特例事業となっているようですが、

引上げられた給与は一時的なものなのか。今後

も継続していくのか、お聞かせください。 

○福祉課長（篠原彰治）  今後の財源はにつき

ましてお答えいたします。 

 先ほども答弁いたしましたが、保育士・幼稚

園教諭等処遇改善臨時特例事業及び放課後児童

支援員等処遇改善臨時特例事業は、職員等に対

して、３％程度の賃金改善を行うものでありま

す。いずれの事業も、令和４年９月までの事業

であり、全額国庫補助となっております。また、

それ以後については、措置費というような形で、

国のほうは考えているようでございます。 

 以上でございます。 

○梅木 勇議員  継続については、ちょっと聞

こえづらかったんで、もう一回聞かせていただ
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けませんか。 

○福祉課長（篠原彰治）  ９月以降ということ

で御質問があったわけですけれども、保育園な

どに関する措置費について、今回はこの事業で

対応しているところですけれども、保育園に対

する措置費の中に上乗せするような形で、国の

ほうは考えているようでございます。 

 以上でございます。 

○梅木 勇議員  ありがとうございます。 

 今後も継続されるようでございますが、保育

士等の給与については、これまで、仕事の大変

さに比べ、給与水準が低い状況と言われたり、

仕事内容に比べて、報酬が十分でないとの声が

聞かれてきましたが、今回の改善が継続され、

今後も他業種と比較検討されながら、適切な改

善が図られ、保育士等や児童クラブ支援員の

方々が仕事のやりがい、誇りを持って頑張って

いただきますよう願うところでございます。 

 これで私の質問を終わりますが、最後に、先

日から質問された方々が３月末で定年退職され

る和泉総務課長、園田総括監、瀬脇農林課課長

補佐、才原消防署長に謝意を述べられましたが、

私からも、長年の市政への御尽力に感謝を申し

上げます。御苦労さまでした。 

 これで終わります。ありがとうございました。 

○議長（川越信男）  ここで、暫時休憩いたし

ます。次は、１時10分から再開します。 

      午前11時45分休憩 

 

      午後１時10分開議 

○議長（川越信男）  休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 次に、９番、持留良一議員の質疑及び質問を

許可いたします。 

   ［持留良一議員登壇］ 

○持留良一議員  それでは、総括質疑、質問に

入っていきたいと思います。 

 その前に、先ほど、昼のニュースでウクライ

ナの原子力施設が攻撃されたというニュースが

流れていました。本当にここまでやるのかと、

憤り、怒りが込み上げてきました。私は皆さん

とともに、ロシアプーチン政権によるウクライ

ナ侵略に対して、深い憤りを持って糾弾し、ロ

シアの軍事行動を直ちに中止することを強く求

めたいと思います。 

 侵略を抑える力は世界の世論の結集だと思い

ます。ともに声を上げていきましょう。今後、

議会でもそういう行動をしたいということで、

提案もしていきたいというふうに思います。 

 それでは、最初は来年度予算案の視点と財政

の考え方について質疑をいたします。 

 来年度の国の予算は、施政方針でも示された

ように、当初予算と21年度補正予算、さらに、

地方創生臨時交付金などを加えると、自治体で

のコロナ禍における住民要求の実現のための財

源は、一定程度確保されたと考えています。ま

た、そのことも示されました。こうした点を踏

まえて、予算についての質疑をいたします。 

 １点目は、自治体の独自の取組に活用できる

地方単独事業分の市町村交付限度額が自治体に

示されました。交付決定は３月中とされ、22年

度へ繰り越すことも認めていますが、どのよう

な目的を持って要求され、決定額はどうだった

のか、伺います。 

 ２点目は、自治体のコロナ禍における住民要

求実現のための財源は一定確保されたと認識し

ていますが、間違いないでしょうか。見解を伺

います。 

 ３点目、予算編成方針では、経常収支比率が

若干悪化し、財政状況に陰りが見え始めると示

されていました。 

 コロナ禍の下で、財政の困難を乗り越えるた

めには何が求められているか、見解を伺います。 

 私は、乗り切るためには、市民の暮らしと命

を守る施策、新型コロナ対策と支援、感染防止

と社会的弱者支援を優先し、施設を充実させる
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地元中小零細企業、地場産業を中心とした地域

内経済循環の確立を目指すことが重要だと考え

ます。 

 ２点目は、コロナ禍におけるセーフティーネ

ット対策について、市民の生活を守る視点に立

った対策、特に、救済制度の利活用と改善・充

実、どうだったのか、質疑をいたします。 

 国は2020年に特別定額給付金という国民に対

する直接給付を実施しましたが、困窮する人々

に対する直接給付は少なく、多くは貸付制度に

頼るものばかりでした。従来の制度では、生活

は守れないという点が明らかになったのではな

いでしょうか。私は自助・共助を前提としない

公的責任としての生存権、生活保障を改めて検

討すべきと考えます。 

 そこで、以下の点について質疑をいたします。 

 コロナ禍における生活困窮は非正規雇用、女

性、独り親、個人事業主など、生活不安定な人

たちに集中しているという認識はおありですか。 

 ２点目、こうした生活困窮に対するセーフテ

ィーネットは、コロナ禍以前から脆弱なもので

あるとの認識はおありでしょうか。 

 ３点目、来年度予算では、政策は限られた財

源で取り組まれたことは評価できる点はありま

すが、対応できるセーフティーネット運用の改

善は図られていません。財源がなければ、各種

減免制度の運用改善によって救済はできると考

えます。検討されたのか。検討されていないの

なら、なぜこのようなときに検討されなかった

のか、伺います。 

 次に、一般質問として、最初は、自治体デジ

タル施策の課題について、改めて問います。 

 デジタル技術は人類が生み出した最新の技術

です。地方自治体においてもこの技術を有効に

活用し、住民の福祉の増進を図ることは求めら

れています。しかし、デジタルの技術は未完成

であり、セキュリティも万全でありません。誤

った使い方をすれば、住民に重大な被害をもた

らします。 

 総務省は、自治体デジタルトランスインフォ

メーションＤＸ推進計画と計画を推進するため

の手順書を策定し、国のデジタル化戦略を自治

体に実施させようとしています。そのためのシ

ステム関連経費も予算化し、国と地方が共同利

用するシステムの統一標準化が計画をされてい

ます。 

 デジタルの技術はだれが、何の目的でどのよ

うに使うのかが問われています。そこで、以下

の点について質問いたします。 

 １つは個人情報を実施機関以外のものに提供

してはならないし、個人情報の保護の規制緩和、

撤廃は許されません。どのように守っていくの

か、問います。 

 個人情報を本人の同意なしに第三者に提供す

る仕組みづくり、匿名加工制度、幼保連携、行

政からの外部提供を担っていく懸念があると考

えますが、見解を求めます。 

 ２番目は、不当に収集、利用、提供された個

人情報の消却を請求する権利を明確に定める必

要が求められています。自己情報コントロール

権の処理が必要だということです。不当に使用

されないためにも、自己情報をコントロール、

情報の決定権、いわゆる訂正を求める権利、個

人情報の消却、除外を請求する権利を明確にす

る必要があります。その後、どのように検討さ

れたのか、伺います。 

 ３点目は、事務員サービスの後退につながら

ないかという問題です。 

 政府は、地方自治体の機関業務システムを国

が定める標準準拠システム、いわゆる情報シス

テムの共同化、集約化へ移行することを法律で

義務づけ、ガバメントクラウドの利用を努力義

務づけ、カスタマイズは原則禁止の方向です。 

 そうなると、住民サービスをやめる自治体が

広がるおそれが出てくるのではないか。独自の

住民サービスが実施できない場合、どのように
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対応が求められていくのか、伺います。このよ

うなときに、地方自治法第２条第３項は、どの

ような役割を果たすのか、伺います。 

 最後の一般質問として、２つ目はＧＩＧＡス

クールの問題で、学びの保障、学びの多様性が

整っているのか。子供たちの最善の利益が優先

されているのかについて質問をいたします。 

 １つは、１人１台端末制度は、子供たちの心

身にどのような影響を与えるのか、また、どの

ような懸念があるのか、伺います。 

 文科省は、タブレットの使用は教科書との比

較で、年間２分の１以上使用してはいけない。

また、本市もその方針で取り組んでいることを

確認もしています。その後、変化があったかど

うなのか、伺います。また、使うことが手段か

ら目的になってきているのではないでしょうか。

そのことによる子供たちへの影響が危惧される

ことが、健康面や教育面で懸念されますが、ど

うなのか伺います。例として、電磁波、ドライ

アイ、ブルーライト等への対策です。また、教

職員の多忙化、長時間労働は改善されたのか、

伺います。 

 ２点目は、財政面や維持管理面での問題や課

題が予想される中、対策が今から必要と考えま

す。保護者等の負担にならないように、どのよ

うに取り組まれていくのか、伺います。 

 機器の更新（５年）に伴う問題、購入の財政

問題、機器の処理、ランニングコストはどうな

っていくのか、今後の取組について、機器等の

要請はどのように考えているのか、以上、伺い

ます。 

 以上質問して、不十分な点については、再質

問をさせていただきます。 

○財政課長（濵 久志）  地方創生臨時交付金

につきまして、どのような目的をもって要求さ

れ、決定額はどうなったかにつきましてお答え

いたします。 

 国の令和３年度補正予算（第１号）に係る新

型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付

金は、新型コロナウイルス感染症の拡大防止、

人流抑制等の影響を受ける事業や生活、暮らし

への支援、ウィズコロナ下での社会経済活動の

再開等により、地方創生を図るため、地方公共

団体が、地域の実情に応じて、必要な事業を実

施できるよう、増額されたものでございます。 

 交付限度額につきましては、人口、事業所数、

緊急事態措置及びまん延防止等重点措置の実施

日数、財政力指数、年少者及び高齢者人口割合、

人口密度等を基に、国により算定されたもので

ございます。 

 なお、国の令和３年度補正予算に係る本市の

交付限度額は１億6,068万1,000円で、全額、令

和４年度予算での事業実施を考えております。

当初予算において、一部の事業を予算計上して

おりますが、今後、必要な事業につきましては、

状況を見ながら、補正予算にて計上してまいり

ます。 

 以上でございます。 

 続きまして、財源は一定確保されていると認

識するがどうかにつきましてお答えいたします。 

 地方公共団体が、地域の実情に応じて、きめ

細やかに必要な事業を実施できるように創設さ

れた新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨

時交付金につきましては、令和２年度に５億

1,977万4,000円、令和３年度に１億9,346万

5,000円、令和３年度の国の補正予算分が１億

6,068万1,000円となっており、本市におけるこ

れまでの交付限度額の総額は８億7,392万円と

なっております。 

 本市においては、地方創生臨時交付金を活用

し、これまで感染防止策の徹底に向けた対応、

感染症の影響により、厳しい状況にある方々へ

の事業や生活、暮らしの支援に向けた対応、ウ

ィズコロナ下での社会経済活動の再開に向けた

対応などの事業を実施しており、また、国・県

においても、様々な支援事業が実施されており
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ます。 

 令和４年度につきましても、本財源を活用し、

状況に応じた事業を実施することができますこ

とから、必要な財源は一定程度確保されている

のではないかと考えております。 

 以上でございます。 

 続きまして、地域内経済循環の確立を目指す

ことが重要と考えるが、認識を問うにつきまし

てお答えいたします。 

 地域内経済循環の確立は非常に重要であると

考えており、これまでも、持続化給付金事業や

プレミアム付商品券事業、おもてなしキャン

ペーン等、様々な事業を実施しております。 

 令和４年度当初予算におきましても、プレミ

アム付商品券事業、おもてなしキャンペーンを

予算計上しておりますが、今後につきましても、

関係課と連携し、事業者や市民の声をお聞きし

ながら、感染防止や社会的弱者支援及び地域内

経済の循環に必要な事業について、引き続き、

検討してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○福祉課長（篠原彰治）  コロナ禍による生活

困窮は非正規雇用、女性、独り親、個人事業主

など、生活が不安定な人たちに集中していると

いう認識はあるかにつきましてお答えいたしま

す。 

 令和３年11月19日に閣議決定された国のコロ

ナ克服・新時代開拓のための経済対策において、

我が国経済の状況を見ると、新型コロナウイル

ス感染症の影響により、依然として厳しい状況

にあるとあります。 

 このコロナ克服・新時代開拓のための経済対

策の中で、新型コロナウイルス感染症の影響が

長期化し、その影響が様々な人々に及ぶ中、困

難に直面している人の支援や子育て世帯に対す

る支援が必要なことから、国の対策に呼応し、

本市においても、いろいろな施策を講じている

ところです。 

 具体的には、生活困窮者対策として住民税非

課税世帯等に対する臨時特別給付金を、子育て

世帯対策として子育て世帯への臨時特別給付金、

独り親対策として低所得の子育て世帯に対する

子育て世帯生活支援特別給付金を住民の方々に

行き届くよう、速やかに実施しているところで

ございます。 

 以上でございます。 

 続きまして、生活困窮者に対するセーフテ

ィーネットは、コロナ禍以前から脆弱なもので

あるとの認識はあるかにつきましてお答えいた

します。 

 コロナ禍以前ということですが、近年の経済

停滞、雇用悪化、とりわけ、リーマンショック

による日本経済への打撃によって、国民、住民

の間で失業される方が増えてきているところで

す。 

 本市におきましては、国の制度を活用し、生

活困窮者自立支援法に基づき、相談支援員やハ

ローワークの求人情報を提供するなど、生活困

窮者への就労支援等を行うとともに、併せて、

新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援

金の給付も行っているところでございます。 

 国においては、最後のセーフティーネットで

ある生活保護制度及び生活保護に至る前の段階

での自立を支援する生活困窮者支援制度により、

生活に困窮する者に対して、重層的なセーフテ

ィーネットを構成しており、第一のセーフテ

ィーネットとして、社会保険制度、労働保険制

度が、第２のセーフティーネットとして求職者

支援制度、生活困窮者自立支援制度が、第３の

セーフティーネットとして、生活保護制度が設

けられており、これにより、最低生活の保障や

自立の助長がなされているものと考えておりま

す。 

 以上でございます。 

○市長（尾脇雅弥）  持留議員のセーフティー

ネットについて、先ほど、福祉課長が答弁をい
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たしましたけれども、国において、第１のセー

フティーネットとして社会保障制度、労働保険

制度がございます。第２のセーフティーネット

として、求職者支援制度、生活困窮者自立支援

制度がございます。第３のセーフティーネット

として、生活保護制度が設けられておりまして、

これにより、最低生活の保障や自立の助長がな

されているものと考えます。 

 私は、令和４年度の予算編成に当たりまして

は、元気な垂水づくり、未来・安心・経済の３

つの挑戦を重点施策として取り組むこととして、

国の予算の状況やＳＤＧｓを踏まえて、各事業

の成果に重点を置いて、予算の質を高めること

で、財政運営の合理化を図りつつ、子育て支援

や高齢者対策、市民の安心安全に係るインフラ

整備、アフタコロナに関連する事業費を優先し

て計上したところであります。 

 元気な垂水づくり、未来への挑戦といたしま

しては、子育て支援関連事業、ＧＩＧＡスクー

ル関連事業、デジタル技術を活用した行政サー

ビスの利便性向上などを中心に、また、元気な

垂水づくり、安心への挑戦といたしましては、

垂水元気プロジェクト、柊原団地建替え事業、

市役所庁舎耐震化事業などを中心に、さらに、

元気な垂水づくり、経済への挑戦といたしまし

ては、商工業活性化、水産業経営安定化、新規

就農者の支援や畜産業支援などを取り組むこと

としております。 

 今後も引き続き、安心安全で、住んでよかっ

たと思えるまちづくりを市民の皆様に実感して

いただけるように、市政の発展に全力で邁進す

る決意でございます。 

○総務課長（和泉洋一）  個人情報を本人の同

意なしに第三者に提供する仕組みづくりになっ

ていく懸念があるが、どう考えるかにつきまし

てお答えをいたします。 

 令和３年第３回定例会におきましてお答えし

ておりますが、個人情報に係る三法が個人情報

の保護に関する法律に統合されまして、地方公

共団体の個人情報保護制度についても、全体の

所管が個人情報保護委員会に一元化されること

となっております。 

 個人情報の利用及び提供の制限につきまして

は、個人情報の保護に関する法律第69条に規定

されておりまして、原則としまして、利用目的

以外の利用・提供が禁止されております。しか

しながら、例外としまして、行政機関の保有す

る個人情報については、個人の権利、利益を不

当に損なわない範囲で市民負担の軽減、行政

サービスの向上、行政運営の効率化などを図る

観点から、他の業務の遂行のために有効利用を

図ることも必要でございます。 

 また、本人の利益や社会公共の利益のために、

利用目的以外に利用・提供することが要請され

る場合もございます。このような場合は、本人

の同意があるときなど、例外的に利用目的以外

の利用・提供が可能とされております。 

 また、個人情報の保護に関する法律第２条第

６項におきまして、匿名加工情報とは、個人情

報の区分に応じて必要な措置を講じて、特定の

個人を識別することができないような個人情報

を加工して得られる個人に関する情報であって、

当該個人情報を復元することができないように

したものと規定をされておりまして、匿名加工

情報には、個人情報該当性が認められないこと

となります。 

 これによりまして、個人情報の保護に関する

法律第69条に規定されております利用及び提供

の制限の適用対象外となりまして、行政機関の

所掌事務の遂行に必要な範囲内で、任意に利用

することができることとされております。 

 国におきましては、暫定版ではございますが、

個人情報保護法改正のガイドラインが示されて

おりますので、適切に対応してまいりたいと考

えております。 

 次に、不当に収集、利用、提供された個人情
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報の消去を請求する権利を明確に定める必要が

求められているが、その後の検討はにつきまし

てお答えをいたします。 

 個人情報の保護に関する法律第98条におきま

して、行政機関等における個人情報の適正な取

扱いを確保するために、利用停止請求権につい

て規定されており、個人情報の利用目的の達成

に必要な範囲を超えて保有されている場合、所

定の事由に該当しないにもかかわらず、利用目

的以外の目的での利用、または提供されている

ときは、当該保有個人情報の利用停止をするこ

とができることとされております。 

 次に、情報システムの標準化、共通化により、

住民サービスの後退につながらないかについて

お答えします。 

 情報システムの標準化、共通化は、地方公共

団体情報システムの標準化に関する法律により、

情報システムにより、処理の内容が各地方公共

団体において共通し、かつ、統一的な基準に適

合する情報システムを利用して処理することで、

住民の利便性の向上及び地方公共団体の行政運

営の効率化に寄与することを目的としておりま

す。 

 国は、サーバー等のハードウエアやソフトウ

エアを共同で利用することにより、コスト削減

につなげることや、現在、地方自治体の職員に

とって大きな負担になっているシステムの調達

を簡素化すること、データの標準化により、移

行や情報連携を容易にすること等により、地方

自治体の業務の効率化を図ると説明をしており

ます。 

 令和４年夏までに、標準化システムの仕様書

を国が示す予定で、これを基に、各システム事

業者が標準準拠システムを開発し、各自治体は、

その中から利用システムを選定し、令和７年度

末までに新システムへ移行するスケジュールと

なっております。 

 議員が御指摘のとおり、標準化システムは、

基本的にこれまで、住民の利便性のために改良

してきた帳票なども統一化されることとなりま

す。今後、地方自治体においては、標準化シス

テムと、現在利用しているシステムとの違いを

確認した上で、必要に応じて、業務プロセスの

見直しなどを行い、住民サービスの維持及び利

便性向上を図る必要があるのではないかと考え

ております。 

 以上でございます。 

○学校教育課長（今井 誠）  １人１台端末制

度は、子供の心身にどのような影響を与えてい

るのか、また、懸念があるのかにつきましてお

答えいたします。 

 学校教育法第34条第２項に規定する教科用図

書代替教材、学習者用デジタル教科書の使用を、

各教科等の授業実数の２分の１に満たないこと

とする基準を見直すため、この教材の使用につ

いて定める件の一部を改正する件が、令和３年

３月26日付で交付され、同年４月１日に施行さ

れました。 

 その結果、時数の制限が解かれ、教科用図書

に変えて、教科用図書代替教材を使用する場合

は、児童または生徒の学習及び健康の状況の把

握に特に意を用いることと改められたところで

ございます。 

 本市の各学校ではこれまでも、１人１台のタ

ブレット端末があれば、便利な特別な道具では

なく、調べたいこと、記録したいこと、表現し

たいこと等があるときに、いつでも自由自在に

使える問題解決のための必須の文房具となると

考え、使用すべきときに利活用しております。

使用することは、目的ではなく手段でございま

す。 

 次に、学校や家庭においてＩＣＴ機器の使用

環境が急速に整備されていく中、危惧される健

康面、特に、児童生徒の目の健康状態につきま

しても、十分留意する必要がございます。 

 そこで、学校教育課では、昨年１月にＧＩＧ
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Ａスクール構想の周知リーフレットを、５月に

は垂水市「持ち帰り時のタブレット端末活用の

きまり」を、今年２月には、垂水市学校保健会

が「けんこうだより」を作成し、児童生徒、教

職員並びに保護者に配布しております。 

 その中で、視力低下防止をはじめとした健康

面も含めたタブレット端末の使い方等、児童生

徒の学校や家庭における端末使用状況の指導及

び見守りについて、お願いをしているところで

ございます。 

 具体的に申し上げますと、端末を使用する際

によい姿勢を保ち、机と椅子の高さを正しく合

わせて、目と端末の画面との距離を30センチ以

上離すようにすること、長時間にわたって継続

して画面を見ないよう、30分に１回は20秒以上、

画面から目を離して遠くを見るなどして目を休

めること、児童生徒が自らの健康について自覚

を持ち、目が乾かないよう、意識的に時々まば

たきをするなど、リテラシーとして習得するよ

うにすることなどでございます。 

 また、リーフレットには、タブレット端末を

活用した１日の流れを掲載しており、授業での

利活用を中心としながら、その中で、給食時間

や昼休みは、端末を電源保管庫に入れて充電を

行うことを明記しております。給食時間や昼休

みは児童生徒がタブレット端末を使うことなく、

目を休めることができるようにするというねら

いもございます。 

 なお、今回垂水市が整備したタブレット端末

はＷｉｎｄｏｗｓの端末であり、この端末には、

目に有害とされるブルーライトを和らげる画面

設定もなされております。 

 さらに先般、市のＰＴＡ連絡協議会でも、ス

マートフォン、タブレット、ゲーム機等の利用

に関する家庭でのルールづくりを行っており、

その成果も報告されているところでございます。 

 学校教育課としましても、学校や家庭と連携

を図りながら、望ましいタブレット端末の利活

用をお願いするとともに、これまで以上に、心

身の健康への予防対策を適切に講じてまいりた

いと考えております。 

 次に、１人１台の端末が導入されたことによ

り、教職員の多忙化が改善されたのかについて

ですが、１人１台のタブレット端末については、

これまで行ってきた活用方法に加え、主体的、

対話的で、深い学びの視点からの授業改善に向

けた新たな機能が備えられております。 

 具体的に申し上げますと、まず、個別学習に

おきましては、児童生徒一人一人の学習状況に

応じた課題の配布や個別の学習状況をリアルタ

イムで把握するなど、学習の個別最適化が実現

できております。 

 一斉学習におきましては、学習に必要な資料

を瞬時に児童生徒の端末に送信したり、児童生

徒の課題に対する反応を瞬時に回収、一覧表示

したりするなど、双方向型の学習が展開されて

おります。 

 グループ学習においては、いつでも、何度で

も修正可能な形で、同一のファイルを同時進行

的に共同編集、制作したり、互いに修正可能な

形で、それぞれの考えを即時に共有したりする

など、全員参加型で役割分担できる共同学習が

充実してきております。 

 このような機能を使いこなすことに最初は抵

抗を感じ、戸惑っていた教師も、授業展開や操

作方法を学び、研修を積み重ねたことによって、

個人差はございますが、今では、抵抗なく使用

できるようになってきております。１人１台の

タブレット端末を使った効果的、効率的な授業

の充実は働き方改革の１つであり、業務改善に

つながっております。 

 以上でございます。 

 続きまして、財政面や維持管理面での問題や

課題をどのように認識しているかにつきまして

お答えいたします。 

 議員御指摘のとおり、昨年度末に導入したＧ
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ＩＧＡスクールの１人１台タブレット端末につ

きましては、５年間の使用ライセンスとなって

おり、４年後には機器等の更新時期を迎えるこ

とになるものでございます。その際、今回の端

末整備のように、更新費用を国庫等で補助され

るかどうかにつきましては、国がいまだに明確

に示しておりませんので、現段階ではわかりま

せん。 

 現在、高等学校における１人１台端末整備に

おきまして、自治体によっては、ＢＹＯＤ方式

という保護者負担での端末購入による整備の考

え方もございますが、義務教育段階でそのよう

な方式が妥当なのか、保護者の理解が得られる

のかなど、問題点も多いと考えているところで

ございます。 

 なお、市教育委員会といたしましては、これ

からのソサイエティ5.0時代を見据え、未来を

生きる子供たちに必要な力をつける教育を進め

るために、４年後以降も、授業においてタブレ

ット端末を利活用することは不可欠であると考

えております。 

 そこで、これまでも県の教育長会等におきま

して、今後の機器更新の費用への国庫補助が受

けられるよう、国に対して要望しているところ

でございます。 

 以上でございます。 

○持留良一議員  デジタルのところで、地方自

治法第２条第13項、これはどのように役に立つ

のかということの回答がなかったので。 

○総務課長（和泉洋一）  地方自治法第２条第

13項におきまして、法律またはこれに基づく政

令により、地方公共団体が処理することとされ

ている事務が自治事務である場合においては、

国は、地方公共団体が地域の特性に応じて、当

該事務を処理することができるよう、特に配慮

しなければならないとございます。 

 今回のデジタルの標準化におきまして、今後、

仕様書等が示されるわけでございますが、その

ことがすなわち、この地方自治法第２条の第13

項に抵触するということについて、現段階で、

仮定の話は控えさせていただきたいというふう

に考えております。 

 以上でございます。 

○持留良一議員  それでは、再質問をさせてい

ただきたいというふうに思います。 

 まず、予算の問題なんですけども、ここで重

要なのは、先ほど、いろいろ提案されたとおり、

この予算はどんな形で使われていくのかという

点では、非常に重要な点だと思うんですね。市

民の暮らしをしっかり支えていく、支援してい

く、そういうための単独事業の費用ですので、

そのためのやっぱり、では今、どういう取組を

していくのかということが重要だと思うんです

よ。その点の、今のこの時点での視点を私は持

つべきだというふうに思いますが、そういう視

点はあるのか、お聞きをしたいと思います。 

○財政課長（濵 久志）  今回の地方創生臨時

交付金につきましては、先ほど答弁いたしまし

たとおり、１億6,000万円ほどの財源がござい

ます。令和４年度で、この１億6,000万円を活

用した事業をするということで考えております

が、当初予算につきましてはプレミアム付商品

券、これが5,000万円程度ですね。それとおも

てなしキャンペーン、これが750万円になりま

す。合計で5,800万円ほど当初予算で予算計上

しております。残りが１億円の財源があるとい

うことになります。 

 先ほど、答弁したとおり、今、何に使うかと

いう方向性は出ておりません。ただ、先ほど答

弁したとおり、関係課と協議しながら、連携を

しながら、事業者や市民の御意見を伺いながら、

必要なものを計上していこうと。財源が１億円

ですが、これで不足がある場合も想定されます

ので、一般財源等も投入しながら、これらの対

策には予算化をしていこうと考えております。 

 以上です。 
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○持留良一議員  この視点というのは、非常に

住民との関係でも重要だと思うんですよね。と

いうのは、このお金は、やっぱり基本的には、

住民のために活用できるお金ということ。では

そのとき、今どういう状況であり、だから、そ

こにおける対策はどんなふうな何がいいのかと

いう有効活用していかなければいけない部分で、

それはやっぱり、生活を支える、事業者を支え

る、地域の農業も含めた支える中身でなくては。

それと、国の様々な事業ともドッキングさせな

がら、やはり横出しとか含めてやっていかなけ

ればならないと思うんですよね。 

 そうしたときに、ではどういう形でそこの部

分を、ニーズをつかんでいくのかと。先ほど、

プレミアム付商品券等出ましたけれども、そう

なってくると、非常に短絡的な方向にいきやす

いという考え方も出てくると思うんですよね。 

 というのはやっぱり、ニーズを調べるために

は、根気よく住民との関係で把握していかなけ

ればいけない作業が出てくると思うんです。そ

うするためには、今の時点でやっぱり準備をし

ながら、一体どこに問題があって、どこにその

支援策が必要なのかというのが出てくると思う

んですよね。そういう取組の視点ということは、

今の時点でしっかり持っていかなければいけな

いというふうに思うんですが、市長はそういう

ところはお持ちでしょうか。 

○市長（尾脇雅弥）  コロナの状況というのは

日々変化をしていきます。主には、その感染防

止対策と経済対策ということになろうかと思い

ます。 

 今、代表的なものを２つほど挙げられました

けれども、それ以外の市民の皆様の声、基本的

には、それぞれ約20の課がございますので、そ

この現場の職員の皆さんのヒアリングを基に、

いろんな政策的な立案をされていきますので、

そういった意味では、特会合わせて182億円と

いう形で予算を組んで、基本的なこと、当初予

算では、先ほど申し上げたことですけれども、

コロナの状況、そのことによる影響というのを

適宜見極めながら、必要な支援をしていくとい

うことだというふうに思っております。 

○持留良一議員  ぜひ、そういう視点を持ちな

がら、ぜひ、現場のそれぞれの課の課長なんか

も、その辺りをきっちり把握していただいて、

そして、だれもが納得できるような施策を、対

策をぜひ提案していただきたいというふうに思

います。 

 この点は、そういう形で、若干気になるのが、

経常収支比率が若干悪化しているということで

すけども、そんな大きな問題にはならないと思

うんですけども、公債費だとか市税の税収が厳

しくなるという中でやっぱり、ここはこうして

悪化していくと、そういう対策も限られてきま

すので、ぜひ、そのところにおいては、財政運

営しっかりとっていただきたいというふうに思

います。 

 それと、セーフティーネットの問題なんです

けれども、先ほど、市長は、私が問いただした

中身とちょっと違う回答がされたんですけども、

財源がなければ、各種減免制度の運用を、改定

によって救済はできるように検討されたのかと

いうことを言ったんですよ。 

 要するにお金がない、厳しいとなったらやっ

ぱり、それを救済できるセーフティーネットの

一部でもある減免制度、そこをきちっと運用し、

もしくは改善し、充実を図って、そういう生活

困窮者等を含めた形での対策を取る必要がある

んだろう。それが、私はセーフティーネットを

さらに構築していく中身なんだということを問

いただしたんですけども、その点について、再

度お願いします。 

○市長（尾脇雅弥）  詳しくは担当課長のほう

で説明をいたしますけれども、基本的には、先

ほど申し上げたようないろんな支援、国も含め

て、独自の政策もございます。持留議員が言わ
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れた、困っているところにしっかりと手当てを

していくというのは基本だと思いますので、そ

のようなことで対応していきたいというふうに

思います。 

○持留良一議員  その中で、子供の生活実態調

査、それから国民負担率、これを一読お願いし

たいということを提案していましたけれども、

読まれたり、もしくは担当課から、アドバイス

か何かあったでしょうか。 

○市長（尾脇雅弥）  常に、いろんな情報を提

供していただいておりますことには感謝を申し

上げます。ただ、目は通しましたけれども、詳

細までというところでは至っておりませんので、

そういった意味合い、持留議員が言わんとして

いることはよく理解しておりますから、そのこ

とは、今お話ししましたけれども、私自身も社

会福祉の出身でありますから、同じような気持

ちの中でまちづくりを進めておりますので、

ルールに従って、担当課と協議をしながら、で

きることは進めていきたいというふうに考えて

おります。 

○持留良一議員  この中で重要なことが、また、

政府もこのことを認めているんですけれども、

例えば、独り親世帯の50.23％が貧困ライン以

下というような結果になっています。 

 この冒頭のところにも出てくるんですけども、

特に、等価世帯収入が中央値の２分の１未満で、

最も収入が低い水準の世帯や独り親世帯が、親

子とも、多くの困難に直面している。ただし、

等価世帯収入が中央値の２分の１以上だが２分

の１未満の、いわゆる、いわば収入が中くらい

の水準の世帯でも多様な課題があると。 

 収入の水準が低い世帯や独り親世帯では、新

型コロナウイルス感染症の影響を受け、生活状

況はさらに厳しくなっている可能性があるとい

うことを、ここに初めて政府が、日本で全体の、

そういう調査を行ったという中身なんですね。

この中から、さっき言ったみたいな問題点が浮

かび上がってくるということですね。特に独り

親世帯、こういうところに大きな問題が生まれ

てきているということです。 

 そして、何よりも重要なのは、このことで政

府自身もそういう実態で、対策の必要性が出て

きているということは認めているわけですよね。

だから今後、その政策をとられていけば、私た

ちも大変うれしいんですけども、こういう状況

の中で、では自治体として何ができるのかとい

うことが一方であったわけなんです。そういう

人たちを救済するために。 

 国の施策を待つまでもなく、自治体としてで

きることは何かと言ったら、先ほどみたいなそ

れぞれの減免制度を使ったそこの改善、充実、

そういうことによって救済ができるのではない

かということを提案をさせていただいたんです。 

 それから、負担率の問題ですね。高齢者も含

めた負担率の問題ですけども、近年の国民負担

率の上昇には、2014年４月、2019年２月の消費

税引上げや高齢化に伴う医療、介護などの社会

保障負担の増大という背景があると。まさに、

子供たちも高齢者の皆さんもそういう状況の中

で生活をしているという、様々なこういう問題

があるということなんですよね。 

 そうしますとやっぱり、施策として何が自治

体は取り組むべきなのかということはおのずと

見えてくるというふうに思うんです。そうなっ

てきたときに、先ほど言いました、できるよう

なお金がないというのであれば、そういう制度

の改善、充実でできるのではないかということ

ですけども、そういう点で市長の見解を。 

○市長（尾脇雅弥）  具体個別は、後ほど副市

長のほうでお話しさせていただきますけれども、

今、実態調査の中でやはり、高齢者の皆さんあ

るいは子供たち、独り親制度も含めて、非常に

困窮しておられる方が、このコロナによってさ

らに困窮しているのではないかということも、

私もそういうふうに思います。 
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 いわゆる、声なき声というのをしっかりとど

う確認をして対応していくかというのが大事で

ございます。特に、垂水市におきましては、高

齢化率44.4％、減少人口率９％という数字も出

ておりますから、そういう方々の割合が高い中

で、声なき声を拾ってそこに的確に光を当てて

いく政策ということ、今後、補正も含めてしっ

かり対応していきたいというふうに思っており

ます。 

○副市長（益山純徳）  持留議員の質問に対し

てお答えします。 

 独り親世帯に関しましては、これまでも国・

県により様々な事業が実施されております。私

も子ども家庭課というところにいまして独り親

家庭のそういう業務をしておりまして、その際

も県単独で独り親に対して資金が厳しいところ

に無利子・無担保・無保証でお金を貸すという

ような事業も創設したところでございます。 

 このような国・県の事業、こういうものを今

後も注視しながら、周辺市町の状況そういうも

のを踏まえながら、各課長がそういう、いろん

な事業を検討すべきものだとは考えております。 

 以上です。 

○持留良一議員  若干、視点が違ったと思うん

です。 

 私は制度の改善・充実を図るべきじゃないか

と。でも、先ほど副市長が言ったのは、結局借

りなければならない、返さなければならないと

いう仕組みになってしまうんですよ。そうして

あと、そういう人たちにとったら二重にも三重

にもまた負担が増えるという結果になっている。 

 そうであるならば、制度の減免制度も含めた

形の、そっちのほうのお金をかけない制度の運

用によって負担を減らしていく。そういう方法

ができるんじゃないかということを提案したん

ですよ。これはもう提案にして、今後またしっ

かり取り組んでいただければと思いますけど、

視点はそこなんです。だから履き違えると、全

然また論点が違ってきますので、そこの点は御

理解いただきたいと思います。反論があればど

うぞ。 

○副市長（益山純徳）  今、持留議員からそう

いう福祉に対してのお考え、頂きました。 

 やはり行政といたしまして国・県、やはり現

在の独り親の状況、こういうコロナ禍による状

況というのを分析されていると思います。そう

いう国・県のそういう事業を見ながら、市町村

としてどういうことをやるべきかというのを、

やはり検討すべきものだと考えております。 

 以上です。 

○持留良一議員  提案にとどめますけども、例

えば福祉関係では生活困窮者への光熱費の補助、

生活保護の冬季加算額の増額、それから市民課

でも国保で一部負担金のこの減免の問題、それ

から保健課においては、例えば介護保険料の独

自の減免制度の充実、それから水道課には負担

の軽減とか減免、こういうのが、教育委員会で

も就学援助の今は1.3ですかね、これを1.5倍に

するとかいうことで、様々な救済措置ができる

んですよ。現在の制度の運用を使ってでも。だ

からこのことを私は指摘したんですけども、そ

の点で議論がかみ合わないというよりも、ちょ

っと視点が違った形で、論点が違った形で回答

されましたので、ちょっと残念ですけども、そ

ういう点であったということを確認をしてくだ

さい。 

 それでは次の、自治体デジタルの問題にいき

たいと思います。 

 この中で国は個人保護上、これは一旦リセッ

トすると言いますが、この意味はどういうこと

でしょうか。 

○総務課長（和泉洋一）  反問権でございます

が、そのリセットというところの内容について、

お教えいただければというふうに。 

○持留良一議員  はい。一旦、それぞれの自治

体の個人情報保護条例のいわゆるフラット化、
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リセットしてそういうことによって自治体の条

例について、今後国が提案をしていくというこ

とを提案しているわけなんですよ。 

 これはなぜかというと、各自治体の個人情報

保護条例に基づく運用は、円滑なデータ流通の

妨げになると、統一ルールを定め国の保護委員

会に一元化したいと、そのことについて標準

化・共通化、行政手段の手続のオンライン化を

やりたいということなんです。 

 当然、そういう形でやっていかないと国のほ

うは、それが実際ばらばらだと困るわけじゃな

いですか。だからそのことをやるんだと言って

いるわけなんです。この点について。 

○総務課長（和泉洋一）  ただいまの御質問に

お答えする前に、先ほど地方自治法第２条との

関係性において、仕様書が示される前において

は答弁を控えたいというような主旨のことを申

しましたが、これまでも基幹システムに附則す

る場合サブシステム等を用いまして業務を遂行

しているところでもございます。 

 今回の標準システムの導入につきまして、こ

のことが必ずしも地方自治法の第２条に影響す

るというものではないというふうに考えており

ます、に訂正をさせていただきます。 

 それでは、ただいまの御質問でございますが、

今回、国において個人情報の保護を行いながら、

その個人情報の有効活用についても利用促進を

図るというような趣旨にて法改正がなされてお

ります。 

 その中で、各地方自治体の条例におきまして

も、その法の施行のスケジュールに合わせて、

今後条例についても所要の見直しということが

行われていくというふうに考えておりますので、

国においてその条例をリセットというような表

現につきましては、やはり法の趣旨に沿った形

での条例の整備と、改正というものが一部必要

になってくるということの、そのような意味で

あるというふうに理解をしております。 

 以上でございます。 

○持留良一議員  そうすると、自治体が独自に

やる上では、さっき言われた国の様々な仕様書

も含めた形での縛りがかかってくるということ

ですよね。 

 そうすると住民自治、団体自治というのはど

んな形で保障されていくんでしょうか。 

○総務課長（和泉洋一）  法律の性格上と申し

ますか、やはり上位法が優先していくというこ

とでございます、原則といたしまして。 

 各自治体が定める条例につきましては、法が

定めていることに対して改めて記載をしたりと

か、それを超える条例の規定というのはできな

いのではないかというふうに考えております。 

 そういう中で団体事務においても、その法の

趣旨をよく理解した上で運用について適正にそ

れぞれが行っていくということが大事であると

いうふうに考えております。 

 以上でございます。 

○持留良一議員  結果としてそれは保障される

ものがどこにあるんですか。 

 一元化されていく、国がそういうことをやり

なさいと、そうすると国は困りますよとなって

きたときに、自治体としたら抵抗できるんです

か。今の話では抵抗はできませんよというよう

な受け取りになりますけど、それでいいんです

か。 

○総務課長（和泉洋一）  改正法の審議の段階

で、国会のほうでどのような議論がなされたか

ということについて、残念ながら私は不勉強で

あまり理解をいたしておりません。 

 地方自治体としては、あくまで法律の範囲内

での業務ということになるかと思いますので、

その辺りは今年４月以降にまたガイドラインの

ほうでも今後示されていくだろうというふうに

考えております。 

 以上でございます。 

○持留良一議員  ぜひ、自治体の意見が反映で
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きるような形も、たしか法律の中で保障されて

いると思うんです。ぜひ、主張等含めた形で、

そこの部分の住民自治、団体自治を守るんだと

いう視点に立って、ぜひ取り組んでいただきた

いというふうに思います。 

 この意見を反映する法的仕組みもあります。

地方自治法公共団体システムの標準化に関する

法律、自治体から意見徴収を行うということに

なっています。 

 今後、またガバメントクラウドの問題もあり

ます。様々、今後ありますけども、最後にお聞

きしますけども、もし本人のプライバシーが侵

害されたり、漏洩したときは自治体は責任を取

れますか、どうやって責任を取るおつもりです

か。 

○総務課長（和泉洋一）  あくまで法の範囲内

において情報の利活用ということをされるとい

うふうに認識をしておりますので、その範囲内

において行われる限り、そのような事態という

のは想定をしていないということでございます。 

○持留良一議員  今後の推移をしっかりと見て

いきながら適宜、質問をしていきたいというふ

うに思います。 

 最後は、ＧＩＧＡスクールの学びの保障の問

題ですけども、私はこの間、デジタルの問題と

聞いたのは、２分の１以上は使用しないという

ことを教育長は言明されました。 

 私はそのことを子供たちを守る、大事だと。

体の問題、教育の問題含めて、そういう認識だ

ったんですけども、その点は変わったというこ

とは、さらにそこが私は深刻になる懸念がある

なと思っておりますけども、その点について、

再度お聞きします。 

○教育長（坂元裕人）  今回、この規定が変わ

ったということは、結局教科、あるいは内容に

よっては２分の１を超える場合もあるというこ

とを想定してのものだと思います。よくその背

景は分かりませんけれども。そのことについて

は、やはり学習効果から考えるとあるだろうと

いうことも含めて、ただし、目のいわゆる健康

という観点から申し上げますと、それは好まし

いことではないというふうに思っております。 

 ですので、そういうことは避けつつ従前に既

定のありました、そういう２分の１ということ

は意識しながら、活用は進めていくべきであろ

うというふうには考えております。 

○持留良一議員  そうですか。そういう形に変

わったんですね。教育長を信頼してましたけど

ね、そういう点では。（笑声）国の方針が変わ

ったのかどうなのか。 

 例えば、このイスラエルがあるんですけれど、

電磁波の干渉への問題も含めて、小学校では教

室でインターネットが利用できるのは１日１時

間。１週間に３日以内、パソコンを使った学習

は、１年から３年生は全授業の20％以下、４年

生、６年生は30％以下に制限していると。これ

は母親たちが、保護者の人たちがそんな電磁波

の中で勉強させるなと、そして目に悪い影響を

与えるから授業時間を制限しろということで、

運動として国が決めたんです。 

 それだけやっている国もあるんだということ

をまず認識をしていく必要があるんじゃないか

なと思います。 

 それで、子供たちとの関係では想像力という

点で手書きの重要性が教育長は主張されていた

と思うんですけども、この点について変わらな

いか。 

○教育長（坂元裕人）  従前から申し上げてお

りますように、これまでの日本、伝統的な教育

です、いわゆる手書きというものについては非

常に大事だと思っております。 

 ですので、そこはタブレットをうまく使いつ

つも、しっかり最後は自分の手で書いて確認。

特に漢字なんかはそうですよね、どこではらう、

どこで止める、どこではねるなど、最後はやは

り実際書くことによってそれは育まれていくも
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のだと思っております。そこは従来と変わって

おりません。 

○持留良一議員  ところが、25年からデジタル

教科書が本格導入されていきますよね。僕らも

想像が、どんなふうになっていくのか分かりま

せんけども、大変、私たちも危惧される点があ

るんじゃないかなというふうに思います。 

 例えば前の萩生田大臣は、デジタル教材の活

用は教員の裁量、専門性を基本にすべきだとい

うことを述べられたんです。いわゆる子供たち

の実態に合った形で教員がきちっと選べるよう

にしていきたいと。ところがそうじゃないです

よ、今後は。大変厳しい状況の中で、もうデジ

タル教科書中心にしなさいということ、本格導

入ということになってきたら、先ほどの様々な

健康の問題から子供たちのそういう手書き、本

来の教育の在り方、それさえも否定されていく

状況に大きく変わっていくんじゃないかなと、

それだけは私なんかは危惧してるんです。 

 先ほど言いました、当初２分の１だと言いな

がらも、それが３分の２含めて返ってくると、

そして本格的なデジタル教科書が入ってくると。

そうなってくると教員の多忙化、多忙化の問題

はいけませんが詳しくやられると思いますので、

そこの部分にどんどんどんどんしわ寄せがいく

ということがあります。 

 そういう点で、あと１分ですね。健康の問題

も含めてぜひガイドライン、これは2014年に国

がつくったガイドラインです。これに基づいて

やってらっしゃる部分もあるかと思いますけど

も、これは札幌市がつくったやつです。電磁波

の問題も含めて書いてあります。こういう、や

はりガイドラインをしっかりつくりながら、子

供たちを守っていくという立場に立ったＧＩＧ

Ａスクール上での在り方が問われていると思う

んです。 

 本当に今、そういうことが皆さんの中にある

んだったら、ここに作っていただきたいし、そ

ういう考え方がないのか最後お伺いして私の質

問を終わります。 

○教育長（坂元裕人）  ありがとうございます。 

 目の健康、このことについては非常に我々も

一方では懸念材料もございます。ですので、先

ほど課長からも答弁でございましたけれども市

Ｐでも動いて、家庭の中におけるルール、そう

いったものをつくりながらタブレットをうまく

活用していくということを学校と家庭、行政が

一体となって今取り組んでいるところでござい

ます。 

 もちろん、札幌市が先行的につくっているそ

ういうガイドライン、そういうことの必要性も

感じております。ですので、またいろんなもの

を参考にしながら本市は本市でＧＩＧＡスクー

ルを進めていくと明言しましたので、そのガイ

ドラインもぜひ今年度内にたたき台でも作って、

また新年度からそれを活用しながら子供の目を

含めた健康を守っていきたいと思います。 

 以上でございます。 

○議長（川越信男）  ここで、暫時休憩いたし

ます。 

 次は、２時20分から再開します。 

     午後２時11分休憩 

 

     午後２時20分開議 

○議長（川越信男）  休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 次に、11番、池山節夫議員の質疑及び質問を

許可いたします。 

   ［池山節夫議員登壇］ 

○池山節夫議員  それでは、議長に発言の許可

を頂きましたので、通告順に従って質問をさせ

ていただきます。市長、副市長、教育長並びに

各関係課長の御答弁をよろしくお願いいたしま

す。 

 市政について。 

 令和４年度垂水市施政方針について。尾脇市
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長は、元気な垂水づくりの実現のために、未

来・安心・経済の３つの挑戦を取り組むことを

掲げておられます。施政方針を見ますと、子育

て支援関連として３歳児健康診査時屈折検査事

業、多胎妊娠の妊婦健康診査支援事業、不育症

検査費用助成事業、産後ケア事業、風疹予防接

種補助事業などの新規事業が盛り込まれており、

未来への挑戦、次世代の担い手を育成・支援す

るまちに力点が置かれております。私としては、

大変評価するものであります。 

 さらに、新型コロナウイルス感染症への対応

などで負担が増加している教育・保育の最前線

で働く職員の方たちへの処遇改善として、保育

士・幼稚園教諭等処遇改善臨時特例事業として

900万円が予算化されておりますが、この事業

の内容について伺います。 

 次に、ＧＩＧＡスクール関連予算687万9,000

円のＩＣＴ関連事業とＧＩＧＡスクールアドバ

イザー招聘事業について教えてください。 

 デジタル技術を活用した行政サービスの利便

性向上の予算については、理解をいたしました

ので割愛をいたします。 

 新型コロナウイルス対策について。 

 ３回目ワクチン接種のスケジュールについて

伺います。 

 次に、新型コロナウイルスに感染してからの

潜伏期間についてと濃厚接触の捉え方について、

教えてください。 

 コロナウイルスに感染した人に対する差別や

偏見、いじめ等が見受けられますが、どのよう

なものがあるか、それらの誹謗中傷対策につい

て、保健課長と学校教育課長に伺います。 

 地球温暖化対策について。 

 環境省は脱炭素先行地域の１回目の募集を１

月25日から開始、２月21日で締め切りました。

全国から102自治体の申込みがあり、このうち

20から30の自治体をまず選定するようでありま

す。今後も2030年までに100か所以上の脱炭素

先行地域を創出するために、年２回程度募集・

選定し、自治体からの計画提案を募るようであ

りますが、垂水市の対応について伺います。 

 次に、教育行政です。 

 給特法と教職員の働き方改革について。 

 先生が足りない。教育に投資しない国は亡び

る。教育への投資は日本の未来への投資だとい

う校長先生の悲痛な訴えを、岸田首相や財務省

はどう思うだろうかという南日本新聞の記事が

ありました。 

 団塊世代の一斉退職で補充すべき教員数が増

えているのに、厳しい財政の自治体ほど正規教

員の比率が下がり、今では小・中学校の担任の

１割が非正規職員だといいます。パソコン端末

を活用した事業の実践や、小学校での英語教育、

新型コロナウイルス対策の消毒作業、中学校で

は、部活動指導も重い負担となっているようで

す。市内の教職員の労働実態について教えてく

ださい。 

 文科省も学校の働き方改革に着手し、外部人

材の活用や事務職員の配置、タイムカード導入

による労働時間管理などの改善を模索し、部活

動指導についても地域の人たちに任せる仕組み

を検討しているようですが、教職員の働き方改

革実行計画は作成されているのか、伺います。 

 以上で、１回目の質問を終わります。 

○福祉課長（篠原彰治）  保育士等処遇改善に

ついての内容につきましてお答えいたします。 

 この事業は令和４年２月から９月までの間、

職員に対して３％程度の賃金改定を行う教育・

保育施設等に対して当該賃金改善を行うために

必要な費用を補助するものでございます。 

 以上でございます。 

○学校教育課長（今井 誠）  ＧＩＧＡスクー

ル関連予算につきましてお答えいたします。 

 新年度予算におけるＧＩＧＡスクール関連の

予算といたしましては、大きく３つのものが含

まれております。 
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 １つ目は、来年度から新たに導入いたしまし

たＧＩＧＡスクールアドバイザー招聘事業でご

ざいます。本市ＧＩＧＡスクール構想のさらな

る発展のため、教育の情報化や情報活用能力の

育成、教育工学の分野で全国的な活躍をされて

いる鹿児島女子短期大学の渡邉光浩教授を本市

のＧＩＧＡスクールアドバイザーとして、年10

回程度招聘しようとするものでございます。 

 市の教職員研修会だけでなく、各学校の研修

会等で積極的に活用し、授業での活用場面を見

ていただく中で、従来のＩＣＴ活用レベルから

脱却し、教育ＤＸを目指した個別・最適な学び

や協働的な学び、学習者中心の授業の実現に向

けたより具体的な助言や方向性を示していただ

けるものと期待しているところでございます。 

 さらには、保護者向けの講演会等も計画し、

その講師としてこれからの教育の方向性や家庭

での端末持ち帰り時の注意点、家庭でのルール

づくり、タブレット端末等を含めた情報モラル、

情報端末との向き合い方などをお話ししていた

だきたいと考えているところでございます。 

 ２つ目は、今年度から取り組んでおります家

庭ネット学習支援事業でございます。 

 こちらはネット環境のない家庭の児童生徒に

必要に応じてモバイルＷｉ癩Ｆｉルーターを貸

し出すために、各学校に必要台数を配備するた

めの費用でございます。来年度は新城小学校と

柊原小学校の２校に新たに光回線が整備され、

これまでのモバイルＷｉ癩Ｆｉルーター接続か

ら校内Ｗｉ癩Ｆｉ接続に切り替わることになっ

ております。 

 そこで、この２校も含めて、来年度も非常時

に１学年同時に端末持ち帰りによるオンライン

対応ができる環境を保障できるように、ネット

環境のない家庭数を改めて調査し、学年別で一

番多いネット環境のない家庭数を参考にモバイ

ルＷｉ癩Ｆｉルーターの配備数を決め、小学校

は８台増の35台、中学校は７台増の20台分の通

信料等を予算として計上しているものでござい

ます。 

 なお、本市では、必要最低限度の数ではあり

ますが、タブレット端末導入当初から市の予算

でモバイルＷｉ癩Ｆｉルーターを整備し、いつ

でも貸し出せる準備を整えていた関係で、平常

時は学校でローテーションを組みながら貸出し

を行い、県内ではごく一部の自治体しか行って

いない日常的な端末持ち帰りが実現できました。 

 また、普段からの端末持ち帰りにより、非常

時でもスムーズにオンライン授業等が実施でき、

コロナ禍の学級閉鎖等の対応もスムーズに行う

ことができたところでございます。 

 ３つ目は、ＩＣＴ支援員業務委託でございま

す。 

 こちらは昨年度の本格稼働時から導入したも

ので、各学校に週１回の頻度でＩＣＴ支援員が

巡回し、授業でのサポートや端末の管理等につ

いて教職員や児童生徒を支援しております。 

 学校からもオンライン授業の準備や端末故障

時の対応等で大変助かっていると好評を得てお

ります。 

 なお、本市のＧＩＧＡスクール関連のタブレ

ット端末購入や高速大容量ネットワーク等の環

境整備、大型モニター等の周辺機器の整備等に

つきましては、全て令和２年度末までに完了し

ており、ロイロノートやＡＩドリル、スクール

ライフノート等の各種クラウドサービスにつき

ましても、端末購入時に５年分の使用料を含め

て購入していることから、新年度予算にはこれ

らの経費は含まれていないところでございます。 

 以上でございます。 

○保健課長（草野浩一）  ３回目のワクチン接

種スケジュールにつきましてお答えいたします。 

 昨日の堀内議員への答弁と重なるところがご

ざいますが、３回目接種につきましては、本市

では昨年12月13日から医療従事者への接種を皮

切りに、その後、国の通知に基づき２回目接種
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の完了日から６か月以上経過した施設入所者、

介護従事者、保育所等・学校等の職員と順次接

種されているところでございます。 

 また、一般高齢者につきましては、２回目接

種を終えられた順に１月14日から接種券を発行

し、接種券がお手元に届いた方は御予約の上、

１月31日から市内各医療機関等で接種を受けて

いただいているところでございます。 

 次に、接種者数及び接種率でございます。 

 ３月１日時点で３回目のワクチン接種をされ

た本市の接種者数は4,390人となっており、接

種率は２回目の接種者数１万1,820人の37.1％

となっております。 

 接種券の発行につきましては、高齢者・若年

者ともに２回目接種から６か月経過した方に対

し、随時接種券の発行を行っているところでご

ざいます。 

 現在、全国的に感染が拡大していることから、

市内の医療機関のみならず、集団接種や県によ

る鹿屋市の大規模接種会場を御案内するなど、

３回目接種を希望される方が早めの接種ができ

るよう体制を図っているところでございます。 

 以上でございます。 

 引き続きまして、潜伏期間につきましてお答

えいたします。 

 厚生労働省が発行している新型コロナウイル

ス感染症診療の手引きにおいては、オミクロン

株は潜伏期が２日から３日であるとされており

ます。 

 また、濃厚接触者につきましては、国立感染

症研究所が発行している新型コロナウイルス感

染症患者に対する積極的疫学調査実施要領にお

いて定義がなされており、垂水市を管轄してい

る鹿屋保健所においても、その定義に基づいて

対応が行われているところでございます。 

 その実施要領によりますと、濃厚接触者とは、

患者の感染可能期間において、当該患者が入

院・宿泊療養または自宅療養を開始するまでに

接触した者のうち、患者と同居するなど、長時

間の接触があった者。手で触れることのできる

距離、目安として１メートルで、必要な感染予

防策なしで患者と15分以上の接触があった者の

うち、周辺の環境や接触の状況等、個々の状況

から患者の感染性を総合的に判断された者など

とされております。 

 以上でございます。 

 引き続きまして、コロナ差別や偏見、いじめ、

誹謗中傷対策につきましてお答えいたします。 

 昨日、堀内議員への答弁と重なるところでご

ざいますが、初めに、不当な差別や偏見、いじ

め等を受けた声につきましては、一昨年のコス

モス苑のクラスター発生後に、感染者、医療・

介護従事者やその御家族等に対し、偏見や差別

が一部あったと聞いております。 

 そこで垂水市では、新型コロナウイルス感染

症により感染者やその御家族、医療従事者等が

差別を受けたり偏見を持たれることがない社会

を目指す活動として全国に広がっているシトラ

スリボンプロジェクトに賛同し、令和３年２月

10日から令和４年３月31日までをプロジェクト

期間として、今日まで支援活動を展開してきて

おります。 

 その活動の一つとして、市内の公共施設、福

祉施設、医療機関等においてシトラスリボンの

着用を広めることで、感染から回復された方が

地域に温かく受け入れられるよう、そのまちづ

くりに取り組んできております。 

 これまでの取組としましては、広く市民への

周知として、広報誌への記事掲載、市内全戸へ

のチラシ配布、垂水市公式ウエブサイトに記事

を掲載、市役所正面玄関や子育て支援センター

等でのリボン配布、民間店舗でのＰＲ活動等を

行ってきております。 

 また、市役所、教育委員会には、市職員にリ

ボン着用を促すとともに、公共施設や小・中学

校へリボン作成セットとポスターを配布し、周



－145－ 

知を図ったところでございます。 

 その後、学校においては授業の中でシトラス

リボンを作成すると同時に、偏見や差別につい

て学習があったとの報告を受けているところで

ございます。 

 また、市内医療機関、福祉施設等に対しプロ

ジェクトへの賛同を呼びかけ、応じた事業所に

リボン作成セットとパネルを配布することで、

医療、介護、福祉の現場から感染者等への心の

支援を行っていただいているところでございま

す。 

 感染が拡大している中、感染者、その御家族、

治療に当たっている医療機関とその関係者だけ

でなく、ワクチンの接種ができない方や接種し

ないことを選択された方等に対する不当な差別

や偏見、いじめ等がないよう、正確な情報に基

づいた冷静な行動のお願いを、教育委員会や学

校、関係課と連携し、今後も引き続き周知して

まいりたいと考えているところでございます。 

 以上でございます。 

○学校教育課長（今井 誠）  コロナ差別や偏

見、いじめ、誹謗中傷対策につきましてお答え

いたします。 

 各学校におきましては、これまで道徳科の授

業で児童生徒がいじめに関わる問題場面におい

て、自分だったらどうするかと、自分のことと

して考え、それぞれの考えを出し合い、いじめ

を生まないためのよりよい考え方、行動の仕方

について議論し、自分なりに納得できる考えを

持つことを目指す授業づくりに取り組んできま

した。 

 また、他者の痛みや感情を共感的に受容でき

るための想像力、感受性を身につけ、差別や偏

見のない社会の実現に努めようとする態度を養

う授業づくりにも努めているところでございま

す。 

 そして、人権教育におきましては、生命は最

も重く、かけがえのないものであるという理解

の上に立ち、自分の生命を大切にするとともに、

他の生命も尊重し、お互いに支え合いながら力

強く生きていこうとする態度を養う参加型学習

などを実施しているところでございます。 

 また、県の人権同和教育課が昨年度作成した

リーフレット「新型コロナウイルス感染症に負

けないために」等の資料を活用しながら、新型

コロナウイルスなどの感染症がなぜ差別や偏見

につながるのかについて深く学ぶとともに、不

安やストレスからいじめや差別が生まれないよ

うにするための対応方法について、機会を捉え

て繰り返し指導し、児童生徒に啓発を続けてお

ります。 

 このように、いじめや偏見、差別等の未然防

止のために、各学校においてこれらの取組を日

常的に実施しているところでございます。 

 なお、本市内での新型コロナウイルス感染症

の感染拡大に伴い、学校におきましてもこれま

で複数の児童生徒や教職員に感染が確認されて

おりますが、その都度、感染確認と学校の対応

等を保護者にお知らせする文書の中に、新型コ

ロナウイルス感染症による差別や偏見を防止す

るため、感染者等に対する憶測やうわさを絶対

に広めないよう、冷静で思いやりのある対応を

お願いする文言を必ず入れて文書等を出すよう、

徹底しているところでございます。 

 さらに、その児童生徒や教職員が学校に復帰

する際にも、全職員でいじめや差別につながる

ような言動がないか注意するとともに、そのよ

うな事案を確認した場合には毅然とした態度で

指導し、市教委にも報告するよう指導している

ところでございます。このような取組により、

本市におきましては新型コロナウイルス感染症

に係る差別やいじめ、誹謗中傷等の報告は受け

ていないところでございます。 

 今後も市教委としましても、児童生徒・保護

者が感染症に対する不安から陥りやすい差別や

偏見等について考え、適切な行動を取れるよう、
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学校と連携を図りながら引き続き指導・啓発し

てまいります。 

 以上でございます。 

○生活環境課長（紺屋昭男）  脱炭素先行地域

の選定につきましてお答えいたします。 

 国と地方が協働・共創して、2050年までの

カーボンニュートラルを実現するための国と地

方による具体的な方策について議論する場とし

て、令和２年12月25日より国・地方脱炭素実現

会議が開催され、令和３年６月９日の第３回会

議において、地域脱炭素ロードマップが決定さ

れたところでございます。 

 地域脱炭素ロードマップの対策や施策の全体

像につきましては、2020年から2025年の５年間

に政策を総動員し、2030年度までに少なくとも

100か所の脱炭素先行地域を選定することなど、

国においても人材、技術、情報、資金を積極支

援していくことのようでございます。 

 脱炭素先行地域とは、地域脱炭素ロードマッ

プに基づき、地方自治体や地元企業、金融機関

が中心となり、農山漁村、離島、都市部の街区

といった地域特性に応じ、再生可能エネルギー

ポテンシャルの最大限活用による追加導入や、

住宅建築物の省エネ及び再生可能エネルギー導

入といった脱炭素に向けた取組内容を組み合わ

せ、民生部門、いわゆる家庭部門及び業務、そ

の他部門の電力消費に伴うＣＯ２排出について

は、実質ゼロを実現し、運輸部門や熱利用等も

含めて、そのほかの温室効果ガス排出削減につ

いても、我が国全体の2030年度目標と整合する

削減を地域特性に応じて実現するため、2025年

度までにそれらの道筋をつけ、2030年度までに

実現させ、脱炭素を達成する地域と、国が示し

ているところでございます。 

 今回の脱炭素先行地域の第１回募集に当たっ

ては、先ほど議員からもございましたが、102

の自治体から79か所の応募があったとの報道が

２月22日にございましたが、先行地域の選定要

件につきましては、都道府県及び政令指定都市、

中核市に義務づけられております地球温暖化防

止実行計画（区域施策編）の策定などが選定要

件となっていることから、脱炭素先行地域への

応募までに至らなかったところでございます。 

 以上でございます。 

○学校教育課長（今井 誠）  市内の教職員の

労働実態についてお答えいたします。 

 学校現場を取り巻く環境が複雑化・多様化し、

学校に求められる役割が拡大する中、新学習指

導要領の確実な実施など、学校教育のさらなる

充実が求められております。 

 こうした中、教育職員の長時間労働の実態が

明らかとなっており、このことは子供の学びを

支える教職員の心身の健康に少なからず影響を

及ぼすとともに、日々の教育活動の質にも関わ

る喫緊の課題となっております。 

 こうした状況を踏まえ文部科学省は、平成31

年１月に学校における働き方改革の総合的な方

策の一環として、公立学校の教師の勤務時間の

上限に関するガイドラインを策定しました。 

 本市教育委員会におきましては、文科省のガ

イドラインと鹿児島県教育委員会の指針を参考

に、教師の勤務時間の上限に関する方針を令和

元年９月に策定し、垂水市立学校における業務

の削減や勤務環境の整備を進めているところで

ございます。 

 方針では、勤務時間の上限の目安を、１か月

の在校等時間、出勤時から退勤時の総時間から、

鹿児島県学校職員の勤務時間・休暇等に関する

条例で定める勤務時間の総時間を減じた時間が

45時間を超えないようにすること。１年間の在

校等時間の総時間から、条例で定める勤務時間

の総時間を減じた時間が360時間を超えないよ

うにすることと定めております。 

 各学校がこれらの上限の目安を守るべく、管

理職を中心に全教職員が週１回の定時退庁日を

定めたり、業務の見直し、総量を削減したりし
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ながら時間を生み出し、教材研究に取り組むな

ど、自らの教職としての専門性を高め、より分

かりやすい授業を展開するなど、教育活動を充

実することにより、これまでの教育の質を維

持・向上することを目的として、業務改善を推

進しているところでございます。 

 また、昨年度から新型コロナウイルス感染症

拡大防止のために、市の行事や学校行事が中止

になったり、時間を短縮しての実施となったり

したことから、業務量も軽減された部分もござ

いますが、月によっては業務量が増え、上限の

目安を超えてしまう教職員もいるところでござ

います。 

 特に、本市におきましても教頭の職にある者

の勤務時間が超過する傾向が見られます。 

 以上でございます。 

 続きまして、働き方改革実行計画につきまし

てお答えいたします。 

 本市教育におきましても、国や県の動向を踏

まえ教師の勤務時間の上限に関する方針を策定

するとともに、本市の実情に即した垂水市立学

校における業務改善アクションプランを取りま

とめ、改善に向けた重点取組事項を設定し、学

校における業務の削減を進めているところでご

ざいます。 

 各学校では、教職員の業務改善の意識改革を

図るために、職員全員で取り組むワンアクショ

ン、例えば時間を意識した会議等の設定・運営、

１日のスケジュールの確認と目標、退庁時刻の

設定など。教職員一人一人がそれぞれ取り組む

ワントライ、例えば、今日しなければならない

ことを付箋に書き出し、終わったものは消す。

仕事の優先順位を明確にし、しっかりゴールま

での見通しを持つなど、目標を設定し、主体

的・積極的に業務改善に努めております。 

 また、一部の教職員に業務が偏ることがない

ように、校務分掌の分担を見直したり、校務

データの共有化や文書整理を行なったりするな

どして、執務環境の改善を図っております。 

 市教委しましては、ＩＣＴを活用した働き方

改革を一層推進するため、昨年１月に各学校に

校務支援システムと校務共有システムの導入を

完了し、本年度４月から本格的な運用を開始し

ております。 

 具体的には、校務支援システムにより名簿情

報の一元管理や、小・中学校間の引継ぎ、日々

の出席状況等から出席簿作成、成績処理や保健

管理のデータ処理、それらが全てリンクした通

知表や指導要録の電子化等が一体として実現で

きており、校務処理のＩＣＴ化が一気に進み、

教師の負担軽減につながっております。 

 さらに、教育委員会と各学校をつなぐ校務共

有システムにより、教育委員会と学校との間の

文書配布や提出等の情報交換が円滑に進むだけ

でなく、校内の連絡事項やスケジュール管理の

電子化が進むことで、各学校での情報共有のス

ピード化やペーパーレス化が進んでおります。 

 また、このシステムを利用して教職員の出退

勤管理の自動化が実現できており、管理職はそ

の記録データを働き方改革の具体的な指導に役

立てております。 

 このような取組を通して、本市におきまして

も学校と市教委が一体となって地域学校協働活

動会議等の関連機関との協力・連携を図りなが

ら、学校におけるさらなる業務改善を推進して

まいります。 

 以上でございます。 

○池山節夫議員  一問一答でお願いします。 

 まず市長、施政方針、私はこの子育て世代に

力を入れていただいた。このことに関しては方

向は非常に正しいんじゃないかなと思っていま

す。このことについては、施政方針のこの３つ

については、もうその方向で頑張っていただき

たいということで理解いたしました。 

 次に、この新型コロナウイルス対策について、

もう入りますけど、潜伏期間、さっき保健課長
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から説明がありました。私も調べたら、37度を

発熱とすれば３日から４日、38度を発熱とすれ

ば５日から６日と。ただオミクロン株は二、三

日で潜伏期間が短いというもあります。で、７

日以内に発症するというようなことです。 

 濃厚接触者は、先ほど保健課長からありまし

た。大体そういうことです。 

 まず、質問に入っていく前に、私、基本的人

権、これを調べてみましたよ。日本国憲法です

よ。日本国憲法では「侵すことのできない永久

の権利」として保障しております。いいですか。

人間が人間らしい生活をする上で、生まれなが

らにして持っている権利、これを基本的人権と

いう。基本的人権の内容には、自由権、平等権、

社会権、で参政権などまだあるんです。環境権

とかあるんですけどね。 

 学校教育課長、大体基本的人権の理解はこれ

でいいですか。 

○学校教育課長（今井 誠）  議員のおっしゃ

るとおりだと思っております。 

○池山節夫議員  ですよね。あと、公民で今教

えていると言うんですけど、公民というのは中

学生からですか。中学校のこの基本的人権とい

うのは中学校１年で教えるんだろうか。分かり

ますか、どこで教えるか。分からなければ、ま

あいいです。 

○学校教育課長（今井 誠）  公民につきまし

ては３年が中心となります。３年です。 

○池山節夫議員  公民と。我々は、昔は道徳と

いう教科で教えてもらってたんです。だから、

公民というのはちょっとあれなんですけど、ま

あ道徳ですよね。 

 それで、先ほど言いましたよ。平等権は差別

的な扱いを受けない権利で、日本国憲法が保障

する法の下の平等の権利なんです。まずここが

１点あります。当然ながら、市長にもあります

よ、基本的人権。このことをまず踏まえていた

だきたい。 

 さっきもありましたよ。保健課長からは、正

確な情報でほかの人に対処しようと。いじめは

いけませんよ。学校教育課長は、学校で教えて

いる。他者の痛みを分かるように、他者の生命

を尊重する。これ子供に教えているんですよね。

子供はこれをしっかり受け止めて、いじめない

ように、そういう教育を受けている。ここをち

ゃんと把握してもらいたいです。 

 それで、何回も持ち出してあれですけど、副

市長が感染をされました。これは、発熱された

のが１月31日午後です。それで、堀内議員の質

問、今日の北方議員の質問に答弁されたのを、

私メモをしましたよ、ここの裏に。それは、答

弁の内容は、午後４時頃発熱して、１月31日で

すよ。午後４時頃に発熱をして、垂水中央病院

でＰＣＲ検査を受けたと。午後４時ですよ、１

月31日。で、午後５時頃病院から陽性と連絡を

受けて、秘書広報係にその旨を伝えられる。そ

れで、１月31日は終わっていますよ、午後ね。 

 その後、自宅におられたのかな。その後、保

健所の電話による調査を経て、午後９時過ぎに

保健所から濃厚接触者は奥様のみと連絡があっ

て、それを市長に連絡をされたと。これが１月

31日だ。 

 翌日の２月１日火曜日、副市長と接触のあっ

た職員22名が濃厚接触者ではなかったが、垂水

中央病院で自主的にＰＣＲ検査を受けられた。

全員の陽性を確認できたのが午後３時過ぎ。午

後４時に新型コロナウイルス感染対策会議が開

催をされて、副市長の感染を、その後報道機関

に公表された。だから、もう２月１日の４時ぐ

らいになってたから新聞も、南日本新聞さんの

報道では、ちょっと遅いんじゃないかという報

道があったんです。 

 あの報道の冒頭では、南日本新聞さんは「新

型コロナウイルスの感染情報の取扱いには注意

を払う。意図せぬ差別を招き、混乱を引き起こ

す怖さを承知しているからだ」なんですよ。こ
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ういうふうに書かれているんですね。意図せぬ

差別を招いたりするから、本当に念を入れる。

そういうふうに書かれているわけです。 

 今、２月１日、ここで公表されて、大体分か

ったと。で、議員の皆さんも分かった、知った

と。森議員が今日いらっしゃらないんです。森

議員が副市長の感染を知るのは２月１日の午後

です。これ時系列をちゃんと追っておかないと。

先日の２月21日の議員辞職勧告のあそこを見た

だけでは、今、ユーチューブを見ていらっしゃ

る垂水市民の皆さん、よく理解できないと思う

から、ここを時系列でちゃんと説明しているん

です。 

 森議員が副市長の感染を御存じになるのは２

月１日の午後です。それで、その感染を知って

から、私が議運で質問をしましたのに答えられ

たのは、息子、妻、母親に仕事を休むよう言う

わけですから、奥様やお母さんが仕事を休まれ

るのは当然翌日、２月の２日以降ですよ。ここ

まではいいですよね。事実、２月３日に鹿屋の

環境何とか、あそこの温泉施設で、お風呂に家

族で入っているわけだから、２月３日は息子さ

んも奥様も休んでいらっしゃる。で、家族で風

呂に入っている。ここまではいいですよね。２

月２日以降にしか休めないわけだから。 

 家族に休むよう言う。議運の議事録で、私は

１月29日土曜日に、副市長と少し席をともにし

た。だから、家族を休ませざるを得なかったと

おっしゃっているんですよ。だから、この２月

２日、３日が休ませられるわけだ。 

 こういうことを言うということは、御本人は

感染したという認識なわけですよ、当然ね。そ

うでないとおかしいですよ。当然感染してるか

もしれない。潜伏期間にあるかもしれないとい

う認識でないと、奥様、息子さん、お母さんを

仕事を休めよと言うことはないんですから、そ

ういうふうにおっしゃっているんですよ。そう

いうことになりましたと、議事録に載ってる。

ここまでは時系列です。 

 で、私がどうしても分からないのが、ところ

で、こう言って何だと思うのは、自分が感染し

ているかもしれない。家族に休めと言っている

人間が、なぜ２月３日に鹿屋に行くんだという

ことですよ。おかしい。おかしいと思うのは私

だけなのかな。どう考えてもおかしいんですよ。

普通は、市議会議員ですから、特に自宅で待機、

そうされるはずなんです。だから、大隅広域事

務組合にも自宅から電話で、私はちょっとあれ

ですから欠席させてください。電話でされるの

が普通だと思います。それをわざわざ御家族で

行かれたんですよ。それで行って、鹿屋のその

大隅広域の事務組合の職員に、近くまで行って、

休むと。実はこうこうこういうわけで。で、お

風呂へ入ると。そこまではね。 

 だけど、ここに何で市長が出てくるんだとい

うことです、私が分からないのは。どこに市長

が出てくるんだと思うんですよ。さっきから副

市長の答弁を見たり、どうしても分からんので

すよ、私。森議員が「尾脇市長のそばに、並び

に座るリスクは」とか言われているんです。な

ぜ、そこで急に尾脇市長が出てくるのか。で、

自分は感染しているかもしれないのに、何でそ

んなことをおっしゃるのか、分からないんです

よね。 

 市長も何で自分が出てきたのか分からないと

思うけど、ちょっとだけ、分からないなら分か

らないでいいです。なぜ自分が出てきたか分か

らないはずですけどね。 

○市長（尾脇雅弥）  一連の流れに関しては、

昨日から質問で皆さんお答えしているとおりで

すけれども、２月３日、広域の関係に関しては、

垂水の代表して、首長として私、そして池田議

員と森議員が出席予定でございましたので、１

時半からの会議でございましたから、１時10分

ほどの時間に行きました。そのときに森議員の

車もありましたので、ああ、来られているなと
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いう認識はございます。で、池田議員も来られ

て、１時半の開会のときには欠席だということ

でございましたので、どうしたのかなというふ

うには思いましたけれども、後日、理由みたい

な話を聞いて、私としては驚いたところでござ

います。 

 その後、会議が終了してその場を離れる際に

も近くに車がございましたので、いらっしゃっ

たんだなという認識でございます。 

○池山節夫議員  どこからどう考えたって、何

で市長が出てくるんだと思いますよ、私はね。

で、森議員は現にそうおっしゃっているわけで

す。御自分は１月29日に副市長とちょっと接触

した。それが２月１日に副市長の感染が分かり

ました。あっ、ちょっと僕はと思われた。潜伏

期間にあるかもしれない。家族に休めと言った。

それで、じっとしているかと思うと、鹿屋に行

った。風呂入った。これも理解できないんです

よ。ただ電話で大隅広域事務組合は欠席ですと

言えばいいのに、市長のそばに座ると危険だと

言うんですよ。私は、ずっと考えても、これが

分からないんです。どう考えても。本当に誰か

教えてほしいぐらいですよ。 

 それで、先日、議員辞職勧告決議案を提出い

たしました。提案理由を述べました。そしたら、

御三方から反対討論を受けました。私は、自分

の提案理由に対して、池山さんの提案理由はこ

こがおかしいですよという反対討論が来ると思

ったんです。違うんですよ、今度。感王寺議員

は、私はユーチューブで本会議の放送を何回か

聞きましたよ。感王寺議員は、根本的に森さん

のお立場を考えると、コロナからの感染回避の

問題があると言われているんです。分からんな

あ。 

 コロナの対応をきちんと説明責任が果たされ

ていれば、森議員も危険回避をすることなく出

席されたと信じている。危険回避、危険回避。

一議員の前、これ森議員ですよ。一議員の前に

自分の身を守る、家族を守る、子供を守る、危

険回避をするという部分については理解を示す

べきとおっしゃっているんです。ほとんど間違

いないですよ。私何回も聞いている。 

 以上の２点で懲罰動議を出すべきであると。

議員辞職勧告ではなくて、懲罰動議を出すべき

であったという。この危険回避、何からか。何

から、誰から危険回避が分からない。反対討論

だから、議事録にも出てくるんだから。 

 ２番目に、北方議員がまた反対討論をされま

したよ。２月３日の時点では、市長の陰性は発

表されていないと思う。だから、こういう森議

員の問題が発生したと。何でそうなるか分から

ないんです、私。分からないなあ。ここは事実

誤認があると思いますよ、どう考えても。昨日

から副市長の答弁を聞いていて、北方議員の質

問のその答弁を聞いていると、どう考えても事

実誤認があって、何というのかな、自分で思い

込みがあると私は思います。 

 ３番目に、持留議員も反対討論をされた。そ

れで、私に質疑されましたよ。なぜ懲罰動議じ

ゃなくて議員辞職勧告決議案を出したのかと。

質疑されましたから、こうこういう理由ですと

答えました。１回でしたよ。質疑は３回できる

んだ、普通。１回で終わられたから、まあ納得

されたのかなと思ったら、壇上に行ってしっか

り解明されなかったと。じゃあ３回聞いてくだ

さいよ、お願いだから。 

 で、地方自治法第134条と除名の手続ができ

るというのはみんな知っている。それは知って

いますよね。その後、本会議、委員会での問題

行動となっているから、懲罰でよかったと、除

名もできたみたいなことを言われています。 

 でも、本会議は大隅肝属広域事務組合の本会

議ですよ。ここの本会議じゃない。ここの本会

議のところで欠席で、すぐ隣に風呂があって、

そこに入ったら、懲罰動議を出したら除名まで

行くかもしれませんよ。除名というのはハード
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ルが高いんだから。出席議員の４分の３かな、

それが賛成しないと除名まで行きませんから、

相当ハードルが高い。だから、私は議員辞職勧

告決議案を出しているわけです。 

 向こうの議員は池田みすず議員ですから、向

こうの議会で議員辞職勧告決議案を出されたら

除名まで行くかもしれません。ぜひそうお願い

しますよ、もう。 

 だから、事実で、保健課長が言いましたよね、

正確な情報で。正確な情報で市長がどうのこう

のと言ってもらわないと、少なくとも議員です

からね、ということですよ。 

 それで、持留議員ははっきり言われているん

です。何より人権に関わる問題である認識はし

ていると言われている。私は、持留議員に人権

に関わるという認識がおありなんだったら何よ

りも、私は懲罰動議じゃ駄目だ。議員辞職勧告

決議案じゃなくて、懲罰動議を出すべきだった

という手法の問題で反対されたんですよ。 

 だけど、人権を一番大切にされる党の公認候

補だと私は思っているんです。だったら、そう

いう手法論を言わないで、まず人権を大事にし

て賛否をしていただきたかったと申し上げてお

きます。 

 ここまでしゃべって、市長、あの後、森議員

はＫＫＢのテレビのインタビューに答えておら

れます。それで、私の軽率な行動でという謝罪

はされているんですけど、市長が、副市長が感

染が判明した後、字幕が出ましたから、市長が

どのような検査をされているか分からないとい

うことで、欠席の判断をしたと、また市長が出

てくるんです。またそれが分からないんだ。市

長は出てこないでしょう。どこからどう考えた

って、昨日からのあの答弁を考えたって、どこ

で市長が出てくるんですか。 

 私は重大な問題だと思っていますよ。市長、

伺いますよ。森議員からは、軽率な行動でした

と謝られた、テレビで。でも、この言い方をさ

れると、まだ市長を疑って欠席の判断をしたと

なるんですよね。そこまでは、私はおかしいと

思って、謝るべきだと思っていますけど、市長

にその謝罪がありましたか、森議員から。 

○市長（尾脇雅弥）  今、お話しがあったよう

な経緯と認識をしております。議員辞職勧告の

採決、御判断、御本人の出処進退というのは政

治家自ら決めるものでありますから、そのこと

に対してどうこう申し上げる立場ではございま

せんけれども、ＫＫＢの放送は私も見ておりま

した。その中で、先ほど池山議員が申されたよ

うなコメントはありましたが、副市長が感染を

されて、私のことにも触れて、家族を守るため

にということでございましたけれども、私にも

守るべき家族がありますし、私の人権をはじめ、

周りの人から大変そこは御心配をされて、事実

なら構わないんですけれども、事実に基づかな

いことによっての今回の一連の行動だというふ

うに思いますから、その点は残念だなというふ

うに思っているところです。 

○池山節夫議員  もっと聞きたいんですよ、本

当は。でも時間がなくなっちゃってごめんなさ

いね。20分からでしたかね。 

 では、教育行政に移って教育長にちょっとだ

け、５分ぐらい残ってますから。 

 学校教育課長がいろいろ言われました。この

先生の労働時間の大変さというのは、もう分か

っているんです。で、教育長も本当に大変でし

ょう。それで非正規が増えている。これから先

の先生について、教育長は先生の仕事とか、こ

れから先生になる人たちについて教育長の思い

があれば、残りの時間でお話しください。 

○教育長（坂元裕人）  時間までということで

すが、３分ぐらいですね。分かりました。せっ

かくＧＩＧＡスクールのことを言っていただき

ましたので、これと絡めて働き方改革です。こ

れを進めていきたいというふうに思っています。 

 大きくは２点、詳細は学校教育課長が申し上
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げたんですけれども、まず授業改善というとこ

ろがございました。そして、もう一つは教師の

いわゆる日々の業務です。そういう中で、ＧＩ

ＧＡスクールはどうなっていくかという一例を

申し上げます。 

 例えば、管理職は１日の中で必ず各学級を回

ってきます。それは子供の様子を見たり、どう

いう授業がなされているのかというのを見る、

そういう職務があるわけです。 

 そういうときに、例えばある授業のある場面

を切り取って、ここで先生もタブレットを使っ

た場面がよかった。使い方がよかった。写真と

同時に送ってあげる。このことで教師は非常に

喜び自信を持って、これは非常に私は大事なこ

とだと思っております。 

 特に若手の教員にはそういうふうな接し方を

している校長もいます。これは、いわゆる教師

を育てると、あるいは、教育の魅力を伝えると

いう意味でも非常に大事な視点、業務改善につ

ながると思います。 

 そして、今度は小学校でいいますと、ある複

式の学校でこういう場面を見ました。授業を見

たときに、オンラインで授業をやっているわけ

です。電子黒板の中で子供が授業を受けている

んです。ああ、この子供はひょっとすると欠席。

そうですと。その子供はさもそこにいるような

感じで授業に参加しているんです。で、僕の考

えはどう思うって。そうすると、実際、教室に

いる子供たちからその方向でやり取りが始まる

んです。 

 そういうのを見たときに、わぁ、垂水市は思

い切って大きな予算を使ったけれども、いい設

備をそろえてもらってよかったなと、議員の皆

様方に改めて感謝申し上げたいなというふうに

思っております。 

 それがなぜ業務改善につながるかというと、

その授業を受けることによって、１点目、学び

の保障ができます。そして、欠席児童ですので、

本来であれば担任はいろいろ対応しなくてはな

らないわけです。様子を見るとか、あるいはそ

の日にこういうことをしたよということのを伝

えるとか、そういうものはしなくてもいいとい

うことです。 

 ３点目は、何といっても大きいのは保護者の

安心感です。こういうところを鑑みますと、や

はり業務改善につながっていくのかなというふ

うに思っています。 

 これからも働き方改革も意識しながら、より

よりＧＩＧＡスクール構想を進めてまいりたい

と思います。 

 以上でございます。 

○池山節夫議員  ありがとうございました。終

わります。 

○議長（川越信男）  以上で、令和４年度施政

方針並びに各会計予算案に対する総括質疑及び

一般質問を終わります。 

   △議案第18号～議案第28号予算特別委員

会設置、付託 

○議長（川越信男）  お諮りいたします。ただ

いま議題となっております議案第18号中耐震化

に関する予算については、庁舎整備検討特別委

員会へ付託することとし、これ以外の予算及び

議案第19号から議案第28号までの議案11件につ

いては、13名の委員をもって構成する予算特別

委員会を設置し、これに付託の上、審査するこ

とにしたいと思います。これに御異議ありませ

んか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  異議なしと認めます。よ

って、議案第18号中耐震化に関する予算につい

ては、庁舎整備検討特別委員会へ付託すること

とし、これ以外の予算及び議案第19号から議案

第28号までの議案11件については、13名の委員

をもって構成する予算特別委員会を設置し、こ

れに付託の上、審査することに決定いたしまし

た。 
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 お諮りいたします。ただいま設置されました

予算特別委員会の委員の選任については、委員

会条例第８条の第１項の規定により、新原勇議

員、森武一議員、前田隆議員、池田みすず議員、

梅木勇議員、堀内貴志議員、感王寺耕造議員、

持留良一議員、北方貞明議員、池山節夫議員、

德留邦治議員、篠原 則議員、川畑三郎議員、

以上の13名を指名いたしたいと思います。これ

に御異議ありませんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  異議なしと認めます。よ

って、ただいま指名いたしました13名を予算特

別委員会委員に選任することに決定いたしまし

た。ただいま選任いたしました予算特別委員会

委員の方々は、次の休憩時間中に委員会を開き、

正副委員長の互選を行い、その結果を報告願い

ます。 

 ここで暫時休憩いたします。 

     午後３時22分休憩 

 

     午後３時23分開議 

○議長（川越信男）  休憩前に引き続き会議を

開きます。 

   △予算特別委員会正・副委員長互選結果

報告 

○議長（川越信男）  予算特別委員会における

正副委員長の互選の結果について報告がありま

したので、お知らせいたします。 

 予算特別委員会委員長感王寺耕造議員、副委

員長池山節夫議員、以上でございます。 

 本日の日程は、以上で全部終了いたしました。 

   △日程報告 

○議長（川越信男）  明５日から17日までは、

議事の都合により休会といたします。 

 次の本会議は、３月18日午前10時から開きま

す。 

   △散  会 

○議長（川越信男）  本日は、これをもちまし

て散会いたします。 

     午後３時24分散会 
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令和４年３月18日午前10時開議 

 

 

   △開  議 

○議長（川越信男）  おはようございます。定

刻、定足数に達しておりますので、ただいまか

ら休会明けの本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程は、お手元に配布いたしたと

おりであります。 

   △諸般の報告 

○議長（川越信男）  日程第１、諸般の報告を

行います。 

 この際、議長の報告を行います。 

 監査委員から、令和４年１月分の出納検査結

果報告がありましたので、写しをお手元に配付

しておきましたから御了承願います。 

 以上で、諸般の報告を終わります。 

   △議案第１号～議案第３号、議案第12号

～議案第23号、請願第７号、陳情第

13号一括上程 

○議長（川越信男）  日程第２、議案第１号か

ら日程第４、議案第３号までの議案及び日程第

５、議案第12号から日程第16、議案第23号まで

の議案15件並びに日程第17、請願第７号の請願

１件及び日程第18、陳情第13号の陳情１件を一

括議題といたします。 

 件名の朗読を省略いたします。 

 癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

議案第１号 垂水市固定資産評価審査委員会条

例等の一部を改正する条例 案 

議案第２号 垂水市国民健康保険税条例の一部

を改正する条例 案 

議案第３号 垂水市消防団条例の一部を改正す

る条例 案 

議案第12号 令和４年度垂水市一般会計予算 

案 

議案第13号 令和４年度垂水市国民健康保険特

別会計予算 案 

議案第14号 令和４年度垂水市後期高齢者医療

特別会計予算 案 

議案第15号 令和４年度垂水市交通災害共済特

別会計予算 案 

議案第16号 令和４年度垂水市介護保険特別会

計予算 案 

議案第17号 令和４年度垂水市老人保健施設特

別会計予算 案 

議案第18号 令和４年度垂水市病院事業会計予

算 案 

議案第19号 令和４年度垂水市漁業集落排水処

理施設特別会計予算 案 

議案第20号 令和４年度垂水市地方卸売市場特

別会計予算 案 

議案第21号 令和４年度垂水市簡易水道事業特

別会計予算 案 

議案第22号 令和４年度垂水市水道事業会計予

算 案 

議案第23号 垂水市職員の育児休業等に関する

条例の一部を改正する条例 案 

請願第７号 補聴器購入費用の助成を求める請

願 

陳情第13号 安心安全が担保され、将来負担の

少ない庁舎等の耐震補強工事の実施につ

いての陳情 

 癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○議長（川越信男）  ここで、各委員長の審査

報告を求めます。 

 最初に、産業厚生委員長、梅木勇議員。 

   ［産業厚生委員長梅木 勇議員登壇］ 

○産業厚生委員長（梅木 勇）  おはようござ

います。 

 去る２月21日の本会議において、産業厚生常

任委員会付託となりました案件について、３月

７日に委員会を開き審査いたしましたので、そ

の結果を報告いたします。当日は、請願第７号

補聴器購入費用の助成を求める請願の取扱いに

ついて審査が行われました。 



－157－ 

 審査に入り委員からは、高齢者の生活の質を

維持し、ひいては市民の福祉の増進にもつなが

るので賛成。また、難聴により認知症の危険性

を高める可能性もあることと、令和２年３月議

会で同様の難聴者補聴器購入補助制度の創設を

求める意見書案が可決されているので賛成とし

た意見が出され、採決の結果、請願第７号は採

択となりました。 

 以上で、報告を終わります。 

○議長（川越信男）  次に、総務文教委員長、

池山節夫議員。 

   ［総務文教委員長池山節夫議員登壇］ 

○総務文教委員長（池山節夫）  おはようござ

います。 

 去る２月21日、３月３日の本会議において、

総務文教常任委員会付託となりました各案件に

ついて、３月８日に委員会を開き審査いたしま

したので、その結果を報告いたします。 

 まず、議案第１号垂水市固定資産評価審査委

員会条例等の一部を改正する条例案について申

し上げます。 

 審査の過程において、押印関係の改正はこれ

で終わったかとの質問があり、改正が必要な条

例は今回の４件で、そのほかの規則等は総務課

で一括して改正を行っているとの回答がありま

した。 

 審査の後、本案の採決を行ったところ、原案

のとおり可決されました。 

 次に、議案第23号垂水市職員の育児休業等に

関する条例の一部を改正する条例案では、育児

休業の対象者数や取得期間について質疑が交わ

されたほか、休業補償について質問があり、現

在はハローワークの雇用保険等で休業補償が出

ており無給だが、令和４年度から育児休業期間

中は有給となるとの回答がありました。 

 審査の後、本案の採決を行ったところ、原案

のとおり可決されました。 

 次に、議案第２号垂水市国民健康保険税条例

の一部を改正する条例案では、資産割額の廃止

に伴う税率改定が与える市民生活への影響につ

いて質疑が交わされたほか、本市の応能・応益

割合について質問があり、県の運営方針に基づ

き地域の実情や所得水準を踏まえ、４対６に設

定しているとの回答がありました。 

 審査の後、本案の採決を行ったところ、原案

のとおり可決されました。 

 最後に、議案第３号垂水市消防団条例の一部

を改正する条例案では、災害による支給単位の

考え方と財源について質問があり、出勤報酬の

支給単位１日とは、災害による出勤出動であれ

ば１時間でも同額であり、これまでどおり普通

交付税措置されるとの回答がありました。 

 審査の後、本案の採決を行ったところ、原案

のとおり可決されました。 

 以上で、報告を終わります。 

○議長（川越信男）  次に、庁舎整備検討特別

委員長、感王寺耕造議員。 

   ［庁舎整備検討特別委員長感王寺耕造議

員登壇］ 

○庁舎整備検討特別委員長（感王寺耕造）  去

る２月21日及び３月４日の本会議において、庁

舎整備検討特別委員会付託となりました案件に

ついて、３月９日に委員会を開き審査いたしま

したので、その結果を報告いたします。 

 最初に、陳情第13号安心安全が担保され、将

来負担の少ない庁舎等の耐震補強工事の実施に

ついての陳情について協議がなされました。 

 審査の中では、本庁舎の設計図が存在し閲覧

できる状況ながら閲覧されてないことが見受け

られること。外部検討委員会に委員参加の行動

をされていない中で陳情を行うことは陳情の本

質から逸脱してるのではないか。また、既に議

会として早急に耐震化を進めると一定の結論を

出している等の意見がありました。 

 審査の後、本件の採決を行ったところ、不採

択となりました。 
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 次に、議案第12号令和４年度垂水市一般会計

予算案中の企画政策課所管費目についての説明

の後、入札について質問があり、これまで他の

公共施設においては、耐震診断を行った事業者

以外の事業者が耐震補強計画を作成する場合に

は、改めて耐震診断の内容把握や現地調査等の

業務が必要となることから、随意契約を行って

いるが、予算が可決されたなら、土木課建築係

と入札方法について協議していきたいとの回答

がありました。また、委託費の内訳やその根拠、

指名の周知方法、視察先など、様々な質問がな

されました。 

 次に、消防本部の所管費目については、本庁

舎と構造が違うが、特別な耐震を考えていない

のかとの質問に対し、耐震補強計画においては、

耐震補強は基準によって行われるため、施設の

用途の違いによって特別な耐震補強を行うこと

はないとの回答がありました。 

 審査の後、本案の採決を行ったところ、原案

のとおり可決されました。 

 以上で、報告を終わります。 

○議長（川越信男）  次に、予算特別委員長、

感王寺耕造議員。 

   ［予算特別委員長感王寺耕造議員登壇］ 

○予算特別委員長（感王寺耕造）  去る、３月

４日の本会議において、予算特別委員会を設置

し、委員会付託となりました令和３年度各会計

予算案について、３月９日及び10日の議案に対

する質疑、14日には市長への総括質疑の計３日

間にわたり委員会を開き審査をいたしましたの

で、その結果を報告いたします。 

 最初に、議案第12号令和４年度垂水市一般会

計予算案につきましては、ふるさと納税制度事

業費の入札の在り方及び小中学校教育振興費に

対する総括質疑がなされ、ふるさと納税制度事

業費では、コールセンター業務事業において１

社の見積りによる随意契約であるが、競争性の

担保はどこでなされているのかとの質問に対し、

幅広い実務的な知識と組織体制の保有が必須で

あることから、安定的な履行が可能な事業者が

特定される業務であると判断し、関係法令に基

づき総合的に鑑み、市内企業である株式会社垂

水未来創造商社と随意契約を締結しているとの

回答がありました。 

 また、小中学校教育振興費では、コロナ禍に

おける小中学校教育における就学援助費の認定

基準の引上げや、補助対象の拡大が必要ではな

いかとの質問に対し、要保護者に準ずる制度に

困窮していると認められる準要保護者に対する

就学援助については、認定基準所得額を生活保

護基準に基づき算出される額の1.3倍と緩和す

ることにより、より多くの子供たちの就学援助

の機会の提供ができているとの回答がありまし

た。 

 審査の結果、挙手による採決を行い、賛成多

数により原案のとおり可決されました。 

 次に、議案第13号令和４年度垂水市国民健康

保険特別会計予算案、議案第14号令和４年度垂

水市後期高齢者医療特別会計予算案、議案第15

号令和４年度垂水市交通災害共済特別会計予算

案、議案第16号令和４年度垂水市介護保険特別

会計予算案、議案第17号令和４年度垂水市老人

保健施設特別会計予算案、議案第18号令和４年

度垂水市病院事業会計予算案、議案第19号令和

４年度垂水市漁業集落排水処理施設特別会計予

算案、議案第20号令和４年度垂水市地方卸売市

場特別会計予算案、議案第21号令和４年度垂水

市簡易水道事業特別会計予算案及び議案第22号

令和４年度垂水市水道事業会計予算案につきま

しては、いずれも異議はなく、原案のとおり可

決されました。 

 以上で、報告を終わります。 

○議長（川越信男）  これから質疑を行います。 

 質疑ありませんか。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  質疑なしと認めます。 
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 これで質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 

 討論の通告がありますので、発言を許可いた

します。 

   ［持留良一議員登壇］ 

○持留良一議員  それでは、討論を行いたいと

思います。 

 まず、議案第12号令和４年度垂水市一般会計

予算案と議案第14号令和４年度垂水市後期高齢

者医療特別会計予算案について、反対の討論を

行います。 

 最初に、議案第12号令和４年度垂水市一般会

計予算案について行います。 

 総括質疑で市長は、歳入の関係では来年度の

市の予算は、施政方針でも示されたように、当

初予算と22年度補正予算、さらに地方創生臨時

交付金などを加えると、自治体でのコロナ禍に

おける財源は一定程度確保されていると認識も

示されました。また、コロナ禍の下で財政の困

難を乗り切るために、具体的かつ建設的な提案

を行いました。そして、対策提案として市民の

暮らし・命を守る施策、新型コロナ対策と支援、

感染防止と社会的弱者支援を優先し福祉施設を

充実させる、地元中小零細企業・地場産業を中

心として、地域内経済循環の確立を目指すこと

が重要だということでした。この点では、共通

の認識、方向が確認されたものと考えます。 

 ただ、歳入の課題は、市政とは厳しいていに

はありますが、基金の取崩しはなく、政策的経

費かかる財源である市債も懸念はあるものの、

地方債残高は、来年末では対前年度の関係でも

減額の方向が示されました。 

 問題は歳出です。以下、主な点について述べ

て反対の理由といたします。 

 １点目は、農業政策です。農業問題は今大き

な岐路に差しかかっていると考えます。そのた

めに自治体として何が求められているかという

ことです。それは、人材育成、担い手確保だと

考えます。特に農家減少が進む中、必要な施策

として新規就農支援事業や市独自の支援策の充

実策が提案されました。市独自の施策について

は大変評価できるものです。しかし定着しても

らうには、生産を継続できる所得の補償が最も

必要ではなかったでしょうか。これらは国への

支援を求めることも重要と考えます。また、経

営の安定ということで収入保険があり、市が一

定の負担をしています。これも大変評価できる

ものですが、掛金の負担が重たく加入が伸び悩

んでいます。国への保険料負担の軽減の要望、

そして市としての負担の増額、長期の支援を必

要と考えます。 

 ２点目は、ウィズコロナ・アフターコロナに

向けた社会的経済活動の活性化の問題です。新

型コロナ感染は、まだ厳しい状況の中にありま

す。そんな中、ワクチン３回接種、子供たちへ

の接種が始まりました。問題は、事業者支援で

切れ目のない対策と支援で市民の暮らしと生業

を守ることです。事業復活支援金などの申請受

付や支給が始まりました。県もまん延防止等の

関係で始めています。この支援金等の対象外で

困っている関連業者もあり、また問題点もあり

ます。市として国や県など、救済できない事業

者への支援が必要です。このことが、ウィズコ

ロナ・アフターコロナに向けた社会経済活動の

活性化と存続の推進になっていくのではないで

しょうか。 

 ３点目は、未来への挑戦の問題です。子育て

環境の充実、周産期及び子供の発達において、

また妊産婦に対する医療費等の切れ目のない支

援は大いに評価できるものです。しかし、デジ

タル化、オンライン化の推進が提案されました。

デジタル技術は人類が生み出した最新の技術で

す。地方自治においてこの技術を有効に活用し、

住民の福祉の増進を図ることが求められていま

す。しかし、デジタルの技術は未完であり、セ

キュリティーも万全ではありません。誤った使
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い方をすれば住民に重大な被害をもたらします。

個人情報の追跡等による人権侵害や峻別、差別、

集積された個人情報の大量漏えい、なりすまし

犯罪などによる財産被害、国による個人情報の

一元管理の危険性もあります。これは政府も認

めています。また、コンビニで住民票の発行が

今回の予算で可能になっていきます。予算審査

でも明らかになったように、初期投資や今後の

財政負担の問題も懸念材料があります。全国で

はこのことで支所等の廃止が行われています。

窓口での個別の相談業務は、多面的な住民の要

望に応える仕事です。デジタル化によって窓口

対面のサービスを縮小させていくことは認めら

れません。 

 ４点目は、ふるさと納税事業費の入札問題で

す。随意契約には競争性の確保は重要であると

いうことは共通の認識であり、国も随意契約に

ついて競争性の確保を強く自治体に求めていま

す。ではなぜ、随意契約が問題になるのか。そ

れは法律に基づいて強制的に徴収される税金の

運営については、公平性、公正性、競争性が確

保される必要があるからです。これを担保する

には、関係法令が存在し、官公庁の契約方式は

一般競争入札が原則となっています。一般競争

入札は、金額の大きな契約が対象ですが、事務

的に時間がかかる問題や事務の簡素化のため、

少額の契約等はじめ随意契約が認められていま

す。しかし、少額の契約の場合は、同一の会社

と繰り返す経緯があったり、業者との癒着が疑

われるリスクが高く、同一の会社との随意契約

を繰り返すのは好ましくないという指摘もあり

ます。それは特定の民間企業との随意契約を繰

り返せば、市民の税金が特定の企業へ流れてし

まう懸念、恣意的な随意契約は公平性、公正性

が阻害される手続になるという問題があると言

われています。 

 そこで随意契約は、次の点を重視しています。 

 １つは、価格競争を実施した結果として同一

の会社と随意契約を繰り返す場合は問題ないと

いうことです。契約の獲得する機会を十分に確

保しているということです。この競争性を確保

した手続が存在していることが重要だというこ

とです。結果的に同じ会社と随意契約を繰り返

すことになっても問題なく、同じであれば癒着

と疑われることがないからです。疑われること

のないようにすることが基本ではないでしょう

か。 

 ２点目は、内容が特殊で同じ会社しか対応で

きない場合は、競争性のない随意契約は問題な

いという指摘です。要は、特殊性の判断と公開

して入札すれば、競争性の機会が確保され、官

公庁の契約手続として適正になるという考えで

す。これから検討し実行されていけば、随意契

約については、疑義は生まれないというふうに

思います。本市の契約規則の第24条第３項にも

そのことが、なるべく２人以上の者から見積書

を徴するものとするというようなことも書かれ

ています。大崎町は、来年度のふるさと納税業

務委託を公平性、公正性、競争性を確保するた

めの方法として、プロポーザル方式で契約の相

手方を選定するということになりました。 

 最後の点は５点目、小中学校教育振興費、扶

助費、就学援助費については、保護者を巡る生

活実態はコロナ禍の中、厳しい状況にあること

が令和３年度の県の所得推計の結果からも明ら

かです。また、国による初の全国調査、子供の

生活状況調査分析報告書が行われ、分析結果の

概要で収入基準が低い世帯や独り世帯では、新

型コロナ感染症の影響を受け生活水準の状況が

さらに厳しくなっている可能性があると指摘を

しています。特に貧困層への支援制度の活用が

就学援助では58％、児童扶養手当では46％、生

活保護は６％に過ぎず、特にシングルマザーの

多くは生活保護の受給経験がなく、コロナ禍で

も求職活動していると述べています。 

 また、財務省が発表した2021年度の見通しで、
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国民負担率は過去最高46.1％となり、その背景

として消費税率引上げや社会保障の負担がある

と見ています。このような背景の中、国はコロ

ナ対策支援、子育て世帯や非課税世帯への給付

金など十分ではないと思いますが、国の責任で

生活支援を行っています。 

 そこで、学校教育法第19条では、経済的理由

によって就学困難と認められる学齢児童生徒の

保護者に対して市町村は、必要な援助を与えな

ければならないと。また子供の貧困対策に関す

る大綱では、教育の支援、６番目に教育負担の

軽減で就学援助が必要な世帯に活用、充実を図

るとなっています。この点からも、他の地域と

比較することなく、準要保護世帯の認定基準の

引上げや支給の拡大、クラブ活動、ＰＴＡ、生

徒会費、オンライン学習費も教育費の負担に悩

む家庭の子供たちを制度の運用で応援できたは

ずです。今、大事なのは、子供たちに寄り添っ

た施策の実行が求められているはずであります。 

 以上、５点を上げて、議案第12号令和４年度

垂水市一般会計予算案に反対いたします。（発

言する者あり）議長。 

○議長（川越信男）  静かにしてください。 

○持留良一議員  次に、議案第14号令和４年度

垂水市後期高齢者医療特別会計予算案について

討論いたします。 

 政府は、令和４年10月１日より75歳以上の医

療費窓口負担を現行の１割から２割にするとし、

その対象は、単身者で年収200万円以上、２人

以上世帯の場合は320万円以上としています。

国は２割負担による受診抑制で医療費給付を公

費負担分1,140億円減ると試算をしています。 

 そこで反対する第１の理由は、高齢者の医療

費負担がさらに重たくのしかかることです。こ

の10年間で公的年金額は実質6.7％も削減され

続け、新年度はさらに0.4％減額される見込み

です。後期高齢者医療制度は低年金、無年金の

高齢者からも保険料を徴収しており、多くの方

からの保険料の負担が重いという声が上がって

います。加えて、消費税の増税に物価高、介護

保険料値上げなど支出は増えるばかりで頼りの

年金がさらに減り続け、怒りの声も寄せられて

います。財務省の発表でも、先ほど言いました

とおり、国民の負担率は最高の46％となってい

ます。そもそも国の責任で国民の医療を支える

税制度を構築すべきであり、この間に肥大して

きた高齢者の医療の国庫負担を元に戻すことこ

そ急務ではないでしょうか。現役世代と高齢者

世代に対立があること自体は大きな問題であり

ます。 

 反対する第２の理由は、窓口負担の２倍化は

さらなる受診抑制につながるからです。コロナ

の影響で2020年度の医療費は前年度と比較して

かなり落ち込み、感染を恐れて高齢者の外出抑

制と広範な受診控えが発生しました。年を重ね

れば体のあちこちに症状が出るのは当然であり、

通院や薬を減らすことは病状悪化に直結します。

むしろ悪化してからの受診では手遅れになりか

ねない上、かえって医療費の増大を招きかねま

せん。コロナ禍の下、本来の政治でやることは

思い切った負担軽減であり、公的責任で安心し

て医療を受けられる体制の拡充が必要です。 

 以上の理由から、議案第14号令和４年度垂水

市後期高齢者医療特別会計予算案には反対をい

たします。 

○議長（川越信男）  以上で、通告による討論

は終わりました。 

 ほかに討論はありませんか。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  討論なしと認めます。 

 これで討論を終わります。 

 最初に、議案からお諮りいたします。 

 御異議がありますので、議案第12号及び議案

第14号を除き、各議案を各委員長の報告のとお

り決することに御異議ありませんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 
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○議長（川越信男）  異議なしと認めます。 

 よって、議案第12号及び議案第14号を除き各

議案は各委員長の報告のとおり決定いたしまし

た。 

 次に、議案第12号を起立により採決いたしま

す。 

 なお、起立されない方は否とみなします。 

 委員長の報告は可決であります。 

 それでは、委員長の報告のとおり決すること

に賛成の方は起立願います。 

   ［賛成者起立］ 

○議長（川越信男）  起立多数でございます。 

 よって、議案第12号は委員長の報告のとおり

決定いたしました。 

 次に、議案第14号を起立により採決いたしま

す。 

 なお、起立されない方は否とみなします。 

 委員長の報告は可決であります。 

 それでは、委員長の報告のとおり決すること

に賛成の方は起立願います。 

   ［賛成者起立］ 

○議長（川越信男）  起立多数です。 

 よって、議案第14号は委員長の報告のとおり

決定いたしました。 

 次に、請願をお諮りいたします。 

 請願第７号を委員長の報告のとおり決するこ

とに御異議ありませんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  異議なしと認めます。 

 よって、請願第７号は採択とすることに決定

いたしました。 

 次に、陳情をお諮りいたします。 

 陳情第13号に対する委員長の報告は不採択で

す。 

 したがって、原案について採決します。 

 陳情第13号を採択される方は起立願います。 

   ［賛成者起立］ 

○議長（川越信男）  起立少数です。 

 よって陳情第13号は不採択とすることに決定

いたしました。 

   △議案第24号～議案第27号一括上程 

○議長（川越信男）  日程第19、議案第24号か

ら日程第22、議案第27号までの議案４件を一括

議題といたします。 

 件名の朗読を省略します。 

 癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

議案第24号 垂水市議会議員の議員報酬及び費

用弁償等に関する条例の一部を改正する

条例 案 

議案第25号 垂水市長等の給与に関する条例の

一部を改正する条例 案 

議案第26号 垂水市職員の給与に関する条例の

一部を改正する条例 案 

議案第27号 垂水市第２号会計年度任用職員の

給与に関する条例の一部を改正する条例 

案 

 癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○議長（川越信男）  説明を求めます。 

○総務課長（和泉洋一）  おはようございます。 

 議案第24号垂水市議会議員の議員報酬及び費

用弁償等に関する条例の一部を改正する条例案

について御説明申し上げます。 

 本議案は、国の特別職の給与に関する法律の

一部改正により、期末手当の支給月数が改定さ

れることに伴い、垂水市議会議員の期末手当の

年間支給月数を現在の3.35月分から3.25月分へ

0.1月分引下げようとするものでございます。 

 また、併せて令和３年12月期末手当での引下

げ相当分を令和４年６月期末手当で調整しよう

とするものでございます。 

 それでは、改正の内容について添付しており

ます新旧対照表で御説明いたします。 

 期末手当の支給月数を年間0.1月分引下げる

ために、第５条第２項中、100分の167.5を100

分の162.5に改正するものでございます。 

 附則としまして、附則第１項はこの条例を公
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布の日から施行しようとするものでございます。 

 また、附則第２項で令和４年６月に支給する

期末手当に関する特例措置として、令和３年度

の引下げ相当分として令和３年12月支給時に減

額される予定であった相当額を調整額として

167.5分の10を減額することを定めるものでご

ざいます。 

 附則第３項は、規則への委任について定めた

ものであり、この条例の施行に関し必要な事項

は別に規則で定めようとするものでございます。

御審議のほどよろしくお願い申し上げます。 

 次に、議案第25号垂水市長等の給与に関する

条例の一部を改正する条例案について御説明申

し上げます。 

 本議案は、議案第24号同様、国の特別職の給

与に関する法律の一部改正に伴い、市長、副市

長及び教育長の期末手当の支給月数を現在の

3.35月から3.25月へ0.1月分引下げようとする

ものでございます。 

 改正の内容につきましては、議案第24号と同

様となりますので、説明は省略させていただき

ます。御審議のほどよろしくお願い申し上げま

す。 

 次に、議案第26号垂水市職員の給与に関する

条例の一部を改正する条例案について御説明申

し上げます。 

 令和３年８月10日に人事院が国家公務員の給

与に関する勧告を公表し、これに基づく国家公

務員の一般職の職員の給与に関する法律の一部

改正する法律案が現在国会で審議中でございま

す。 

 本議案は、この人事院勧告に基づき改正しよ

うとするものでございます。 

 人事院勧告への対応は、例年12月に改正して

おりましたが、令和３年11月24日に公務員の給

与改定に関する取扱いについてが閣議決定され、

総務副大臣より令和３年度の引下げ相当額につ

いては、令和４年６月の期末手当から減額する

ことで調整するよう地方公務員についても求め

られたことにより、今回改正を行うものでござ

います。 

 なお、令和３年の給与改定は、民間の賃金状

況を反映し、賞与は引き下げる見直しとなって

おり、給与については改定の必要なしとなって

おります。 

 それでは、改正の内容について添付しており

ます新旧対照表で御説明いたします。 

 第16条第２項において、今回、人事院勧告に

基づき期末手当の年間支給月数を0.15月分引き

下げることから、100分の127.5を100分の120に

改めるものでございます。 

 また、同条第３項において、再任用職員に対

する期末手当の支給について規定しており、第

２項を読み替えていることから、関連して改め

ようとするものでございます。 

 附則としまして、附則第１項でこの条例は公

布の日から施行しようとするものでございます。 

 附則第２項で、令和４年６月に支給する期末

手当に関する特例措置として、令和３年度の引

下げ相当分として、令和３年12月支給時に減額

される予定であった相当額を調整額として、正

規職員127.5分の15、再任用職員72.5分の10を

減額することを定めるものでございます。 

 附則第３項は、規則への委任について定めた

ものであり、この条例の施行に関し必要な事項

は、別に規則で定めようとするものでございま

す。御審議のほどよろしくお願い申し上げます。 

 引き続き、議案第27号垂水市第２号会計年度

任用職員の給与に関する条例の一部を改正する

条例案について御説明申し上げます。 

 本議案は、議案第26号同様、人事院勧告に基

づくもので、第２号会計年度任用職員の期末手

当については、職員の給与条例を読み替えてい

ることから関連して改正しようとするものでご

ざいます。 

 それでは、添付しております新旧対照表で御
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説明いたします。 

 改正の内容につきましては、議案第26号で説

明しましたとおり、100分の127.5を100分の120

に改めようとするものでございます。 

 なお、本市の会計年度任用職員については、

人事院勧告に基づく期末手当の引下げ及び特例

措置は行いません。 

 附則としまして、この条例は公布の日から施

行しようとするものでございます。 

 以上で説明を終わりますが、御審議のほどよ

ろしくお願い申し上げます。 

○議長（川越信男）  ここで、暫時休憩いたし

ます。休憩時間中、全員協議会室におきまして

全員協議会を開きますので、ただいまの議案を

持って御参集願います。 

     午前10時38分休憩 

 

     午前10時55分開議 

○議長（川越信男）  休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 先ほど議題といたしました議案に対し、これ

から質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

○持留良一議員  先ほどの議論の中で、確かに

民間企業は4.32、公務員が4.45ということで、

こういう背景を考えながら減額になったという

ふうに思います。 

 しかし、一方では先ほど言われた２年連続の

一時金の減額になっているというのもあります

し、また、給与は公務員全体、民間よりも19円

低いというようなデータも示されてます。特に、

私は問題だったのは、このコロナ禍で公務労働

の本当に、しっかり応え切ってないんじゃない

かと。地域の経済活性化に背を向けた中身じゃ

ないかというふうに思うんです。こういうこと

が指摘されてもおかしくないというふうに思い

ますが、市長はこの辺りどのようにお考えで

ゴーサインを出されたのか聞きたいと思います。 

 あと、会計年度任用職員は先ほどお聞きした

とおり、該当ないということで安堵いたしたと

ころでありますけど、その点について市長のほ

う、お願いします。 

○市長（尾脇雅弥）  詳細の中身は先ほど御説

明したとおりであります。持留議員の今の、と

は言うもののというこのコロナ禍の中で落とし

ていただいていると。基本的には同感です。大

変な業務がプラスアルファ増えて、本来であれ

ばそういう形での対応というのもあるわけです

けれども、社会情勢もろもろ見ても人事院の勧

告ということを遵守をしながら、今回はこのよ

うな決断をさせていただきました。 

 また、もう一点が会計年度任用職員に関して

は、先ほど説明があったように、短時間の労働

の皆さんは対象とならないということで、そこ

に影響がなかったことはよかったというふうに

思っております。 

 いずれにしても、皆さんがやりがいを持って

よい環境の下で、給与も含めて、していくこと

が今後の課題でもありますので、そういうよう

な形で進めてまいりたいというふうに思ってお

ります。 

○議長（川越信男）  ほかに質疑ありませんか。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  質疑なしと認めます。 

 これで質疑を終わります。 

 お諮りいたします。 

 議案第24号から議案第27号までの議案４件に

ついては、会議規則第37条第３項の規定により

委員会への付託を省略したいと思います。これ

に御異議ありませんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  異議なしと認めます。 

 よって、議案第24号から議案第27号までの議

案４件については、委員会への付託を省略する

ことに決定しました。 

 これから討論を行います。 
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 討論はありませんか。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  討論なしと認めます。 

 これで討論を終わります。 

 お諮りいたします。 

 議案第24号から議案第27号までの議案４件に

ついて、原案のとおり決することに御異議あり

ませんか。 

   ［「異議あり」の声あり］ 

○議長（川越信男）  何号ですか。（「26、

27」の声あり）26、27。（「はい」の声あり） 

 御異議がありますので、議案第26号及び議案

第27号を除き、各議案を原案のとおり決するこ

とに御異議ありませんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  異議なしと認めます。 

 よって、議案第26号及び議案第27号を除く各

議案は、原案のとおり決定しました。 

 次に、議案第26号は起立により採決いたしま

す。 

 なお、起立されない方は否とみなします。 

 本議案を原案のとおり決することに賛成の方

は起立願います。 

   ［賛成者起立］ 

○議長（川越信男）  起立多数です。 

 よって、議案第26号は可決することに決定し

ました。 

 次に、議案第27号は起立により採決いたしま

す。 

 なお、起立されない方は否とみなします。 

 本議案を原案のとおり決することに賛成の方

は起立願います。 

   ［賛成者起立］ 

○議長（川越信男）  起立多数です。 

 よって、議案第27号は可決することに決定し

ました。 

   △意見書案第17号上程 

○議長（川越信男）  次に、日程第23、意見書

案第17号を議題といたします。 

 案文は配付いたしておりますので、朗読を省

略いたします。 

 癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

意見書案第17号 消費税の適格請求書等保存方

式（インボイス制度）の導入の延期・中

止を求める意見書 案 

 癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○議長（川越信男）  お諮りいたします。 

 ただいまの意見書案については、提出者の説

明を省略いたしたいと思いますが、これに御異

議ありませんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  異議なしと認めます。 

 よって、そのように決定いたしました。 

 これから質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

○池山節夫議員  すみません。お伺いします。

この提出のここに、中段辺りに「仕入れや経費

に含まれる消費税を価格や単価に転嫁できなけ

れば」ってあるんですけど、価格や単価に転嫁

しないといけないもんだと思うんですよ。それ

を今はそれがしなくてもいいという状態なんで

すけど、ここをそういうふうに変えていかない

と、税の公平性が保たれないということでこの

インボイス制度が導入されるんじゃないかと思

っているんですけど、この辺のその転嫁できな

ければと言われるその、転嫁できている人も、

できる人もいると思うんですよ。だからこの辺

のことをちょっと、まず質問してもいいですか。 

○持留良一議員  そもそもが、インボイス制度

という制度が、インボイスいわゆる適格請求書

等と呼ばれる伝票を基に消費税の納税額を計算

する仕組みだということですよね。インボイス

は、税務署が発行する登録番号を記載した取引

ごとにやり取りをする伝票、いわゆる請求書だ

ったり領収書、送り状など、このことで８％、

10％ごとにまとめた金額を記載すると。いわゆ



－166－ 

る仕入れや経費を支払う相手先からインボイス

がもらえないと売上げにかかる消費税から差し

引くことができず、消費税の納税額が増えてし

まうという。今までそういうのがなかった人た

ちが、そういう形で今度すると当然増えるとい

う仕組みになるということで、これはやはり経

営の危機に大きな影響を与えるんじゃないかと

いうことで、例えば、全国青色申告会総連合は

こんなことを言ってます。免税事業者が取引か

ら排除されることが想定されると。小規模事業

者の納税に関わる税負担、事務負担に多大な影

響もあると。現行の区分記載請求書等があれば、

適正申告を行うことができるということを言っ

ています。全国青年税理士連盟の方は、免税事

業者が取引先から排除または仕入れ税額控除が

できない金額に相当する額の値引きを求められ

る事態が想定もされると。公平性を欠くし、免

税事業者が課税事業者を選択しなければ不利な

状況に陥ってしまうと。だからシステム費用だ

とか、経理処理の複雑化など事業者に多大な負

担を押し付けられてしまうということです。 

 それからあと、日本商工会議所の方ですけど

も、生産向上に逆行すると。免税事業者約500

万人いると言われてらっしゃいますけど、対す

る取引排除や不当な値下げ圧力等が生じる懸念

があると。中小企業はコロナ対応に追われ、イ

ンボイス制度の準備に取りかかれる状況じゃな

い。こういったことを言われてます。 

 それと、例えばシルバー人材センター、前議

論させていただいたんですけども、この負担が

増えることを紹介してます。鹿児島県のセン

ターでは、インボイスで約15万円の消費税額が

1,034万円になると。今15万円なんですけど

1,030万円になるとセンターの存続の危機を招

くと述べていらっしゃいます。年金で生活でき

ず働く高齢者がたくさんいるセンターの会員の

負担増を発生させずに補償をすべきだというよ

うなことも言われてます。 

 農家のほうでも大きな問題が出てくるという

のが指摘を、仮に農家が簡易課税制度を適用し

ても税込みの年間売上が900万円の事業者では

利益180万円で年間13万円の事業消費税負担に

なるということで、こういう形で以上のことが

心配、懸念されるということも言われています。 

 そういう意味で、私は今回２つのことで目的

を持って提案させていただいたんですけども、

１つはみんなで考えましょうよと。行って、こ

のやっぱり税制度、活用、勉強しようというこ

とも含めて提案させていただいていますので、

その辺りもぜひ御理解いただければというふう

に思います。 

○池山節夫議員  いい説明でよく分かりますよ。

だけど、じゃあ今小規模事業者で仕入れの部分

売上げになった、その差額の部分の消費税を免

れている、1,000万以上の人は全額払っている、

この辺の税の公平性ということはどう考えられ

ますか。 

○持留良一議員  消費税というのは一般的に預

り金ではないかというのが一般論ですよね。と

ころがこれはやっぱり預り金ではなく対価の一

部だと。（「ん」の声あり）対価の一部。（「お

お」の声あり）事業の。例えば、事業者が付加

価値にかかる税、立場が弱い事業者への過重な

負担の問題、今実態としてあるんですけども、

そういうことを考えると、やはりこれは単純な

預り金ではなくて、対価に対する一部だという

見方が大きな議論にもなってるし、私もそうだ

なというふうに思います。（「私は思いませ

ん」の声あり） 

○議長（川越信男）  よろしいですか。 

○池山節夫議員  よろしいですよ。 

○議長（川越信男）  ほかに質疑ありませんか。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  質疑なしと認めます。 

 これで質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 



－167－ 

 討論はありませんか。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  討論なしと認めます。 

 これで討論を終わります。 

 お諮りいたします。 

 意見書案第17号を原案のとおり決することに

御異議ありませんか。 

   ［「異議あり」の声あり］ 

○議長（川越信男）  異議がありますので、意

見書案第17号は起立により採決いたします。 

 なお、起立されない方は否とみなします。 

 本意見書案について原案のとおり決すること

に賛成の方は起立願います。 

   ［賛成者起立］ 

○議長（川越信男）  起立多数です。 

 よって、意見書案第17号は原案のとおり可決

されました。 

 お諮りいたします。 

 ただいま意見書案が議決されましたが、その

提出手続及び字句、数字、その他の整理を要す

るものにつきましては、その整理を議長に委任

されたいと思います。これに御異議ありません

か。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  異議なしと認めます。 

 よって、その提出手続及び字句、数字、その

他の整理は議長に委任することに決しました。 

   △決議案第２号上程 

○議長（川越信男）  次に、日程第24、決議案

第２号を議題といたします。 

 提出者の説明を求めます。 

○持留良一議員  今回、皆さんも御存じのとお

り様々な状況が日々テレビで映し出されていま

す。子供たちへの影響、そして世界が懸念する

平和、そのことが大変私たちも心配であります。

であるならば、やはりしっかりと私たちも市民

の代表として議会として、その決議を上げてい

こうと、世論を大きくしていくと、その一助と

してこの決議案を提案するものです。 

 ロシアは一方的にウクライナへの軍事侵攻を

開始し、既に多数の民間人を含む人々の命が奪

われています。そしてまた各施設への攻撃、病

院への攻撃、本当に無差別的な攻撃が始まって

います。このことはウクライナの主権及び領土

の一体性を侵害し、武力の行使を禁ずる国際法

の深刻な違反であり、国連憲章の重大な違反で

あることからも断じて容認することができない。

そういうことを理由として提案いたしました。 

 以上です。 

○議長（川越信男）  これから質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  質疑なしと認めます。 

 これで質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 

 討論はありませんか。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  討論なしと認めます。 

 これで討論を終わります。 

 お諮りいたします。 

 決議案第２号を原案のとおり決することに御

異議ありませんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  異議なしと認めます。 

 よって、決議案第２号は原案のとおり可決さ

れました。 

   △大隅肝属広域事務組合議会議員の選挙

について 

○議長（川越信男）  次に、日程第25、大隅肝

属広域事務組合議会議員の選挙についてを議題

といたします。 

 お諮りいたします。 

 選挙の方法につきましては、地方自治法第

118条第２項の規定により、指名推選によりた

いと思います。これに御異議ありませんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 
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○議長（川越信男）  異議なしと認めます。 

 よって、選挙の方法は指名推選によることに

決定しました。 

 お諮りいたします。 

 議長において１名を指名することにいたした

いと思います。これに御異議ありませんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  異議なしと認めます。 

 よって、議長において１名を指名することに

決定しました。 

 大隅肝属広域事務組合議会議員に、前田隆議

員を指名いたします。 

 お諮りいたします。 

 ただいま議長において指名しました前田隆議

員を大隅肝属広域事務組合議会議員の当選人と

することに御異議ありませんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  異議なしと認めます。 

 よって、ただいま議長において指名しました

前田隆議員を大隅肝属広域事務組合議会議員の

当選人とすることに決定しました。 

 ただいま大隅肝属広域事務組合議会議員に当

選されました前田隆議員が議場におられますの

で、この席から議会規則第32条第２項の規定に

より告知いたします。 

   △議会運営委員会の閉会中の所掌事務調

査の件について 

○議長（川越信男）  次に、日程第26、議会運

営委員会の閉会中の所掌事務調査の件について

を議題とします。 

 議会運営委員長から会議規則第103条の規定

により、お手元に配付しました申出書のとおり、

閉会中の継続調査の申出があります。 

 お諮りします。 

 委員長からの申出のとおり、閉会中の継続調

査とすることに御異議ありませんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  異議なしと認めます。 

 よって、委員長からの申出のとおり、閉会中

の継続調査とすることに決定しました。 

   △各常任委員会の閉会中の所管事務調査

の件について 

○議長（川越信男）  次に、日程第27、各常任

委員会の閉会中の所管事務調査の件についてを

議題とします。 

 各委員長から所管事務のうち、会議規則第

103条の規定により、お手元に配付した申出書

のとおり、閉会中の継続調査の申出があります。 

 お諮りします。 

 各委員長からの申出のとおり、閉会中の継続

調査とすることに御異議ありませんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  異議なしと認めます。 

 よって、各委員長からの申出のとおり、閉会

中の継続調査とすることに決定しました。 

 以上で、本日の日程は全部終了いたしました。 

 これで、本定例会に付議されました案件は全

部議了いたしました。 

   △閉  会 

○議長（川越信男）  これをもちまして、令和

４年第１回垂水市議会定例会を閉会します。 

     午前11時13分閉会 
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